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プロジェクト位置図 

  



プロジェクトの概要 
1.国 名： ウクライナ国 

2.調査名称： ウクライナ国 ミコライウ橋建設事業追加調査 

3.実施機関： ウクライナ道路公社(Ukravtodor) 

4.調査目的： 円借款事業実施のために前回実施した協力準備調査（2011 年）からの時間の経過を踏まえ、事業
費（用地補償費・O&M 費を含む）・便益等の再計算、実施（調達・施工）方法の再検討、最新技術適
用可能性の再検討、環境社会配慮の確認を行うことを目的とする。 

5.調査内容：  
(1)事業の背景・経緯の整理 
(2)実施フローおよび作業工程の整理 
(3)事業承認手続き確認 
(4)自然条件調査の補足(水理・水文, 地形, 地質) 
(5)路線・橋梁位置のレビュー 
(6)道路計画のレビュー 
(7)橋梁計画のレビュー 
(8)需要予測 
(9)架橋地点の斜面安定性に関する考察 

(10)環境社会配慮追加調査方針の立案 
(11)施工計画、調達計画のレビュー 
(12)施工期間中の安全対策の更新 
(13)実施・運営計画の更新 
(14)概略事業費の再計算 
(15)プロジェクトのリスク分析のレビュー 
(16)コスト縮減効果の検討 
(17)経済・財務分析及び運用・効果指標の更新 
(18)支障物件調査および相手国負担事項の整理 

6.結論及び提言： 
(1)結論 
調査結果に基づく結論は、以下のとおりである。 
1) 本プロジェクトの実施は、技術的・経済的に妥当である。 
2) 以下の理由によりバイパスルート及びミコライウ橋の架橋位置を変更した。 
 ･ 
 
･ 
･ 

新しく選定したルートは経済的便益(B/C)が最も優れ、終点側インターチェンジの位置が将来的な環状道
路の形成に最適な位置である。 
渡河部の河道が直線部に近く、治水安全性、航行安全性に優れる。 
地すべり発生の可能性はあるものの、規模が小さく、地すべり範囲外に橋台を設置できる。 

3) 主橋梁の橋梁形式は、建設費、航行安全性、ウ国側のメリット（環境負荷が小さい、技術移転が期待でき
る）、美観、施工難易度、維持管理費用の観点から総合的に評価し、鋼斜張橋とした。また，基礎工は美観
を除き同様の観点から鋼管矢板基礎とした。 
中央支間長は、航行中の船舶サイズからウ国基準に基づき決定した最小航路幅 280m に、日本国内実績か
ら決定した余裕幅（航路端から橋脚までの離隔）140m（最小航路幅の 0.5 倍）を加え 420ｍとした。 

4) アプローチ橋梁の橋梁形式は、建設費、ウ国側のメリット（環境負荷が小さい、技術移転が期待できる）、
施工難易度、維持管理費用の観点から総合的に評価し、プレキャスト PC 床版＋鋼少数鈑桁橋（最大支間
長 60m）とした。また，同様の観点から基礎工は PC ウェル工法とした。 

5) 車線、路肩、中央帯、歩道等を含む道路幅員はウ国基準の改定に伴い、道路部 25.5m、橋梁部 26.3m とし
た。橋梁部の最急縦断勾配は横風、冬季における凍結によるスリップ防止に配慮し、2.5%とした。 

6) 起点側インターチェンジの形式は走行性，安全性，農地への影響，住民移転，施工性，経済性の観点から
検討した結果、クローバー型とした。終点側インターチェンジの形式は将来的な環状道路構想を踏まえ、
半クローバー型とした。 

7) 新しいルートの選定に伴い新たにウ国側で再度フィージビリティスタディが必要となる。ウ国閣議からの
再承認の必要性については現在確認中である。 

8) 「ウ」国側のプロジェクト実施機関は、ウクライナ道路公社である。 
円借款で本プロジェクトを実施する場合、L/A 締結後，詳細設計，入札図書作成，施工監理を行うコンサ
ルタントの調達，施工業者の調達を含む詳細設計に約 3年半が必要となる。この予定は一般的なプロセス
であり、ウクライナ道路公社および関係機関の協力が必要である。 

  
(2)提言 
調査結果に基づき、調査団として以下を提言する。 
1) プロジェクト実施による自然・社会・生活環境影響、とくに工事中の水質汚濁の防止と漁業資源保護、並

びにアクセス道路沿道における影響緩和対策に取り組む必要がある。工事工程の立案においては、冬季の
河川凍結のほかに、このような自然・社会・生活環境対策の観点も反映させておく必要がある。なお、前
回実施した協力準備調査（2011 年）から JICA の環境社会配慮ガイドラインは更新されており、最新版は
2010 年である。 

2) 新しく選定されたルートは、南ブグ川の右岸の住宅地内を通り、数十軒分の土地収用と住民の移転が必要
となるため、2012 年のウ国側フィージビリティ・スタディで議論されていない自然・社会・生活環境への
影響が生じる可能性がある。したがって、再度プロジェクトの承認手続きが必要となる。 

3) ウ国最長の中央支間長となる斜張橋や本邦技術を多く取り入れた上部工・下部工・基礎工の採用によるコ
スト縮減を想定しているため、本調査結果十分に活用して事業再承認を取得するためのウ国側フィージビ
リティ・スタディを作成することが望ましい。また、基本（予備）設計や実施（詳細）設計、並びに施工
監理・管理に際しては高度な技術力、実績を持つコンサルタント、コントラクターを選定することが重要
である。 

4) 本調査で実施した地すべりのモニタリングは調査終了後もウ国側で継続することが望ましい。 
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調査の要約 

 事業の背景・経緯 
1-1 背景・経緯 

ウクライナ（以下「ウ国」という。）南部に位置するミコライウ市（Mykolaiv）は，造船業を中

心に発展したミコライウ州（Mykolaiv Oblast）の州都である。また，同市はヨーロッパとアジアを

結ぶ黒海沿岸地域の交通の要衝であり，ウ国内陸部の穀倉地帯からオデッサ港，ユージニ港，イ

リチョフスク港等に至る道路網の中で南北方向に走る幹線道路 P-06，H-14，H-11 と東西方向に走

る幹線道路 M-14 の合流地点に当たるため交通量が多く，大型車を含む車両の市街地への流入（3.5

万台/日程度）が渋滞を引き起こし，市民の生活環境を悪化させる原因となっている。 

また，同市内を流れる南ブグ川（Southern Bug River）およびイングル川(Ingul River)には，それ

ぞれ 1964 年に建設されたババロフスキー橋とイングル橋が存在するが，老朽化に伴い車両総重量

の制限（24 トン/台）を行っていることから，ミコライウ市を経由して貨物を道路輸送する際の輸

送コストが増加しており，渋滞と共に円滑な物流を妨げている。したがって，穀物等の物流の円

滑化及び拡大のため，同市街地を迂回する新たな橋梁及びアプローチ道路の建設が急務となって

いる。なお，その重要性は古くから認識されており，ミコライウ橋建設事業（以下「本事業」とい

う。）に係る最初のフィージビリティスタディは，1989 年にソビエト連邦からの委託に基づき，キ

エフソユーズドルプロジェクト社によって実施された。 

ウ国政府は，2014 年 6 月に調印されたウ国・EU 連合協定に基づき，2015 年 12 月に「The Strategic 

Plan for Development of Road Transport and Road Infrastructure of Ukraine up to 2020」を策定し，ウ国

経済の活性化のために安全と環境に配慮した道路網の整備・近代化の重要性を強調している。本

事業は，同計画に則り円滑な車両交通を確保し，南部道路交通網の改善を図るものであり，2018

年に策定された「The State Target Economic Program for Development of Automobile Roads of the Public 

(General) Use of State Importance for the Period of 2018-2022」（以下「New Program」という。）におい

ても 5 つの主要な路線の 1 つとして位置付けられている。 

ウ国政府から我が国政府に対しては 2005 年 7 月に本事業に対する円借款の支援の要請があり，

JICA は 2010 年 10 月から 2011 年 10 月にかけて協力準備調査（以下「2011F/S」という。）を実施

した。2011F/S に基づきウ国政府は 2012 年にフィージビリティスタディ (TEO) （以下

「2012F/S(TEO)」という。）を作成し，2013 年に本事業の事業計画の閣議承認を了したものの，

2014 年に政変が起き，事業実施には至らなかった。政変後もウ国政府からは我が国政府に対し引

き続き同案件にかかる円借款の支援要請があったが，ロシアとの貿易が急減していたことから，

ウ国南部における物流状況を確認する必要があった。このため，JICA は 2016 年 10 月から 2017

年 6 月にかけて「ウクライナ南部物流情報収集・確認調査」（以下「2017 年調査」という。）を実

施し，結果としてウ国南部地域の物流円滑化の観点から本事業の必要性を改めて確認した。 

 

1-2 調査の目的 

ウ国政府から円借款の要請のあった本事業について，2011F/S から約 6 年が経過していること

から，本調査では以下を目的とする。 

(1)事業費（用地補償費・O&M 費を含む）・便益等の再計算および実施（調達・施工）方法の再

検討 

(2)最新技術適用可能性の再検討 

(3)プロジェクト実施に関係する環境社会配慮や他の問題の最新状況の確認 
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1-3 経済状況 

2014 年，東部情勢の悪化の影響を受け，貿易額や鉱工業生産高が大きく落ち込むなど経済状況

の悪化が深刻になり，経済成長率はマイナスに転じ，また，失業率についても前年の 7%前半から

9%前半まで上昇が見られた。かかる中，対外債務の増加や外貨準備高の減少等，マクロ経済の不

均衡が進行したため，同年 4 月以降は，IMF，世銀，EU を始めとする国際金融機関及び欧米諸国

等から多くの支援を受けている。2015 年 3 月，IMF は 4 年間で約 175 億ドルをウ国政府に供与す

ることを盛り込んだ新経済プログラムを承認し，ウ国政府は 4 度の資金受領で外貨準備高が増加

した一方で，同プログラムの条件を満たすため，財政，税制，年金，エネルギー，公共サービス等

多くの分野の改革でさらなる成果が求められている。 

2015 年もマイナスだった経済成長率は，2016 年に入りプラスに転じたが，同年の成長率は前年

の反動に拠るところも大きく，引き続きドナー国・機関の支援が必要とされている。2018 年 12 月

に IMF は理事会で 14 ヶ月，39 億 USD のスタンドバイ取極を承認したことを発表している。 

 

1-4 交通分野の政策および計画 

ウ国における交通分野の政策としては，2013 年に「The State Target Economic Program for the 

development of public roads for 2013-2018」が策定されたが，同プログラムは最終的に予算不足に陥

り，当初の目標未達となった。これを踏まえ，ウ国政府においては 2018 年から 2022 年までの交

通分野政策として New Program が策定され，2018 年 3 月に閣僚により決議（Cabinet of Ministers of 

Ukraine Resolution（以下「Cabinet Resolution」という。）, March 21, 2018, No.382）されている。こ

の New Program では，以前のプログラムにおける反省を活かし，2018 年から 2022 年までの 5 年

間で必要な計 298,349Million UAH の予算が確保されており，既存の国家重要道路を改修・整備し

て欧州の交通網と統合させ，交通の安全，速度，走行性および運輸のコスト効率を高めることを

その主目的として掲げている。 

 

1-5 道路網の現状 

ウ国の道路は国家重要道路(国レベル), 地方重要道路(地方レベル), 街路の 3 種類に大別され，

特に国家重要道路(国家レベル)は閣僚決議（Cabinet Resolution, August 9, 2017, No.654）で定められ

ている。2017 年まで，Ukravtodor は国家重要道路及び地方重要道路を管轄していたが，2018 年か

らウクライナ法（The Law of Ukraine, November 17, 2016, No.1762-Ⅷ, 1763-Ⅷ, 1764-Ⅷ）に基づき，

Ukravtodor は国家重要道路のみを管轄することとなり，地方重要道路についてはウ国内の各州政

府（Regional State Administration）の管轄に変更されている。 

国家重要道路と地方重要道路の分類を表 1-1 に示す。プロジェクト対象地であるミコライウ州

内の道路延長はウ国全体の 3%程度である。 
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表 1-1. 道路分類 

分類 
ウ国全体 ミコライウ州 

距離 
(km) 

比率 
(%) 

距離 
(km) 

比率 
(%) 

国家重要道路(国レベル) 51,700 31 1,487 31 
 国際道路 (M-network) 8,600 5 200 4 
 国道 (H-network) 4,800 3 407 8 
 主要地方道 (P-network) 10,000 6 368 8 
 地方道 (T-network) 28,300 17 512 11 
地方重要道路(地方レベル) 117,900 69 3,314 69 
 州道 (O-network) 50,000 29 2,669 56 
 地区道路 (C-network) 67,900 40 645 13 
合計 169,600 100 4,801 100 

出典：Ukravtodor 

 

 実施フローおよび作業工程 

本調査の実施フローを以下に示す。 
    
 【01】インセプション・レポートの作成・協議   
 ↓   
 【02】事業承認手続き確認   
 ↓   
 【03】路線・橋梁位置のレビュー 

【04】道路計画のレビュー 
【05】橋梁計画のレビュー 
【06】自然条件調査の補足 
【07】需要予測 
【08】支障物件調査 
【09】施工期間中の安全対策の更新 
【10】基本計画，施工計画，調達計画のレビュー 
【11】実施・運営計画の更新 
【12】環境社会配慮追加調査方針の立案 
【13】概略事業費の再計算 

  

 ↓ ← ウ国コメント 
 【14】インテリム・レポートの作成・協議   
 ↓   
 【15】プロジェクトのリスク分析のレビュー 

【16】コスト縮減効果の検討 
【17】経済・財務分析及び運用・効果指標の更新 
【18】相手国負担事項の整理 

  

 ↓   
 【19】インテリム・レポート 2 の作成   
 ↓   
 【20】ルート選定等にかかる説明資料の作成・協議   
 ↓   
 【21】補足地質調査   
 ↓   
 【22】インテリム・レポート 3 の作成   
 ↓ ← ウ国コメント 
 【23】ドラフト・ファイナル・レポートの作成・協議   
 ↓ ← ウ国コメント 
 【24】ファイナル・レポートの作成・提出   
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 ウ国内での事業承認手続き 

3-1 事業の区分および概要書類 

ウ国における事業実施（工事実施）までに必要となる手続きの方法は，事業の複雑度によりⅠ

～Ⅴに区分されていた（2011F/S では本事業は V に該当していた）。 

しかしながら，EU の基準に近づけることを目的としたウクライナ法(The Law of Ukraine, Bulletin 

of the Verkhovna Rada (BP), 2017, No. 9, p.68)を踏まえ，2017 年から下表にしめすように災害時に発

生しうる被害の規模によって事業の重要性を CC1(重要度小)，CC2(重要度中)，CC3(重要度大)の 3

つのクラスに区分するようになった。本事業のバイパス道路は国家レベルの国際重要道路の一部

であり，「交通施設の機能損失」は「国家レベル」となるため，重要性は「CC3」に区分される。 

CC3 の場合，事業実施（工事実施）に必要な書類は Feasibility Study(TEO: Техніко-економічне 

обґрунтування)，Project (P)，Working Documentation(WD)の 3 つであり，いずれも事業実施者が作

成する必要がある。各書類の内容はウ国地域発展・建設・住宅省（Ministry of Regional Development, 

Building and Housing ，（以下「MRDBH」という。）），ウ国経済発展・貿易省（Ministry of Economic 

Development and Trade，（以下「MEDT」という。）），ウ国財務省（Ministry of Finance，以下「MoF」

という。）によって保証され，かつ，閣議で承認される必要がある。各書類における必要な内容(構

成)は「SCN A.2.2-3-2014 Structure and Content of Project Documentation on Construction」に記載があ

る。 

 

3-2 閣議承認に係る手続き 

ウ国における橋梁・道路建設事業に係る閣議の承認手順は閣僚で決議(Cabinet Resolution, May 

11, 2011, No.560)されており，まず閣議に諮る前に MRDBH 公認の専門機関による当該事業内容の

照査を受ける必要がある。また，実態上は照査の前に関係機関（Ukravtodor Technical Committee 及

びウ国環境・天然資源省（Ministry of Ecology and Natural Resources，以下「MENR」という）から

の承認が必要であり，設計内容は関係機関の所管する各種基準・ルールに準拠したものでなけれ

ばならない。 

本事業に関しては日本側の 2011F/S を元としてウ国側が Feasibility Study(2012F/S(TEO))を 2012

年に実施，2013 年に閣議承認されている。ウ国の関係者へのヒアリングによると，2012F/S(TEO)

に係る閣議承認に有効期限は設定されていない。ただし，仮に Feasibility Study(TEO)を再作成する

場合，変更した項目のみを更新するのではなく全体を再作成する必要がある。再度の閣議承認の

必要性については現在確認中である。 

 

3-3 事業実施手順および書類の提出時期 

通常の事業実施（工事実施）手順および必要な各書類の提出時期を図 3-1 に示す。 

Project (P)においては，事業の概略設計を含む関連書類が作成され，その後，当該概略設計を踏

まえた入札が行われ，当該事業の施工業者が決定される。（Feasibility Study (TEO) 及び Project (P) 

のプロセスを合わせて「Stage P」と称される。）その後，基本的に施工業者は，設計図書や仕様書

等から成る Working Documentation（以下，「WD」という。）を作成する。WD 作成から工事完了ま

での期間は「Stage R」と呼ばれる。  
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Japanese Side  Ukrainian Side    

      

Feasibility Study(F/S) → 
Selection of Consultant 
Feasibility Study(TEO) 

   
 

  ↓   (Stage P) 

  
Selection of Consultant 

Project(P) （Basic Design） 
  

 

  ↓    

Fact Finding / Appraisal ← Loan Request    

↓      

Exchange of Notes / Loan Agreement    

  ↓    

  
Tender 

Selection of Contractor 
   

  ↓    

  
Preparation Works 

Working Documentation(WD) 
  

 

  ↓    

  Construction   (Stage R) 

  ↓    

Post Evaluation ← Project Completion    

 

図 3-1. 事業実施（工事実施）手順および必要な各書類の提出時期 
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 自然条件調査の補足 

気象・水文調査結果の抜粋を表 4-1 に示す。 

表 4-1.気象・水文調査結果の抜粋 

観測項目 観測値 観測期間 観測所 

気温 

月別平均最高の最高値: 37.3°C (8 月) 
月別平均最低の最低値: -18.5°C (January) 
最高値: 39.7°C (2017 年 8 月) 
最低値: -24.5°C (2010 年 1 月) 

2008-2017 (1) 

相対湿度 
月別平均の最高値: 86.5% (1 月) 
月別平均の最低値: 51.3% (8 月) 

2008-2017 (1) 

雨量 

年平均値: 413mm 
年最大値: 651.9mm (2010 年) 
月別平均の最大値: 50.8mm (5 月) 
月別平均の最小値: 15.7mm (8 月) 
日最大値: 42.7mm (2008 年 9 月) 

2008-2017 (1) 

積雪深 
年最大の平均値: 12cm 
年最大値: 34cm (1985 年) 

1966-2017 (1) 

氷厚 
年最大の平均値: 22cm 
年最大値: 54cm (1984) 

1956-2017 (2) 

風 
90%が風速 7m/s 以下，風向は北が主方向 
最大瞬間風速: 40m/s (西北西, 1969 年) 

2011-2017 (1) 

水位 

年最高の平均値: BS +0.417 m 
年最低の平均値: BS -0.924 m 
最高値: BS +0.900 m (1981 年) 
最低値: BS -1.470 m (1984 年, 1991 年) 

1917-2017 (2) 

流量 

年最大の平均値: 720 m3/s 
年最小の平均値: 19 m3/s 
最大値: 5,320 m3/s (1932 年) 
最小値: 2.6 m3/s (1954 年) 

1914-2017 (3) 

* 観測所：(1) Aviation Meteorological Center Mykolaiv (Hydrometeorological Station) 
(2) Mykolaiv (Sea Hydrometeorological Station) 
(3) Oleksandrivka (Hydrological Station) 
 

ミコライウ水文・気象観測所は感潮区間に位置するため，年最高水位は上流からの洪水の他に，

黒海の潮位の影響を受けている。 
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4-1 測量調査 

4-1-1 地形調査の概要 

本調査における地形調査は，2018 年 7 月から同年 10 月末に亘って実施された。同調査内容は

地形測量と深浅測量で構成されており，調査範囲を図 4-1 に示す。地形調査結果は地形図の三次

元データで表示する。これらの調査結果は道路及び橋梁設計に活用する。 

 
出典: JICA 調査団 

 
 

図 4-1. 測量対象地域 

 

  

: 地形測量範囲 15km2 

: 深浅測量範囲 5.5km2 
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4-2 地質調査 

主要地点の道路及び橋梁の設計を目的とした地質調査を実施した。主な調査内容は，1）橋梁

区域の標準貫入試験を含むボーリング調査（陸上），2）橋梁区域の標準貫入試験を含むボーリン

グ調査（河底），3）インターチェンジにおける簡易貫入試験（CPT），4）道路における材質試

験，及び 5）土取場における材質試験である。 

調査項目の詳細及び数量を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2. 地質調査数量 

調査項目 単位 数量 

1)橋梁区域におけるボーリング掘削（陸上） 

・掘削地点 箇所 4 

・掘削長 メートル 118.2 

・標準貫入試験（SPT） 回 156 

2)橋梁区域におけるボーリング掘削（河底） 

・掘削地点 箇所 6 

・掘削長 メートル 203.5 

・標準貫入試験（SPT） 回 131 

3)インターチェンジにおける簡易貫入試験（CPT） 

・簡易貫入試験（CPT） 箇所 4 

4)道路における材質試験 

・サンプル採取 箇所 23 
・室内土質試験 試料 23 
5)土取場における材質試験 
・サンプル採取 箇所 5 
・CBR試験 試料 9 

出典: JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2. 地質調査位置図  
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本調査で確認された地層は，現世の耕土・盛土・河床堆積物，第四紀（沖積層，洪積層），新

第三紀の地層であり，14 の地層に区分される。橋梁の支持層として，左岸より河川内にかけて

は地層番号「11」の新第三紀の粘土層以深または「12」の石灰岩が想定される。右岸部の橋台部

については，第四紀から新第三紀にかけて形成された地層番号「8」の粘土層以深が想定され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3.地層推定断面図  
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 路線・橋梁位置のレビュー 
5-1 路線概要 

バイパスの路線（ルート）および架橋位置は表 5-1 に示す過去 6 回のフィージビリティスタデ

ィで図 5-1 に示す 4 ルートが比較検討されており，いずれもルート 2 が選定されている。 

表5-1. 過去の F/S リスト 

実施年 実施国 カウンターパート 調査会社 

1989 Soviet-Union No Information Kievsoyuizdorproject 

2000 Japan Mykolaiv City Japan Consulting Institute 

2003 Japan Mykolaiv City Pacific Consultants International 

2004 Ukraine Mykolaiv Region Kievsoyuizdorproject 

2011 Japan Ukravtodor 

The Consortium of Oriental 

Consultants Co., Ltd. and Chodai 

Co., Ltd. 

2012 Ukraine Ukravtodor Kievsoyuizdorproject 

 

今回比較する各ルートの線形は，過去の Feasibility Study における線形を基に現在の土地利用状

況を考慮して若干の修正を行ったものであり，表 5-4 および表 5-5 に示す評価項目について可能

な限り定量的な評価，比較検討を実施している。 

各案の特徴を表 5-2 に示す。 

なお，大別してルート 1,2,3 をミコライウ市北側の M14 と西側の M14 を結ぶルートとして「北

側ルート」，ルート 4 をミコライウ市南側の M14 と西側の M14 を結ぶルートとして「南側ルート」

と呼ぶ。 

表5-2. 各ルートの特徴 
ルート 特徴 

ルート 1 

北側ルートの中で南ブグ川を横断する位置が最も北側であり，路線延長が最も長いルートである。

川幅が最も狭い位置で川を横断することにより，路線延長は長くなるが橋梁延長を短くし，工事費

を縮減することがこのルートの狙いである。一方，船舶の航行，治水安全性，ミコライウ空港の制

限表面，住民移転に配慮する必要がある。特に住民移転は北側ルートの中で最も件数が多いという

特徴を持つ。 

ルート 2 

北側ルートの中で南ブグ川を横断する位置が最も南であり，路線延長が最も短いルートである。こ

のルートには 2 つの利点があり，1 つは住民移転が発生しないこと，もう 1 つは 2009 年に作成さ

れたミコライウ市の都市計画に整合していることである。一方，河道の湾曲区間を横断するため，

船舶の航行や治水安全性に配慮する必要がある。右岸側の河岸は水衝部にあたり，付近の斜面は地

すべり地帯とされている。過去に複数回発生した小規模の地すべりを踏まえると比較的中規模の地

すべりが起こりやすい。また，小規模の地すべりが生じた周辺にはガリーが発達しており，地下水

が集中している可能性があるため斜面安定への留意が必要である。 

ルート 3 

ルート 2 が南ブグ川の湾曲区間を横断するため，対案として直線に近い位置で横断させたルートで

あり船舶の航行や治水安全性に配慮することが目的である。北東に位置する既存の環状道路を北西

に延伸することも意図しており，便益の面で有利である，一方，若干の住民移転が発生する。また，

右岸側の河岸付近の斜面は地すべり地帯とされており，過去に周辺で発生した小規模の地すべりを

踏まえると，比較的小規模の地すべりが起こる可能性があるため，斜面安定に留意する必要がある。 

ルート 4 

唯一の南側ルートであり，全ルートの中で最も延長が長い。南ブグ川添いの住宅密集地を避け，北

東に位置する既存の環状道路を南東および南西に延伸することも意図している。河道を直線に近い

区間で横断しており船舶の航行や治水安全性に配慮することが可能であるが，川幅が広いため橋梁

の延長が長くなる。また、ミコライウ港より下流に位置するため、対象船舶が北側ルート案に比べ

て大きく、航路限界が大きくなる可能性がある。 
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図 5-1.ルート概要図 

 

表5-3. ルート別概略数量 

種 別 ルート 1 ルート 2 ルート 3 ルート 4 

ルート長 18,400m 13,200m 14,600m 32,500m 

橋梁長 1,500m 2,120m 2,180m 3,200m 

(主橋梁長) (840m) (930m) (840m) (840m) 

(アプローチ橋梁長) (660m) (1,190m) (1,340m) (2,360m) 

道路長 16,900m 11,080m 12,420m 29,300m 

※航路条件や船舶諸元はミコライウ港の上下流で異なり、下流側に位置するルート 4 は上流側に位置するルート

1~3 に比べて対象船舶が大きく、橋長が長くなる可能性があるが、本調査では便宜的に対象船舶はルートに依ら

ず同じであるものとした。 

 

表 5-4.評価項目一覧表(1/2) 
大項目 中項目 小項目 設定理由 評価指標 

事業 
効果 

市内 VCR
の改善効

果 
- 市内の渋滞解消は本事業の重要な目的である。 

VCR(Volume/Capacity 
Ratio) 

建設費 - 
バイパス道路建設に必要な初期投資額を把握すること

は重要である。 
イニシャルコスト 

便益 - 
プロジェクトの効果を定量的に評価するために重要で

ある。 

TTC(Travel Time Cost) 
VOC(Vehicle Operation 
Cost) 
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表 5-5.評価項目一覧表(2/2) 
大項目 中項目 小項目 設定理由 評価指標 

影響 
要因 

社会環境 

住民移転低

減 

住民移転は社会環境，生活環境が大きく変わることに

なるため，該当者全員からの同意が得られない場合が

多い。したがって住民移転数が多いことは事業自体が

成立しないリスクが大きいと言える。また，2011FS に

おけるルート選定では住民移転数が重要な評価項目と

なっている。 

住民移転数 

農地損失面

積の低減 

プロジェクトサイト周辺の主要産業は農業であり，バ

イパス道路はほとんどが農地を通過する。損失面積の

大小は現状からの土地利用の改変度合いを示し，主要

産業が保全できているかどうかの判断材料となる。 

農地損失面積 

ミコライウ

市都市計画

との整合 

ミコライウ市の都市計画は，市内にバイパス道路が建

設されることを前提に決定されている。市外のルート

を採用した場合，都市計画の変更が生じる。 

都市計画との整合性の

有無 

環状道路構

想との整合

性 

人口が 30 万人を超えるウクライナの都市では，市街地

を避けるように半円または完全な環状道路が整備され

ている傾向にある。ミコライウ市は人口 50 万人の都市

であり，環状道路があることは望ましいと考えられる。 

ルート 1~3とルート 4の
接続性(終点側インター

チェンジの位置関係) 

自然環境 

人工林伐採

の低減 

南ブグ川の左岸とミコライウ空港の間に約 570ha のま

とまった人工林が存在する。プロジェクトサイト周辺

は低地であり，他に森林がなく貴重であることから，

自然環境の保全上重要である。 

人工林損失面積 

生態系保全 
生態系の保全はプロジェクトの種類にかかわらず重要

である。また，バイパス道路が，水産庁ミコライウ州

事務所の定める禁漁区域に隣接する可能性がある。 

生態系保全上特に重要

な地域との位置関係 
禁漁区域との位置関係 

生活環境 

周辺住宅に

対する振動・

騒音の影響 

プロジェクトサイト周辺はほとんどが農地であり，現

状の振動・騒音レベルは小さいと推定される。バイパ

ス道路建設に伴う振動・騒音レベルの変化は大きく，

生活環境への影響が大きいと考えられる。 

騒音の影響を受ける家

屋数 

周辺公共施

設に対する

振動・騒音の

影響 

同上 
騒音の影響を受ける公

共施設数 

実施 
環境 

地盤条件 斜面崩壊 

ルート 2 およびルート 3 の右岸側の河岸付近の斜面

は，古くより地すべり地帯とされている。特にルート

2 は斜面に橋脚，橋台が建設される可能性が高いため，

その安定性は重要である。 

地すべりの規模および

安全性 

航路条件 
船舶の衝突

確率 

南ブグ川は航路として利用されているため，船舶が橋

脚へ衝突する可能性があり，船舶および橋梁の両方の

安全性に影響を与える。 

船舶の相対的な衝突確

率 

河川条件 
治水安全性

への影響 

橋梁設置および橋梁の位置と河道状況（狭窄部，湾曲

部，水衝部，合流部，流況変化部等）の関係が治水安

全性に影響を与える。 

橋梁設置による河積阻

害の程度 
治水安全性に悪影響の

ある河道状況（湾曲部，

水衝部，狭窄部，合流部

等）への該当数 

空域条件 
橋梁建設に

関わる制限 

ミコライウ市の北側，南側の両方に空港が存在し，離

発着の方向と主橋梁の位置が一致するルートは橋梁

（特に主塔・斜材）および施工中の重機，資機材が各

空港の制限表面に入らないよう配慮する必要がある。 

空域制限の有無 
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5-2 ルート選定 

階層化意思決定分析法（Analytic Hierarchy Process（以下「AHP」という。））によりルートを選

定する。 

AHP によるルート選定の手順を図 5-2 に示す。 

 

  ① 評価項目および評価指標の設定   

       

   評価項目の設定    

       

   評価指標の設定    

       

    

 

   

②評価項目に対する評価値の決定  ④評価項目に対するウェイトの決定 

       

③評価値に基づく評価点の決定     

     

 

    

   ⑤ルート選定    

       

   評価項目ごとに重み付き評価点を算定 

（評価点×ウェイト） 

   

      

       

   重み付き評価点を集計    

       

   ウ国側に評価項目，評価値，評価点，ウェ

イト，重み付き評価点を説明し，了承を得

た上で評価点を確定 

   

       

   重み付き評価点が最も高いルートを選定    

       

 
図 5-2. ルート選定手順 

 

上記を考慮したルート選定表を表 5-6 に示す。 

表より，ルート 3 の重み付き評価点が最も高いことが分かる。評価項目，評価値，評価点，ウ

ェイト，重み付き評価点の説明を含むルート選定結果を 2019 年 7 月 31 日にミコライウ市および

ミコライウ州，9 月 17 日に Ukravtodor，9/18 日にインフラ省に説明した結果，全てから了承を得

えられたため，ルート 3 を選定する。 

なお，以後の章では，詳細な比較を行うため，ルート 2 と 3 の両方について検討をしている。 
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表 5-6. ルート比較表 
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 道路計画 
6-1 既存 Feasibility Study の概要 

本事業に関しては，これまで 1989年から 2012年にかけて 6度のFeasibility Study（以下「F/S」

という。）が実施され，2012 年にウクライナで実施された 2012F/S(TEO)は 2013 年 7 月 11 日に

閣議承認を受けている。表 6-1，表 6-2 に過去の F/S の概要を示す。 

 
表 6-1. これまでの F/S の概要 (1) 

 

出典：2011F/S 

表 6-2. これまでの F/S の概要 (2) 

 2011F/S 2012F/S (TEO) 

実施国 日本 「ウ」国 

実施主体 ウクライナ道路公社(Ukravtodor) ウクライナ道路公社(Ukravtodor) 

実施会社 ㈱オリエンタルコンサルタンツ ㈱

長大 

キエフソユーズドルプロジェクト社 

Kyivsoiuzshliakhproekt 

実施背景 2003 年に実施された Feasibility 

Study（以下，「2003F/S」という）

のレビューと更新 

2011F/S を踏まえて閣議承認を得る

ために実施 

主な 

実施概要 

【路線選定】 

2004F/S にウ国で提案された路線を

踏襲 

【長大橋選定】 

【路線選定】 

2004F/S，2011F/S で採用された路線

を踏襲 

【長大橋選定】 
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南ブグ川を渡る橋梁形式について 3

案を比較検討し，吊橋を推奨。 

南ブグ川を渡る橋梁形式は 2011F/S

を踏襲し吊橋を推奨。 

適用基準 DBN V.2.3-4 2007 DBN V.2.3-4 2007 

                                                                   出典： JICA Survey Team 

6-2 道路構造のレビュー 

6-2-1 適用基準及び道路区分 

 適用基準 

ウクライナにはロシアの設計基準 SNiP1をもとに制定された DBN2という基準があり，2011F/S

及び 2012F/S(TEO)時点では 2007 年改訂版（DBN V.2.3-4 2007）を利用して計画が行われてい

た。その後，2015 年に改訂版が出されているため，本調査では DBN V.2.3-4 2015 を用いてレビ

ューを実施する。 

 道路区分 

DBN V.2.3-4 2015 では道路は 6 つに分類されている。2011F/S が実施されるまでは道路区分

「Ⅰ-a」とされていたが，2011F/S により「Ⅰ-b」に変更され，2012F/S(TEO)でもこの道路区分

が踏襲されている。本調査においても，この道路区分は妥当であると判断し，「Ⅰ-b」として取り

扱う。 

 設計速度 

2011F/S 時は当時の道路区分から設計速度 140km/h が採用されていた。DBN V.2.3-4 の更新に

より道路区分に対する設計速度が見直されたことから，最新の基準に従い本調査では 110km/h を

採用する。 

 

6-2-2 横断構造 

 幅員構成 

(1) 道路部 

道路幅員のレビュー結果を表 6-3 に示す。 

 
表 6-3. 道路幅員のレビュー結果 

 2011F/S 本調査 

標準 
幅員 

  
出典：JICA Survey Team 

 

(2) ミコライウ橋梁部 

ミコライウ橋幅員のレビュー結果を表 6-4 に示す。 
 

                             
1 НиП: Строительные Нормы и Правила 
2 ДБН:ДЕРЖ АВНІ БУДІВЕЛЬНІ НОРМИ УКРАЇНИ 
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表 6-4. 橋梁幅員のレビュー結果 

 2011F/S 本調査 

標準 
幅員 

  

 

 建築限界 

建築限界は DBN V.2.3-4 2015 に従い，5.5m 以上を確保する。 

 

6-3 本線計画のレビュー 

6-3-1 平面計画 

M14 バイパスは全長約 13.2 km の 4 車線道路で計画されており，その計画ルートは図 6-1 に示

す通りミコライウ市北部の市境付近を通過し，起点側（東側）と終点側（西側）のそれぞれで既

存の幹線道路と接続する。2011F/S で最適案として選定された計画ルート（ルート 2）は，影響家

屋が無いため住民移転が発生しないとともに，ウクライナ国道路設計基準の 2015 年改定版（DBN 

V.2.3-4 2015）との整合性にも問題ないことから本調査では 2011F/S の平面計画を基本的に踏襲

した。 

 
出典：ミコライウ都市計画図より一部抜粋 

図 6-1. M14 バイパスの計画位置 

 

6-3-2 縦断計画 

 縦断計画のコントロール（横断交通施設） 

計画道路と交差する交通施設（道路，鉄道，航路）を表 6-5 に整理する。なお，これら施設に

ついては縦断計画のコントロールとして考慮した。 
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表 6-5. 縦断計画のコントロール（横断交通施設） 

測点 
交差施設 備考 

ルート 2 ルート 3 

No.12+0 同左 幹線道路 P06 交差施設が本線の上空を跨ぐ 

No.32+0 同左 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.49+93 同左 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.60+88 同左 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.90+83 No.88+87 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.111+60 No.108+67 航路（南ブグ川） 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.118+60 No.119+65 幹線道路 T1506 交差施設が本線の上空を跨ぐ 

― No.132+18 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.122+18 ― 道路（IC ランプ） 交差施設が本線の上空を跨ぐ 

― No.144+0 幹線道路 M14 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

出典：JICA Survey Team 

6-3-3 基本計画の対象ルート 

前述「第 5 章 路線・架橋位置のレビュー」において 4 つの代替ルートが比較検討の対象とな

った。そのうち「ルート 2」と「ルート 3」を基本計画の対象ルートとする。表 6-6 に 2 ルート

の概要を示す。 

 
表 6-6. 対象ルートの概要 

項目 ルート 2 ルート 3 

計画位置 
2011F/S の計画位置を踏襲 
（ミコライウ市北部の市境付近） 

起点から 7.1km 付近まではルー

ト 2 と同線形。終点はルート 2 の

約 3km 西側で M14 道路と接続 
本線の整備延長 約 13.2km 約 14.6km 

南ブグ渡河橋の整備延長 2,115m 2,180m 
住民移転 0 戸 3 戸 

支障物件（車庫，倉庫） 26 戸 60 戸 
P06 道路（起点側接続道

路）との交差形式 
クローバー型インターチェンジ 同左 

M14 道路（終点側接続道

路）との交差方式 
トランペット型 
インターチェンジ 

ハーフクローバー型 
インターチェンジ 

出典：JICA Survey Team 

2 ルートの計画位置を以下に示す。居住区，病院，墓地，高圧線などを極力回避し，社会経済

的な影響の最小化を図った。また，南ブグ川の流向方向に対しては極力直行する線形を考慮し橋

長の短縮化を図った。 

 

6-4 接続形式のレビュー 

6-4-1 起点側インターチェンジ【ルート 2, 3 共通】 

2011F/S および 2012F/S で提案されたクローバー型を本調査でも推奨案とする。 
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6-4-2 終点側インターチェンジ【ルート 2】 

2011F/S および 2012F/S で提案されたトランペット型を本調査でも推奨案とする。 

 

6-4-3 終点側インターチェンジ【ルート 3】 

当該インターチェンジの立地付近はクリティカルとなる用地的制約がほとんど無いことから，

3 枝交差から 4 枝交差に最も容易に追加施工ができるクローバー型を推奨する。 

 

6-4-4 中間位置での交差道路との接続【ルート 2, 3 共通】 

M14 バイパスの No.61 付近において，M14 バイパスを挟んで南側と北側の居住エリアを連結

する市道が通っている。No.61 付近は M14 バイパスのほぼ中間位置にあたることからも，この市

道との接続を計画する。（図 6-2 参照）接続形式はダイヤモンド型を推奨する。 

 
出典：JICA Survey Team 

図 6-2. 中間位置での交差道路との接続ポイント（No.61 付近） 

 

6-5 インターチェンジの基本構造 

6-5-1 ランプの設計速度 

 立体交差形式インターチェンジにおけるランプの設計速度は DBN V.2.3-4 2015 に準拠して

設定する。ランプの設計速度を求めるための交通量は，将来（2036 年）におけるピーク時

間交通量（台/時）とし，ピーク時間における本線道路からインターチェンジに流入した右

折あるいは左折の車両の交通量シェア（%）を求め，ランプの設計速度を設定する。 

6-5-2 ランプの車線数 

 立体交差形式インターチェンジにおけるランプの車線数は，ピーク時間の交通量（pcu/h）

がランプの交通容量（pcu/h）に占める割合（交通容量比）が 0.8 以下の場合は 1 車線，0.8

を超過する場合は 2 車線とする。 
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6-5-3 ランプの幅員 

ランプの幅員は DBN V.2.3-4 2015 に準拠して下記の通りとする。 

 1 車線ランプ：車線幅員 6.0m，路肩幅員 2.0m 

 2 車線ランプ：車線幅員 7.5m（3.75m@2），路肩幅員 2.0m 

 

6-6 舗装構造の検討 

6-6-1 検討条件 

 設計条件 

基本的な設計条件を表 6-7 に示す。 

 

表 6-7. 基本的な設計条件 

項目 適用値 備考 出典 

道路区分 I-b 前項「6-2-1 適用基準及び道路区分」参照 DBN V.2.3-4 2015 

舗装設計期間 10 年 
道路区分 I-b（舗装材料：砕石マスチックア

スファルト）に基づく 
DBN V.2.3-4 2015 

設計目標年 2039 年 供用開始（2030 年）から 10 年 ― 

信頼係数 н 0.95 道路区分 I-b に基づく DBN V.2.3-4 2015 

気候区分 III 道路の存する気候区分 DBN V.2.3-4 2015 

排水条件区分 I 道路の存する排水条件区分 DBN V.2.3-4 2015 

標準凍結深度 60 cm 道路の存するエリアの標準凍結深度 
VBN V.2.3-218-186-

2004 

出典：JICA Survey Team 

 荷重条件 

道路区分 I-b の荷重条件を表 6-8 に示す。 

 
表 6-8. 荷重条件 

標準軸荷重 標準輪荷重 タイヤの空気圧 
タイヤ接地面の

直径（静的） 

タイヤ接地面の

直径（動的） 

kN kN MPa m m 

115 57.5 0.8 0.303 0.345 

出典：DBN V.2.3-4 2015 

6-6-2 舗装構成 

M14 バイパスの舗装構成を表 6-9 のとおり提案する。 

 
表 6-9. 舗装構成 

層 舗装構成 仕様 層厚 

1 表層（砕石マスチックアスファルト混合物） 60/903 5 cm 

                             
3 針入度 
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2 中間層（加熱アスファルト混合物） 60/90 8 cm 

3 基層（加熱アスファルト混合物） 60/90 10 cm 

4 セメント安定処理路盤 M404 15 cm 

5 路盤（クラッシャラン） C75 20 cm 

6 路盤（砂） ― 25 cm 

出典：JICA Survey Team 

 

6-7 その他付帯施設の検討 

 付け替え道路 

 本線及びインターチェンジの建設によって既存施設や農地等へのアクセス機能が失われる

場合，その機能を復旧するため付け替え道路（Class IV 相当）を考慮する。 

 道路照明 

 インターチェンジにおける車両の分合流区間の視認性を良好にするため，減速車線の始ま

りから加速車線の終わりまでの区間に道路照明を設置することが望ましい。 

 インターチェンジのランプ道路に道路照明を設置することが望ましい。 

 ミコライウ橋は常に吹きさらしになっているため，一般的なポール式照明では暴風により

照明器具が落下するリスクがある。また，高所での点検が必要といったメンテナンスにお

いて配慮すべき課題がある。このような対策として，維持管理が容易で視線誘導としての

効果のある低位置式照明を推奨する。また，日本では航空法において，航空灯と誤認され

る恐れがある照明は設置が禁止されており，進入表面内の道路照明では低位置式照明が採

用されている。対象位置はミコライウ空港 が近いため，この点にも留意する必要がある。 

 防護柵 

 DBN V.2.3-4 2015 に従って，盛土高 2m 以上の区間については路肩端部に防護柵を設置す

る。 

 遮音壁 

 ウクライナの環境基準を満足するため，民家が近接している区間には遮音壁の設置を行

う。本調査では図 5-5-2 及び図 5-5-3 を参考に設置範囲を定める。詳細設計時には切土，盛

土の影響を考慮して騒音の影響を評価して遮音壁設置範囲を設定する。 

 料金所施設 

 南ブグ川の渡河交通から料金を徴収する場合の料金所施設の設置位置は，左岸側の橋梁付

近が候補地となる。 

 左岸側の平面線形は直線，縦断勾配は 0.5%～2.1%，5m 程度の盛土構造のため特に支障と

なる要因は無い。 

右岸側は終点側インターチェンジの付加車線が渡河橋まで影響するため設置は不適。 

  

                             
4 粒度調整砕石（最大粒径 40mm） 
5 砕石のクラス（最大粒径 40mm） 
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 橋梁計画のレビュー 
7-1 施設のグレードの設定に係る方針 

本橋梁のグレードは，以下の方針を基に設定することとする。 

①橋梁の縦断設計や幅員については，ウクライナ国の基準を遵守するとともに，寒冷な気候に配

慮した縦断勾配の緩和や，コスト縮減に向けた橋梁幅員の最小化等に配慮する。なお，橋梁を中

心とした将来的なコミュニテイーの形成が考えられるため，適切な幅員の歩道を設置すること

とする。 

②橋の耐久性は，日本のスタンダードに準じ，100 年以上の耐久性を持つ材料，工法を選定，設計

する。 

③橋の維持管理は，維持管理コストの経済負担の拡大や損傷の放置を回避するため，維持管理の

容易な材料，工法を選定，設計する。 

④橋の設計活荷重は，日本の基準とウクライナの基準を比較し，大きい方を採用する。 

⑤橋の耐震性としては，極めて地震の少ない地域であるため日本国の基準に準じる必要は無く，

ウクライナ国の基準に準じて設定する。 

⑥橋の洪水対策としては，航路区間以外の桁下高を 100 年確率の洪水に風浪高を加えた水位以上

とする。 

⑦橋の航路対策としては，航路区間の桁下高は航行水位に航路高を加えた高さ以上とし，支間長

は航路幅に余裕幅を加えた幅以上とする。 

 

7-2 水理条件の検討 

 橋梁計画に必要な水理条件を表 7-1 に示す。表中の河積阻害率とは水位が計画高水位の時に橋

脚の総幅が計画高水位時の水面幅に対して占める割合である。日本の河川構造令では原則として

5%以内，特殊な場合（新幹線鉄道橋および高速自動車国道の場合）は 7%以内が目安とされてい

る。一方，表より，ルート 2 の河積阻害率は特殊な場合の目安値である 7%を超えていることが分

かる。したがって，河積阻害率を目安値以内に収めるため，橋脚の方向を可能な限り流れの方向

に合わせるものとし，アプローチ橋の橋脚の斜角を橋軸直角方向から 15°とする。 

表 7-1. 橋梁計画用水理条件 

水理条件 ルート 2 ルート 3 

計画流量 4,600m3/s 同左 

計画高水位 BS+1.4m BS+1.5m 

桁下高 航路内: BS+15.8m , 航路外: BS+2.9m 航路内: BS+15.8m , 航路外: BS+3.0m 

流速 左岸側: 0.8m/s , 右岸側: 1.2m/s 左岸側: 0.7m/s , 右岸側: 1.1m/s 

洗掘深 
左岸側: 4.3m (変更後* 3.3m) 

右岸側: 5.6m 
左岸側: 2.3m  
右岸側: 4.4m 

河積阻害率 9.9% (変更後* 6.8%) 4.1% 

航行船舶諸元 幅:36m, 長さ:220m 同左 

必要最低支間長 420m (必要航路幅:280m) 同左 

航路中心位置 右岸から約 230m 右岸から約 290m 

*: アプローチ橋の橋脚の斜角を橋軸直角方向から 15°とした時の値  
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7-3 制限表面 

空港付近にバイパス道路を建設する場合，橋梁の高さは閣僚決議  (Cabinet of Ministers of 

Ukuraine Resolution, December 6, 2017, No.954) 及びインフラ省通達 (Ministry of Infrastructure of 

Ukraine Order, November 30, 2012, No721) を踏まえて決定する必要がある。 

ミコライウ空港に問い合わせた結果，橋梁の高さ，施工中の作業高は制限表面よりも低いこと

を確認した。 

したがって，空域条件に関する制限はない。 

 

7-4 荷重条件 

7-4-1 地震荷重 

「DBN V.1.2-15：2009，DBN V.1.1-12：2006，DBN V.2.3-22：2009」より，対象地域は MSK 震

度階級 6 に該当し，橋梁設計上地震荷重を省略できる範囲である。しかし，AASHOTO 規定では，

最低限の地震荷重として設計水平震度（Kh=0.1）が規定されているため，小規模構造物について

は，これに準じてレベルⅠ地震動照査を行う。一方，斜張橋等の長周期の構造物は，Kh=0.1 にお

いても過大設計となるため，「DBN V.1.1-12：2006」より MSK 震度階級 7 の応答スペクトルを用

いて，レベルⅠ地震動照査を行う。 

7-4-2 活荷重 

橋の設計活荷重は，日本の援助による橋梁としての長期安全性を確保するため基本的には道路

橋示方書・同解説 Ⅰ共通編（2017 年 11 月）に従い，B 活荷重を適用するものとする。本荷重

はウクライナ基準の基本となる Russian AK11 より十分大きい。 

 

7-5 ルート 2 橋梁基本計画 

7-5-1 主橋梁 

主橋梁（斜張橋）は航路幅が確保できる最小中央径間長（420m）を必要最低限の支間長として

配置計画を行う。左岸側主塔位置については航路中心より、420/2m の位置とする。左岸側端部橋

脚の位置については，斜張橋の側径間長が張り出し架設のバランスを保つ必要性から，中央径間

側の張り出し架設長と同様な長さとするのが一般的であり，ここでは中央径間の必要最小限の支

間長（420m）の 1/2 である 210m の位置とした。右岸側端部支点（橋台）は，地滑り地帯への下部

構造の配置を避けるため航路中心より 510m の位置とし，右岸側主塔位置はこの 510m の 1/2 の位

置に配置することとした。これにより斜張橋中央径間長は，210m+255m＝465m，右岸側側径間長

は 255m となった。 

 橋梁形式 

本橋梁の中央支間長は 465m であり，実績より判断してこの支間長に適用可能な型式は以下の

3 案となる。 

  第 1 案：鋼斜張橋 

  第 2 案：鋼吊り橋 

  第 3 案：PC 斜張橋 
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図 7-1 に各案の構造を示す。比較検討の結果，表 7-2 に示すように構造性，技術移転，施工

性，維持管理性，経済性すべての面で優れる，第 1 案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型

式）を採用する。 

表 7-2.鋼斜張橋の特徴および評価 

構 造 性 

・高耐久性コンクリート床版の採用により冬期の路面凍結が第 2 案より緩和され，

スリップ事故対策として有効となる。 
・上部工の耐風安定性については，桁下面への FRP パネルの設置により，過去の風

洞実験結果より十分解決できると考えられる。 
・右岸側は地すべり地帯ではあるが側径間長が長いことから，河岸近くの斜面勾配

が急な箇所への橋脚設置は回避できており，第 2 案と比べて地すべりの影響は小さ

い。 

技術移転 
・近年，第 2 案に代わり適用範囲を増加させている型式であり，また鉄鋼業の盛ん

な国であることより，技術移転の可能性は高い。 

施 工 性 
・上部工の鋼桁架設は，トラベラークレーンによる単材張出し架設であり，架設中

の航路確保は問題とならない。また，単純繰り返し作業となることから施工管理は

容易である。 

維持管理性 
・桁下面に塗装の不要な FRP パネルを配置しており，鋼材の露出部分が少なく再塗

装費用は第 2 案より低廉である。 

経 済 性 最も経済性に優れる。 

 

 主塔躯体型式 

主塔躯体型式については，大きく分けて鋼製主塔と RC 主塔があるが，経済性に優れ，近年建

設される多くの斜張橋が採用している RC 主塔を採用する。 
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第 1 案: 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型式） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 2 案 鋼吊り橋（鋼床版箱桁型式） ＜2011F/S 推奨案＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 案 PC 斜張橋（ストラット付き波形ウエブ箱桁型式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1.主橋梁の構造 

 



ES-26 

 基礎形式 

(1) 左岸側主塔基礎工 

左岸側主塔基礎工は，水深約 4m の河川内での施工であるとともに表層から中間層にかけて軟

弱な地盤が続き，水面下約 35m 付近に軟岩層からなる支持層となる地盤条件である。 

これらを踏まえ，以下の 3 案について比較検討を行う。 

 第 1 案 鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式） 

 第 2 案 場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式） 

 第 3 案 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式） 

図 7-2 に各案の構造を示す。比較検討の結果，表 7-3 に示すように構造性，河川への影響，景

観性において優れる第 3 案 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）を採用する。 

表 7-3. 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）の特徴と評価 

構造性 ・鋼管はすべて地中部となるため，防錆上の問題は無い。 

河川への影響 ・河積の阻害が少なく河川への影響は少ない。 

施工性 
・河川内掘削が必要となるが実績も多く，施工要領等も確立された施工であ

り，総合的に他案との優劣は無い。 

景観性 ・水上に露出する部分は橋脚躯体部分のみであるため，景観性は良好である。 

経済性 ・第 2案よりわずかに劣るがほぼ同等である。 

 

第 1 案 鋼管矢板基礎工 

（立ち上がり方式） 

第 2 案 場所打ち杭基礎工 

（多列パイルベント方式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第 3 案 鋼管矢板基礎工 
（仮締め切り兼用方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2.左岸側主塔基礎工の構造 
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(2) 右岸側主塔基礎工 

右岸側主塔基礎工は陸上部に設置される。地層状態としては，表層から 10m 程度軟弱層が続き，

この後軟岩層からなる支持層が出現する。 

これらを踏まえ，以下の 2 案について比較検討を行う。 

 第 1 案 直接基礎工 

 第 2 案 場所打ち杭基礎工（フーチング突出タイプ 

図 7-3 に各案の構造を示す。表 7-4 に示す特徴および評価を踏まえ，第 2 案 場所打ち杭基礎

工（フーチング突出タイプ）を採用する。 

表 7-4. 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）の特徴と評価 

構造性 
・地震時等の水平力に対して弱い構造ではあるが，地震の少ない地域であり

大きな問題は無い。 

地滑りへの影響 
・地滑り土塊の下端部の掘削を極力減少させた構造であり，第 1 案より優れ

ている。 

施工性 

・掘削施工は深度が浅く，部分的にオープン掘削が可能である等，第 1 案よ

り施工性に優れる。 

・場所打ち杭の施工が必要であるが実績の多い工法であり，施工性を大きく

損なうものではない。 

景観性 ・地上に巨大なフーチングが突き出るため，景観性に劣る。 

経済性 ・最も経済性に優れる。 

 

第 1 案 直接基礎工 第 2 案 場所打ち杭基礎工 

（フーチング突出タイプ） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 7-3. 右岸側主塔基礎工の構造 

 

7-5-2 アプローチ橋梁 

左岸側橋台と主橋梁（斜張橋）の左岸側端部までの間（左岸側アプローチ橋）は，経済性，走行

性への配慮からできる限り連続桁構造とする。経済性に優れる高面圧固定支承を用いた場合の連

続する桁長の限界である 400m 程度を基本に，この間を 3 連の連続桁構造にする。橋脚高さが高

くなるとともに連続できる桁長が長くなるため，低い方から，335m，395m，455m の連続桁長と

なるように配置する。各連続桁の支間配置については最適支間長の 60m を基本とする。連続桁の

端部の支間長については，断面力の集中による経済性の悪化を回避するために，中間部支間長と

端部支間長の最も合理的な比率とされる 1.25:1.00 より，端部支間長を 47.5m として経済性向上を

図る。 
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図7-4. 左岸側アプローチ橋の配置 

 

 床版構造の比較検討 

鋼 2 主板桁型式には，床版構造に場所打ち PC 床版，プレキャスト PC 床版，鋼・コンクリー

ト合成床版の 3 種類があるため，比較検討を行う。 

比較検討の結果，構造性，施工性，経済性ともに優れる第 2 案 プレキャスト PC 床版を選定

する。 

 

 橋脚躯体・基礎工型式 

荷重規模（経済支間長：30～60m の桁橋），施工条件（施工箇所の水深：約 1～3m，寒中施工他），

地盤条件（支持層深度：河床から約 35m）を踏まえ，以下の 3 案について比較検討を行う。 

 第 1 案 鋼管杭基礎工（多列パイルベント方式） 

 第 2 案 場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式） 

 第 3 案 PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式） 

図 7-5 に各案の構造を示す。比較検討の結果，表 7-5 に示すように構造性，河川への影響，景観

性，経済性等ほとんどの面で他案より優れる第 3 案 PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式）

を採用する。 

表 7-5. PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式）の特徴と評価 

構造性 
・近隣の製作ヤードで製作された品質の高いコンクリート製の杭であり，防錆

対策上の問題は無い 

河川への影響 ・河積の阻害が少なく，河川への影響は少ない。 

施工性 

・PC ウェルの沈設作業は，比較的多種類の工種が組み合わされており，段取

り替えが多く機械掘削を基本とする他案よりも施工性は劣る。 

・フーチングや橋脚躯体が省略された構造であり，PC ウェルを積み上げるこ

とにより橋脚躯体に匹敵する構造を完成させることができるため，この部分に

おける施工性は良好である。 

景観性 ・水上に露出する部分がスリムであり，景観性は良好である。 

経済性 ・経済性に優れる。 
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第 1 案 鋼管杭基礎工 

（多列パイルベント方式） 

第 2 案 場所打ち杭基礎工 

（多列パイルベント方式） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第 3 案 PC ウェル基礎工 
（単列パイルベント方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-5. アプローチ橋基礎工の構造 
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7-6 ルート 3 橋梁基本計画 

7-6-1 主橋梁 

主橋梁（斜張橋）は航路中心と中央径間中央の位置を合わせるとともに，航路幅が確保できる

中央径間長（420m）の斜張橋として設定する。斜張橋の側径間長については，張り出し架設を行

うことから一般に中央径間長の 1/2 程度に設定されており 210m とする。 

 

 橋梁形式 

本橋梁の中央支間長は 420m であり，実績より判断してこの支間長に適用可能な型式は以下の

3 案となる。 

  第 1 案：鋼斜張橋 

  第 2 案：鋼吊り橋 

  第 3 案：PC 斜張橋 

図 7-6 に各案の構造を示す。比較検討の結果，表 7-6 に示すように構造性，技術移転，施工性，

維持管理性，経済性すべての面で優れる，第 1 案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型式）

を採用する。 

表 7-6.鋼斜張橋の特徴および評価 

構 造 性 

・高耐久性コンクリート床版の採用により冬期の路面凍結が第 2 案より緩和され，

スリップ事故対策として有効となる。 
・上部工の耐風安定性については，桁下面への FRP パネルの設置により，過去の風

洞実験結果より十分解決できると考えられる。 
・右岸側は地すべり地帯ではあるが側径間長が長いことから，地すべり範囲内への

橋脚，橋台設置は回避できており，基本的に地すべりの影響はない。 

技術移転 
・近年，第 2 案に代わり適用範囲を増加させている型式であり，また鉄鋼業の盛ん

な国であることより，技術移転の可能性は高い。 

施 工 性 
・上部工の鋼桁架設は，トラベラークレーンによる単材張出し架設であり，架設中

の航路確保は問題とならない。また，単純繰り返し作業となることから施工管理は

容易である。 

維持管理性 
・桁下面に塗装の不要な FRP パネルを配置しており，鋼材の露出部分が少なく再塗

装費用は第 2 案より低廉である。 

経 済 性 ・最も経済性に優れる。 
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第 1 案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型式） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 2 案 鋼吊り橋（鋼床版箱桁型式） ＜2011F/S 推奨案＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 案 PC 斜張橋（ストラット付き波形ウエブ箱桁型式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-6.主橋梁の構造  
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 主塔躯体型式 

主塔躯体型式については，大きく分けて鋼製主塔と RC 主塔があるが，経済性に優れ，近年建

設される多くの斜張橋が採用している RC 主塔を採用する。 

 

 基礎形式 

主塔基礎工は，左岸側、右岸側ともに、ルート 2 の左岸側とほぼ同条件であるため，ルート 2

と同じく鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）を採用する。 

 

7-6-2 アプローチ橋梁 

左岸側橋台と主橋梁（斜張橋）の左岸側端部までの間（左岸側アプローチ橋）は，経済性，走行

性への配慮からできる限り連続桁構造とする。経済性に優れる高面圧固定支承を用いた場合の連

続する桁長の限界である 400m 程度を基本に，この間を 3 連の連続桁構造にする。橋脚高さが高

くなるとともに連続できる桁長が長くなるため，低い方から 275m，335m，335m, 395m の連続桁

長となるように配置する。各連続桁の支間配置については，最適支間長の 60m を基本とする。連

続桁の端部の支間長については，断面力の集中による経済性の悪化を回避するために，中間部支

間長と端部支間長の最も合理的な比率とされる 1.25:1.00 より，端部支間長を 47.5m として経済性

向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-7. 左岸側アプローチ橋の配置 

 

 床版構造の比較検討 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じくプレキャスト PC 床版を選定する。 

 

 橋脚躯体・基礎工型式 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく PC ウェル基礎工（単列パイルベント方

式）を採用する。 
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7-7 本邦技術活用の検討 

本調査では，本邦技術を有効活用することにより経済性と品質を兼ね備えた橋梁・道路設計を

行う。下表は提案した本邦技術の一覧とこれらの調達比率を示したものであり，STEP 条件の 30%

を上回る比率が確保されている。なお，調達比率の算出では，本邦技術の調達・使用に係わる経

費を対象から除外しており，これらを考慮すればさらに調達比率を上げることが可能である。 

 

表7-7. 本邦技術の調達比率 
(単位:百万円) 

本邦技術 主橋梁 その他橋梁 小計 調達比率 

  高耐久性床版 1,125 1,785 2,910 6.1% 

SBHS 鋼材 289 1,102 1,391 2.9% 

  斜材ケーブル 1,645  1,645 3.5% 

  FRP 遮蔽パネル 680  680 1.4% 

  PC プレテンスラブ桁  1,041 1,041 2.2% 

  高面圧支承構造 106 563 669 1.4% 

  全回転式場所打ち杭工  242 242 0.5% 

PC ウェル基礎工  4,302 4,302 9.1% 

  鋼管矢板基礎工 2,370  2,370 5.0% 

  アルミ高欄 118 188 306 0.6% 

小計（本邦技術) 6,333 9,223 15,556 32.7% 

建設費合計   47,516 100.0% 
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 需要予測 
8-1 2011F/S 及び 2017 年調査における需要予測のレビュー 

 2011F/S 時の需要予測 

(1) 推計手法（2011F/S） 

2011F/S における交通需要予測は渡河交通に着目して推計されている。推計方法は交通調査結果

と社会経済指標から推計した将来渡河交通量（Basic Traffic）にオチャコフ港開発計画による誘発

需要（Induced Traffic）を加算し将来の渡河交通量を推計する。推計した渡河交通量に対して，転

換率モデルによってミコライフ橋への転換交通量を推計している。 

2011F/S 時の将来需要予測のフローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-1. 2011F/S 時の将来需要予測フロー 

 

(2) 推計結果（2011F/S） 

ミコライフ橋の需要は，主要区間の所要時間とルート選択モデルから，以下の料金ケースにつ

いて OD ペア毎にミコライフ橋への転換率を基に推計されている。 

なお，都市間長距離バスも含めたバスは，起終点または経由地がミコライウ中心部から変わら

ないと想定し，迂回ルート上にあるミコライウ新橋を利用するバス需要は将来需要には含まれて

いない。 

表 8-1. PCU と料金体系（2011F/S） 

Vehicle types PCU 
Toll setting cases（UAH/vehicle） 

Free Toll-1 Toll-2 Toll-3 

Passenger cars 1.0 0 10 20 30 

2-axle trucks 2.0 0 15 30 45 

3+ axle trucks 2.5 0 20 40 60 

Trailers 3.0 0 30 60 90 

出典: 2011F/S 

Basic Traffic 

Traffic Count Data GDP Growth Ratio 

Traffic Growth 
Factor Model 

Forecasted GDP 
Growth Ratio 

Forecasted Future Traffic Volume 
at Southern Bug River Crossing 

  
Induced Traffic 

Ochakiv Port Development 

Future Traffic Volume by 
Ochakiv Port  

Future Cargo Volume 

Route Choice Model 

Future Traffic Volume by 
Mykolaiv Bridge 

OD preference for 
Mykolaiv Bridge 
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表 8-2. ミコライフ新橋への転換率（2011F/S） 
Base Toll 
(UAH) 

Passenger 
cars 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers 

Free 47.4% 50.2% 53.1% 54.5% 

Toll-1 31.5% 38.8% 49.3% 43.2% 

Toll-2 18.9% 28.4% 45.6% 32.5% 

Toll-3 10.6% 19.8% 41.6% 23.3% 

出典: 2011F/S 

 

ミコライウ新橋の将来交通量（PCU/日）をオチャコフ港関連の需要ケース別に予測された結

果は以下のとおりである。 

表 8-3. ミコライウ新橋の将来交通量（PCU/日） 

Year 
Demand 

case 
Free Toll-1 Toll-2 Toll-3 

2015 

100% 18,300 13,300 9,200 6,000 

75% 18,300 13,300 8,900 5,700 

50% 18,000 13,000 8,600 5,700 

0 17,400 12,700 8,600 5,500 

2025 

100% 26,900 19,600 13,600 9,200 

75% 26,400 19,000 13,000 8,700 

50% 25,200 18,200 12,500 8,100 

0 23,300 16,800 11,100 7,000 

2035 

100% 37,600 27,300 18,800 12,400 

75% 36,800 26,400 18,300 12,100 

50% 35,100 25,300 17,200 11,000 

0 31,700 22,500 14,700 9,400 

2045 

100% 49,400 35,200 23,800 15,500 

75% 49,400 35,200 23,800 15,500 

50% 48,000 34,100 23,000 14,700 

0 43,500 30,500 19,900 12,500 

出典: 2011F/S 

 

 2017 年調査時の需要予測 

(1) 推計手法（2017 年調査） 

2011F/S 時の需要予測同様に渡河交通量に着目して，将来需要を推計している。ただし，2011F/S

の需要予測の手法においては渡河交通量交通に誘発交通量を加算していたが，これはオデッサ港

の取扱量のみに依拠して他の港の取扱量が考慮されていなかったという観点から 2017 年調査で

は，乗用車類，バス，2 軸トラックを Local/Passenger Traffic，大型トラックおよびトレーラ類を

Heavy/Port Oritented Traffic として，それぞれの需要を推計する手法を採用している。主要港から

の貨物輸送を考慮した 2017 年調査の推計手法は 2011 年調査の貨物の推計方法より確度が高いと

考えられる。 
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                                                                         出典: 2017 年調査 

図 8-2. 2017 年調査時の需要予測フロー 

 

(2) 旅客交通量 

ミコライウ橋の将来渡河交通量は、将来渡河交通量および転換率により計算されている。 

(3) 大型トラックおよびトレーラ類の交通量 

大型トラックおよびトレーラ類の渡河交通量は，オデッサ港，ミコライウ港，ヘルソン港とい

った南部の主要港の輸出入の取扱量が比例して増加すると想定して，その取扱量から渡河交通量

を推計している。なお，推計ケースはケース１とケース 2 の 2 パターン設定している。ケース１

は，石炭，鉱物，金属，穀物およびコンテナーの取扱量で，ケース 2 はケース 1 にその他の貨物

を追加した取扱量となっており，ケース 2 はケース 1 より 15％多い取扱量となっている。 

(4) 将来渡河交通量の推計結果（2017 年調査） 

以下にケース 1 およびケース 2 における将来渡河交通量の推計結果を示す。 

 
表 8-4. 将来渡河交通量の推計結果（ケース 1） 

 
Source: 2017 Survey 

 

  

Passenger
Cars Buses

2 Axle
Trucks

Heavy
Vehicles Total

Total
in PCU

2017 Present Situation 24,564 3,688 3,941 3,270 35,463 49,632
2030 Case 1 with Bridge
  Crossing traffic at new birdge 14,890 963 1,792 2,878 20,523 29,035
  Crossing traffic at existing birdge 21,189 3,965 2,550 0 27,704 34,219
2030 Case 1 without Bridge
  Crossing traffic at existing birdge 36,079 4,928 4,342 4,797 51,891 69,012
PCU: 1,0 for passenger cars, 2,0 for buses, 2,0 for 2 axle trucks and 3,0 for heavy vehicles

Southern 

Legend 
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表 8-5. 将来渡河交通量の推計結果（ケース 2） 

 
Source: 2017 Survey 

 

8-2 本調査における交通需要予測 

8-2-1 概要 

8-2 では推計対象区間、道路状況、ゾーニング及び OD 量及び現況交通量について記載する。そ

の後、渡河交通の OD の補正、転換交通量の推計を示す。 

 推計対象区間 

以下の現橋・新橋（4 ルート）断面および市内の幹線道路区間を交通需要推計の対象とする。 

 

 
図 8-3. 推計対象区間とネットワーク 

 

 道路状況 

 幹線道路ネットワークの車種，車線数を既存資料及び現況調査から設定する。  

Passenger
Cars Buses

2 Axle
Trucks

Heavy
Vehicles Total

Total
in PCU

2017 Present Situation 24,564 3,688 3,941 3,270 35,463 49,632
2030 Case 2 with Bridge
  Crossing traffic at new birdge 14,890 963 1,792 3,520 21,165 30,960
  Crossing traffic at existing birdge 21,189 3,965 2,550 0 27,704 34,219
2030 Case 2 without Bridge
  Crossing traffic at existing birdge 36,079 4,928 4,342 5,500 50,850 71,120
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 ゾーニング及び OD 量 

 ゾーニングは，2011F/S と同様とする。また，推計に活用する発生集中交通量は，前節で推計し

た以下の値を用いる。 

 

図 8-4. ゾーニング（左 狭域，右 広域） 
 

 現況交通量 

 現況交通量は以下の 3 種の交通量調査に基づき推定されている。 

- 2016 年 9 月調査 24h 4 車種 
- 2017 年 1 月調査 24h 5 車種，現橋断面の月変動調査（24h 5 車種） 
- 2018 年 10 月調査 1h 1 車種 

 

8-2-2 OD 量の渡河 OD への補正 

 前節の分布交通は南ブグ川の渡河 OD（現橋断面でのインタビュー調査から作成）であるにも

かかわらず，渡河を必要としない OD ペアが含まれている。南ブグ川渡河 OD とするために，

次の手順で南ブグ川渡河 OD を算定した。また，オリジナルの OD 表の発生・集中は，以下の

とおり，そのバランスが適切でないと考えられたことから，今般の調査においては OD の発生・

集中について平均化を図っている。 

 

8-2-3 現橋・新橋間転換交通量の推測 

 OD 間所要時間の推測 

 幹線道路ネットワークの各リンクの自由速度は旅行速度調査（2011F/S）や幹線道路としての位

置づけから設定した。また，各ゾーンの発生点を設定した。 

 転換交通量の推測 

 前節で得たミコライウ橋－ババロフスキー橋利用時間差に対して表 8-6 の転換率を適用し，ミ

コライウ橋各ルートの交通量を以下のように算出した。 

 

  

 12 

 11 
 10 

 7 
 9 

 8 

 6 

 5 
 3 

 4 

 2 
 1 

: Zone Number 
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表 8-6. 転換後のミコライウ橋・ババロフスキー橋の交通量 
Unit: veh./day 

Bridges Route Pax Bus 
2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailer All 

Mykolaiv 
Bridge 

Route1 9,785 1,566 1,351 104 707 13,512 
Route2 10,714 1,742 1,563 106 804 14,929 
Route3 10,358 1,671 1,480 106 808 14,423 
Route4 9,032 1,383 1,201 100 842 12,558 

Vavarovsky 
Bridge 

Route1 15,303 2,636 2,671 88 1,255 21,954 
Route2 14,374 2,460 2,459 86 1,158 20,537 
Route3 14,730 2,531 2,542 86 1,154 21,043 
Route4 16,056 2,819 2,821 92 1,120 22,908 

 
Unit: pcu/day 

Bridges Route Pax Bus 
2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailer All 

Mykolaiv 
Bridge 

Route1 9,785 4,698 2,701 352 3,536 21,072 
Route2 10,714 5,227 3,125 359 4,020 23,445 
Route3 10,358 5,013 2,960 360 4,038 22,729 
Route4 9,032 4,150 2,402 338 4,208 20,130 

Vavarovsky 
Bridge 

Route1 15,303 7,908 5,343 298 6,274 35,126 
Route2 14,374 7,379 4,919 291 5,790 32,753 
Route3 14,730 7,593 5,084 290 5,772 33,469 
Route4 16,056 8,456 5,642 312 5,602 36,068 

 

 

 

8-2-4 ネットワーク交通量の推測 

 ネットワーク容量及び QV 条件の設定 

(1) 容量設定 

ネットワークの各区間の道路状況（種級相当，車線数）から容量を設定した。 

(2) QV 設定 

転換交通量に基づき速度を設定するため，各区間のQV条件を設定した。 

(3) 現況交通量の推測 

 観測交通量を合成し，2017年時点のへ現況交通量を推測した。この交通量に基づく混雑度，速

度（平均，最終）を推測した。 

(4) 転換後交通量の推測 

ネットワークの現況交通量に各ルートの転換後交通量を加減し転換後交通量の推測を行った。 

  

Bridge Route

Route1

Route2

Route3

Route4

Route1

Route2

Route3

Route4

Conversion / Unconversion Rate

Mykolaiv
Bridge

39.1%

42.9%

41.5%

36.1%

Vavarovsky
Bridge

60.9%

57.1%

58.5%

63.9%
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8-2-5 将来交通量 

 将来交通量の伸び率 

2017 年調査が実施されてから本調査までの期間が短いことや，ウクライナ国の情勢も大きく変

化していないことから，本調査における将来交通量の伸び率は，2017 年調査時で採用された伸び

率を採用する。2017 年調査時の将来交通量の伸び率は，2011F/S と同様に，交通量観測量と社会

経済指標を用いた回帰モデルによって推計されている。社会経済指標である GDP 成長率は，2.5％

～3.5％と想定されている。算出された伸び率は以下のとおりである。 

 

表 8-7. 将来交通量の伸び率 

 Passenger cars Buses 2-axle trucks 3+ axle trucks Trailers 

Annual average 
growth ratio 

3.2% 2.0% 0.9% 3.0％ 3.0％ 

 

 将来交通量 

年平均日交通量および将来交通量の伸び率から算出した各ルートの将来交通量を以下に示す。 

表 8-8. 将来交通量（台ベース） 

 

 

  

Pax Bus 2-axle truck 3+ axle truck Trailer Total
Vavarovsky 19,200 2,464 2,722 212 2,431 27,029
Mykolaiv 12,555 1,840 1,446 124 1,367 17,332

Vavarovsky 30,647 3,333 3,100 330 3,782 41,192
Mykolaiv 20,041 2,488 1,646 192 2,127 26,495

Vavarovsky 48,916 4,500 3,528 513 5,885 63,342
Mykolaiv 31,987 3,359 1,873 299 3,310 40,830

Vavarovsky 18,002 2,255 2,493 210 2,395 25,354
Mykolaiv 13,754 2,049 1,675 126 1,403 19,006

Vavarovsky 28,734 3,049 2,839 326 3,727 38,676
Mykolaiv 21,954 2,771 1,907 196 2,183 29,011

Vavarovsky 45,862 4,117 3,231 508 5,799 59,518
Mykolaiv 35,041 3,741 2,170 305 3,396 44,654

Vavarovsky 18,466 2,339 2,581 210 2,400 25,997
Mykolaiv 13,289 1,964 1,587 126 1,398 18,364

Vavarovsky 29,475 3,164 2,939 326 3,735 39,640
Mykolaiv 21,212 2,657 1,807 196 2,175 28,047

Vavarovsky 47,046 4,272 3,344 508 5,812 60,982
Mykolaiv 33,857 3,587 2,057 305 3,384 43,190

Vavarovsky 20,098 2,678 2,868 216 2,496 28,357
Mykolaiv 11,657 1,625 1,300 120 1,301 16,004

Vavarovsky 32,081 3,622 3,266 336 3,885 43,189
Mykolaiv 18,607 2,198 1,481 186 2,025 24,497

Vavarovsky 51,205 4,891 3,716 522 6,045 66,378
Mykolaiv 29,699 2,968 1,685 290 3,151 37,793

Route2

2025

2040

2055

Route Year

Route1

2025

2040

2055

Bridge
Traffic volume (veh./day)

Route3

2025

2040

2055

Route4

2025

2040

2055
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表 8-9. 将来交通量（PCU ベース） 

 

 

  

Pax Bus 2-axle truck 3+ axle truck Trailer Total
Vavarovsky 19,200 7,392 5,445 717 12,153 44,907 27,500 1.63
Mykolaiv 12,555 5,519 2,892 418 6,836 28,220 70,000 0.40

Vavarovsky 30,647 9,998 6,200 1,115 18,911 66,871 27,500 2.43
Mykolaiv 20,041 7,464 3,293 650 10,637 42,085 70,000 0.60

Vavarovsky 48,916 13,499 7,055 1,735 29,426 100,631 70,000 3.66
Mykolaiv 31,987 10,077 3,747 1,012 16,552 63,376 70,000 0.91

Vavarovsky 18,002 6,764 4,987 709 11,976 42,437 27,500 1.54
Mykolaiv 13,754 6,147 3,350 425 7,013 30,689 70,000 0.44

Vavarovsky 28,734 9,148 5,678 1,103 18,635 63,298 27,500 2.30
Mykolaiv 21,954 8,313 3,815 662 10,913 45,657 70,000 0.65

Vavarovsky 45,862 12,352 6,461 1,717 28,997 95,389 27,500 3.47
Mykolaiv 35,041 11,224 4,341 1,030 16,981 68,617 70,000 0.98

Vavarovsky 18,466 7,018 5,162 709 12,001 43,357 27,500 1.58
Mykolaiv 13,289 5,893 3,174 425 6,988 29,770 70,000 0.43

Vavarovsky 29,475 9,492 5,878 1,103 18,674 64,623 27,500 2.35
Mykolaiv 21,212 7,970 3,615 662 10,874 44,332 70,000 0.63

Vavarovsky 47,046 12,816 6,689 1,717 29,058 97,326 27,500 3.54
Mykolaiv 33,857 10,760 4,113 1,030 16,920 66,681 70,000 0.95

Vavarovsky 20,098 8,034 5,736 729 12,482 47,080 27,500 1.71
Mykolaiv 11,657 4,876 2,600 405 6,507 26,046 70,000 0.37

Vavarovsky 32,081 10,866 6,532 1,135 19,423 70,037 27,500 2.55
Mykolaiv 18,607 6,595 2,961 630 10,125 38,919 70,000 0.56

Vavarovsky 51,205 14,672 7,433 1,766 30,223 105,298 27,500 3.83
Mykolaiv 29,699 8,905 3,369 981 15,755 58,709 70,000 0.84

VCRRoute Year Bridge
PCU

Capacity

Route1

2025

2040

2055

Route2

2025

2040

2055

Route3

2025

2040

2055

Route4

2025

2040

2055
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 斜面安定 
9-1 概要 

 2011F/S で実施された地質調査結果のレビューの他に，本調査で実施された地質調査結果およ

び土木研究所との 2019 年 2 月の合同現地調査（以下「2019 調査」という。）による新たな知見を

踏まえ，架橋候補地点のルート 2 および 3 に対して，斜面安定性に関する考察を行った。 

また、2019 調査では，両ルートとも地すべりの可能性のある潜在地または活動地であることが

確認されたため、斜面安定性および対策工を検討するために表 9-1 に示す補足調査を実施した。

なお、2019 調査結果を踏まえ、原則として地すべりの可能性が高い活動地を除外した箇所に橋脚・

橋台を設置する方針とすることを決定した。 
表 9-1. 数量一覧表 

調査項目 ルート 2 ルート 3 備考 

調査ボーリング 3 孔（25m×3 孔） 

 No.1 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.2 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.3 孔 ℓ＝25ｍ 

3 孔（25m×3 孔） 

 No.4 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.5 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.6 孔 ℓ＝25ｍ 

・オールコア及び標準貫入試験 

・想定支持地盤層に達する深度

とする 

・削孔後に地下水位観測孔およ

びパイプ歪ゲージを挿入 

地下水位観測 3 孔×12 ヵ月 3 孔×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

パイプ歪計観測 3 孔×12 ヵ月 3 孔×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

2 点間移動量観測 2 点×12 ヵ月 2 点×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

・地盤伸縮計または 2 点間計測

杭 

・変状の不明瞭な区間は連続杭

による観測 

移動杭観測 2 測線×12 ヵ月 1 測線×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

 

9-2 対策工 

補足調査（地質調査およびモニタリング）結果を踏まえ、道路構造物を保護するために必要な

対策について検討した。現段階での地すべり解析、斜面安定解析を踏まえた基本的な対策工の考

え方を以下に示す。 

 

9-2-1  ルート２ 

 地すべり解析 

・地質調査の結果、Br-11、BR-8、Br-2、Br-12 の GL 24~27 m 付近で観察された砂層は、層

厚約 3 m で水平に連続した堆積層である。 この層は、上部斜面の平坦面まで連続的に観察

される。 

・この砂層の上にある地質層はロームと粘土の層であり、二次的な変動による地層の乱れは見

つかっていない。 
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・したがって、地すべり変動の履歴はないため、上記の砂層より上位層は地質的に安定した地

盤である可能性が高い。 

・低位の斜面においては、地形的な位置関係から前述の砂層は確認されない。 

・地すべり活動は、幅約 60m の地すべりブロック A の範囲で将来的に顕在化する可能性があ

る。この地すべりブロックは、頭部に段差地形があり、側部はガリー侵食の影響を受け、湧

水が認められる。 

・モニタリング結果を総括すると、地すべり変動の兆候を示す顕著な変化は認められなかった。 

 
表 9-2. 地すべり観測結果(ルート 2) 

観測機器 № 位置 変動量 変動傾向 評価 

伸縮計 

S-1 上部 累積値 +5.3 ㎜ 

平均 1.5 ㎜／月 

一時的変動～引張変動 ｃ 

S-2 上部 累積値 ‐0.4 ㎜ 圧縮→引張傾向、2019 年 7 月に盗

難 

c 

パイプ歪計  

Br-11 下部 363μ-s (-14m)  

観測開始初期にひずみを累積した

が以後沈静化する 

 

ｃ～ｄ Br-12 上部 440μ-s(-23.0m) 

Br-13 平地部 139 µ-s(-22m) 

地下水位 

Br-11 下部 Around GL-19m 一定深度  

ｄ Br-12 上部 Around GL-24m 一定深度 

Br-13 平地部 水位無し - 

移動杭 
P-1 中央 顕著な変動なし - ｄ 

P-2 下部 顕著な変動なし - 

・総合的な考察の結果、2019 年 10 月現在において明確な地滑り変動は発生していない。総合評

価の上ではｃクラスの潜在変動の地すべりに相当するものであり継続観測が必要」の評価になる。 

・想定される地すべり地の外側に橋梁構造物は計画されている。 ただし、将来的に橋梁の構造に

影響を与える可能性のある地すべり地域について予防策を講じることが望ましい。 

 

 対策工設計方針 

地すべりブロック A が変動すると、土塊が橋梁のピア（メインタワー）に押し出されることが

予想される。また、本調査線の地すべり地では地下水位は確認されていないが、この地すべりブ

ロック側部の砂層から湧水が確認されている。 そのため、地下水排除工法を組み合わせて安定化

させることが望ましい。 地質調査の結果から、地すべりは中部斜面から上斜面には存在しないと

想定されるが、橋台建設中および建設後の地盤の長期安定性を考慮すると、橋台の谷側を保護す

るべきである。 他の小規模の地すべりブロックは、このルートにほとんど影響を与えないと予想

されるため、対策の必要はないと考えられる。さらに、斜面の安定性考慮のうえでガリーと川岸

の侵食防止を考慮する必要がある。 
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 対策工 

対策工を図 9-1 に示す。 

鋼管杭工および地下水排水工事によって、地すべりブロック A に対して計画安全率 Fs> 1.2 を

確保する。また、蛇籠工事には、ガリー侵食を防止する機能がある。 そして、橋台前部の地盤に

セットする矢板壁は、橋台構造の周りの地盤の安定性を確保する機能がある。 

 

9-2-2 ルート３ 

 地すべり解析 

・地質調査の結果、石灰岩基盤層の上位地盤において頭部の位置が異なるいくつかの地すべり

ブロックが移動する可能性があることが確認された。 

・パイプ歪計のモニタリング結果、特定の深さでいくつかの変動が確認された。特に、Br-14 の

GL-15m は想定されるすべり面の深さと一致し、Br-15 の GL-6m は 1600μ₋strain を超える地盤

変形を累積している。この２点の動きはすべり面存在の有無を断定できず継続観測を必要と

する区分「ｃ」の評価に相当するが、これらの 2 点を通過するすべり面の存在の可能性が想

定される。このすべり面は 3次すべりに相当するものであり、以後「地すべりブロック B」と

称する。 

・パイプ歪計以外の計測器類では、地すべりの兆候を示す明確なデータは計測されなかったが、

Br-16 の深度 12m において 7-9 月に想定外の位置、深度での歪みが発生しており、事業の進

捗によっては背後の平坦面において Br-17 を掘削し、同時期に関連する変動の有無を確認す

ることが提案される。 

・総合評価の上ではｃクラスの潜在変動の地すべりに相当するものであり「継続観測が必要」

の評価になる。 

表 9-3. 地すべり観測結果(ルート 3) 

観測機器 № 位置 変動量 変動傾向 評価 

伸縮計 

S-3 上部 累積-4.6 ㎜ 

平均-1.3 ㎜／月 

7 月以降圧縮変動を累積 ｃ 

S-4 下部 累積-10.7 ㎜ 

平均-2.7 ㎜／月 

7 月以降圧縮変動を累積し、8

月中旬に累積を加速した 

b 

パイプ歪計  

Br-14 中央部 824μ-s (-15m) 累積性は 6 月上旬まで顕著で

あったが以後沈静化した。 

 

ｃ Br-15 上部 1593μ-s(-6m) 

Br-16 平地部 1545 µ-s(-12m) 7 ～9 月の累積性が顕著。 

地下水位 

Br-14 中央部 GL‐20m 一定深度  

ｄ Br-15 上部 水位無し ‐ 

Br-16 平地部 GL‐15 m 一定深度 

移動杭 P-3 中央部 顕著な変動なし - ｄ 

・パイプ歪計のデータは、小規模の地すべりが移動する可能性を示している。 しかし、橋梁は

地すべりによって直接影響を受ける位置に計画されていない。 

・地すべり（変形が発生している領域を含む）の長期安定化対策を検討する必要がある。 
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・また、河岸侵食はルート 2 とルート 3 の両方で進行しており、地すべりの原因と考えられ

る。 これを考慮して、リプラップと浸食防止工は想定される最大規模の地すべりに対応して

川岸に設置されるべきである。浸食防止工は地すべりの安定化に大きく寄与することが見込

まれる。 

 

 対策工設計方針 

・幅 150m の想定最大規模の地すべりブロック C とその他の地すべりブロックはブロック C に

含まれる。 

・断面図では、川側から 1 次、2 次、3 次（ブロック B）、4 次すべり（ブロック C）が連続する。 

・対策工事は、地すべりの想定最大規模で最も影響の生じる 4 次スリップを考慮すべきである。 

・工法検討時には対策効果の確認作業が必要であり、現在変動している３次地すべりへの影響を

確認する必要がある。 

・メインの対策工事は鋼管杭工とする。 地下水位は観測されていないが、降雨時の過剰水時の

排水効果を考慮し、地下水排水工事を検討する必要がある。 

 

 対策工 

対策工を図 9-2 に示す。 

鋼管杭工と地下水排除工により、地すべりブロック Cについては計画安全率 Fs> 1.2 が確保さ

れる。また、この対策工事により地すべりブロック Bについても安全率 Fs> 1.2 が確保できるこ

とが確認された。 
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図 9-1. ルート 2 対策工配置図 

鋼矢板工 

水平ボーリング工 

鋼管杭工 

鋼管杭工 

浸食防止工 

鋼矢板工 

水平ボーリング工 
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図 9-2. ルート 3 対策工配置図  

鋼管杭工 

鋼管杭工 

水平ボーリング工 

水平ボーリング工 
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 環境社会配慮 

追加調査方針を以下に示す。 

10-1 ルート 2 の追加調査方針 

ルート 2 の場合，2012F/S（TEO）は 2013 年にウクライナ閣議承認済みであり，再実施の要否

は 3-2 に示すように変更の種類によって異なる。再実施が必要な場合の手続きは後述するルート

3 と同じであるため，ここでは再実施が不要な場合の方針を示す。再実施が不要な場合，2017 年

施行のウ国改正 EIA 法適用対象外であり，ウ国側に求められる手続きは Ukravtodor が Project 

（P）段階の事業計画・設計等に基づき，環境社会配慮関連文書を作成することである。Project

（P）に記述されるべき項目は基本的に 2012F/S（TEO）と同様であるが，Project（P）段階では，

F/S（TEO）段階のそれよりも高い精度の記述が要求されるため，最新の環境関連法令に即した影

響評価の実施，緩和策策定，環境管理計画及び環境モニタリング計画の立案が必要である。また，

EIA2011 及び EIA2012 では関係機関の役割が明確化されていないとともに，最後に実施された

ステークホルダー協議から約 7 年が経過していることから，ステークホルダー協議の実施を通じ

て再度，関係機関の責任範囲を明確化することが重要である。 

これらは，JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010）の要求水準を満たすためにも必要である。 

 

10-2 ルート 3 の追加調査方針 

ルート 3 は，2013 年に閣議決定されたルート 2 と起点は同じであるが，それ以降のバイパス道

路及びミコライウ橋のルートが異なる。加えて，南ブグ川右岸側の宅地地域を通過するため，数

十世帯規模の宅地取り壊し及び住民移転を生じる点が、2012F/S（TEO）には無い特徴である。し

たがって，ルート 3 が選定された場合，2012F/S（TEO）には無い環境社会影響が生じることか

ら、F/S（TEO）手続きを改めて実施する可能性が示唆されており，その場合の新たな F/S（TEO）

手続きは、2017 年に施行されたウ国改正 EIA 法の適用対象となる。 

ウ国改正 EIA 法の要求水準は，JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010）が求めるそれと概ね

等しいか，JICA の方が網羅的である。したがって，JICA の環境社会配慮ガイドラインを遵守す

べく作成されたルート 2 における追加調査方針の多くがルート 3 にも適用可能である。ただし，

以下の点において追加調査方針が異なるため注意する必要がある。 

 F/S（TEO）の実施に加え，改正 EIA 法に基づく EIA の実施が必要となる。意向書（Letter 

of Intent）及び影響評価報告書（EIA Study Report）の提出先は NENR である。 

 住民移転計画（RAP）に居住施設の損失に係る補償が加わるとともに，被影響者が多様化・

大規模化することが想定される。また，被影響者になることを想定していない地権者や住民

も一定数いると考えられ，意向書を突如一般公開すると地域の混乱を招く恐れが懸念される

ため，現地ステークホルダーとの協議を慎重に進めるとともに，ルート 3 建設の必要性につ

いて理解醸成を図る必要がある。 

 ルート 2 から 3 の変更は，ミコライウ市の開発計画に影響を及ぼすため，必要な手続きとそ

のスケジュールについても確認を行う必要がある。 

 

  



ES-49 

 施工計画，調達計画のレビュー 
11-1 建設事情に対する方針 

ウクライナ国は，自国で鋼橋やコンクリート橋を建設しており、橋梁建設に関する一定の技術

を有している。そのため、現地技術を積極的に活用する方針とする。 

 

11-2 工事手法および工期に対する方針 

 工事手法に対する方針 

本邦技術を基にした工法を積極的に採用し，ウクライナ国にとって良質なインフラを整備する

方針とする。また，適用する本邦技術の中では，できる限り現地資機材を用いた工法を採用し，

技術の再利用が容易で効率的に技術移転される工法を設定することとする。 

南ブグ川は内陸航路として利用されており，河川が凍結する冬季を除いてバージや高速艇の航

行が日常的に行われることから，常に航路幅を確保できる施工方法を採用する。 

 工期に対する方針 

工期算出に関しては，各工種量，施工手順，クリティカルパス等を検討し，かつ現地の気象条

件を考慮する。気象条件に関しては，特に冬季の凍結期間は外部作業が困難と判断し，この期間

は作業期間に含めないこととする。2013～2018 年のミコライウ港での凍結通達は，ほぼ 1～3月

の約 3ケ月間出されている。また，2011F/S の安全対策の記述では，ウ国の労働法規では，積雪

が基準を超えると，屋外労働者の作業・河川内の作業が禁止されている。ただし，今回は施工開

始時期が不明確のため，通年施工として工期を算出し，それに 1年当り 3ケ月を加えることとす

る。一方，本邦技術である PCa 工法の部材製作は，屋内で作業を行うため，通年行えるものとす

る。 

 

11-3 ルート 2 の施工計画 

11-3-1 全体仮設工 

 左岸側プローチ部は，下部工の施工および鋼桁の架設の為に仮桟橋を設置する。主塔位置の桟

橋の構造は，最大重量として杭打ち機重量と鋼管矢板重量について考慮するとともに，鋼管矢板

施工時の振動に桟橋の安定性が堅持できるよう，筋交いや火打ち等によって補強する。左岸側ア

プローチ部仮桟橋を左岸主塔(P22)位置まで延長する。鋼管矢板の施工時および資機材の搬入には

台船も使用する。 
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図 11-1.左岸側仮設参考図 

 

資機材および生コンを運搬するためのアクセス道路を施工する。A2 橋台は地すべりの上端に位

置するので，調査に基づき対策工（杭，排水パイプ）を施工前に設置し，施工時の安全性を確保

する。仮設道路の勾配は約 12％であるので，安定した輸送を確保する為に，簡易舗装を施す必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

図 11-2.右岸側仮設参考図  

Barge 
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11-3-2 鋼桁と PC 床版の架設要領 

PC 床版の架設については，鋼桁と PC 床版を同時施工する案と，鋼桁と PC 床版を別施工する

案が考えられるため比較検討を行った。検討の結果，施工性や安全性に優れる鋼桁，PC 床版別施

工を採用する。 

 

11-3-3 鋼桁架設工法の選定 

斜張橋の架設工法は，大きく分けて，単材架設，中ブロック架設，大ブロック架設の 3 種類に

分類される。このうち大ブロック架設は，大型のフローティングクレーンを用いる必要があり，

フローティングの回航費に莫大なコストが必要となること等より対象サイトでの適用は現実的で

ない。単材架設と中ブロック架設との比較検討の結果，施工性，安全性，経済性に優れる，単材

架設（トラベラークレーン）を採用することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-3.鋼桁架設工法（単材架設） 

 

11-3-4 PC ウェル部材の製造 

PC ウェル部材の設計強度・正確な諸寸法を満足できるように，その製造方法，機器の使用施工

監理手法を検討する。PC ウェル部材を緊張結合した時に，接合の不陸によるひび割れの発生を防

ぐために，マッチキャスト工法にて製造する。架橋位置の気温は 11 月から翌年 3 月まで最低気温

が-20℃前後であり，実質の施工期間は，4 月から 10 月の 7 ケ月程度である。一方，架橋位置周辺

に簡易工場を建設すれば自然条件に左右されず事前に品質・耐久性（対塩害・凍害）の高い PC ウ

ェル部材の製造・ストックが可能で，冬期を有効活用できる。 
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11-4 ルート 3 の施工計画 

ルート 3の施工計画は，ルート 2と異なる内容のみ記載する。 

 

11-4-1 全体仮設工 

左岸側プローチ部は，下部工の施工および鋼桁の架設の為に仮桟橋を設置する。左岸側アプロ

ーチ部仮桟橋を左岸側主塔(P25)位置まで延長する。 

右岸側は、河岸が急勾配の崖となっており、また、背面には大規模なガリーが迫っている。河

岸に対して直角で直線的な工事用道路とした方が場合、その勾配が 30%程度となる。そのため、

工事用道路を、勾配が約 9%になる上流の場所まで迂回させ、そこにから、P26 まで仮桟橋を設

置する。鋼管矢板の施工時および資機材の搬入には台船も使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 11-3. 左岸側仮桟橋 

  

Plan View 

Side View 

Barge 
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図 11-4.右岸側仮桟橋および仮設道路 

 

  

Plan View 



ES-54 
 

 施工期間中の安全対策の更新 
12-1 冬季の凍結期間中（12 月～2 月）の施工 

ウ国での特記すべき冬季施工に関して述べる。冬季施工は，低温および強風等の非常に厳しい

条件が伴う。また，ウ国労働法規では，積雪が基準を超えると屋外労働者の作業は禁止されてい

る。また，凍結する河川内の作業も認められない。本計画ではこのような厳しい気象条件下での

労働者の安全を優先し，冬季 3 ヶ月間の屋外作業休止を見込んだ，余裕をもった工程を立案する

必要がある。 

 

12-2 主橋梁工事（上部工および下部工）の安全対策 

現設計の主橋梁である鋼斜張橋の架設は，常時約 40m の高所作業となることから，墜落や部材

自体の落下等による重篤な災害に十分注意する必要がある。特に，河川を航行する船舶等に対す

る第三者被害を防止するために，船会社と工事関係者で航行予定および作業内容を協議し、相互

の理解を深める。その上で、仮設桟橋周辺に監視船を配置し、衝突事故防止に努める必要がある。

各架設工法に特有な機材を使用するため，全ての建設機材の特性を十分に把握し，定期的なメン

テナンスを実施し，巻込まれ災害等が無いよう留意する必要がある。 

 

12-3 アプローチ橋梁工事（下部工および床版）の安全対策 

 アプローチ橋梁の下部工に，プレキャスト工法の PC ウェル工法の採用を提案している。採用理

由は 2 つあり，1 つ目は，冬季の屋外作業が制限される期間において，簡易工場での部材製作が可

能である．2 つ目は，品質の確保・工期短縮に有効である。本工法は，予め製作された円筒状のプ

レキャスト部材を現場に搬入し，大型クレーンおよびハンマーグラブにより掘削しながら，躯体

を沈下装置により圧入するものである。特殊な工法であり，ウ国では初めての施工であるので，

工種毎に安全に留意する必要がある。 

 

12-4 地すべり工事の安全対策 

追加調査に基づき，地すべり発生の可能性を否定する事はできないので，施工時の作業員の安

全に配慮して，工事に先行して地すべり対策工を行う事を提案する。 

 

 

  



ES-55 
 

 事業の運営・維持管理計画  
13-1 組織 

Ukravtodor は道路輸送の分野で国家政策を実施する中央執行機関であり，活動はインフラ省大

臣を通しウクライナ内閣によって管理，調整されている。 

Ukravtodor については，キエフにある本部（Head Office）の他，支部（Branch）が全国 24 箇所

（1 州に 1 箇所）存在し，本部は International corridors を，支部は各州内の State Road を計画・管

理している。 

 

13-2 技術水準 

Ukravtodor は，同社そのものの必ずしも規模は大きくないものの，数多くの下部組織を擁して

おり，これらの機関や他の State Enterprise に対して，設計，建設 ，施工監理および維持管理の業

務が委託できる環境が整備されている。 

技術基準に関しては，ソビエト連邦時代には SNiP と GOST を使用していたものを，独立後は

DBN 設計・施工基準に変更するなど積極的に自国の基準の整備に取り組んでおり，内容も必要に

応じて更新されている。 

したがって，通常の道路整備事業を実施するだけの技術水準は有していると考えられる。しか

しながら本プロジェクトは支間長 420m の斜張橋が含まれ，一方でウ国には支間長 312m を超える

斜張橋の実績がないため，適切な技術援助が必要である。 

 

13-3 運営・維持管理体制 

前述したように 2018 年より Ukravtodor が維持管理する道路は State Road のみでありバイパス道

路は State Road に属する。 

維持管理は日常整備(daily maintenances)とその他の整備(other maintenances)に分けられている。 

どちらも入札によって実際に維持管理業務を担う委託業者を決定しているが，日常整備につい

ては実質的に Ukravtodor の下部組織である ,PJSC(PUBLIC JOINT STOCK COMPANY) "DAK" 

Automobile roads of Ukraine が全て受注している。 

同社は，昨今では毎年 4 十億 UAH (3,000km 相当)の業務を実施しており，ウ国全体で 170,000km

の State Road および Local Road の維持管理を実施している。ウ国全体に 24 の支社(Oblastvodor)を

配置し，5,000 人以上の経験と能力を兼ね備えたエンジニアを含む 19,000 人の高度技術者を擁し

ている。 

しかしながら，現在のところ同社の中で安定的な経営がなされている支社は僅か 8 支社のみと

なっており，Mykolaiv 州を管轄する Subsidiary Enterprise "Mykolayiv Oblastvodor"について，州内に

24 の管理事務所と 800 人の従業員を持つ一方で，維持管理に必要な資材や機材は保有しておらず，

実際の維持管理工事は外部に委託している状況で，他の多くの支社と同様に経営難に陥っている。 

したがって，現時点ではバイパス道路建設後に必要な日常の維持管理体制が整備されていると

は言えず，今後，再構築により特に以下の改善が必要である。 

・労働力，資金，資源の統合 

・生産施設ネットワークの適正化 

・財務状況，財政再建の安定化 
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・工事およびサービスの品質，競争力の改善 

・内部統制，内部管理の有効性の強化 

・有効な企業管理手法の導入 

一方，コスト縮減，業務効率化を目的として，IFI(International Financial Institution)による資金支

援に基づいて，Ukravtodor 自身による日常整備の民間委託の直接実施が試行されており，これを

バイパス道路の維持管理に利用することも可能であると考えられる。 
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 概算事業費の再計算 
14-1 積算条件の設定 

以下に積算条件を示す。 

積算時期： 本積算で使用している資材，基材及び労務単価は，2018 年

6 月時点である。 

為替交換レート： 本積算で使用している為替レートを以下に示す。 

US$1.0＝108.06 JPY 

US$1.0＝26.50 UAH 

UAH1.0= 4.08 JPY 

物価上昇率： Foreign Currency: 0% Local Currency: 5.0% 

予備費： 予備費は建設工事費の 10.0%，エンジニアリング費の 5%

とした。 

建中金利： 建中金利は建設費の 0.1%，エンジニアリング費の 0.01%と

した。 

付加価値税（VAT6）： 付加価値税は 2018 年 6 月現在 20%である。 

輸入関税7 鉄及び鋳鉄製品の輸入関税は 0%から 5.0%の範囲であるた

め，5.0%として設定する。 

事業実施者の管理費： 事業実施者の管理費は 5%とした。 

フロントエンドフィー： 円借款対象額の 0.2%とする 

ローン対象範囲  

ローン対象項目 ローン対象外 

・ 土木工事 

 南ブグ側渡河橋の建設工事費 

 バイパス道路とインターチェンジ

の建設 

 本線橋の建設 

 T1506－OV 橋の建設 

 P06－OV 橋の建設 

 ランプ橋の建設 

 仮設ヤード建設 

・ 物価上昇費 

・ 予備費 

・ エンジニアリング費 

・ 用地取得および住民移転関係費 

・ 施工ヤード等の借地費 

・ ユーティリティの移設費 

・ VAT（Value Added Tax） 

・ 輸入関税 

・ その他の税 

 

  

                             
6 Tax Code of Ukraine; Article 193 
7 State Fiscal Service of Ukraine - http://sfs.gov.ua/baneryi/mitne-oformlennya/subektam-zed/stavki-vviznogo-ta-viviznogo-
mita/eksportne-mito/ 
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14-2 相手国負担経費 

14-2-1  用地取得および住民移転関係費 

用地取得および住民移転関係費は，下表に示すとおりである。 

 

表 14-1. 用地取得費 

Land use type 
Cost (UAH) 

Route 2 Route 3 

Agriculture 3,846,000 4,650,360 

Artificial Forest 3,697,627 2,618,426 

Road*1 0 0 

Residential 15,544 53,269 

Others*2 5,712 70,918 

Unknown*3 1,434,920 1,518,799 

Total 8,999,803 8,911,771 

*1: 政府所有のため補償費用は発生しない  
*2: 農地の単価を適用   

*3: 政府所有地は含めていない  
 

表 14-2. ミコライウ橋建設による社会的影響 

 

Category Unit Route 2 Route 3 

Number of affected buildings bldgs. 26 60 

Compensation cost  UAH 105,680,425 154,772,958 

 

 

14-2-2 施工ヤードの借地費およびユーティリティの移設費 

施工ヤードの借地費，ユーティリティの移設費については Administration Cost に含めること

とする。 

 

14-3 施工工区 

施工工区は以下のようにパッケージ分けを行い，それに応じて事業費積算を行った。 

Package Section 

Package 1 Highyway & Interchange 

Package 2 Main Bridge (Steel stayed-cable bridge) 

Package 3 Approach Bridge 
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14-4 ルート 2 事業スケジュールおよび積算結果 

 積算結果 

表 14-3 にルート 2 の事業費合計，表 14-4 から表 14-6 に各工区の建設費の内訳を示す。 
 

表 14-3. 積算結果 

 

 

表 14-4. Package 1/ Highway & Interchange の建設費内訳 
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表 14-5. Package 2/ Main Bridge の建設費内訳 

 

 

表 14-6. Package 3/ Approach Bridge の建設費内訳 

 
 

 事業スケジュール 

表 14-7 にルート 2 の事業スケジュールを示す。 
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表 14-7. 事業スケジュール  
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14-5 ルート 3 事業スケジュールおよび積算結果 

 積算結果 

表 14-8 にルート 3 事業費の合計，表 14-9 から表 14-11 に各工区の建設費の内訳を示す。 

 

表 14-8. 積算結果 

 

 

表 14-9. Package 1/ Highway & Interchange の建設費内訳 
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表 14-10. Package 2/ Main Bridge の建設費内訳 

 

 

表 14-11. Package 3/ Approach Bridge の建設費内訳 

 

 

 事業スケジュール 

表 14-12 にルート 3 の事業スケジュールを示す。
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表 14-12. 事業スケジュール 
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 プロジェクトのリスク分析レビュー 
2011F/S で実施されたリスク分析のレビューを行い，本調査における検討結果を踏まえて，リス

ク分析を更新した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-1. リスク発生確率・影響度マトリックス 
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 コスト縮減効果の検討 
2011F/S で採用された橋梁部幅員，構造形式を再検討することにより得られたコスト縮減額を

表 16-1 および表 16-2 に示す。 

コスト算出時の条件は，14-1 に示す。 

この条件は，2011 年と大きく異なり，例えば 2011 年に 8UAH/USD であった US ドルからグリ

ブナへの換算レートは，現在 26.5UAH/USD である。 

したがって，表に示す 2011F/S のコストは 2011F/S で算出されたものではなく，本調査で再度

算出したものである。 

表より，コスト縮減額はルート 2 の場合で 83 million USD，ルート 3 の場合で 75 million USD

である。 

橋梁部幅員，主橋梁の形式，アプローチ橋梁の基礎工形式における主たるコスト縮減の要因は，

それぞれ中央帯幅の縮小，橋梁形式の変更，下部工形式の変更である。 

 
表 16-1. コスト縮減額（ルート 2） 

項目 
調査結果およびコスト 

コスト縮減額 
2011F/S* ルート 2 

橋梁部幅員 
アプローチ橋区間 

L=1,230m, W=28.8m 
アプローチ橋区間 

L=1,185m, W=26.3m 22  Million USD 
178 Million USD 156 Million USD 

主橋梁形式 
鋼吊り橋 

L=820m,W=28.8m 
鋼斜張橋 

L=930m, W=26.3m 53 Million USD 
211 Million USD 158 Million USD 

アプローチ橋

基礎工形式 

鋼管杭基礎 
(多列パイルベント方式) 

L=1,230m 

PC ウェル基礎 
(単列パイルベント方式) 

L=1,185m 
8 Million USD 

57 Million USD 49 Million USD 
コスト縮減額

合計 
- - 83 Million USD 

*: コストは 2011F/S で算出したものではなく，本調査で再度算出したものである。 

 

表 16-2. コスト縮減額（ルート 3） 

項目 
調査結果およびコスト 

コスト縮減額 
2011F/S* ルート 3 

橋梁部幅員 
アプローチ橋区間 

L=1,230m, W=28.8m 
アプローチ橋区間 

L=1,340m, W=26.3m 1 Million USD 
178 Million USD 177 Million USD 

主橋梁形式 
鋼吊り橋 

L=820m,W=28.8m 
鋼斜張橋 

L=840m, W=26.3m 73 Million USD 
211 Million USD 138 Million USD 

アプローチ橋

基礎工形式 

鋼管杭基礎 
(多列パイルベント方式) 

L=1,230m 

PC ウェル基礎 
(単列パイルベント方式) 

L=1,340m 
1 Million USD 

58 Million USD 57 Million USD 
コスト縮減額

合計 
- - 75 Million USD 

*: コストは 2011F/S で算出したものではなく，本調査で再度算出したものである。 
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 経済財務分析 
17-1 財務分析 

17-1-1 基本方針 

本調査（2019 年 6 月 30 日時点）では料金収受の有無については確定していないため、財務分

析は料金収受が行われる事を前提に実施する。財務分析は、本事業の収益性及びフィジビリティ

―について評価するために実施する。事業の評価指標として財務的内部収益率（FIRR）を算出し、

事業の実施可能性について判断する。 

 

17-1-2 財務的な費用（建設費、維持管理費） 

財務的な費用は経済的な費用と同様に建設費、維持管理費（14 章に記載）を基に算出される。

財務的な費用の前提条件は以下のとおりである。 

- 実施スケジュール：建設工事工期 2020 年から 2029 年、2030 年から供用開始 

- VAT 及び輸入関税：考慮する 

- インフレーション：考慮しない 

- 住民移転費用及び補償費：考慮する 

- 標準変換係数：適用しない 

 

17-1-3 収入 

収入はミコライウ橋を利用する車両と車種別の料金から算出した。 

 車種別の通行料金 

2011F/S における車種別の PCU と料金設定を下表に示す。 

表 17-1. PCU 及び料金設定（2011F/S） 

Vehicle type PCU 
Toll structure（UAH/vehicle） 

Free Toll-1 Toll-2 Toll-3 

Passenger cars 1.0 0 10 20 30 

2ax-trucks 2.0 0 15 30 45 

3ax + trucks 2.5 0 20 40 60 

Trailers 3.0 0 30 60 90 

 

3 軸以上のトラックの PCU は 2 軸トラックとトレーラーの中間値と設定されているが、料金設

定は両者の中間の料金に設定されておらず、PCU と料金設定は関連性が乏しい。本調査において

は PCU と料金設定の関連性を見直し、更に最適な交通量と収入との関係を検討して PCU 及び料

金を設定した。 

なお、料金設定は 8 章の将来需要予測で採用されている転換率の式から算出した。 

料金設定がケース“toll-3”の場合に収入が最大となるため、本調査では“toll-3”の料金設定を採用

した。 
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表 17-2. PCU 及び料金設定 

Vehicle type PCU 
Toll structure（UAH/vehicle） 

Toll-1 Toll-2 Toll-3 Toll-4 Toll-5 
Passenger cars 1.0 5 10 15 20 25 
2-axle trucks 2.0 10 20 30 40 50 

3-axle + trucks 3.0 15 30 45 60 75 
Trailers 4.0 20 40 60 80 100 

 

17-1-4 財務的な内部収益率（FIRR） 

FIRR は加重平均資本コスト（WACC）を超えた場合、本事業はフィージブルであると評価され

る。 

本事業における WACC は、ルート 2 および 3 ともに 4.0%と設定した。 

 

17-1-5 財務分析ケース 

本調査における財務分析は、財務的な費用を以下の 2 ケースについて実施した。収入は両ケー

ス同様の設定とした。 

Case 1: 財務的な費用の合計 

Case 2: 財務的な費用のうち、建設費、コンサルタント費といったローンポーション及び住民移

転費、税金といった先方政府負担費を考慮せず、維持管理費を考慮した費用 

 

17-1-6 財務分析の結果 

 ルート 2 の財務分析結果 

(1) ルート 2 の財務的内部収益率 

ルート 2 の FIRR は収入と財務的な費用を基に算出した。  

 ケース 1 

財務的な妥当性は、算出された FIRR と WACC の比較によって評価される。算出された FIRR

は-9.4%と WACC4%を下回っており、本事業は財務的にフィージブルではないと判断される。 

 ケース 2 

ケース 2 の FIRR は、5.3%と WACC4%を上回っており、本事業は財務的にフィージブルである

と判断される。 

 

 ルート 3 の財務分析結果 

(1) ルート 3 の財務的内部収益率 

 ケース 1 

ルート 3 のケース 1 において算出された FIRR は-9.8%と WACC4%を下回っており、本事業は

財務的にフィージブルではないと判断される。 

 ケース 2 

ケース 3 のケース 2 において算出された FIRR は 4.7%と WACC4%を上回っており、本事業は財

務的にフィージブルであると判断される。 
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 ケース 2 の感度分析 
表 17-3. 感度分析（ルート 2） 

FIRR 
Revenue 

100% 90% 80% 

Costs 

100% 5.3% 4.4% 3.4% 

110% 4.5% 3.6% 2.6% 

120% 3.8% 2.9% 1.8% 
 

表 17-4. 感度分析（ルート 3） 

FIRR 
Revenue 

100% 90% 80% 

Costs 

100% 4.7% 3.9% 2.8% 

110% 3.9% 3.0% 2.0% 

120% 3.2% 2.3% 1.2% 

 

17-2 経済財務分析 

17-2-1 基本方針 

本事業の主な目的は、欧州-アジア輸送回廊の一部である M-14 道路の機能確保及びミコライウ

の社会生活の向上である。本事業の経済分析は，本事業が実施された場合の“With Project”と本事

業が実施されなかった場合の“Without Project”の 2 ケースを比較して検討する。“With Project”はミ

コライウ橋が建設されるケース，“Without Project”はミコライウ橋が建設されないケースとする。 

 

17-2-2 経済費用（建設費用、維持管理費） 

第 14 章に記載のある建設費と維持管理費を基に経済分析を行った。経済費用における基本的な

前提条件は以下のとおりである。 

- 実施スケジュール：建設工事工期 2020 年から 2029 年、2030 年から供用開始 

- VAT 及び輸入関税：除外する 

- インフレーション：考慮しない（便益、費用双方に平等に影響を及ぼすため除外する）。 

- 住民移転費用及び補償費：考慮する 

- 機会費用：考慮する（現在、緑地、森林等で利用されている土地が将来的にはレジデンタ

ルエリアとして開発されると仮定） 

- 標準変換係数（SCF）：0.97 （比貿易財に対し）。SCF は総輸入・輸出量（過去 5 年）と輸

入税（14 章で 5%に設定）から算出した。 

 

17-2-3 経済便益 

本調査の現地調査で入手した情報及びインターネット等から入手した最新のデータ等を活用し

て原単位を見直して経済分析を実施する。 

 利用者便益の種類 

本プロジェクトの実施によって期待される定量的な便益は以下のとおりである。 

- 車両走行費用 (Vehicle Operation Cost, VOC)の節約便益 

- 旅行時間費用(Travel Time Cost, TTC)の節約便益 
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本プロジェクトの実施によって期待される定性的な便益は以下のとおりである。 

交通渋滞の緩和による便益（VCR の改善） 

代替路線の確保によって、市内の渋滞の緩和に繋がる。 

ババロフスキー橋の大規模な点検、修繕の機会増加による便益 

代替路線の確保によって、ババロフスキー橋の大規模な点検、修繕の機会が増える。 

市内の道路沿いの環境（大気汚染、騒音、振動等）の改善による便益 

交通流が分散されることにより、市内中心部における大気汚染、騒音、振動等の道路沿い

の環境は改善される。但し、新たに開発されたルートの環境指標は悪くなる。 

地域間経済の活性による便益 

ミコライウ橋が安定した輸送ルートとして、地域間輸送の時間短縮及び安全な代替路線と

して役割を果たすだけではなく、ババロフスキー橋の 24 トンの荷重規制に対して 54 トン

まで緩和される。 

交通事故減少による便益 

ミコライウ橋が建設されることにより、車両の通行性は改善され、利用者の安全性も向上

することで交通事故が減少される。 

 

 車両走行費用(VOC)の節約便益 

(1) VOC の節約便益の算定 

VOC の節約便益は，Without Project ケースの走行経費から，Without Project ケースの走行経費を

減じた差として算定する。 

(2) 車種別の走行費用原単位 

走行費用原単位は車両別に 1km 走行した場合の燃料費，オイル消費・交換費，タイヤの費用，

維持管理費，原価償却費，一般管理費から算出されている。 

以下に車種別の走行費用原単位を示す。 

                 表 17-5. VOC の原単位            Unit: UAH/km 

VOC 
Passenger 

cars 
Buses 

2-axle 
truck 

3+ axle 
Trucks 

Trailers 

Fuel cost 1.75 4.43 2.20 5.42 7.55 

Oil cost 0.10 0.11 0.10 0.10 0.10 

Tire cost 0.20 0.75 0.75 1.32 2.04 

Insurance cost 0.14 0.04 0.07 0.04 0.04 

Maintenance cost 0.61 0.68 0.68 1.52 1.52 

Spare parts cost 0.20 0.20 0.24 0.16 0.19 

Depreciation cost 2.80 1.50 3.49 2.53 4.07 

Sub-total 5.79 7.72 7.54 11.09 15.52 

Overhead cost 0.58 0.77 0.75 1.11 1.55 

Total 6.37 8.49 8.29 12.20 17.07 

  



ES-71 
 

 旅行時間費用(TTC)の節約便益 

(1) TTC の節約便益の算定 

TTC の節約便益は，プロジェクトを実施することにより With Project ケースの走行時間は

Without Project ケースの走行時間より，車両の走行時間が短縮され，その場合の時間価値を貨

幣に換算したものである。 

自動車及び乗員乗客の時間価値，積載貨物の時間価値を合計した 1 台当たりの総時間価値

を以下に示す。 

表 17-6. TTC の原単位 

(Unit: USD/veh.·time) 
Vehicle type Basic units of TTC 

Passenger cars 2.58 

Buses 32.62 

2-axle trucks 26.55 

3+ axle trucks 117.73 

Trailers 64.03 

 

 便益の算定 

TTC の節約便益及び VOC の節約便益の算定結果から，本事業の便益を算定する。 

(1) 検討期間全体の便益の設定 

本プロジェクト事業による整備の供用開始年を便益起算点として，供用開始から 30 年間を

検討期間として，各年次の総便益を算定する。 

(2) 社会的割引率 

本事業では，社会的割引率を 8%に設定し，経済分析を実施する。 
(3) 便益の現在価値の算定 

検討期間における各便益に割引率を用いて基準年次における現在価値に割り引いて算定す

る。 

(4) 総便益 

総便益は各便益の合計である。 

(5) 経済的内部収益率（EIRR） 

EIRR は、便益と費用の現在価値を等しくする収益率のことをいう。 

 

17-2-4 経済分析の結果 

 ルート 2 の経済分析 

(1) ルート 2 の経済的内部収益率 

算出された EIRR は 13.4%と社会的割引率 8%を上回っており、本事業は財務的にフィージ

ブルであると判断される。 
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(2) ルート 2 の感度分析 

表 17-7. 感度分析（ルート 2） 

EIRR 
Benefits 

100% 90% 80% 

Costs 

100% 13.4% 12.5% 11.7% 

110% 12.6% 11.8% 11.0% 

120% 12.0% 11.2% 10.3% 

 

 ルート 3 の経済分析 

(1) ルート 3 の経済的内部収益率 

算出された EIRR は 13.8%と社会的割引率 8%を上回っており、本事業は財務的にフィージ

ブルであると判断される。 

(2) ルート 3 の感度分析 

表 17-8. 感度分析（ルート 3） 

EIRR 
Benefits 

100% 90% 80% 

Costs 
100% 13.8% 12.9% 12.0% 
110% 13.0% 12.2% 11.3% 
120% 12.4% 11.6% 10.7% 

 

ルート 2 とルート 3 の経済分析の結果を比較すると、ルート 3 はルート 2 より妥当性が高

い結果をなっている。 

ルート 3 の便益およびコストは共にルート 2 を上回っている。本調査の分析手法の場合、

便益の差の方がコストの差よりもインパクトが大きく、ルート 3 がルート 2 よりもフィージ

ブルであることを示している。 
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17-3 運用効果指標 

本事業を定量的に評価するために、現況実績値（ベースライン、2018 年）と事業完成 2 年

後の目標値として設定した運用効果指標（提案）を以下に示す。 

 

17-3-1 AADT 及び走行時間 

ベースラインの 2018 年と供用開始 2 年後の 2032 年の AADT 及び走行時間を以下に示す。 

表 17-9. AADT 及び走行時間（案） 

Year 2018 2032 

AADT 

(Veh./day) 

Vavarovsky 

Bridge 

Passenger cars 40,046 23,512 

Bus 5,696 3,431 

2-axle trucks 4,574 2,891 

3-axle + trucks 299 134 

Trailers 3,053 1,337 

Mykolaiv 

Bridge 

Passenger cars - 16,534 

Bus - 2,265 

2-axle trucks - 1,683 

3-axle + trucks - 165 

Trailers - 1,716 

Estimated Access Time (minutes) 
Route A 37 30 

Route B - 10 

 

図 17-1. 走行ルート 
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17-3-2 年間の旅客交通量及び貨物交通量 

ベースラインの 2018 年と供用開始 2 年後の 2032 年の年間旅客交通量及び貨物交通量を以下

に示す。 

表 17-10. 年間の旅客交通量及び貨物交通量（案） 
Year 2018 2032 

Passenger Traffic Volume 
(thousand person/year) 

Vavarovsky 
Bridge 

Passenger cars 30,695 18,022 

Bus 41,581 25,046 

Total 72,276 43,068 

Mykolaiv 
Bridge 

Passenger cars - 12,673 

Bus - 16,535 

Total - 29,208 

Freight Traffic Volume 
(thousand ton/year) 

Vavarovsky 
Bridge 

2-axle trucks 6,678 4,221 

3-axle + trucks 1,091 489 

Trailers 22,287 9,760 

Total 30,056 14,470 

Mykolaiv 
Bridge 

2-axle trucks - 2,457 

3-axle + trucks - 602 

Trailers - 12,527 

Total - 15,586 

Note) 
- Assume the number of car passengers was 2.1 per a car 
- Assume the number of bus passengers was 20.0 per a bus 
- Annual passenger volume = AADT × car/bus passengers × 365 days 
 
- Assume average load for one way trip of 2-axle trucks was 2.0 ton (50% of load capacity) 
- Assume average load for one way trip of 3-axle + trucks was 4.0 ton (50% of load capacity) 
- Assume average load for one way trip of Trailers was 10.0 ton (50% of load capacity) 
- Annual freight volume = AADT × freight volume for one way trip × 2 (round trip)× 365 days 

 

  



ES-75 
 

 支障物件調査および相手国負担事項の整理 
18-1 地下埋設物および上空架線 

以下に示す支障地下埋設物，上空架線を工事前に移設する必要があり，これは相手国負担事

項の一つである。 

表18-1. 支障となる地下埋設物および上空架線 

地下埋設物 水道管，ガス管，通信管，排水管，高圧電線管，低圧電線管 

上空架線 高圧電線，低圧電線 

 

18-2 相手国負担事項 

ミコライウ橋およびバイパス道路の事業実施のために，Ukravtodor および関係機関の責任によ

り調整が必要となる事項（相手国負担事項）を下表に示す。 
 

表18-2. Ukravtodor および関係機関の負担事項一覧表 
負担事項 内 容 実施期限 

1.施工ヤードの提供
および整地 

施工ヤードを確保する。 
P/Q 公示迄 

2.土取場および採石
場の候補地の選定 

土取場および採石場として適切な候補地を選定
する。 

P/Q 公示迄または工
事着手時 

3.廃材処分場の候補
地の選定 

廃材処分場として適切な候補地を選定する。 
P/Q 公示迄 

4.用地取得 住民移転計画（RAP）に基づきバイパス道路建設
の被影響者に対して補償または支援費の支払い等を
行い、必要となる用地の取得を確実に実施する。 

P/Q 公示迄 

5.支障物件の移設 支障物件を移設する。 P/Q 公示迄 
6.環境に係る許可の
取得 

ウ国環境・天然資源省（MENR）から EIA の承
認を得る。 

L/A調印120日以上前
迄 

施工業者による環境管理計画の作成と実施を監
理する。 

計画：着工前 
実施：工事期間中 

施工業者から環境モニタリングの報告を受け，
環境管理計画が適切に実施されていることを監理す
る。 

工事期間中 

7.免税手続き 関税，商品サービス税（VAT：Value Added Tax），
所得税，法人税の免税措置が確実に実施されるよう
サポートする。免税の対象は E/N に基づく。 

詳細設計期間中 
工事期間中 

8.建設許可等の取得 MENR および Ukrainian Tax Authority に対して登
録が必要となる PE(Permanent Establishment)の登録
手続きをサポートする。 

工事着手時 

着工前に必要な建設許可等を取得する。 P/Q 公示迄 
工事期間中に必要な建設許可等の取得をサポー

トする。 
工事期間中 

9.維持管理作業 バイパス道路の維持管理作業を実施する。 完工後（引き渡し後） 
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WL Water Level 水位 

   

通貨  

JPY Japanese Yen 円 

UAH Ukrainian Hryvnia フリヴニャ 

USD,US$ United States Dollar 米ドル 
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 事業の背景・経緯 

1-1 背景・経緯 

ウクライナ（以下「ウ国」という。）南部

に位置するミコライウ市（Mykolaiv）は，造

船業を中心に発展したミコライウ州

（Mykolaiv Oblast）の州都である。また，同

市はヨーロッパとアジアを結ぶ黒海沿岸地

域の交通の要衝であり，ウ国内陸部の穀倉

地帯からオデッサ港，ユージニ港，イリチ

ョフスク港等に至る道路網の中で南北方向

に走る幹線道路 P-06，H-14，H-11 と東西方向に走る幹線道路 M-14 の合流地点に当たるため交通

量が多く，大型車を含む車両の市街地への流入（3.5 万台/日程度）が渋滞を引き起こし，市民の生

活環境を悪化させる原因となっている。 

また，同市内を流れる南ブグ川（Southern Bug River）およびイングル川(Ingul River)には，それ

ぞれ 1964 年に建設されたババロフスキー橋とイングル橋が存在するが，老朽化に伴い車両総重量

の制限（24 トン/台）を行っていることから，ミコライウ市を経由して貨物を道路輸送する際の輸

送コストが増加しており，渋滞と共に円滑な物流を妨げている。したがって，穀物等の物流の円

滑化及び拡大のため，同市街地を迂回する新たな橋梁及びアプローチ道路の建設が急務となって

いる。なお，その重要性は古くから認識されており，ミコライウ橋建設事業（以下「本事業」とい

う。）に係る最初のフィージビリティスタディは，1989 年にソビエト連邦からの委託に基づき，キ

エフソユーズドルプロジェクト社によって実施された。 

ウ国政府は，2014 年 6 月に調印されたウ国・EU 連合協定に基づき，2015 年 12 月に「The Strategic 

Plan for Development of Road Transport and Road Infrastructure of Ukraine up to 2020」を策定し，ウ国

経済の活性化のために安全と環境に配慮した道路網の整備・近代化の重要性を強調している。本

事業は，同計画に則り円滑な車両交通を確保し，南部道路交通網の改善を図るものであり，2018

年に策定された「The State Target Economic Program for Development of Automobile Roads of the Public 

(General) Use of State Importance for the Period of 2018-2022」（以下「New Program」という。）におい

ても 5 つの主要な路線の 1 つとして位置付けられている。 

ウ国政府から我が国政府に対しては 2005 年 7 月に本事業に対する円借款の支援の要請があり，

JICA は 2010 年 10 月から 2011 年 10 月にかけて協力準備調査（以下「2011F/S」という。）を実施

した。2011F/S に基づきウ国政府は 2012 年にフィージビリティスタディ (TEO) （以下

「2012F/S(TEO)」という。）を作成し，2013 年に本事業の事業計画の閣議承認を了したものの，

2014 年に政変が起き，事業実施には至らなかった。政変後もウ国政府からは我が国政府に対し引

き続き同案件にかかる円借款の支援要請があったが，ロシアとの貿易が急減していたことから，

ウ国南部における物流状況を確認する必要があった。このため，JICA は 2016 年 10 月から 2017

年 6 月にかけて「ウクライナ南部物流情報収集・確認調査」（以下「2017 年調査」という。）を実

施し，結果としてウ国南部地域の物流円滑化の観点から本事業の必要性を改めて確認した。 

 

H-14 

M14 

Mykolaiv 
City 

P-06 

出典: JICA 調査団 of 2011F/S
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1-2 要請内容 

円借款事業としてのウ国ミコライウ市の市街地を迂回する橋梁及びアプローチ道路の建設。 

 

1-3 調査の目的 

ウ国政府から円借款の要請のあった本事業について，2011F/S から約 6 年が経過していること

から，本調査では以下を目的とする。 

(1)事業費（用地補償費・O&M 費を含む）・便益等の再計算および実施（調達・施工）方法の再

検討 

(2)最新技術適用可能性の再検討 

(3)プロジェクト実施に関係する環境社会配慮や他の問題の最新状況の確認 

 

1-4 社会・経済状況 

1-4-1 社会状況 

 内政 

2013 年 11 月の EU との連合協定の交渉プロセス停止は，欧州統合支持者や政権の汚職に反対す

る市民を大いに刺激した。2014 年 2 月 18 日から 20 日にかけての衝突では 100 名以上の死者を出

し，結果としてヤヌコーヴィチ大統領がロシアへ亡命，ヤツェニューク首相による新政権が発足

した。同 3 月，クリミア自治共和国において，「共和国政府」による「住民投票」の違法な実施を

受け，ロシアはクリミアを「併合」したが，ウ国政府はこれをロシアの武力による違法占拠とし

承認しない立場を発表。その後，東部でも情勢が不安定化し，武装勢力等が地方行政府各施設を

占拠したことを受け，ウ国政府軍と武装勢力の戦闘が開始された（2014 年クリミア危機）。他方，

同 5 月 25 日，大統領選挙が繰り上げ実施され，6 月 7 日にポロシェンコ元経済発展・貿易相が大

統領に就任。同 10 月 27 日，繰り上げ最高会議選挙が実施され，「ブロック・ペトロ・ポロシェン

コ」党，人民戦線党，自助党，急進党，祖国党の 5 党による親欧の与党連合が発足した。同 12 月

に第 2 次ヤツェニューク内閣組閣したが，2016 年 4 月，継続的な組閣交渉の末，ヤツェニューク

首相が辞意を表明し最高会議において解任され，フロイスマン最高会議議長を新たに首相とする

新内閣が発足した。その後，2019 年 3 月 31 日に大統領選挙が実施され，5 月 20 日にウォロディ

ミル・ゼレンスキー氏が大統領に就任した。また，7 月 21 日に最高会議選挙が行わわれ，ゼレン

スキー大統領の新党「国民の奉仕者」が 254 議席を獲得し，ウクライナの議会選史上初めて単独

過半数を大きく上回る見通しとなった（as of July 26）。 

 

 外交 

2014 年 2 月の新政府発足及び同年 6 月のポロシェンコ大統領就任以降，ウ国政府はより一層欧

州統合路線を推進し，EU との連合協定署名を実現した。同協定は 2014 年 11 月に発効し，2016 年

1 月からは EU・ウ国間で DCFTA（深化した包括的自由貿易協定）も暫定的に適用が開始された。

現政権は，2020 年までの EU 加盟申請を目指している。 

他方で，クリミア「併合」及び東部の不安定化によりロシアとの関係は急速に悪化。ウ国東部

の情勢をめぐっては，2014 年 9 月 5 日，同月 19 日及び 2015 年 2 月 12 日，ウ国・露・OSCE から

なる三者コンタクト・グループが，停戦・政治解決を目指すミンスク諸合意に署名したが，同合
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意は完全には履行されておらず，ウクライナ情勢は不安定な状態が続いている。ゼレンスキー政

権は，ポロシェンコ前政権の親欧州路線を継続しつつ，ロシアとの対話の用意がある等表明し，

直面する諸課題の解決を目指している。 

 

 人口 

ウ国全体およびミコライウ州の人口はともにゆるやかに減少している（下図参照）。United States 

Census によると他国への移住者数が増加しており今後も減少すると予想されている。なお，ウ国

全体の生産年齢人口(15 歳～64 歳)についても，2013 年から 2017 年にかけて 70%程度から 68%程

度と緩やかな減少傾向にある。（下図における 2013 年から 2014 年の急減は 2014 年からウ国の人

口統計としてクリミアおよびセバストポリ市の人口を含まなくなったために生じたものである。） 

しかしながら，将来的な人口の減少が見込まれるものの，後述のとおり GDP の伸び率は毎年

3%程度と予想されていることや，ウ国経済を支える農産品輸出を同国政府は重要視しており，特

に堅調な人口増・経済成長を続ける中東・北アフリカ地域向けの輸出港を擁するウ国南部の物流

量については引き続き増加することが見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: State Statistics Service of Ukraine（2018 年） 

図 1-4-1. 人口推移 

 

 教育 

制度は 4・5・2・5 制（小・中・高・大）であり，義務教育は 6,7 歳～16,17 歳（1 学年～11 学

年）である。一つの学校に小・中･高があり, 編入学が無い限り高校まで在籍できる。 

大学への進学率は 83%(2014 年)程度である。 
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 所得 

平均月収実績の推移を下図に示す。所得水準は上昇している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※クリミア，セバストポリ市，ドネツク州およびルハンシク州の一部を除く 

出典 : Ministry of Finance of Ukraine（2018 年） 

図 1-4-2. 平均月収推移 

 

しかしながら，下表に示すようにウ国の国民一人当たりの純所得はまだ欧州連合や隣国に比べ

て低い状況である。 

表 1-4-1.ウ国および隣国の純国民所得 

国 国民一人当たり純所得 

ウクライナ 2,333USD 

欧州連合 28,096USD 

ベラルーシ 4,979USD 

ポーランド 11,650USD 

ルーマニア 8,433USD 

モルドバ 2,302USD 

ロシア 8,519USD 

出典：世銀 

 

1-4-2 経済状況 

2010 年に就任したヤヌコーヴィチ大統領は，IMF から支援を受け，税制改革，年金改革，土地

制度改革等，各種経済改革を実施。2012 年 6 月，ポーランドとの共催で欧州サッカー選手権を開

催したが，これを契機として道路・空港等のインフラ整備が進められ，これが景気下支えに寄与。

しかしながら，同年は主力産業の鉄鋼生産が落ち込み，輸出の減少等から GDP 成長率は 0.2％の

低成長に留まり，2013 年には鉄鋼，鉄道等のロシア向け輸出の落ち込みを受け，成長率が 0％と

なった。 

2014 年に入ると，東部情勢の悪化の影響を受け，貿易額や鉱工業生産高が大きく落ち込むなど

経済状況の悪化が深刻になり，経済成長率はマイナスに転じ，また，失業率についても前年の 7%

前半から 9%前半まで上昇が見られた。かかる中，対外債務の増加や外貨準備高の減少等，マクロ
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経済の不均衡が進行したため，同年 4 月以降は，IMF，世銀，EU を始めとする国際金融機関及び

欧米諸国等から多くの支援を受けている。2015 年 3 月，IMF は 4 年間で約 175 億ドルをウ国政府

に供与することを盛り込んだ新経済プログラムを承認し，ウ国政府は 4 度の資金受領で外貨準備

高が増加した一方で，同プログラムの条件を満たすため，財政，税制，年金，エネルギー，公共サ

ービス等多くの分野の改革でさらなる成果が求められている。 

2015 年もマイナスだった経済成長率は，2016 年に入りプラスに転じたが，同年の成長率は前年

の反動に拠るところも大きく，引き続きドナー国・機関の支援が必要とされている。2018 年 12 月

に IMF は理事会で 14 ヶ月，39 億 USD のスタンドバイ取極を承認したことを発表している。 

 

 国家予算（支出） 

国家予算（支出）およびウ国インフラ省（Ministry of Infrastructure，以下「MoI」という。）に属

し，本事業の実施機関となる可能性のあるウクライナ道路公社（以下「Ukravtodor」という。）の

予算（支出）を下表に示す。 

近年のウ国政府の予算（支出）の増加は，国際金融機関及び欧米諸国等から支援を受けて金融・

為替対策，銀行システム健全化，財政健全化，エネルギー対策，構造対策等に取り組んでいるこ

とが要因であると推察される。Ukravtodor の予算（支出）については，ウ国政府の予算（支出）が

社会保障と国防に多く割り当てられたこと等に伴い一時的に減少した 2016 年を除き、全体の

2.5%~4.3%程度である。2016 年以降はウ国政府予算（支出）を上回るペースで増加傾向にあり 2015

年，2018 年にそれぞれ策定された計画に基づき，道路整備に係る投資に注力する姿勢が伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2014-2017 年は支出実績，2018 年は計画 

出典 : Ministry of Finance of Ukraine（2018 年） 

図 1-4-3. 国家予算およびウクライナ道路公社予算 
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 GDP（国民総生産） 

2018 年の実質 GDP は 113,000 百万 USD であり下図に示すように伸び率は 3.3%程度である。 

農業，小売業，旅客輸送が主たる成長ドライバーである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2014 年からはクリミア，セバストポリ市，ドネツク州およびルハンシク州の一部を除く 

出典 : IMF(International Monetary Fund)（2018 年）, State Statistics Service of Ukraine（2019 年） 

図 1-4-4. GDP 伸び率の推移 

 

 貿易 

 貿易額実績の推移を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2014 年からはクリミア，セバストポリ市，ドネツク州およびルハンシク州の一部を除く 

出典 : State Statistics Service of Ukraine（2019 年） 

図 1-4-5. 貿易額の推移 
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また，主たる貿易品の貿易金額に占める割合を以下に示す。なお，輸出品目毎の輸送経路の特

定は困難であるが，輸送量ベースのウ国内の交通手段については，車両と鉄道がそれぞれ約 6 割

と 3 割を占めており（2018 年実績値，出典：Volume of freight transportation by type of carrier, State 

Statistics Service of Ukraine），ウ国の貿易にとって道路網の重要性は引き続き高いものと推察され

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
※クリミア，セバストポリ市，ドネツク州およびルハンシク州の一部を除く 

出典 : State Statistics Service of Ukraine（2019 年） 
 

図 1-4-6. 主たる貿易品 

 

1-5 交通分野の政策および計画 

ウ国における交通分野の政策としては，2013 年に「The State Target Economic Program for the 

development of public roads for 2013-2018」が策定されたが，同プログラムは最終的に予算不足に陥

り，当初の目標未達となった。これを踏まえ，ウ国政府においては 2018 年から 2022 年までの交

通分野政策として New Program が策定され，2018 年 3 月に閣僚により決議（Cabinet of Ministers of 

Ukraine Resolution（以下「Cabinet Resolution」という。）, March 21, 2018, No.382）されている。こ

の New Program では，以前のプログラムにおける反省を活かし，2018 年から 2022 年までの 5 年

間で必要な計 298,349Million UAH の予算が確保されており，既存の国家重要道路を改修・整備し

て欧州の交通網と統合させ，交通の安全，速度，走行性および運輸のコスト効率を高めることを

その主目的として掲げている。 

同プログラムにおける主たる内容及び期待される成果を次頁に示す。 
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1-5-1 プログラムの主な内容（抜粋） 

主要なプログラム内容を以下に示す。 

• 長期保守契約（5～7 年間）の導入。 

• 独立した品質管理システムの導入。 

• FIDIC 約款等の国際標準工事請負契約に基づいてコンサルティング・エンジニアが監理する

道路建設工事の実施体制への段階的移行。 

• ハイウェイ管理のための地理情報システムの導入。 

• 系統的で詳細な独立した技術的プロセスとしての道路安全監査の導入 

• 寸法・重量の自動管理の導入。 

 

1-5-2 期待される主な効果および目標（抜粋） 

期待される主な成果および年別の達成目標を以下に示す。 

•主要幹線上の国道の交通・稼動状況の改善，近代欧州道路規格に基づく適切な道路インフラを

備えたハイウェイの新規整備・改修。 

•ウクライナの輸出・物流能力の利用拡大。 

•自動車輸送の運営状況が改善されることによる，物品運送・旅客輸送コストの削減と道路交通

収入の増加。 

•道路状態の劣悪さに起因する交通事故損害の低減。 

•鉱業，加工業，冶金業等の生産物の国内市場への安定供給。 

•品質管理およびユーザーによる道路財源の強化。 

•欧州規格・国際規格に基づく国道の整備条件の設定。 

•最低 10 年の国道の整備，再建，全面改修工事のための運用保証期間の確保。 

 

表 1-5-1. プログラムにより期待される効果 

(km) 

目標 目標の達成指標 合計 

年度 

2018 2019 2020 2021 2022 

国レベルの公共道路の新設 新設延長 325.46 24.29 42.88 44.40 12.32 201.57 

国レベルの公共道路の再建 再建延長 431.15 20.56 81.26 106.16 105.24 117.93 

国レベルの公共道路の重要

な修繕 
修繕延長 4,347.70 77.94 306.43 1,400.55 1,198.62 1,364.16 

国レベルの公共道路の通常

の修繕 
修繕延長 1,588.41 950.23 638.19 - - - 

合計  6,692.73 1,073.02 1,068.75 1,551.11 1,316.19 1,683.66 

出典：Cabinet of Ministers of Ukraine 
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ウ国政府が New Program により整備する予定の国際道路を図 1-5-1 に示す。ただし，図 1-5-2

に示す道路はオデッサからヘルソンまでの M14 道路を含み，資金の確保が必要とされている。 

 

 出典：New Program 

 

図 1-5-1. 今後整備予定の国際道路 

 

 
出典：New Program 

図 1-5-2. 資金確保が必要とされている国際道路  
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1-6 道路網の現状 

ウ国の道路は国家重要道路(国レベル), 地方重要道路(地方レベル), 街路の 3 種類に大別され，

特に国家重要道路(国家レベル)は閣僚決議（Cabinet Resolution, August 9, 2017, No.654）で定められ

ている。2017 年まで，Ukravtodor は国家重要道路及び地方重要道路を管轄していたが，2018 年か

らウクライナ法（The Law of Ukraine, November 17, 2016, No.1762-Ⅷ, 1763-Ⅷ, 1764-Ⅷ）に基づき，

Ukravtodor は国家重要道路のみを管轄することとなり，地方重要道路についてはウ国内の各州政

府（Regional State Administration）の管轄に変更されている。 

国家重要道路と地方重要道路の分類を以下に示す。プロジェクト対象地であるミコライウ州内

の道路延長はウ国全体の 3%程度である。 

表 1-6-1. 道路分類 

分類 
ウ国全体 ミコライウ州 

距離 
(km) 

比率 
(%) 

距離 
(km) 

比率 
(%) 

国家重要道路(国レベル) 51,700 31 1,487 31 
 国際道路 (M-network) 8,600 5 200 4 
 国道 (H-network) 4,800 3 407 8 
 主要地方道 (P-network) 10,000 6 368 8 
 地方道 (T-network) 28,300 17 512 11 
地方重要道路(地方レベル) 117,900 69 3,314 69 
 州道 (O-network) 50,000 29 2,669 56 
 地区道路 (C-network) 67,900 40 645 13 
合計 169,600 100 4,801 100 

出典：Ukravtodor 

ウ国全体の国家重要道路のネットワークを図 1-6-1 に示す。 

ミコライウ州の国家重要道路のネットワークは図 1-6-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Strategy for Prioritization of Investments, Funding and Modernization of Ukraine’s Road Sector (WB) 

図 1-6-1. ウ国の国家重要道路のネットワーク  
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2017 年末時点の道路の IRI（国際ラフネス指数）を表 1-6-2 および図 1-6-2 に示す。ここで言う

IRI（国際ラフネス指数）とは，舗装路面と運転者の乗り心地を関連付けた指数であり，舗装路面

の構造的劣化を評価するために 1986 年に世界銀行が提唱したものである。なお，表中の計算は平

地部の基本値の設計速度を示している。 

表および図より，IRI が基準値を超え，既存道路の改修が，ウ国全体の喫緊の課題であることが

分かる。 

 

表 1-6-2. 国際ラフネス指数（IRI）による舗装路面の評価 
分類 計算速度 

km/hour 
基本値 

IRI, m/km 
最大値 

IRI, m/km 
I 150-140 1.2-1.5 2.0-2.5 
II 120 2.0 4.0 
III 100 2.5 5.5 
IV 90 3.5 6.5 
V 90 4.0 8.0 

※СОУ 45.2-00018112-078:2012. Automobile roads による                                  出典：Ukravtodor 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Ukravtodor 

図 1-6-2. 国際ラフネス指数（IRI）による舗装路面の評価 

 

なお，道路区分は下表に示すように，日当交通量から決定されている。 

 

表 1-6-3. 日当交通量による道路区分 
分類 日当交通量（台） 
І 10,000 以上 (14,000 以上) 
II 3,000～10,000 (5,000～14,000) 
III 1,000～3,000 (2,500～5,000) 
IV 150～1,000 (300～2,500) 
V 150 以下 (300 以下) 

※（）内は乗用車に換算した場合  
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ミコライウ州の国家重要道路のネットワークを下図に示す。 

ミコライウ州内の国家重要道路(国家レベル)の橋梁およびクロスオーバーは 98 箇所で総延長は

3,696m，地方重要道路(地方レベル)の橋梁およびクロスオーバーは 159 箇所あり総延長は 2,770m

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国家重要道路(国家レベル) 凡例 

 国際道路 (M-network)  

 国道 (H-network)  

 主要地方道 (P-network)  

 地方道 (T-network)  

出典：HP of Mykolaiv Branch of Ukravtodor 

 

図 1-6-3.ミコライウ州の国家重要道路のネットワーク  
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 実施フローおよび作業工程 

2-1 調査実施フロー 

本調査の実施フローを以下に示す。 

    
 【01】インセプション・レポートの作成・協議   
 ↓   
 【02】事業承認手続き確認   
 ↓   
 【03】路線・橋梁位置のレビュー 

【04】道路計画のレビュー 
【05】橋梁計画のレビュー 
【06】自然条件調査の補足 
【07】需要予測 
【08】支障物件調査 
【09】施工期間中の安全対策の更新 
【10】基本計画，施工計画，調達計画のレビュー 
【11】実施・運営計画の更新 
【12】環境社会配慮追加調査方針の立案 
【13】概略事業費の再計算 

  

 ↓ ← ウ国コメント 
 【14】インテリム・レポートの作成・協議   
 ↓   
 【15】プロジェクトのリスク分析のレビュー 

【16】コスト縮減効果の検討 
【17】経済・財務分析及び運用・効果指標の更新 
【18】相手国負担事項の整理 

  

 ↓   
 【19】インテリム・レポート 2 の作成   
 ↓   
 【20】ルート選定等にかかる説明資料の作成・協議   
 ↓   
 【21】補足地質調査   
 ↓   
 【22】インテリム・レポート 3 の作成   
 ↓ ← ウ国コメント 
 【23】ドラフト・ファイナル・レポートの作成・協議   
 ↓ ← ウ国コメント 
 【24】ファイナル・レポートの作成・提出   
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2-2 作業工程 

本調査の作業工程を以下に示す。 
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2-3 項目別確認事項 

本調査の項目別確認事項を以下に示す。 

項目 調査の概要 現地での協議・確認事項 
【01】インセプション・レポートの作

成，協議 
インセプション・レポートをとりまとめ，調査方針，計画，実施スケジュール等について協

議・確認する。 
 業務の手順や方法に関する過不足や要望を確認・協議する。 
 調査を行う上での便宜供与や依頼事項実施の可否を確認する。 
 調査窓口の紹介と事前連絡の依頼を行う。 

【02】事業承認手続き確認 2013 年に本事業の F/S 承認手続きは完了しているが，本調査によって橋梁形式やルートなどに

変更が生じる場合には，F/S 変更・再承認続きが必要となる。本調査においては，既に承認済み

の F/S の有効期限，F/S 変更・再承認プロセス，Stage P，Stage R 等，事業開始までに必要なその

他の承認事項及び手続きを実施機関と十分に協議・確認する。 

 F/S 変更，再承認手続きの必要性を確認する。 
 手続きが必要な場合には，この手続きの方法を確認する。 

【03】路線・橋梁位置のレビュー 路線・架橋位置については，最新のミコライウ市の土地利用動向・都市計画，将来の都市形成

上の可能性，航路限界，航空制限等を考慮し，経済性，事業効果，住民移転等の環境社会配慮，

工期，安全性，施工性，維持管理性，都市計画との整合などを踏まえ，プロジェクトを実施しな

い案も含めて比較検討を行い，十分な協議を行った上で，本調査結果としての最適案を選定す

る。 

 路線・架橋位置を計画する上で必要な，ミコライウ市の都市計画との整合，環

境社会配慮に関する法律等の条件，土地利用の条件，特殊な地形や自然条件の

有無，他道路や沿道施設との接続条件，河川の航路限界等の条件や船舶の航行

状況，ミコライウ空港の航空制限等に関する条件を確認し協議する。 
 有意な代替の路線・橋梁位置が存在する場合には，最適案を協議する。 

【04】道路計画のレビュー 既存の調査で設定された道路構造，既設道路と本バイパス道路との接続方式について，経済性

や施工性，利便性，工期，安全性等の観点からこれらをレビューし，既存の調査結果の妥当性を

確認する。代替案が存在する場合には，既存調査結果との比較検討を行った上で，新たな案を提

案し，十分な協議を行った上で，本調査結果としての最適案を選定する。 

 道路構造，接続方式等を検討する上で必要となる車線数（需要予測結果），設

計条件(準拠基準，荷重条件)，地形条件(土地利用状況)，土質条件(特殊土の存

在等)等の妥当性を確認し協議する。 
 有意な代替の道路構造，接続方式が存在する場合には，最適案を協議する。 

【05】橋梁計画のレビュー  既存の調査で設定された橋梁形式について，経済性や施工性，利便性，工期，安全性等の観点

からこれらをレビューし，既存の調査結果の妥当性を確認する。代替案が存在する場合には，既

存調査結果との比較検討を行った上で，新たな案を提案し，十分な協議を行った上で，本調査結

果としての最適案を選定する。また，コスト縮減や品質向上に資する最新技術の活用を検討し，

提案する。 

 橋梁型式等を検討する上で必要となる車線数（需要予測結果），外力条件(気象

条件等)，設計条件(準拠基準，荷重条件)，地形条件(土地利用状況)，土質条件

(特殊土の存在等)等の妥当性を確認し協議する。 
 有意な代替の橋梁型式が存在する場合には，最適案を協議する。 
 最新技術活用の有効性について説明し，採用を確認する。 

【06】自然条件調査の補足  道路や橋梁構造の計画・設計に際して必要な自然条件に関して，既存の調査結果をレビュー

し，調査の不足や精度の妥当性を確認する。また，調査が不足する場合には必要な事項について

追加調査を実施する。 

 気象データ，水文・水質データ，地形データ，土質データ取得に当たっての適

切な取得方法，情報の入手先，調査上の留意事項等について確認する。 

【07】需要予測 将来の需要予測は，2011FS 及び「ウクライナ南部物流情報収集・確認調査」（2017 年）の交通

量調査・需要予測をレビューした上でデータを活用して実施する。橋梁部の道路車線数は，レビ

ューした需要予測結果を基に交通容量の過不足，実現性，利便性，コスト縮減効果等のファクタ

ーを加味して再度検討し提案する。 

 2011FS 及び「ウクライナ南部物流情報収集・確認調査」（2017 年）以外の交通

量調査結果の有無について確認する。 
 有料化の意向について確認する。 

【08】支障物件調査  道路や橋梁構造を計画・設計する際に支障となる物件について，既存の調査結果のレビューや

現地踏査，ヒアリングにより調査しその有無を確認するとともに，支障となる物件が存在する場

合には，移設方法等について調査・確認する。 

 架空線，地下埋設物等支障物件となりうる物件の存在，管理者，移設の方法等

について確認する。 

【09】施工期間中の安全対策の更新  施工期間中の安全対策について既存の調査結果をレビューし対策の過不足を確認する。対策が

不十分と考えられる場合には，「ODA 建設工事等安全管理ガイダンス」を踏まえて対策を追加す

るとともに，これによるコストの増加を事業費に反映させる。 

 工事安全，労働安全衛生に関する法律・基準の有無とその概要及び遵守に向け

た留意点を確認する。 
 自然条件からくる安全対策上の留意事項について確認する。 

【10】基本計画，施工計画，調達計画

のレビュー 
 工事の基本計画，施工計画，調達計画について既存の調査結果をレビューし妥当性を確認する

とともに，工事計画上の留意事項を摘出する。また，前項において橋梁や道路構造等に変更が生

じた場合には，計画を適宜変更し最適化することとする。 

 地元材料や資機材の調達状況，これらの調査要領，調査先等について確認す

る。 

【11】実施・運営計画の更新  事業の実施・運営計画について既存の調査結果をレビューし，その妥当性を確認する。また，

実施機関の人的リソース，保有機材を含む技術力，財政状況等について最新状況を確認・整理

し，状況が変化し，組織・人員・予算・技術水準等に制約がある場合には，事業を実施する適切

な体制について考察・提言する。 

 現在の組織，権限，人員構成，予算状況，技術水準等の運営・維持管理体制に

ついて確認する。 

【12】環境社会配慮追加調査方針の立

案 
2011FS で策定された環境影響評価(EIA)及び住民移転計画(RAP)のレビューを主軸に本追加調査

方針の立案を行う。EIA レビューについて，前調査で設定された広域な環境調査測点に対し，計

画架橋位置周辺を重点にした前調査を補強する各種環境測定調査（大気,騒音,振動,水質,生態系調

査）の実施の必要性を重点的に確認する。特に，計画架橋位置周辺の影響の可能性がある湿地帯

や隣接するリゾート施設については測定調査の妥当性について慎重な検討を進める。一方，RAP

 EIA/RAP 共通：ウ国における最新の関連法，2011 年策定済み EIA 及び RAP 報

告書の改訂要否，必要となる手続きの手順及び期間，2011 年以降の用地取得あ

るいは住民協議の実施有無，及び追加調査方針とその具体的な実施方法や費用

等について確認する。また，現地再委託を活用した追加調査を見据え，類似案
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項目 調査の概要 現地での協議・確認事項 
レビューについては，過去現在の市場価格の調査を確認するなど補償方針の適正性を十分に分析

するほか，C/P との協議を通じて実行機関と役割を明確化するなど今後の実行能力の確保を念頭

に調査を進めることを基本とする。 

件における EIA/RAP 事例や EIA/RAP 再委託コンサルタントのショートリスト

を確認する。 
 EIA:特に，最寄り住宅及びリゾート施設との距離，水質汚濁対策工，レッドリ

スト掲載種を含めた分布状況，その他事業対象地域における概況など，追加調

査方針策定に必要な事項について確認する。 
 RAP: 特に，最新の地籍図に基づく用地取得及び住民移転の有無と規模，補償

に係る基本方針（残地の取り扱い等含む）について確認する。 
【13】概略事業費の再計算  前項までの検討結果を踏まえ，最新の為替，資機材費，労務費等を基に「協力準備調査の設

計・積算マニュアル（試行版）」を参照し，概略事業費を算出する。 
 資機材費，労務費等に関する建設物価等資料の有無と調達先を確認する。 
 資機材費，労務費等に関する見積もりの調達先を確認する。 

【14】インテリム・レポートの作成・

協議 
代替ルート案及び橋梁形式代替案の比較分析，概略事業費，需要予測，本邦技術の活用可能

性，既存環境社会配慮文書（EIA 及び RAP）のレビュー結果及び環境社会配慮追加調査方針等を

インテリム・レポートにとりまとめ，内容について協議・確認する 

 内容について協議・確認する。 

【15】プロジェクトのリスク分析のレ

ビュー 
プロジェクトのリスクとその対応に関して既存の調査結果をレビューし，その妥当性を確認す

る。また，ウ国の最新状況を調査し，リスク状況の変化や新たなリスクの有無について確認し，

対応策を最適化する。 

 カントリーリスク，経済的リスク，為替リスク，市場リスク，プロジェクト管

理リスク，需要予測リスク等の現状を確認する。 

【16】コスト縮減効果の検討 2011FS で検討した本事業によるコスト縮減効果のレビューを行い，本調査での検討結果を踏ま

え，必要な更新を行う。 
- 

【17】経済・財務分析及び運用・効果

指標の更新 
 既往調査で検討した需要予測，定量効果・定量的指標（運用・効果指標），定性効果のレビュー

を行うと共に，本事業完成後約 2 年を目処とした目標年の目標値の見直しを行う。 
 「ウクライナ南部物流情報収集・確認調査」（2017 年）で設定した各便益（人

件費，燃料費等）の原単位を確認，再設定する。 
 有料化の意向について確認する。 

【18】相手国負担事項の整理 相手国側負担事項を整理する。また，相手国負担による工事については，組織体制・予算など

の実施能力を十分に確認の上，事業工程を検討する。 
 用地確保，便宜供与，各種建設許可の取得，道路ユーティリティ（支障物件）

の移設，交通規制，環境社会配慮に係る手続き等を整理する。 
 現在の組織，権限，人員構成，予算状況，技術水準等の運営・維持管理体制に

ついて確認する。 

【19】インテリム・レポート 2 の作成 2 月上旬に実施した地すべり影響にかかる現地調査結果をインテリム・レポートの内容に加えて

取りまとめる。 
- 

【20】ルート選定等にかかる説明資料

の作成・協議 
有力ルート案に関し，概略設計，概略事業費，地すべり対策工，ルート選定の修正版，その他の

比較項目を資料としてとりまとめ，内容について協議・確認する。 
- 

【21】補足地質調査 有力ルート案に関し，補足の地質調査およびモニタリングを実施し，地すべりに対する安全性を

確認する。 
 河岸，ガリー，地すべりの変状状況を確認する。 

【22】インテリムレポート 3 の作成・

協議 
有力ルート案に関し，概略設計，概略事業費，地すべり対策工，ルート選定の修正版，その他の

比較項目をインテリム・レポート 3 にとりまとめ，内容について協議・確認する。 
 ウ国からコメントを確認する。 

【23】ドラフト・ファイナル・レポー

トの作成・協議 
ドラフト・ファイナル・レポートをとりまとめ，内容について協議・確認する。  ウ国からコメントを確認する。 

【24】ファイナル・レポートの作成・

提出 
ドラフト・ファイナル・レポートに対するウ国側のコメントを踏まえ，本調査の最終的内容・成

果を確定し，ファイナル・レポートにとりまとめ提出する。 
- 

 

 

 



 ウ国内での事業承認手続き 

3-1 事業の区分および概要書類 

ウ国における事業実施（工事実施）までに必要となる手続きの方法は，事業の複雑度によりⅠ

～Ⅴに区分されていた（2011F/S では本事業は V に該当していた）。 

しかしながら，EU の基準に近づけることを目的としたウクライナ法(The Law of Ukraine, Bulletin 

of the Verkhovna Rada (BP), 2017, No. 9, p.68)を踏まえ，2017 年から下表に示すように災害時に発生

しうる被害の規模によって事業の重要性を CC1(重要度小)，CC2(重要度中)，CC3(重要度大)の 3 つ

のクラスに区分するようになった。本事業のバイパス道路は国家レベルの国際重要道路の一部で

あり，「交通施設の機能損失」は「国家レベル」となるため，重要性は「CC3」に区分される。 

 

表 3-1-1. 被害の規模による家屋，ビル，構造物，線状施設，交通施設の重要性の分類 

複雑度 

の分類 

重要性 

の分類 

家屋，ビル，構造物，線状施設，交通施設で発生する可能性のある被害の規模 

命や健康に対して危険が発生する可能

性のある人数 

経済的損失 
歴史的構造

物の損失 

交通施設の 

機能損失 
常時施設内 

定期的に 

施設内 
施設外 

※1 ※2 

(人) (人) (人) (mr.z.p)   

Ⅴ 
CC3 

 (重要性大) 
400 超 1,000 超 

Over 

50,000 
150,000 超 国家レベル 国家レベル 

Ⅲ, Ⅳ 
CC2 

(重要性中) 

50 から 

400 まで 

100 から 

1,000 まで 

100 から 

50,000 まで 

2,000 から 

150,000 まで 地方レベル 地方レベル 

I, Ⅱ 
CC1  

(重要性小) 
50 まで 100 まで 100 まで 2,000 まで – – 

※1 : 2012F/S(TEO)時点での基準（以前の基準）, ※2 : 2017 年からの基準 

 

CC3 の場合，事業実施（工事実施）に必要な書類は Feasibility Study(TEO: Техніко-економічне 

обґрунтування)，Project (P)，Working Documentation(WD)の 3 つであり，いずれも事業実施者が作

成する必要がある。各書類の内容はウ国地域発展・建設・住宅省（Ministry of Regional Development, 

Building and Housing ，（以下「MRDBH」という。）），ウ国経済発展・貿易省（Ministry of Economic 

Development and Trade，（以下「MEDT」という。）），ウ国財務省（Ministry of Finance，以下「MoF」

という。）によって保証され，かつ，閣議で承認される必要がある。各書類における必要な内容(構

成)は「SCN A.2.2-3-2014 Structure and Content of Project Documentation on Construction」に記載があ

る。 

各書類における必要な内容(構成)を表 3-1-2～表 3-1-4 に示す。 
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表 3-1-2. Feasibility Study(TEO)の構成 
Structure of Feasibility Study (TEO) 

1. 当該施設全体を建設した場合の技術的，経済的実現可能性を示す基本事項 
2. 建築物の設計規模の妥当性，リリース予定の製品群とその販売についての考察 
3. 製造要員の新規または追加職場数の妥当性 

4. 
原材料の供給源の有無，基本材料・エネルギー源・仕掛品・人材の確保ならびにそれ

らの使用・受入れの妥当性に関するデータ 
5. 技術調査のデータ 
6. 環境影響評価 (EIA) 
7. 概略配置及び交通計画 
8. ユーティリティ（上下水道・電気等）概要計画 
9. 土地開発及び天災・人災から対象物を守るための基本的ソリューション 

10. 技術・建設・建築・計画上の基本的ソリューション 

11. 
エネルギー効率，選択肢の比較，二次エネルギー・再生可能資源の算定と利用，安

全・労働保護の基本的ソリューションと指標 
12. 工事の組織体制に関する基本事項 
13. 情報の技術的保護措置 
14. 作業員のための衛生・生活設備に関する基本的ソリューション 
15. 製造における火災・爆発防止の基本的安全対策 
16. 民間防衛の工学・技術的手段の実行に関する基本的ソリューション 
17. 危険物の特定と安全宣言 
18. 障害者の現場へのアクセシビリティ（製造物を除く） 
19. 投資効率の妥当性 
20. 提案・推奨事項から選んだ最終案についての結論 
21. 工期 
22. 技術・経済指標 
23. DSTU B D.1.1-1※1に基づいて構成・量・内容を決定する積算書 
24. DSTU-N B V.1.2-16※2に基づく被害程度（損害賠償）・複雑度の算定  

※1： Rules for Construction Cost Calculation 

※2： Determination of the class of consequences (responsibilities) and complexity categories of construction objects 

出典: SCN A.2.2-3-2014 Structure and Content of Project Documentation on Construction Appendix C 
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表 3-1-3. Project(P)の構成 
Structure of the Project(P) 

F.1. 説明書 
1. 設計のための初期データ 
2. 建築物及びその構造についての概略 

 
1) プロジェクトの能力規模，正式名称，製造の品質・技術レベル，原材料ベースに関

するデータ 
 2) 要員の人数，職業適性・資格体制の検討結果 
 3) 作業場の数と設備 
 4) 主要産業・補助産業の組織，専門分野，協力に関する情報 

3. 技術調査のデータ 

4. 
燃料・水・熱・電気の需要量，省エネ技術等に関する情報（自己の需要及び技術とは

別） 
5. 工事段階・スタートアップ施設に関する情報 
6. 設備投資効率に関するデータ（必要な場合） 

7. 
概略配置，エンジニアリング・ネットワーク，通信に関する基本的ソリューションと指

標 
8. 土地開発及び対象物の保護に関するソリューション 
9. 労働安全衛生 

 本項には以下の情報が含まれる： 
 1) 基本規制法令のリスト 
 2) 工程及び製品の安全確保のための措置 
 3) 材料・製品・仕掛品・廃棄物の毒性・火災害的特性；安全要件の管理 

 
4) 工場敷地構内の特徴，爆発性消防危険物の分類の算定または妥当性，PBE のクラス

（区分） 

 
5) 爆発性ブロックのエネルギーポテンシャル，破壊可能性のある範囲の特定； 作業

員の負傷予防策，事故や火災の際の安全な避難 
 6) 作業現場の照明・騒音・振動に関するデータ，危険廃棄物の抽出・中和方法 

 
7) 火災・爆発の防止策，危険性・有害性のある材料・仕掛品・製品の保管と輸送，搬

出・搬入作業 
 8) 外的・内的要因から作業員を保護する方策，衛生施設・医療サービスの有無 
 9) 給付金（福利厚生）に関するデータ，女性・青年労働者の受入れ度 

10. 工学的・技術的民間防衛手段に関する項 
11. 信頼性・安全性に関する項 
12. 危険物の把握と安全宣言 
13. 環境影響評価 (EIA) 

14. 
決定事項の効果に関する評価，技術・経済指標と協力準備調査(TEC)で認められた指標

との比較 
15. 省エネ対策実施による経済効果の評価 
16. 科学・技術サポートに関する項（必要な場合） 
17. 業務の範囲に関する情報 
18. DSTU-N B V.1.2-16※1に基づく被害程度（損害賠償）・複雑度の算定 

F.2 概略配置と輸送 
・ 工事現場と周辺地域の概要 
・ 概略配置，構内および外部輸送に関するソリューションと指標 
・ 基本的設計ソリューション，テリトリーの維持・改善策 

・ 
エンジニアリング・ユーティリティの位置に関するソリューション； 企業（建物，構

造物）の保護体制 
F.3 基本設計図 
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・ 
企業の敷地計画，外部ユーティリティ（上下水道・電気等）配管を表示した建物または

構造物，ネットワーク（既存と計画），建設予定地の図面（縮尺は，1/2000, 1/5000 また

は 1/10000 のいずれか）。線型構造の計画ルート（必要であれば，ルートの縦断面図） 

・ 

住居と建物（既存と計画，再建・解体予定のもの）の概略配置，環境保護・土地改良の

対象物，造園と構内のエンジニアリング・ユーティリティ及び搬送通信設置のための特

別なソリューション，テリトリーとスタートアップ施設の一部であるネットワークの勾

配図（縮尺 1/500 または 1/1000） 
・ 土工事の地図作成 

F.4. 技術面 
 製造および演算プログラムに関するデータ： 
 1) 受容された製造技術の概要と妥当性 
 2) 製造ユニットの割り当て 

 
3) ローウェイスト（廃棄物低減），ゼロウェイスト（廃棄物ゼロ）の工程及び産業の

利用に関するソリューション 
 4) 製造の複雑度（機械加工）及び技術工程の機械化・自動化に関するデータ 

 
5) 使用設備（輸入を含む），立ち上げ・調整作業の構成と妥当性；要員及び機器類の

数量 
 6) 従業員総数（職種別，資格別を含む） 
 7) 保全施設の組織体制に関するソリューション 

 
8) 有害物質の大気及び水源への排出量・組成に関するデータ（個々の製造現場，施

設） 
 9) 作業場の特徴と部門間コミュニケーション 
 10) 熱・電気の供給，電気器具に関するソリューション 
 11) 電気設備操作に関する提案 
 12) 技術的工程における燃料・エネルギー・材料バランス 
 13) 技術的防火対策 
 14) 省エネ対策，省エネ技術の適用 

F.5(1)基本設計図 
・ 技術的工程の主な計画 
・ 大型・特殊機械・車両の設置場所を含む建物（作業場）の技術的配置または計画 
・ 動線図（大企業のみ） 
・ 企業への主電源供給計画 
・ 基幹回線と熱供給ネットワーク計画 

F.5(2)建築・工事に関するソリューション 
・ 工事現場周辺の概要 

・ 
工事現場の建築工法の概要と妥当性，架設図，構造の種類と構造材料，主要支持部材の

計算 
・ 対象物の構造計画から採用された主なソリューション（支持構造部材の材料と特徴） 

・ 
作業場の照明，騒音・振動の低減，作業員の衛生・生活設備に関する主なソリューショ

ンの妥当性 
・ 電気，爆発火災防止，建物・配管・構造の防錆に関する対策 
・ 水供給，下水，暖房，空調換気の基本的ソリューション 
・ 省エネ対策 
・ 個々及び典型的なプロジェクトのリスト（設計ソリューション） 
・ 障害者の施設へのアクセシビリティに関するソリューション 

F.6 基本設計図 

・ 
基礎配置，間取り図，主支持構造と囲い構造を図示した建物及び構造物の前面・断面図

（縮尺は 1/50，1/100 または 1/200 のいずれか），構造部材の主な結節点，現場打ち鉄筋

コンクリート構造，フェンス構造物の詳細図（縮尺 1/25） 
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・ 
典型的プロジェクトで利用または再利用されるデザインソリューション（主な設計図）

を示す設計の建物と構造物のリスト 

・ 
外部・輸送ユーティリティシステム，敷地内ネットワーク（全企業・構造物対象）のル

ート計画とデータ・プロフィール（大企業・大規模施設のみ） 

・ 
高度な HVAC 設備を備えた製造施設について，記述されたシステムを適用して整備でき

る建物の部分とその計画，上下水道の主構造計画，製造施設及び管理・居住・研究開発

関連施設のエンジニアリング設備設置計画 

・ 
大規模で複雑な製造施設については，基幹回線とエンジニエアリング・ネットワーク配

置図，企業（作業場）の電力供給構造計画を記載 
F.7. 工事体制 

・ 
本セクションの設計図書の構成，量，内容は，SCN A.3.1-5※2の要件及び推奨事項に基づ

いて設定される。 
F.8 積算書 

 積算書の構成，量，内容は，DSTU B D.1.1-1※3に基づいて定める。 
※1: Determination of the class of consequences (responsibilities) and complexity categories of construction objects 

※2: Organization of Construction Manufacturing 

※3: Rules for Construction Cost Calculation 

出典: SCN A.2.2-3-2014 Structure and Content of Project Documentation on Construction Appendix F 

 

表 3-1-4. Working Documentation(WD)の構成 
Structure of Working Documentation 

WD は以下で構成される： 
1. 実施設計図 
2. 仕上げ工事の証明書 
3. 積算書 
4. 設備・製品・材料仕様書 
5. 関連機器・製品のデータシート及び寸法図 
6. 工事用製品の WD 
7. 一般的ではない製品の設計図 

注：WD の構成は事業実施者により指定，補完することができる。 

出典: SCN A.2.2-3-2014 Structure and Content of Project Documentation on Construction Appendix G 
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3-2 閣議承認に係る手続き 

ウ国における橋梁・道路建設事業に係る閣議の承認手順は閣僚で決議(Cabinet Resolution, May 

11, 2011, No.560)されており，まず閣議に諮る前に MRDBH 公認の専門機関による当該事業内容の

照査を受ける必要がある。また，実態上は照査の前に関係機関（Ukravtodor Technical Committee 及

びウ国環境・天然資源省（Ministry of Ecology and Natural Resources，以下「MENR」という）から

の承認が必要であり，設計内容は関係機関の所管する各種基準・ルールに準拠したものでなけれ

ばならない。 

なお，本事業に係るウ国内手続き上必要な書類については，道路及び橋梁の設計分野の

Feasibility Study(TEO)および Project (P)の書類の作成実績を有する Ukrdiprodor（Ukravtodor の下部

組織）に委託される可能性がある。 

Feasibility Study(TEO)を例とした，橋梁・道路建設事業に係る閣議承認までの手順を表 3-2-1 に

示す。 

 

表 3-2-1. 橋梁・道路建設事業に係る閣議承認までの手順 

Feasibility Study(TEO)の作成 

( Ukravtodor がコンサルタントに委託) 

↓ 

関係機関への提出 (コンサルタントが関係機関に TEO を提出) 

・Ukravtodor Technical Committee 

・MENR 

↓ 

専門の組織（Expert Organization）による専門的な照査 

(コンサルタントが専門の組織に TEO を提出) 

(専門的な照査は MRDBH によって認められた専門組織により実施される。) 

↓ 

Ukravtodor への提出 (コンサルタントが Ukravtodor に TEO を提出) 

↓ 

閣議への提出(Ukravtodor が閣議に TEO を提出) 

(MRDBH,MEDT および MoF からの承認が必要) 

↓ 

閣議承認 

 

本事業に関しては日本側の 2011F/S を元としてウ国側が Feasibility Study(2012F/S(TEO))を 2012

年に実施，2013 年に閣議承認されている。ウ国の関係者へのヒアリングによると，2012F/S(TEO)

に係る閣議承認に有効期限は設定されていない。ただし，仮に Feasibility Study(TEO)を再作成する

場合，変更した項目のみを更新するのではなく全体を再作成する必要がある。再度の閣議承認の

必要性については現在確認中である。 
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本事業における Project(P)の書類作成・承認までの手順と 2012F/S(TEO)の変更内容との関係を以

下のフローに示す。 

 

2012 F/S(TEO） 

2013 年に閣議承認済み 

   

     

  本調査による F/S  

   

 

  

事業の内容 

に変更はあるか？ 

Yes   

  

 No 

   

  変更内容の種類は？  

     

     

     

Project(P)の作成  Feasibility Study(TEO）の再作成 

※：「表 3-2-2. 変更内容の種類」参照 

図 3-2-1. Project (P)作成までの流れ 

 

表 3-2-2. 変更内容の種類 

種類 変更内容 

① Feasibility Study(TEO）に明記されている内容で，以下の変更が生じた場合 

・ルートが変更になった時 

・全延長が±10%以上変更になった時 

・全橋長が±2%以上変更になった時（アプローチ橋梁と主橋梁の内訳は変更可） 

・レーン数が変更になった時 

・舗装種別を変更した時 

・インターチェンジ数が増えた時（減らすことは可） 

・用地の取得範囲が増えた時（インターチェンジのタイプ変更等） 

※上記は，Ukrdiprodor の Chief Engineer にヒアリングした結果であり，実際には変更

の要否を判断する閾値を明文化した書面は確認されていない。 

② Feasibility Study(TEO）に明記されていない内容に変更が生じた場合 

例：橋種，事業費，EIA，基準の更新 

 

  

②※ 

①※ 
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3-3 事業実施手順および書類の提出時期 

通常の事業実施（工事実施）手順および必要な各書類の提出時期を下図に示す。 

Project (P)においては，事業の概略設計を含む関連書類が作成され，その後，当該概略設計を踏

まえた入札が行われ，当該事業の施工業者が決定される。（Feasibility Study (TEO) 及び Project (P) 

のプロセスを合わせて「Stage P」と称される。）その後，基本的に施工業者は，設計図書や仕様書

等から成る Working Documentation（以下，「WD」という。）を作成する。WD 作成から工事完了ま

での期間は「Stage R」と呼ばれる。WD は詳細設計に該当するが，必要とされる図面や数量は日

本国内の通常の詳細設計で作成される図面や数量と大きく異なるようにも見受けられる。 

一方，StageP の後，工事入札前にコンサルタントを雇用し詳細設計（WD ではなく，日本国内

の通常の詳細設計）を行うこともあり，この場合は，更に(1) WD をコンサルタントが作成するケ

ースと，(2) 施工業者が作成するケースに分かれる。工事入札前にコンサルタントを雇用するかど

うか，また WD をコンサルタントと施工業者のどちらが作成するかは，資金援助者や事業実施機

関の意向により決定することができるとされている。 

なお，詳細設計がない場合でも，通常は施工監理のためのコンサルタントを雇用している。 

 

Japanese Side  Ukrainian Side    

      

Feasibility Study(F/S) → 
Selection of Consultant 

Feasibility Study(TEO) 

   

 

  ↓   (Stage P) 

  
Selection of Consultant 

Project(P) （Basic Design） 

  
 

  ↓    

Fact Finding / Appraisal ← Loan Request    

↓      

Exchange of Notes / Loan Agreement    

  ↓    

  
Tender 

Selection of Contractor 

   

  ↓    

  
Preparation Works 

Working Documentation(WD) 

  
 

  ↓    

  Construction   (Stage R) 

  ↓    

Post Evaluation ← Project Completion    

 

図 3-3-1. 事業実施（工事実施）手順および必要な各書類の提出時期 
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 自然条件調査の補足 
自然条件調査（気象・水文調査，測量調査，地質調査）は 2011F/S で実施済みであるが，以下

を目的として補足するものとする。 

表 4-1. 調査補足の目的 

自然条件調査 調査補足の目的 

気象・水文調査 
2011F/S で入手された観測値の更新。 

2011F/S で決定されている気象・水文条件の照査。 

測量調査 土地利用状況の変化の確認。ルート比較用の広範囲のデータ取得。 

地質調査 
SPT 試験による土質定数の再確認（2011F/S は CPT のみ）。 

ルート比較用の広範囲のデータ取得。 

 

4-1 気象・水文調査 

4-1-1 2011F/S 結果及び本調査の目的 

2011F/S での気象調査結果を下表に示す。 

表 4-1-1. 2011F/S 気象調査結果（1876-2009） 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年 

気温(℃) 

平均最高 0.3 1.6 6.6 15.5 22.2 26.1 28.1 27.9 22.7 15.3 7.8 2.8 14.7 

平均最低 -5.8 -4.6 -0.5 5.8 11.5 15.2 17.0 16.3 12.0 6.2 1.7 -2.6 6.0 

平均 -3.3 -2.5 2.3 9.5 16.7 20.8 23.6 22.6 17.3 10.7 4.1 0.9 10.1 

最高 14.0 18.1 24.1 29.5 35.1 36.6 40.0 40.1 34.1 32.9 23.4 15.6 40.1 

 最低 -29.7 -28.7 -20.8 -7.9 -1.2 4.2 9 7.5 -1.4 -13.7 -18.2 -24.6 -29.7 

相対湿度 (%) 

平均 85 82 77 69 64 64 61 60 68 75 84 86 73 

風速(m/s) 

最大 30 24 28 40 20 20 28 20 21 40 27 34 40 

平均 4.1 4.2 4.1 3.9 3.6 3.3 3.1 3.0 3.2 3.4 3.8 4.0 3.6 

風速 15m/s 以上の日数 

平均 1.9 2.2 2.1 1.7 1.2 1.4 1.1 0.6 0.6 1.2 1.5 1.8 17.3 

降雨(mm) 

平均 26 27 25 27 44 51 39 36 46 32 32 31 416 

日最大 28 35 41 34 71 144 75 138 90 63 40 33 144 

雨量 10mm/day 以上の日数 

平均 0.5 0.7 0.7 0.6 1.2 1.3 1.5 1.1 1.2 1.0 1.1 0.7 11.6 

 

 また，2011F/S では水文調査結果として 1917 年～2009 年のミコライウ水文・気象観測所の水

位データおよび 1914 年～2009 年のオレクサンドリフカ水文観測所の流量データが入手されてい

る。  
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これらを踏まえ，本調査では橋梁等施設の計画，設計，施工および維持管理に必要な気象・水

文条件を把握するために，ミコライウ地方水文・気象観測センター（Mykolaiv Regional Center of 

Hydrometeorology）より，新橋計画地点周辺の最新の観測値を入手，整理した。各々の観測値の入

手目的，入手の有無，観測所を下表に示す。 

 

表 4-1-2. 観測値の入手目的 

種別 観測値 入手目的 
入手の有無 

観測所 
2011F/S 本調査 

気象 

気温 
コンクリートの適正な品
質の検討，施工計画 

〇 〇 ① 

湿度 
コンクリートの適正な品
質の検討，塗装の検討 

〇 〇 ① 

降雨量 施工計画 〇 〇 ① 

積雪深 外力の検討，施工計画 × 〇 ① 

凍結厚 外力の検討，施工計画 〇 〇 ② 

風 
計画水位の検討，外力の
検討 

〇 〇 ① 

水文 
水位 

計画水位の検討，外力の
検討 

〇 〇 ② 

流量 外力の検討 〇 〇 ③ 

※観測所：①ミコライウ航空気象観測所 

Aviation Meteorological Center Mykolaiv (Hydrometeorological Station) 

     ②ミコライウ水文・気象観測所 

Mykolaiv (Sea Hydrometeorological Station) 

③オレクサンドリフカ水文観測所 

Oleksandrivka (Hydrological Station)  
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図 4-1-1. 観測所位置図 

 

表 4-1-3. 観測所位置座標 
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4-1-2 気象調査 

気象観測データの観測期間および観測所を下表に示す。 

 

表 4-1-4. 気象観測データ一覧表 

観測値 データ種別 観測期間 観測所※ 

気温 

日平均気温 

日最高気温 

日最低気温 

2008～2017 ① 

湿度 日平均相対湿度 2008～2017 ① 

降雨量 日雨量 2008～2017 ① 

積雪深 年最大積雪深 1966～2017 ① 

凍結厚 年最大凍結厚 1956～2017 ② 

風 

月平均風速・風向 2011～2017 ① 

月別既往最大 

瞬間風速 
1927 年観測開始 ①  

※観測所：①ミコライウ航空気象観測所 

Aviation Meteorological Centre Mykolaiv（Hydrometeorological station） 

②ミコライウ水文・気象観測所 

Mykolaiv (Sea Hydrometeorological Station ) 
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 気温 

ミコライウ航空気象観測所で観測された過去 10 年間(2008～2017)の平均最高，平均気温，平均

最低気温を月別に整理し，下表および下図に示す。最高，最低気温ともに年間の変動が大きく差

は 30℃程度である。 

表 4-1-5. 月別平均最高，平均，平均最低気温 

単位 : ℃ 

月 

平均気温 平均最高気温 平均最低気温 

値 標準偏差 値 標準偏差 値 標準偏差 

1 -2.7 1.4 9.0 2.0 -18.5 3.1 

2 -0.6 3.2 12.4 2.8 -12.5 5.6 

3 4.8 1.8 18.1 2.1 -6.4 3.5 

4 11.0 1.1 25.9 2.9 -0.5 2.2 

5 17.4 1.8 29.9 1.9 5.7 2.5 

6 21.8 0.8 34.1 1.9 10.7 1.5 

7 24.1 1.1 36.1 1.5 13.4 1.4 

8 24.0 1.1 37.3 2.1 11.3 1.2 

9 18.1 1.6 31.8 2.6 5.6 1.7 

10 10.3 1.9 23.9 2.6 -1.4 2.4 

11 5.8 2.3 17.3 2.3 -5.2 2.6 

12 0.9 2.0 13.6 1.7 -13.1 5.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-2. 月別平均最高，平均，平均最低気温  
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整理した期間中の最高，最低気温は以下のとおりである。 

 最高気温： 39.7℃（2017 年 8 月） 

最低気温：-24.5℃（2010 年 1 月） 

 

 湿度 

ミコライウ航空気象観測所で観測された過去 10 年間(2008～2017)の平均相対湿度を月別に整理

し，下表および下図に示す。年間の変動が大きく差は 35%程度である。 

 

表 4-1-6. 月別平均相対湿度 

単位 : % 

月 

平均相対湿度 

値 標準偏差 

1 86.5 3.6 

2 82.2 3.1 

3 72.8 3.3 

4 65.2 6.6 

5 66.0 5.2 

6 62.6 4.3 

7 59.3 5.6 

8 51.3 2.9 

9 61.1 6.1 

10 74.7 5.9 

11 82.8 4.1 

12 86.0 2.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-3. 月別平均相対湿度  
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 降雨量 

ミコライウ航空気象観測所で観測された過去 10 年間(2008～2017)の雨量を月別および年別に整

理し，下表および下図に示す。ミコライウ市が位置する南東部は乾燥したステップ気候であり，

平均年雨量は 413m 程度（標準偏差：111mm）と，世界平均に比べ少ない。ウ国においては，クリ

ミア半島南岸を除くほぼ各地で夏が雨期となるとされるが，過去の記録を参照する限りにおいて

は，月ごとの雨量に大きな差があるとは言えないものの，5～7 月に雨が多いことが分かる。ただ

し，黒海・アゾフ海沿岸地方では，夏期にヴォルガ下流地方のステップ地帯から熱風が吹き寄せ，

旱魃の原因となることがある。整理した期間中の最大日雨量は 42.7mm で 2008 年 9 月に発生して

いる。 

表 4-1-7. 月別平均降雨量 

単位 : mm 

月 
平均降雨量 

値 標準偏差 

1 38.5 21.1 

2 26.8 17.5 

3 23.6 16.5 

4 28.8 19.9 

5 50.8 26.7 

6 49.2 26.0 

7 47.9 36.2 

8 15.7 12.2 

9 34.6 33.0 

10 39.8 23.4 

11 23.7 15.0 

12 34.0 20.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-1-4. 月別および年別降雨量  
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また，過去 10 年間における月別の降雨日数（10mm 以上）の平均値を下表に示す。 

 

表 4-1-8. 月別の降雨日数(10mm 以上) 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 年間 

日雨量 10mm

以上の日数 
0.5 0.7 0.7 0.6 1.2 1.3 1.5 1.1 1.2 1.0 1.1 0.7 11.6 

 

 積雪深 

ミコライウ航空気象観測所で観測された過去 52 年間(1966～2017)の最大積雪深を年別に整理し，

下図に示す。平均年最大積雪深は 12cm（標準偏差：8cm）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-1-5. 年別最高積雪深 

 凍結厚 

ミコライウ水文・気象観測所で観測された過去 62 年間(1956～2017)の南ブグ川の最大凍結厚を

年別に整理し，下図に示す。平均年最大凍結厚は 12cm（標準偏差：10cm），最大凍結厚は 54cm で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-6. 年別最大凍結厚  
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 風向・風速 

ミコライウ航空気象観測所で観測された過去 7 年間(2011～2017)平均の風向・風速分布を整理

し，下図に示す。観測地点の高さは地上 10m である。風向は北からの風が卓越している。風速は

7m/s 以下が全体の 90%以上を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-7. 風向・風速頻度分布（2011 年～2017 年平均） 

 

また，月別の既往最大瞬間風速を下表に示す。ミコライウ地方水文・気象観測センター（Mykolaiv 

Regional Center of Hydrometeorology）へのヒアリングによると，強風の風向は北西であり，既往最

大瞬間風速は風速 40m/s で風向 290°（右回り）である。 

 

表 4-1-9. 月別最大瞬間風速 
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4-1-3 水文調査 

水文観測データの観測期間および観測所を下表に示す。 

 

表 4-1-10. 水文観測データ一覧表 

調査項目 データ種別 観測期間 観測所※ 

水位 
年最高水位,年最低水位 1917～2017（欠測あり） ② 

時刻水位 2000～2017 ② 

流量 年最大流量,年最小流量 1914～2017（欠測あり） ① 

※観測所：①Oleksandrivka (Hydrological Station) 

     ②Mykolaiv (Sea Hydrometeorological Station )  

 

 水位 

ミコライウ水文・気象観測所で観測された過去 101 年間(1917～2017)の年最高水位，年最低水位

を整理し，下図に示す。 

主要な値を以下に示す。 

平均年最高水位：BS※+0.417m（標準偏差：0.16m） 

平均年最低水位：BS※-0.924m（標準偏差：0.19m） 

既往最高水位 ：BS※+0.900m 

 既往最低水位 ：BS※-1.470m 

  ※：Baltic System の略でバルト海の平均海面高を意味する。 

 観測データの特性の検討結果は添付資料 6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-8. 年別最高および最低水位 
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ミコライウ水文・気象観測所は感潮区間内に位置するため年最高水位は，上流からの流量と下

流（黒海）の水位の影響を受ける。 

図 4-1-8 より，1965 年以降の平均年最高水位は，それ以前に比べて平均 13cm 程度高い傾向にあ

ることがわかる。 

水位変化には多くの要因があり，それらは相互に作用しているため，各要因の影響度を定量的

に示すことは困難であるが，主な要因としては以下が挙げられる。 

 

(1) 人工的要因 

主な人工的要因としてババロフスキー橋（1957 年に建設開始，1964 年に完成）による影響が考

えられる。同橋は，川幅約 1,300m の内の約半分が盛土とされているため，その直上流に位置する

ミコライウ水文・気象観測所 Mykolaiv（Sea Hydrometeorological Station）の水位にも影響を及ぼし

ている可能性がある。 

他の人工的要因としては，現在の南ブグ川の流量が，ミコライウ水文・気象観測所から直線距

離で約 90km 上流のオレクサンドリフカに位置する水力発電所（Oleksandrivskaya HES）によって

調節されていることが挙げられる。 

 

(2) 自然要因 

 “Tide in the Black Sea: Observation and Numerical Modeling( May 2018, Pure and Applied Geophysics)”

によると，水位変動の最大範囲はクリミア半島近くの 1.1cm からミコライウを含むドニプロ-ブグ

河口の 19cm まで変化しており，主たる要因は浅水効果，河口位置，強風の複合的な影響による気

象日周潮の増幅および潮汐である。 

また，低気圧の通過に伴い黒海に発生する高潮の影響も大きく，既往年最高水位の主たる発生

要因であったと考えられる。 
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 流量 

Oleksandrivka (Hydrological Station)で観測された過去 104 年間(1914～2017)の年最大流量，年最

小流量を整理し，下図に示す。 

主要な値を以下に示す。 

平均年最大流量：720m3/s（標準偏差：816m3/s） 

平均年最小流量：19m3/s（標準偏差：12m3/s） 

既往最大流量 ：5,320m3/s 

 既往最低流量 ：2.6m3/s 

観測データの特性の検討結果は添付資料 6 に示す。 

年平均流量は Oleksandrivka (Hydrological Station)で 91m3/s 程度，架橋位置周辺で 102m3/s 程度

である（出典：River Basin Management Plan for Pivdenny Bug, river basin analysis and measures, Kyiv 

2014）。観測所の直上流にダムタイプの水力発電所（Oleksandrivskaya HES）が位置しており，South 

Ukrainian Energy Complex の HP によると洪水調整機能を有していることが確認出来るが，調整量

を含めた詳細は明らかにされていない。 

なお，当該水力発電所については，1927 年に最初に建設され，その後 1944 年にドイツによって

破壊されたが 1956 年に修復されている。その後 1984 年になって，その直上流に新たな水力発電

所の建設が開始され，1999 年に完成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-9. 年最大流量および年最小流量  
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4-1-4 気候変動 

 降雨量の変化 

本事業対象地であるミコライウ州 (South region)の降雨量は下表に示すように年合計 3mm 増加，

月最高 8mm 増加(1 月)すると予測されている。 

 

表 4-1-11. 気候変動による降雨量の変化量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：National Communication of Ukraine on Climate Change (2013) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-10. Defenition of the Region 
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 気温の変化 

本事業対象地であるミコライウ州 (South region)の最高・最低気温は，下図に示すように最高気

温は 3.2℃上昇，最低気温は 3.3℃上昇すると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：National Communication of Ukraine on Climate Change (2013) 

 

図 4-1-11. 気候変動による最高・最低気温の変化量 
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 流量の変化 

2081-2100 年の架橋位置周辺における南ブグ川の年平均流量は，1991-2010 年に比べて約 6~8%

減少すると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※RCM：Regional Climate Models 

 Senario A1B：Moderate Senario of Society Development 

出典：National Communication of Ukraine on Climate Change (2013) 

 

図 4-1-12. 気候変動による年平均流量の変化率 

 

  

架橋位置 

架橋位置 
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 海面の変化 

地球温暖化による海面上昇への影響を分析した Extreme sea levels on the rise along Europe’s coasts 

(Michalis I. Vousdoukas, Lorenzo Mentaschi, Evangelos Voukouvalas, Martin Verlaan and Luc Feyen, AGU 

Publications, 2017) によると，黒海の海面は 2100 年までに 0.8m（海面上昇における Worst Case の

中間値，最大では 1.1m 程度）の上昇が予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Extreme sea levels on the rise along Europe’s coasts AGU Publication（2017 年） 

 

図 4-1-13. 気候変動による海面上昇量 
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 結論 

以下に示す理由により，気候変動の影響として計画流量の増加はないと考えられるが，海面変

化予測を踏まえると，水位は 2100 年までに 0.8m 上昇する可能性がある。 

<気候変動に対する考察> 

 ・図 4-1-11 より最高気温，最低気温はともに上昇することが予測されている。一方，表 4-1-12

に示すように南ブグ川の年最大流量は 2~4 月に多く観測されており，その理由は雪解けであ

ると推察されるため，将来的には降雪量が減少することに伴い流量も減少することが予想さ

れる。 

 

表 4-1-12. 月別年最大流量発生回数(1914～2017) 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

回数 4 14 46 20 3 3 6 2 1 2 1 1 

 

 ・表 4-1-11 より降雨量の変化量は年合計で 3mm と小さく，月別にみても 8mm しか増加しな

いこと，また図 4-1-12 より年平均流量が 6~8%減少することから，最大流量は大きく変化し

ないと予想される。 

 ・架橋位置は感潮区間であるため，海面上昇の影響を受けている。 
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4-2 測量調査 

4-2-1 地形調査の概要 

本調査における地形調査は，2018 年 7 月から同年 10 月末に亘って実施された。同調査内容は

地形測量と深浅測量で構成されており，調査範囲を図 4-2-1 に示す。地形調査結果は地形図の三次

元データで表示する。これらの調査結果は道路及び橋梁設計に活用する。 

 

 
出典: JICA 調査団 

 
 

図 4-2-1. 測量対象地域 

 

  

: 地形測量範囲 15km2 

: 深浅測量範囲 5.5km2 
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4-2-2 地形測量 

地形図を作成するために，認定写真測量飛行機 AN-2（V-Avia 社 航空機番号 40437）を使用

してデジタル空撮を行った。また，本調査で実施したデジタル空中画像の範囲を図 4-2-2 に示す

（空撮を行った範囲は赤枠によって囲まれる部分）。 

なお，地形図の最終成果仕様は以下のとおりである。 

  (1) 航空測量面積：27.77km2 

(2) 図化面積：    15 km2  

  (3) 縮尺：        1/1,000 

  (4) 等高線：      0.5m 

  (5) 座標系：      緯度・経度, WGS 84/UTM zone 36N 

(6) 基準面：      the Baltic Sea Level Datum of 1977 (Baltic elevation system) 

 

地形測量における基準点は，調査範囲に設置されるミコライウ州及びミコライウ市の測地網を

用いた。地形測量に用いた測地網を表 4-2-1 及び図 4-2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: JICA 調査団 

図 4-2-2. 空撮画像の位置 
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表 4-2-1. 測地網地点の座標及び標高の位置（地形測量） 

No. 地点 No. 緯度 経度 E* N* H(m) 

1 ПП0451 47°01'44" 31°55'27" 418253.581 5208936.023 19.000 

2 ПП0615 47°00'57" 31°52'53" 414982.444 5207530.771 6.175 

3 ПП0680 46°59'05" 31°53'09" 415271.057 5204068.735 54.977 

4 ПП0899 47°00'37" 31°53'24" 415628.157 5206904.097 3.932 

5 ПП0908 47°02'06" 31°53'55" 416321.330 5209642.122 35.532 

6 ПП1117 47°02'46" 31°57'53" 421360.450 5210808.313 56.450 

7 ПП1139 46°59'14" 31°54'57" 417556.290 5204314.542 52.318 

8 ПП1147 46°59'00" 31°53'36" 415839.224 5203906.312 58.167 

9 ПП1310 47°00'28" 31°54'27" 416954.457 5206607.580 5.918 

10 ПП1320 47°01'37" 31°54'48" 417427.425 5208731.313 33.128 

11 ПП1530 47°02'10" 31°56'41" 419826.285 5209717.341 46.238 

12 ПП1678 47°03'27" 31°57'08" 420427.902 5212086.550 53.169 

13 ПП2210 46°59'18" 31°53'43" 415994.930 5204459.849 0.509 

14 ПП3267 46°59'28" 31°52'34" 414541.903 5204789.258 1.347 

15 ПП3836 47°01'30" 31°54'29" 417023.373 5208520.816 36.431 

16 ПП8422 47°00'23" 31°53'30" 415748.725 5206470.149 2.441 

17 ПП8561 47°01'51" 31°54'30" 417053.518 5209168.753 38.211 

18 
ПП9050 

(9650) 
46°58'53" 31°53'04" 415160.163 5203699.823 58.267 

19 ПП9328 47°02'30" 31°57'18" 420615.364 5210324.234 50.914 

20 ПП9489 47°00'26" 31°53'50" 416172.337 5206556.792 4.717 

21 ПП0618 46°59'18" 31°53'14" 415382.376 5204468.517 1.118 

22 767 47°02'24" 31°54'34" 417152.132 5210186.229 40.347 

23 BM2221 47°02'38" 31°58'01" 421525.989 5210559.136 56.236 

24 BM2222 47°02'31" 31°58'12" 421755.254 5210339.999 52.919 

25 BM2223 47°02'42" 31°57'53" 421358.817 5210684.840 57.90 

26 BM3500 47°02'36"  31°56'04" 419056.371 5210530.493 (45.398) 

27 BM6700 47°01'46" 31°54'04" 416502.602 5209022.089 35.727 

28 BMS4 47°00'23" 31°53'32" 415790.956 5206469.552 2.312 

29 BMS3 47°00'16" 31°53'28" 415703.435 5206254.670 2.664 

30 BMS2 46°59'17" 31°52'55" 414980.607 5204443.364 29.407 

31 BMS1 46°59'15" 31°52'54" 414958.604 5204381.929 36.559 

32 BM1250 46°58'53" 31°53'01" 415096.788 5203700.725 58.116 

33 BM1251 46°58'51" 31°52'47" 414800.151 5203643.210 56.916 

34 BM1252 46°58'48" 31°52'27" 414376.311 5203556.662 52.70 

35 BM1253 46°58'45" 31°52'01" 413825.700 5203471.976 53.067 

*: WGS 84/UTM zone 36N                             出典: JICA 調査団 
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                                                                        出典: JICA 調査団 

図 4-2-3. 測地網地点の座標及び標高の位置（地形測量） 
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航空写真撮影は，デジタルスキャナーAerial camera 3 DAS-1-80 を使用した。撮影中は Applanix

社のナビゲーションシステム POS AV 510 により，200Hz の記録周波数で飛行経路の座標と仰角

を測定し，測地網（測量基準点）に配置した GPS 受信機(GPS Trimble 5700)により基準座標系へ飛

行経路の変換を行った。  

また，GNSS RTK South S660P を使用した GPS 測量により，撮影位置の補足（航空写真の平面

高さ調整）を行った。 

以下，航空写真測量の仕様についてまとめる。 

 

- 測量機器 

・デジタルスキャナー：Aerial camera 3 DAS-1-80 ( POS AV 510 内蔵) 

            焦点距離    : 80mm 

ピクセルサイズ:  9.0micron 

画素数    :8,000 pixel  

・GPS 受信機： GPS Trimble 5700 

測定誤差 水平 RMS：10mm+1ppm 以内 

 垂直 RMS：20mm+1ppm 以内 

GNSS RTK South S660P 

測定誤差 水平 RMS：15mm 以内 垂直 RMS：20mm 以内 

 

表 4-2-2. 航空写真撮影仕様 

撮影 

縮尺 

撮影 

高度 

m 

出力 

解像度 

cm 

撮影幅 

 

m 

最大飛

行速度 

km/h 

Overlap 誤差（RMS） 

縦方向 

% 

横方向 

% 

水平 

cm 

鉛直 

cm 

1/7,500 600 6.75 540 152 100 25 10.1 13.5 

- 測量誤差 

  画像処理後に航空写真の精度確認を行った結果を以下に示す。 

     測定誤差 水平(XY)RMS：5cm 以内  垂直(Z)RMS：14cm 以内 

 

4-2-3 深浅測量 

音響測深機に Echosounder Bathy 500 df，GPS 受信機に GNSS R4 Trimble （GPRS モデムとアン

テナを内蔵）を使用して深浅測量を行った。深浅測量の最終成果仕様を以下に示す。 

深浅測量における基準点は，ミコライウ州及びミコライウ市の測地網を用いた。深浅測量に使

用した測量基準点を表 4-2-3 及び図 4-2-4 に示す。 

  (1) 対象面積：5.5 km2 

  (2) 縮尺：   1/1,000 

  (3) 等高線：  0.5m 

 (4) 座標系：  緯度・経度, WGS 84/UTM zone 36N 

  (5) 基準面：  the Baltic Sea Level Datum of 1977 (Baltic elevation system) 
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表 4-2-3. 測地網地点の座標及び標高一覧（深浅測量） 
(Sounding Surveying) 

No. 緯度 経度 E* N* H 

PP3267 46° 59' 28.31" 31° 52' 34.44" 414551.333 5204798.693 1.347 

NIKL 46° 58' 16.08" 31° 58' 26.25" 421952.869 5202467.146 58.419 

PP16 46° 58' 46.01" 31° 58' 26.52" 421970.669 5203390.949 40.790 

*: WGS 84/UTM zone 36N                                                              出典: JICA 調査団 

 
出典: JICA 調査団 

図 4-2-4. 測地網地点の座標及び標高の位置（深浅測量） 

 

以下，深浅測量の仕様についてまとめる。 

- 測量機器 

・音響測深機 Echosounder Bathy 500 df (Ocean Data Equipment Corporation 製) 

         周波数：33/210Khz 

         測定誤差（Z）：±0.5% (3～4cm) 

         音波速度：1400-1600m/sec 

・GPS 受信機 GNSS R4 Trimble 

         測定誤差 水平(XY)RMS：15mm 以内 垂直（Z）RMS：20mm 以内 

- 測定条件 

  測量側線は，海岸線に対して垂直に計画し，測線間隔 20m，測点間隔 1～6m (約 100m2 に 1

測点)で計測を行った。測量側線の配置図を図 4-2-5 に示す。 

測量地点 1： 側線数 203 測点数 53,052 

測量地点 2： 側線数  30 測点数  4,138  
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図 4-2-5. 測線配置図（深浅測量）  

Controltrack 

Controltrack 
Object1 

Object2 
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 深浅測量結果の一部を以下に示す。 

 図 4-2-6 および図 4-2-7 の横断図中に示す計画高水位は 7-2-2 1)で計算した水位であり，計画流

量(1/100 年確率流量)およびミコライウ水文・気象観測所の 1/100 年確率水位（BS+1.0m）により

生じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横断位置 計画高水位からの平均水深 
XS1 6.8m 
XS2 6.9m 
XS3 7.2m 

※XS1~XS3 間の河床勾配は約 0.00026（1/3,846） 
 

図 4-2-6. ババロフスキー橋位置の南ブグ川横断図 
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横断位置 計画高水位からの平均水深 

Route2 4.0m 

Route3 3.8m 

※測量範囲の河床勾配は約 0.00022 (1/4,545)  

 
図 4-2-7. ルート 2および 3位置の南ブグ川横断図 

 

表 4-2-4. 不等流計算結果 

橋梁名 

計画 

高水位 

(m) 

計画 

流量 

(m3/s) 

流速 

(m/s) 

平均 

水深 

(m) 

水面幅  

(m) 

流下 

断面積 

(m2) 

河床勾配 
距離 

(km) 

ババロフスキー橋 

XS1 
BS+0.86 5,430 1.3 6.8 631 4,265 

0.00026 

(1/3,846) 
-0.1 

ババロフスキー橋 

XS2 
BS+0.86 5,430 1.3 6.9 597 4,112 

0.00026 

(1/3,846) 
0.0 

ババロフスキー橋 

 XS3 
BS+0.89 5,430 1.2 7.2 619 4,483 

0.00026 

(1/3,846) 
0.1 

ミコライウ橋  

(ルート 2) 
BS+1.4 4,600 0.7 4.0 1,762 7,063 

0.00022 

(1/4,545) 
10.9 

ミコライウ橋 

(ルート 3) 
BS+1.5 4,600 0.6 3.8 1,949 7,301 

0.00022 

(1/4,545) 
12.9 
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4-3 地質調査 

4-3-1 概要 

ウ国には，ユーラシアプレート及び東ヨーロッパ・クラトン南西部に位置するウクライナ楯状

地が広がっている。ウクライナ楯状地は，先カンブリア代（約 45 億年前から約 5 億年前）に形

成された，ウ国の北西部から南東部（アゾフ海）に広がる古い岩盤であり，花崗岩，片麻岩，珪

岩，砂岩により形成され，ドニプロ台地とアゾフ台地に分類される。調査対象地域は，ウクライ

ナ楯状地を上流域とする南ブグ川沿いに位置し，主に新第三紀（約 2,300 万年前から約 260 万年

前）から第四紀（約 260 万年前から現世）に形成された砂，砂質ローム，ローム質粘土，石灰，

泥灰土等の多岐にわたる堆積層で構成されている。第四紀の堆積層は砂・粘土，新第三系の堆積

層は Meotis 層の粘土・石灰岩，上位 Sarmatian 層の粘土であり，粘土と石灰岩の分布が，調査対

象地域のあらゆる場所で確認される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

架橋位置 
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近年の堆積物 
（～約 1 万年前） 

 沖積氾濫原堆積物。砂，砂質粘土，シルト 

 入り江部の現世及び古黒海層の堆積物。砂，砂壌土，シルト 

 
河床部の沖積及び洪積堆積物。砂，砂質粘土，シルト，ロー
ム 

第四紀後期及び近代の堆積物 
(～約 12 万年前)  

河川，峡谷，谷部斜面の洪積堆積物。ローム，少量の岩石が
混在した砂質粘土。 

第四紀後期の堆積物 
（約 1 万年前～約 12 万年前） 

 風成及び湖成堆積物。黄土状ローム。 

 
風成及び洪積堆積物及び洪積堆積物。化石土壌が混在した黄
土状ローム。 

 高地周辺台地の風成堆積物Ⅰ。シルトを含む砂。 

 高地周辺台地の風成堆積物Ⅱ。シルトを含む砂。 

第四紀中期の堆積物 
(約 12 万年前～約 78 万年前) 

 
風成及び洪積堆積物。化石土壌が混在する褐色黄土状ローム
（切断面のみ）。 

 高地周辺台地の風成堆積物Ⅲ。ローム及びシルト層を含む砂。 

第四紀前期の堆積物 
(約 78 万年前～約 260 万年前)  

風成及び洪積堆積物。化石土壌が混在する赤褐色の黄土状ロ
ーム（切断面のみ）。 

   出典: Ministry of Geology of The USSR (Quaternary Deposit Map) L-36-VIII（1967 年） 

図 4-3-1. 調査対象地域の表層地質図 

 

4-3-2 地質調査 

主要地点の道路及び橋梁の設計を目的とした地質調査を実施した。主な調査内容は，1）橋梁

区域の標準貫入試験を含むボーリング調査（陸上），2）橋梁区域の標準貫入試験を含むボーリン

グ調査（河底），3）インターチェンジにおける簡易貫入試験（CPT），4）道路における材質試

験，及び 5）土取場における材質試験である。 

調査項目の詳細及び数量を表 4-3-1 に示す。 

 

表 4-3-1. 地質調査数量 

調査項目 単位 数量 

1)橋梁区域におけるボーリング掘削（陸上） 

・掘削地点 箇所 4 

・掘削長 メートル 118.2 

・標準貫入試験（SPT） 回 156 

2)橋梁区域におけるボーリング掘削（河底） 

・掘削地点 箇所 6 

・掘削長 メートル 203.5 

・標準貫入試験（SPT） 回 131 

3)インターチェンジにおける簡易貫入試験（CPT） 

・簡易貫入試験（CPT） 箇所 4 

4)道路における材質試験 

・サンプル採取 箇所 23 
・室内土質試験 試料 23 
5)土取場における材質試験 
・サンプル採取 箇所 5 
・CBR試験 試料 9 

出典: JICA 調査団 
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 橋梁区域におけるボーリング掘削 

表 4-3-2 及び図 4-3-2 にボーリング調査地点を示す。 

表 4-3-2. ボーリング調査地点 

ルート No. 
座標 H 

(m) 
深さ 
(m) 

備考 
緯度 経度 E* N* 

ルート 

2 

BH-1 47° 0' 16.01" 31° 53' 28.13" 415706.184 5206254.940 2.7 25.0 
陸上 

BH-2 46° 59' 14.28" 31° 52' 54.98" 414978.987 5204359.409 38.9 35.0 

BH-5 47° 0' 1.32" 31° 53' 19.85" 415524.910 5205803.967 -2.3 32.0 

河底 BH-6 46° 59' 31.98" 31° 53' 3.75" 415172.015 5204903.132 -3.8 35.0 

BH-7 46° 59' 22.89" 31° 52' 58.73" 415061.988 5204624.052 -3.2 35.0 

ルート 

3 

BH-3 47° 0' 44.28" 31° 52' 54.02" 414998.371 5207137.821 3.9 35.0 
陸上 

BH-4 46° 59' 58.68" 31° 51' 40.55" 413426.728 5205752.590 24.4 23.2 

BH-8 47° 0' 30.43" 31° 52' 31.65" 414519.933 5206717.061 -1.7 31.5 

河底 BH-9 47° 0' 9.33" 31° 51' 57.62" 413791.973 5206076.106 -3.5 35.0 

BH-10 47° 0' 2.87" 31° 51' 47.11" 413567.140 5205879.915 -3.2 35.0 

*: WGS 84/UTM zone 36N                               出典: JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                            出典: JICA 調査団 

図 4-3-2. ボーリング調査位置図  

陸上部 

水上部 

ルート 2 

ルート 3 
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各ルートの代表的な柱状図を図 4-3 3 から図 4-3 6 に示すとともに，BH-1 から BH-10 のボーリ

ング調査結果に基づき作成した想定地層断面図を図 4-3-7 及び図 4-3-8 に示す。また，調査対象

地域では上層から下層までに 14 種類の層が調査結果より確認されており，各層の土質状況を表 

4-3-3 にまとめた。 

 

表 4-3-3. 各層の土質状況 

層 
性質 

名前 番号 

eH A 耕土。植物根が含まれる。 

tH B 
盛土層。様々な粒状組成の土層。黄色がかった灰色，灰色，灰色がかった褐色
を呈する。中密度，飽和度は低い。上層ほど均一性がない。砕石状，石状，及
び粉砕状の石灰岩が混じり，稀にロームを混入する。 

lm,ln  
PIV 

1 
粘質シルト。暗灰色，緑色がかった灰色，黒色を示す。軟らかいから非常に軟
らかいコンシステンシーを呈する。河床堆積物。 

p,ad 
PIV 

2 
ローム及び粘土。暗灰色及び暗褐色を示す。コンシステンシーは軟らかいから
硬いを呈し，砂の中間層を含む。沖積・洪積堆積物。崩土，渓谷地の土壌，河
床堆積物で形成される。 

a 
PIII 

3 
細砂及び中砂。薄い灰色及び暗灰色，青色がかった灰色，黄色がかった灰色を
示す。飽和しており，中位から非常に密な相対密度を呈する。沖積堆積物。 

d,vd 
PIII-IV 

4 
ローム。褐色及び赤色がかり，硬質及び非常に硬い。非沈下，非膨張性を呈す
る。氷河期及び風成の洪積堆積物。盛土建設に使用可。 

5 
粘土。淡褐色，硬質及び非常に硬く，膨張性は低い。氷河期及び風成の洪積堆
積物。 

N1m+PIII 

6 
粘土。灰色がかった緑色，薄い灰色を示す。硬質及び非常に硬く，膨張性は低
いものと高いものがある。すべり面が層全体にみられる。新第三紀及び第四紀
堆積物。盛土建設用の材料としては推奨されない。 

7 
石灰。粉砕状で風化進行している。破砕がひどく，有機物から成り，強度が極
めて低い。ローム・粘土の含有量が 20～35％である。新第三紀及び第四紀堆積
物。 

8 
ローム。灰色，薄い灰色を示す。硬質及び非常に硬い。膨張性はは中程度から
高い。新第三紀及び第四紀堆積物。 

9 
石灰。風化，破砕，有機物から成り，強度は中程度以下である。実際の層厚は
今回のボーリング調査結果からは確認できない。新第三紀及び第四紀堆積物。 

N1s 

10 
 

粘土，ローム。青色がかった灰色，緑色がかった灰色，灰色を示す。硬質から
非常に硬い。砂岩，石灰岩，粉砕状に風化した砂岩・石灰岩の板状及び層状の
互層。新第三紀堆積物。この地層は互層状に構成すされるため，支持層として
は推奨できない。 

11 

泥灰質粘土。水色がかった灰色，緑色がかった灰色を示す。非常に硬質で高い
コンシステンシーを呈する。灰色の砂石や強風化石灰岩が板状及び中間層とし
て混入し，粉砕状の粘板岩・砂岩が混じる。膨張はなく，稀に低い膨張性を示
す。新第三紀堆積物。この地層は橋梁支持層として評価される。 

12 

ドロマイト質石灰岩。灰色がかった白色を示す。風化が進行し，破砕がひどく，
低強度を呈する。中強度の中間層が混じる。風化，粉砕状の粘板岩，及び砂岩
が混じる。新第三期堆積物。この層は橋梁支持層として評価することができる
が，最終的な層厚は現時点で確認できていない。 

出典: JICA 調査団 
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-3. ボーリング柱状図（ルート 2 上の BH-2 地点） 
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-4. ボーリング柱状図（ルート 2 上の BH-6 地点） 
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-5. ボーリング柱状図（ルート 3 上の BH-4 地点） 
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-6. ボーリング柱状図（ルート 3 上の BH-9 地点） 
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-7. 想定地層断面図（ルート 2）  
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-8. 想定地層断面図（ルート 3） 
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 インターチェンジ部の CPT 試験  

インターチェンジを計画する地点の地質構造を調査するために CPT を実施した。CPT の実施

地点を表 4-3-4 及び図 4-3-9 に示す。 

 
表 4-3-4. インターチェンジにおける CPT 調査地点 

No. 
座標 H 

(m) 
深さ
(m) 

対象路線 
緯度 経度 E* N* 

CPT-1 47° 2' 39.56" 31° 57' 54.71" 421393.903 5210609.044 56.4 7.4 
ルート 2 
ルート 3 

CPT-2 46° 59' 6.27" 31° 52' 48.80" 414844.913 5204114.020 56.8 14.0 ルート 2 
CPT-3 46° 59' 41.49" 31° 51' 14.13" 412861.026 5205230.106 46.1 5.0 ルート 3 
CPT-4 46° 58' 35.54" 31° 50' 4.92" 411369.036 5203215.931 46.5 12.8 ルート 3 

*: WGS 84/UTM zone 36N                               出典: JICA 調査団 

 

 

出典: JICA 調査団 

図 4-3-9. インターチェンジにける CPT 調査位置図 

 

CPT等の結果から，深度及び接地抵抗を示したグラフを作成した（作成例として図 4-3-10に示

す）。  
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-10. CPT 試験結果  
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 道路における材料試験 

物理的性質，粒子膨張率等を調査するために，プローチ道路が計画される区間において 23 箇所

の試料採取を実施した。調査地点を以下に示す。 

表 4-3-5. 試料採取地点 

No. 
座標 

対象路線 
緯度 経度 E* N* 

S-1 47°02'37.90" 31°58'50.59" 422572.332 5210542.332 ルート 2,ルート 3 
S-2 47°02'37.72" 31°58'19.19" 421909.697 5210545.440 ルート 2,ルート 3 
S-3 47°02'38.22" 31°57'22.48" 420713.282 5210576.710 ルート 2,ルート 3 
S-4 47°02'38.67" 31°56'30.98" 419626.787 5210605.190 ルート 2,ルート 3 
S-5 47°02'36.48" 31°55'44.05" 418635.612 5210551.056 ルート 2,ルート 3 
S-6 47°02'24.10" 31°54'59.47" 417689.647 5210181.852 ルート 2,ルート 3 
S-7 47°02'01.99" 31°54'21.53" 416879.493 5209510.490 ルート 2,ルート 3 
S-8 47°01'38.99" 31°53'58.05" 416373.977 5208807.467 ルート 2,ルート 3 
S-9 47°01'21.30" 31°53'49.17" 416178.854 5208264.046 ルート 2 
S-10 47°01'01.20" 31°53'43.60" 416052.525 5207645.254 ルート 2 
S-11 47°00'47.30" 31°53'41.36" 415999.181 5207216.854 ルート 2 
S-12 47°00'30.41" 31°53'35.89" 415876.327 5206697.123 ルート 2 
S-13 47°01'23.14" 31°53'44.89" 416089.309 5208322.117 ルート 3 
S-14 47°01'11.37" 31°53'33.98" 415853.873 5207962.051 ルート 3 
S-15 47°00'59.87" 31°53'18.99" 415532.394 5207611.551 ルート 3 
S-16 47°00'48.86" 31°53'01.67" 415161.901 5207276.892 ルート 2 
S-17 46°59'10.23" 31°52'51.72" 414908.340 5204235.376 ルート 2 
S-18 46°58'50.75" 31°52'25.38" 414343.307 5203642.041 ルート 2 
S-19 46°59'54.15" 31°51'32.96" 413264.406 5205615.090 ルート 3 
S-20 46°59'33.56" 31°51'00.17" 412562.598 5204989.644 ルート 3 
S-21 46°59'13.29" 31°50'28.71" 411888.883 5204373.741 ルート 3 
S-22 46°58'54.27" 31°50'11.41" 411514.736 5203792.049 ルート 3 
S-23 46°58'35.65" 31°50'06.14" 411394.862 5203218.942 ルート 3 

*: WGS 84/UTM zone 36N                               出典: JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: JICA 調査団 

図 4-3-11. 試料採取位置図  

S-7 



4-40 
 

膨張性試験の結果を下表に示す。 

 

表 4-3-6. 膨張性試験結果 

No. 地層名 膨張率 対象路線 

S-1 壌土 高い ルート 2,ルート 3 
S-2 壌土 高い ルート 2,ルート 3 
S-3 壌土 膨張性粘土に該当しない ルート 2,ルート 3 
S-4 壌土 膨張性粘土に該当しない ルート 2,ルート 3 
S-5 壌土 中程度 ルート 2,ルート 3 
S-6 壌土 中程度 ルート 2,ルート 3 

S-7 壌土 中程度 ルート 2,ルート 3 

S-8 砂壌土 膨張なし ルート 2,ルート 3 
S-17 壌土 低い ルート 2 
S-18 壌土 膨張性粘土に該当しない ルート 2 
S-19 壌土 膨張性粘土に該当しない ルート 3 
S-20 壌土 中程度 ルート 3 
S-21 壌土 膨張性粘土に該当しない ルート 3 
S-22 壌土 低い ルート 3 
S-23 壌土 膨張性粘土に該当しない ルート 3 

出典: JICA 調査団 

 

 土取場における材料試験 

図 4-3-12 に示すとおり，土取場は南ブグ川に流入する Ingul River の右岸に位置する。 

現時点の土取場面積は 4 ヘクタールである。 

 土取り場の土質状況は，上位より３層に区分される。 

 

  第 1 層：耕土，ローム: 販売しない層。農業で使用するために敷地内に保管。 

   第 2 層：ローム：販売しない層。敷地内に保管。 

 第 3 層：砂質土：販売するための層。盛土材の対象層。 

 

 CBR 試験を第 3 層で実施した。試験結果を以下に示す。 

CBR 値の使用に際しては，平均値±標準偏差外の値は棄却する。 

 

表 4-3-7. 土質試験調査結果 

地点 CBR 値 (%) 備考 

1 5.33  棄却 
2 7.71  
3 7.14  
4 9.43  
5 9.81  
6 7.33  
7 6.48  
8 13.05 棄却 
9 8.00  

平均値 8.25  
標準偏差 2.26  

出典: JICA 調査団 
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出典: JICA 調査団 

図 4-3-12. 土取場の位置図 

 

なお，材料調査を実施した土取り場は，将来的に約 12 ヘクタールに拡大される予定であり，

現在は登録申請段階である。そのため，工事実施段階では自然・社会環境面での許認可の取得状

況について確認する必要がある。また，詳細設計段階では施工盛土量を検討し，土取り場の埋蔵

土量の調査を実施することが望ましい。 

 

4-3-3 地質調査結果概要と提言 

本調査で確認された地層は，現世の耕土・盛土・河床堆積物，第四紀（沖積層，洪積層），新

第三紀の地層であり，14 の地層に区分される。以下，地質調査結果についてまとめるが，地す

べりに関しては第 9 章で詳述するため，ここでは記載を省略する。 

 

1) 橋梁の支持層として，左岸より河川内にかけては地層番号「11」の新第三紀の粘土層以深ま

たは「12」の石灰岩が想定される。右岸部の橋台部については，第四紀から新第三紀にかけ

て形成された地層番号「8」の粘土層以深が想定される。 

2) 今回の橋梁部でのボーリング調査は，調査間隔が離れており地層の連続性の確認が不十分で

あり，地層番号「12」の石灰岩は，地層番号「11」との地層境界付近では風化により強度低

下していることが懸念される。そのため，詳細設計では橋脚，橋台の位置を考慮し適切な調

査を実施していくことが望ましい。 

3) 左岸の氾濫域には軟弱な土（地層番号「1」）が，BS-2.1～-2.3m 以浅での分布が確認され，

盛土を施工する場合は圧密沈下が懸念される。氾濫域では分布深度が浅いため，置き換え等

Borrow pit 
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で対応可能であるが，河床部では層厚 25-30m で堆積しており非常に軟弱であるため橋梁施

工時には注意が必要である。 

4) 地層番号「3」の沖積砂層で被圧水が確認され，建設時には注意が必要である。 

5) 右岸側の橋梁計画部上部（切土区間）に分布する洪積層のローム（地層番号「4」）に膨張性

は確認されていない。しかし，新第三紀の粘土（地層番号「6」「8」）は膨張性を有してお

り，ウ国基準では特別な処理をしない限り盛土に使用することができないため，留意が必要

である。 

6) アプローチ道路部の材料調査では，表層部に膨張性を有するローム層の分布が確認されてい

る。これらの膨張性の土壌が確認される区域で施工を伴う場合においては，地表水の地盤へ

の浸透を防ぐ対策を実施する必要がある。そのため，詳細設計時においては選定されたルー

ト沿いにさらに調査を追加することが望ましい。 
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 路線・橋梁位置のレビュー 
5-1 路線概要 

バイパスの路線（ルート）および架橋位置は表 5-1-1 に示すように過去 6 回のフィージビリティ

スタディで図 5-1-1 に示す 4 ルートが比較検討されており，いずれもルート 2 が選定されている。 

表 5-1-1. 過去の F/S リスト 

実施年 実施国 カウンターパート 調査会社 

1989 Soviet-Union No Information Kievsoyuizdorproject 

2000 Japan Mykolaiv City Japan Consulting Institute 

2003 Japan Mykolaiv City Pacific Consultants International 

2004 Ukraine Mykolaiv Region Kievsoyuizdorproject 

2011 Japan Ukravtodor 

The Consortium of Oriental 

Consultants Co., Ltd. and Chodai 

Co., Ltd. 

2012 Ukraine Ukravtodor Kievsoyuizdorproject 

 

今回比較する各ルートの線形は，過去の Feasibility Study における線形を基に現在の土地利用状

況を考慮して若干の修正を行ったものであり，表 5-4-5 に示す評価項目について可能な限り定量

的な評価，比較検討を実施している。各案の特徴を表 5-1-2 に示す。 

なお，大別してルート 1,2,3 をミコライウ市北側の M14 と西側の M14 を結ぶルートとして「北

側ルート」，ルート 4 をミコライウ市南側の M14 と西側の M14 を結ぶルートとして「南側ルート」

と呼ぶ。 

表 5-1-2. 各ルートの特徴 
ルート 特徴 

ルート 1 

北側ルートの中で南ブグ川を横断する位置が最も北側であり，路線延長が最も長いルートである。

川幅が最も狭い位置で川を横断することにより，路線延長は長くなるが橋梁延長を短くし，工事費

を縮減することがこのルートの狙いである。一方，船舶の航行，治水安全性，ミコライウ空港の制

限表面，住民移転に配慮する必要がある。特に住民移転は北側ルートの中で最も件数が多いという

特徴を持つ。 

ルート 2 

北側ルートの中で南ブグ川を横断する位置が最も南であり，路線延長が最も短いルートである。こ

のルートには 2 つの利点があり，1 つは住民移転が発生しないこと，もう 1 つは 2009 年に作成さ

れたミコライウ市の都市計画に整合していることである。一方，河道の湾曲区間を横断するため，

船舶の航行や治水安全性に配慮する必要がある。右岸側の河岸は水衝部にあたり，付近の斜面は地

すべり地帯とされている。過去に複数回発生した小規模の地すべりを踏まえると比較的中規模の地

すべりが起こりやすい。また，小規模の地すべりが生じた周辺にはガリーが発達しており，地下水

が集中している可能性があるため斜面安定への留意が必要である。 

ルート 3 

ルート 2 が南ブグ川の湾曲区間を横断するため，対案として直線に近い位置で横断させたルートで

あり船舶の航行や治水安全性に配慮することが目的である。北東に位置する既存の環状道路を北西

に延伸することも意図しており，便益の面で有利である，一方，若干の住民移転が発生する。また，

右岸側の河岸付近の斜面は地すべり地帯とされており，過去に周辺で発生した小規模の地すべりを

踏まえると，比較的小規模の地すべりが起こる可能性があるため，斜面安定に留意する必要がある。 

ルート 4 

唯一の南側ルートであり，全ルートの中で最も延長が長い。南ブグ川添いの住宅密集地を避け，北

東に位置する既存の環状道路を南東および南西に延伸することも意図している。河道を直線に近い

区間で横断しており船舶の航行や治水安全性に配慮することが可能であるが，川幅が広いため橋梁

の延長が長くなる。また、ミコライウ港より下流に位置するため、対象船舶が北側ルート案に比べ

て大きく、航路限界が大きくなる可能性がある。 
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ルート ルート 1 ルート 2 （2011F/S 採用案） ルート 3 ルート 4 

ルート概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 5-1-1. ルート概要図 
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各案の概略数量を表 5-1-3 に示す。 

 

表 5-1-3. ルート別概略数量 

種 別 ルート 1 ルート 2 ルート 3 ルート 4 

ルート長 18,400m 13,200m 14,600m 32,500m 

橋梁長 1,500m 2,120m 2,180m 3,200m 

(主橋梁長) (840m) (930m) (840m) (840m) 

(アプローチ橋梁長) (660m) (1,190m) (1,340m) (2,360m) 

道路長 16,900m 11,080m 12,420m 29,300m 

※航路条件や船舶諸元はミコライウ港の上下流で異なり、下流側に位置するルート 4 は上流側に位置するルート

1~3 に比べて対象船舶が大きく、橋長が長くなる可能性があるが、本調査では便宜的に対象船舶はルートに依ら

ず同じであるものとした。 

 

5-2 ルート選定の方法 

階層化意思決定分析法（Analytic Hierarchy Process（以下「AHP」という。））は実績の多い多基

準分析の手法の一つであり，本調査のルート選定方法として他の方法よりも適している。 

この方法では，複数の評価項目を評価するために総合的かつ客観的なフレームワークを利用でき

る。また，外的基準を設けずにウェイト付けが可能で，評価サンプルデータが少数で方法である。

これらの点から，本調査のルート選定方法として AHP を採用する。 

一般的にルート選定は，多数の評価項目を総合的に判断する必要があり，多基準分析問題と呼

ぶことができる。多基準分析の手法は数多く開発されており，主な手法としてはチェック・リス

ト法，評価法，ファクター・プロフィール法，ゴールド・アチーブメント・マトリックス法、AHP

などが挙げられる。何れの手法においても，評価項目を網羅的に整理し，個々の評価項目ごとに

評価が行われる。多基準分析では，評価者の主観的要素を取り扱うことが多く，評価に際しては

合理性や第三者への説得性・納得性が要求されることから，可能な限り定量的に評価し客観性を

担保することが必要である。 

評価項目については、日本で作成された「道路投資の評価に関するガイドライン」等のガイド

ラインを参考にして一般的な評価項目を設定し、さらに環境およびプロジェクト実施の観点から

大きな影響を与えると考えられる評価項目を設定した。 
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5-3 ルート選定の手順 

AHP において通常行われる手順に鑑み，本調査におけるルート選定の手順は以下のとおりとす

る。 

 

手順①：評価項目および評価指標の設定 

プロジェクト実施による正負の効果を踏まえて評価項目を設定し、ルートを比較するためにそ

れぞれ具体的に何を評価指標とするかを設定する（詳細は 5-4 を参照）。 

 

手順②：評価項目に対する評価値の決定 

評価指標に関して評価項目に対する各ルートの評価値を決定する（詳細は 5-5 を参照）。 

 

手順③：評価値に基づく評価点の決定 

評価項目ごとに、評価値に基づき、各ルートの評価点を設定する（詳細は 5-5 を参照）。 

評価値とは評価指標の種類によって評価項目ごとに異なる値であり、評価点は評価項目ごとの

最高点が全て同じになるように評価値を換算したものである。 

評価点の最高点を 5 点とした場合の例を以下に示す。 

 

表 5-3-1. 評価値から評価点への換算例 
例   単位：点 

項目 
評価値  評価点 

R1 R2 R3 R4  R1 R2 R3 R4 

イニシャルコスト

(百万 USD) 
409 415 444 577 

 
5.0 4.9 4.6 3.5 

住民移転件数(件) 50 なし 3 40  3.0 5.0 4.5 3.0 

航路条件※ 2.1 倍 2.5 倍 1.8 倍 1.2 倍  2.4 2.0 2.8 4.2 

※：直線区間の橋脚への衝突確率に対する衝突確率の増加率 

 

手順④：評価項目に対するウェイトの決定 

評価項目同士を比較し，ウェイト付け（重要度に差を付けること）を行う。（詳細は 5-6） 
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手順⑤：ルート選定 

評価項目ごとに、手順③で設定した評価点と手順④で設定したウェイトを掛け合わせ，重み付

き評価点を算定した上，重み付き評価点の合計が最も高いルートを選定する（詳細は 5-7）。 

 

上記の手順①～⑤を以下のフローに示す。 

 

  ① 評価項目および評価指標の設定   

       

   評価項目の設定    

       

   評価指標の設定    

       

    

 

   

②評価項目に対する評価値の決定  ④評価項目に対するウェイトの決定 

       

③評価値に基づく評価点の決定     

     

 

    

   ⑤ルート選定    

       

   評価項目ごとに重み付き評価点を算定 

（評価点×ウェイト） 

   

      

       

   重み付き評価点を集計    

       

   ウ国側に評価項目，評価値，評価点，ウェ

イト，重み付き評価点を説明し，了承を得

た上で評価点を確定 

   

       

   重み付き評価点が最も高いルートを選定    

       

 
図 5-3-1. ルート選定手順  
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5-4 評価項目および評価指標 

評価項目は以下の点に配慮して設定する。 

・コスト，便益，環境への影響など一般的な評価項目を網羅する。 

・プロジェクトの重要な目的を評価できる項目を網羅する。 

・プロジェクトを実施する上で特に配慮すべき条件を評価項目として網羅する。 

・可能な限り定量的に評価できる項目を採用する。 

・2011F/S で重要視されていた評価項目を取り入れる。 

参考として、日本において道路建設時に一般的に用いられている評価項目（出典：道路投資の

評価に関する指針（案） 第 2 編総合評価、pp6～8、表 1-2）の一覧表を表 5-4-1~表 5-4-4 に示す。 

また，本調査で設定する評価項目，設定理由および評価指標を表 5-4-5 に示す。 
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表 5-4-1. 日本国内の一般的な評価項目(1/4) 

受

益

者 
上位 中位 下位 評価の視点 評価指標例（参考） 

本事業による効果 評価項目（案） 

〇：有 

×：無 
有無の理由 

調査団＆

JICA 選定 

〇：選定 

ウ国 

選定 

最終 

決定 

コスト・・・✔建設費（イニシャルコスト）、✅橋梁建設費 - - 〇   

道

路

利

用

者 

道路利

用効果 

✔プロジェクト便益 

(走行時間短縮) 

時間短縮による生産時間増 

・輸送業生産増 

・製造業生産増 

・商業・サービス業生産増 
・TTC による評価 

〇 
穀物等の物流の円滑化が図れ、輸送

業生産等増 

〇   

時間短縮による余暇時間増 

・レクレーションの充実 

・自己学習の充実 

・休息の充実 

〇 
ミコライウ市街地の渋滞緩和によ

り、通勤時間が減少し、自由時間増 

✔プロジェクト便益 

(走行費用減少) 

燃料費の節減 ・ガソリン、軽油の節約 

・VOC による評価 〇 

ミコライウ市街地の渋滞緩和によ

り、アイドリングが減少・適正速度

での走行ができ、燃料費の節減 

〇   

車両消耗費節減 
・オイルの消耗節約 

・タイヤ・チューブの消耗節約 

車両維持費節減 
・車両整備費節約 

・車両修繕費節約 

車両償却費節減 ・減価償却費節約 

交通事故減少 

個人的損失額の低減 

・人身損失額の低減 

・物理的損失額の低減 

・事故処理費用の低減 

・どの程度各ルートをトラック等が利用するかであるが、現時点では不確定、既

F/S では 10：0 で仮定 

・ウクライナの事故件数のデータが必要 

〇 
ミコライウ市街地を通行するトラッ

クが減少するため事故は減少。 
VCR で判断   

社会的損失額の低減 
・物理的損失額の低減 

・事故処理費用の低減 

走行快適性の向上 

疲労の軽減 
・運転者の疲労軽減 

・同乗者の疲労軽減 

・✔市内 VCR の改善効果 

・最小半径の地点が解消 

・設計速度が増加 

・非舗装が舗装化 

〇 

ミコラエフ市街地の交通渋滞が低減

する為、トラック運転手、乗用車運

転手双方の疲労軽減 

〇 
VCR で判断 

  

道路からの景観創出 
・走行車内から見る景観創出 

・道路上からみる景観創出 
・眺望が良い地点に SA,PA,公園整備, 〇 

周りに高層ビル・丘・山もなく、遠

くまで見渡すことができ、新な景観

が創出される 

各ルート同

評価 
  

歩行の安全性・快適

性の向上 

歩行の安全性向上 
・歩行者の安全性の向上 

・自転車利用者の安全性の向上 

・歩道の設置 

・交通安全施設の整備 
〇 

ミコライウ市街地を通行するトラッ

クが減少するため安全性向上 

各ルート同

評価 
  

歩行の快適性向上 

・歩行者が自転車を意識せず歩行可

能になることによる快適性向上 

・自転車利用者が自動車を意識せず

走行可能になることによる快適性向

上 

・歩道の緑化 

・休憩施設の整備 

・3m 以上の歩道幅 

・歩行者と自転車の分離 

・バリアフリー対応 

〇 

ミコライウ市街地を通行するトラッ

クが減少するため、粉塵・騒音が減

少し、快適性向上 

各ルート同

評価 
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表 5-4-2. 日本国内の一般的な評価項目(2/4) 

受

益

者 
上位 中位 下位 評価の視点 評価指標例（参考） 

本事業による効果 評価項目（案） 

〇：有 

×：無 
有無の理由 

調査団＆

JICA 選定 

〇：選定 

ウ国 

選定 

最終 

決定 

沿

道

お

よ

び

地

域

社

会 

環境 

効果 

大気汚染 

人的影響 ・NOｘによる人的影響 

・SOｘによる人的影響 

・SPM による人的影響 

・時間ごとの風向風速別出現頻度が必要であり、現時点では正確な数値は算出不可

能。各ルート間での差異はないものと思われる 
〇 

ミコライウ市街地を通行するトラッ

クが減少するため、市街地の汚染物

質は減少。 

バイパスルートは増加 

各ルート同

評価 
  

物理的影響 

✔騒音・振動 

コミュニケーションへの影

響 ・沿道住民への影響 

・沿道施設における影響 
・騒音レベルとその影響を受ける家屋数の関係 〇 沿道住民・施設への影響あり 〇   

快適性への影響 

心身への影響 

地球環境温暖化 

 
自動車走行による CO2排出による環境への影響 

・排出量の多寡での評価で、各ルート間で差異は生じない。 

・時間毎の風向・風速出現頻度が必要であり、現時点では正確な数値は算出不可。 
〇 

バイパスルート完成により物流が増

加することにより CO2は増加。適正

速度による減少。 

ミコライウ市街地の渋滞緩和による

CO2は減少 

各ルート同

評価 

 

  

景観 

周辺との調和 

・自然環境景観との調和 

・都市景観との調和 

・文化資源との保護と調査 

・周辺環境との調和 

・文化財に対して影響しない 
〇 

長大橋であり、ランドマークとな

り、新な景観創出。 

ライトアップ等により観光地となる 

各ルート同

評価 
  

新たな地域景観の創出 ・道路構造物による新な景観創出 ・構造美を有する橋梁 〇 
各ルート同

評価 
  

生態系 

沿道地域生態系への影響 
・自動車交通による影響 

・道路構造物による影響 

・法律・条例等により希少種の保全を旨として指定された地域を通過する・しな

い。 

・✔生態系保全として保護区、世界遺産、禁漁区域との位置関係を評価。 

〇 
効果の有無にかかわらず、評価する

ことは必須である。 
〇   

希少種への影響 

土壌・水環境・地形への影

響 
・道路構造物による影響 

・土壌・水環境への影響が無い（環境アセスを実施済・未） 

・✔人工林伐採、農地損失面積を評価。 
〇 

効果の有無にかかわらず、評価する

ことは必須である。 
〇   
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表 5-4-3. 日本国内の一般的な評価項目(3/4) 

受

益

者 
上位 中位 下位 評価の視点 評価指標例（参考） 

本事業による効果 評価項目（案） 

〇：有 

×：無 
有無の理由 

調査団＆

JICA 選定 

〇：選定 

ウ国 

選定 

最終 

決定 

沿

道

お

よ

び

地

域

社

会 

住民生

活 

効果 

道路空間の利用 

ライフライン等の収容 

・電線の収容による利便性増 

・上下水道の収容による利便性増 

・ガス管の収容による利便性増 

・添架する、しない 〇 
ライフラインを添架する場合、利便

性増 
評価困難   

防災空間の提供 
・延焼防止空間機能による被害減 

・災害時避難空間機能による被害減 
・延焼防止空間の向上（密集市街地での幅員が 25m 以上） 〇 

ルート 4 は市街地を通るため、効果

を見込める可能性がある。 
評価困難   

災害時の代替路確保 

災害時交通機能の確保 
・迂回による不便の解消 

・心理的不安感の低減 
 〇 

渋滞緩和される事より、災害時に対

する心理的不安感が低減する 

各ルート同

評価 
  

人的物流被害の低減 
・異常気象時通行止め規制の解消 

・危険個所の解消 
 〇 

バイパス完成によりババロフスキー

橋のメンテナンスを実施でき、危険

個所が解消 

各ルート同

評価 
  

生活機会・交流機会

拡大 

レクレーション施設へのア

クセス向上 

・レクレーション施設へのアクセス

向上 

・観光地へのアクセス向上 

・主要観光地相互の到達時間が 30 分以上短縮 

・総合保養地域へ 90 分以内でアクセス可能は地町村数が増加 
〇 

ルート 4 は T1501 沿いの市街地への

アクセス性が向上 
効果小   

交流人口の増大 
・日帰り圏人口の拡大 

・都市地域へのアクセス向上 
・相互に 90 分以内で到達可能な市町村数が増加 〇 

ルート 4 は T1501 沿いの市街地への

アクセス性が向上 
効果小   

幹線交通アクセス向上 

・新幹線駅・特急停車駅へのアクセ

ス向上 

・空港・港湾へのアクセス向上 

・空港へ 60 分以内でアクセス可能な地町村が増加 〇 
ルート 1~3 は空港へのアクセス性が

向上。 
効果小   

公共サービスの向上 

公共施設・生活利便施設へ

のアクセス向上 

・役所・役場へのアクセス向上 

・高校へのアクセス向上 

・大規模小売店へのアクセス向上 

・スポーツ文化施設へのアクセス向

上 

・指定施設（図書館、公民館、市民会館、高等学校、大規模小売店）へ１時間アク

セス可能な市町村が増加 

・市町村の全域が当該市町村役場への 30 分アクセス可能 

〇 
市街地の渋滞が緩和し、ミコライウ

郊外からアクセス向上 
効果小   

緊急施設へのアクセス向上 

・救急病院へのアクセス向上 

・消防署からのアクセス向上 

・警察署からのアクセス向上 

・緊急施設（救急病院、消防署、警察署）への 30 分アクセス可能な市町村数増加 〇 

渋滞緩和により、郊外住居者がミコ

ライウ市街地の諸施設にアクセスす

る場合向上 

効果小   

公共交通の充実 
・大型バスの通行可能化による利便

性向上 

・バスの便数が 20 便以上ある、予定されている。 

・大型バスの通行が可能。 
× 通行可能な車両に変化はない。    
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表 5-4-4. 日本国内の一般的な評価項目(4/4) 

受

益

者 
上位 中位 下位 評価の視点 評価指標例（参考） 

本事業による効果 評価項目（案） 

〇：有 

×：無 
有無の理由 

調査団＆

JICA 選定 

〇：選定 

ウ国 

選定 

最終 

決定 

沿

道

お

よ

び

地

域

社

会 

地域経

済 

・財政

効果 

建設事業による需要

創出 

関連産業の売上げ増 

・建設業の売上増 

・建設資材業の売上増 

・地域サービス業の売上増 産業の振興としてまとめた。計測にはモデル分析が必要であり、簡略化のため１つ

にまとめた。 

・卸売市場へのアクセス道路である。 

・沿道に工業団地がある、また計画がある 

・沿道に大規模リゾート施設がある。 

・沿道に大規模ショッピングセンターがある、または計画がある 

 都市計画に含まれる。  
 

 

 

 
関連産業の雇用増 

・建設業の売上増 

・建設資材業の売上増 

・地域サービス業の売上増 

道路建設に伴う CO2排出による環境への影響 

新規立地に伴う生産

増加 

交通費用（コスト）低減に

よる新規立地 

・製造業の立地による生産増 

・商業・サービス業の立地による生

産増 

・運輸業の立地による生産増 

・特定重要港湾、重要港湾へのアクセス道路である。 

・✅オチャコフ港との連携を評価。 
× 

T1507 との交差部にインターチェン

ジがない。 
   

・流通地区へのアクセス道路である。 

・✔環状道路構想との整合性を評価。 
〇 

環状道路構想の観点から望ましいル

ートがある。 
〇   

市場拡大による新規立地 

・商業・サービス業の立地による生

産増 

・レジャー産業の立地による生産増 ・沿道に住宅団地の整備計画がある。 

・条件不利地域（地域振興法等）の指定地域の道路、または、指定地域である。 
 都市計画に含まれる    

雇用・所得増大 

既存産業の生産拡大による

雇用増 

・農林水産業の雇用増 

・製造業の雇用増 

・商業・サービス業の雇用増 

・運輸業の雇用増 

既存産業の生産拡大による

所得増 
・土地区画整理事業、再開発事業の計画の中に位置づけられている。 

・✅ミコライウ市の都市計画との整合を評価。 

・✔ミコライウ市の都市計画との整合を評価。 

〇 
都市計画に位置付けられているルー

トがある。 
〇   

新規立地産業の生産に伴う

雇用増 
・製造業の雇用増 

・商業・サービス業の雇用増 

・運輸業の雇用増 
新規立地産業の生産に伴う

所得増 

 効果不明   

人口の安定化 人口の定着 

財・サービス価格の

低下 

生産コスト減による財・サ

ービス価格の低下 
・製造業の価格低下 

・商業・サービス業の価格低下 

・運輸業の価格低下 
流通機構合理化による財・

サービス価格の低下 

資産価値の向上 

利便性の向上による地価の

上昇 

・住宅地地価の上昇 

・業務地地価の上昇 

市場拡大による地価の上昇 
・商業地地価の上昇 

・業務地地価の上昇 

財政の安定 

財政支出の節減 ・公共施設整備費用の節減 

租税収入の増加 
・地方税収の増加 

・国税収の増加  

- 

その他 

✔住民移転 

✅住民移転 
  住民移転数で評価。 〇   

✔地盤条件 

✅地盤条件 
✔斜面崩壊  地すべりの規模、安全性等で評価 〇   

✔航路条件 ✔船舶の衝突確率  相対的な衝突確率で評価 〇   

✔河川条件 ✔治水安全性への影響  治水安全性に悪影響のある河道状況（湾曲部、水衝部、狭窄部、合流部等）への該当数で評価 〇   

✔空域条件 ✔橋梁建設に係る制限  空域制限の有無で評価 〇   

✅東西回廊の一区間としての

道路位置 
   

他項目で評

価 
  

注１）2011F/S で採用された評価項目を✅で示す。 
２）本事業の評価項目（案）を✔で示す。 
３）下位の項目は、客観的は評価が得られるか、実務者が評価しやすい項目か、データ等が存在するか等を考慮して設定。一般的に設定に際しては、有識者や道路行政に携わる者によるブレーンストーミングを行う。 
４）「その他」は、日本国内の一般的な評価項目には含まれないが、本事業を実施する上で特に配慮すべき評価項目である。  
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表 5-4-5. 評価項目一覧表 

大項目 中項目 小項目 設定理由 評価指標 

事業 

効果 

市内 VCR の改善効果 - 市内の渋滞解消は本事業の重要な目的である。 VCR(Volume/Capacity Ratio) 

建設費 - バイパス道路建設に必要な初期投資額を把握することは重要である。 イニシャルコスト 

便益 - プロジェクトの効果を定量的に評価するために重要である。 
TTC(Travel Time Cost) 

VOC(Vehicle Operation Cost) 

影響 

要因 

社会環境 

住民移転低減 

住民移転は社会環境，生活環境が大きく変わることになるため，該当者全員からの同意が得られない場合が多い。した

がって住民移転数が多いことは事業自体が成立しないリスクが大きいと言える。また，2011FS におけるルート選定では

住民移転数が重要な評価項目となっている。 

住民移転数 

農地損失面積の低減 
プロジェクトサイト周辺の主要産業は農業であり，バイパス道路はほとんどが農地を通過する。損失面積の大小は現状

からの土地利用の改変度合いを示し，主要産業が保全できているかどうかの判断材料となる。 
農地損失面積 

ミコライウ市都市計

画との整合 

ミコライウ市の都市計画は，市内にバイパス道路が建設されることを前提に決定されている。市外のルートを採用した

場合，都市計画の変更が生じる。 
都市計画との整合性の有無 

環状道路構想との整

合性 

人口が 30 万人を超えるウクライナの都市では，市街地を避けるように半円または完全な環状道路が整備されている傾

向にある。ミコライウ市は人口 50 万人の都市であり，環状道路があることは望ましいと考えられる。 

ルート 1~3 とルート 4 の接続性(終点側イン

ターチェンジの位置関係) 

自然環境 

人工林伐採の低減 
南ブグ川の左岸とミコライウ空港の間に約 570ha のまとまった人工林が存在する。プロジェクトサイト周辺は低地であ

り，他に森林がなく貴重であることから，自然環境の保全上重要である。 
人工林損失面積 

生態系保全 
生態系の保全はプロジェクトの種類にかかわらず重要である。また，バイパス道路が，水産庁ミコライウ州事務所の定

める禁漁区域に隣接する可能性がある。 

生態系保全上特に重要な地域との位置関係 

禁漁区域との位置関係 

生活環境 

周辺住宅に対する振

動・騒音の影響 

プロジェクトサイト周辺はほとんどが農地であり，現状の振動・騒音レベルは小さいと推定される。バイパス道路建設

に伴う振動・騒音レベルの変化は大きく，生活環境への影響が大きいと考えられる。 
騒音の影響を受ける家屋数 

周辺公共施設に対す

る振動・騒音の影響 
同上 騒音の影響を受ける公共施設数 

実施 

環境 

地盤条件 斜面崩壊 
ルート 2 およびルート 3 の右岸側の河岸付近の斜面は，古くより地すべり地帯とされている。特にルート 2 は斜面に橋

脚，橋台が建設される可能性が高いため，その安定性は重要である。 
地すべりの規模および安全性 

航路条件 船舶の衝突確率 
南ブグ川は航路として利用されているため，船舶が橋脚へ衝突する可能性があり，船舶および橋梁の両方の安全性に影

響を与える。 
船舶の相対的な衝突確率 

河川条件 治水安全性への影響 
橋梁設置および橋梁の位置と河道状況（狭窄部，湾曲部，水衝部，合流部，流況変化部等）の関係が治水安全性に影響

を与える。 

橋梁設置による河積阻害の程度 

治水安全性に悪影響のある河道状況（湾曲

部，水衝部，狭窄部，合流部等）への該当数 

空域条件 
橋梁建設に関わる制

限 

ミコライウ市の北側，南側の両方に空港が存在し，離発着の方向と主橋梁の位置が一致するルートは橋梁（特に主塔・

斜材）および施工中の重機，資機材が各空港の制限表面に入らないよう配慮する必要がある。 
空域制限の有無 
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5-5 評価値の検討および評価点の決定 

評価項目ごとに、評価指標に対する各ルートの評価値を検討し、その評価値に基づき最高点を

5 点として評価点を決定した。 

以下に評価指標に対する評価点の決定結果を示す。 

 

5-5-1 事業効果 

 市内 VCR の改善効果 

VCR は道路の交通容量(Capacity)に対する交通量(Volume)の比率(Volume/Capacity)で定義される

値であり，値が小さいほど渋滞の改善効果があると言える。 

市内 VCR としてババロフスキー橋の VCR を本事業が実施された場合の“With Project”と，プ

ロジェクトが実施されなかった場合の“Without Project”でそれぞれ算出した結果および評価点を

下表に示す。評価点は 2055 年の VCR が最も低いルートを 5 点とし，他のルートは下式で配点し

た。 

評価点 = 5 × 2055 年の最も低い VCR / 2055 年の各ルートの VCR 

 

表 5-5-1. バイパス道路の有無での VCR 算出結果および評価点 

 

VCR 

バイパス

道路なし 

バイパス道路あり 

ルート 1 ルート 2 ルート 3 ルート 4 

現況(2017 年) 2.54 - - - - 

2025 年 2.66 1.63 1.54 1.58 1.71 

2040 年 3.96 2.43 2.30 2.35 2.55 

2055 年 5.96 3.66 3.47 3.54 3.83 

評価点 - 4.74 5.00 4.90 4.53 

 

 建設費用 

道路・橋梁の建設事業では，一般に，建設費用（イニシャルコスト）と維持管理費用（ランニン

グコスト）が必要となるが，ここではプロジェクト費用の主要部分であり円借款（JICA ODA Loan）

の対象となる建設費（イニシャルコスト）を各ルートについて算出，比較した。当該コストの算

出時に考慮した主工種を下表に示す。なお，現時点では対策工の要否が不明である一方で，全体

工事費に大きな影響を与えないと考えられる環境対策工は含んでないない。 

また，現時点までの調査によりルート 2 および 3 では，地すべりの発生が懸念されるため，地

すべり対策工（護岸対策工を含む）を算出した。ただし，今後追加の地質調査を実施するため，

その結果により対策工の種類，規模が変更になる可能性がある。 

物理的予備費は設計変更，事故，自然災害などの不測の事態に対処するための予備費で建設費

の 10%を想定した。コンサルタントフィーはコンサルタントが詳細設計・調達支援・施工監理を

行うための費用で 6%を想定した。物価スライドは複数年にわたる建設工事中に上昇する物価をあ

らかじめ見込んだもので 20%（年率 5%で期間 10 年相当）を想定した。ただし，これらの率は今

後の調査で変更になる可能性がある。 
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表 5-5-2. イニシャルコスト算出時の主工種 

費用種別 主工種 

イニシャルコスト※ 

土工，舗装工，排水工，付帯工，地すべり対策工，護岸工，洗掘

防止工，橋梁（上部・下部・基礎）工，物理的予備費，コンサル

タントフィー，物価スライド 

※環境対策工，有料化対策工等は含まず。 

 

イニシャルコストの算出結果および評価点を下表に示す。評価点はイニシャルコストが最も安

価なルートを 5 点とし、他のルートは下式で配点した。 

評価点 = 5 × 最も安価なイニシャルコスト / 各ルートのイニシャルコスト 

 

表 5-5-3. イニシャルコストおよび評価点 

単位：百万 USD 

 ルート 1 ルート 2 ルート 3 ルート 4 

イニシャルコスト合計 549 593 614 1,003 

(物理的予備費) (47) (51) (53) (87) 

(物価スライド) (79) (86) (90) (144) 

(コンサルタントフィー) (24) (25) (26) (43) 

評価点 5.00 4.66 4.48 2.74 

 

 便益 

本事業の実施によって期待される定量的な便益には車両運行費用 (Vehicle Operation Cost, VOC)

の節約便益と旅行時間費用(Travel Time Cost, TTC)の節約便益がある。 

本調査では，本事業が実施された場合の“With Project”と，実施されなかった場合の“Without 

Project”で前述の費用を算出し，“With Project”と“Without Project”との差を便益として定義する。 

便益の算出結果および評価点を下表に示す。評価点は便益が最も高いルートを 5 点とし、他の

ルートは下式で配点した。 

評価点 = 5 × 各ルートの便益 / 最も高い便益 

 

表 5-5-4. 便益および評価点 

単位：百万 USD 

Type of Benefit ルート 1 ルート 2 ルート 3 ルート 4 

TTC の節約便益 532 550 585 676 

VOC の節便益 87 89 109 48 

合計 619 639 694 724 

評価点 4.27 4.41 4.79 5.00 
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5-5-2 影響要因 

 社会環境 

(1) 住民移転低減 

住民移転への影響を評価するために住民移転件数を調査した。 

調査結果および評価点を下表に示す。評価点は移転件数 0 を 5 点として，定性的な判断により

配点した。 

 

表 5-5-5. 住民移転件数および評価点 

ルート 住民移転件数 評価点 

ルート 1 約 50 件 3.0 

ルート 2 住民移転なし 5.0 

ルート 3 3 件 4.5 

ルート 4 約 40 件 3.0 

 

(2) 農地損失面積の低減 

農地への影響を評価するために農地損失面積を調査した。 

調査結果および評価点を下表に示す。評価点は農地損失面積 0 を 5 点として，定性的な判断に

より配点した。 

 

 表 5-5-6. 農地損失面積および評価点 

ルート 農地損失面積 評価点 

ルート 1 119ha 2.0 

ルート 2 77ha 4.0 

ルート 3 93ha 3.0 

ルート 4 198ha 1.0 

  

 

(3) ミコライウ市都市計画との整合 

ミコライウ市都市計画との整合性を評価した。2009 年に策定された現在のミコライウ市の都市

計画では，ルート 2 の架橋位置が想定されているため，ルート 2 のみが整合性があると評価され

る。 

検討結果および評価点を下表に示す。評価点は都市計画との整合があるルートを 5 点として，

他のルートは一律中間点の 3 点とした。 

表 5-5-7. 都市計画との整合性および評価点 

ルート 都市計画との整合性 評価点 

ルート 1 都市計画との整合性はない。 3.0 

ルート 2 都市計画との整合性が確保されている。 5.0 

ルート 3 都市計画との整合性はない。 3.0 

ルート 4 都市計画との整合性はない。 3.0 
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(4) 環状道路構想との整合性 

将来的に環状道路を建設する場合，既存の東側 M14 が東から北まで，ルート 1,2,3 のいずれか

が北から西まで，ルート 4 が西から東までを構成することになる。 

この時，南側ルートはルート 4 しか選択肢がないため，ルート 4 と西側 M14 の接続点にはイ

ンターチェンジが必要となり，同様にルート 1,2,3 のいずれかと西側 M14 の接続点にもインター

チェンジが必要となる。環状道路としては，前者と後者の位置が近い方が機能的であり，同位置

であることが最も望ましい。各ルートの終点側インターチェンジからルート 4 終点側インターチ

ェンジまでの距離を評価した。 

検討結果および評価点を下表に示す。評価点はルート 4 および，ルート 4 とインターチェンジ

の位置が一致するルート 3 を 5 点とした。他のルートは定性的な判断により配点した。 

 

表 5-5-8. インターチェンジ間の距離および評価点 

ルート インターチェンジ間の距離 評価点 

ルート 1 ルート 4 インターチェンジまで 2.6km 3.0 

ルート 2 ルート 4 インターチェンジまで 2.4km 4.0 

ルート 3 ルート 4 インターチェンジと同位置 5.0 

ルート 4 - 5.0 

 

 自然環境 

(1) 人工林伐採の低減 

自然環境への影響を評価するために人工林伐採面積を調査した。 

検討結果および評価点を下表に示す。評価点は人工林伐採面積 0 を 5 点として，定性的な判断

により配点した。 

 

表 5-5-9. 人工林伐採面積および評価点 

ルート 人工林伐採面積 評価点 

ルート 1 11ha 4.0 

ルート 2 15ha 3.0 

ルート 3 10ha 4.0 

ルート 4 伐採なし 5.0 

 

(2) 生態系保全 

生態系への影響として，各ルートと生態系保全上特に重要な地域（具体的には、保護区、世界

遺産（文化遺産、自然遺産）、ラムサール登録湿地、IBA）の位置関係、また、水産庁ミコライウ

州事務所が特定の期間定める禁漁区域との位置関係を調査した。 

検討結果および評価点を表 5-5-10 に示す。評価点は生態系保全に影響のないルート 4 を 5 点と

し，その他のルートは禁漁区域に隣接する可能性があるものの，保護区や世界遺産等は隣接しな

いことを踏まえ中間点の 3 点とした。 
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表 5-5-10. 生態系保全への影響および評価点 

ルート 生態系保全への影響 評価点 

ルート 1 

保護区や世界遺産等は隣接しないが，水産庁ミコライウ州事務所が特定

の期間定める禁漁区域に隣接する可能性があるため，浚渫時期や濁水の

巻上げなどに配慮を要する。 

3.0 

ルート 2 同上 3.0 

ルート 3 同上 3.0 

ルート 4 
保護区や世界遺産等は隣接しない。また，水産庁ミコライウ州事務所が

特定の期間定める禁漁区域に隣接しない。 
5.0 

 

 生活環境 

生活環境への影響を評価するため，騒音・振動レベルを調査した。 

一般的に，振動よりも騒音の方が，その影響範囲が広いことから，評価値として騒音レベル別

に影響を受ける家屋数を算出した。 

ウ国における分類別，昼夜間別の騒音規制値（平均値，最大値）を表 5-5-11 に示す。騒音レベ

ルは同表を参考に 65dB，55dB，45dB とし，その値を超える範囲内に入る家屋数を住宅と公共施

設に分けて算出した。 

なお，実際の道路計画においては，盛土，切土などの状況に拠って，道路と家屋の間の高低差

が生まれ，騒音の影響が区間によって若干異なるものの，①各ルートで家屋近接区間における切

り盛り形状に大差がないこと，②算出される影響範囲は，保守的に周囲に音を遮蔽するものが何

もないことを前提とした。算出される影響範囲は一定の仮定に基づく簡易的な値であることから，

値そのものについては評価せず，ルート別に算出した値の相対的な関係のみ評価した。 

 

表 5-5-11. ウ国における騒音規制値（MAL: Maximum Allowable Level） 
単位: dB(A) 

分類 
平均値 最大値 

法令名 
昼間 夜間 昼間 夜間 

住宅 55 45 70 60 
SN 3077-84, SBN 360-92, SBN 2.4-
1-94, SBN V. 1.1-31:2013 

公共建築物 55 55 70 70 SBN V. 1.1-31:2013 

一般建築物 60 50 75 65 SN 3077-84 
60 50 75 60 DBN 360-92 

交通騒音の影響を受ける

建物の1階 
65 55 80 70 

SN 3077-84, annex No,16 DSP 173-
96 

交通騒音の影響を受ける

建物の11階 
70 60 85 75 

SN 3077-84, annex No. 16 DSP 173-
96 

備考：昼間と夜間の時間帯は其々、午前8時～午後10時と午後10時～午前8時である。 

 

騒音レベルごとの影響範囲は下式により算定した。 

Lr = Lw – 8 – 20×log10( r ) 

ここに， Lr ： 距離 r における騒音レベル(dB) 

 Lw ： 音源パワーレベル(dB) 

 r  ： 音源からの距離(m) 
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騒音の発生源はトレーラまたはダンプトラックが対象となると考えられるが，ウ国を走行する

車両の詳細は不明であるため，日本の基準（道路環境影響評価の技術手法）において大型車（大

型貨物自動車（車両総重量 8 トン以上又は最大積載量 5 トン以上）、大型バス（乗車定員 30 人以

上））に適用されている下式を用いて音源パワーレベルを算定した。 

Lw = 53.2 + 30×log10( V ) 

ここに， Lw ： 音源パワーレベル(dB) 

 V ： 定常走行区間の平均走行速度 (40 ≦ V ≦ 140 km/h) 

検討結果および評価点を下表に示す。評価点は影響家屋件数 0 を 5 点として，定性的な判断に

より配点した。 

 

表 5-5-12. 騒音レベル別の影響家屋件数および評価点 

ルート 

影響家屋件数（件） 

評価点 65dB 55dB 45dB 

左岸側 右岸側 左岸側 右岸側 左岸側 右岸側 

1 

住宅 3 約 110 約 150 約 490 約 1,470 約 1,880 1.0 

公共施設 0 0 0 0 1 0 4.0 

2 

住宅 2 約 10 約 20 約 120 約 510 約 710 3.0 

公共施設 0 0 0 0 1 0 4.0 

3 

住宅 4 約 30 約 200 約 200 約 730 約 800 2.0 

公共施設 0 0 0 2 1 2 3.5 

4 

住宅 約 80 約 10 約 600 約 80 約 2,940 約 400 1.0 

公共施設 2 0 4 0 約 20 1 2.5 

 

影響家屋件数の根拠図を図 5-5-1 から図 5-5-4 に示す。 
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図 5-5-1. ルート 1の影響家屋件数 

5-18 

Right Side 
Left Side 

Noise level of Southern side of M14 will be not changed because M14 is closer to the southern side than bypass . 
Therefore, the southern side is excluded from the influence area. 
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図 5-5-2. ルート 2 の影響家屋件数 

5-19 

Right Side 

Left Side 
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図 5-5-3. ルート 3 の影響家屋件数 

5-20 

Right Side 

Left Side 
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図 5-5-4. ルート 4 の影響家屋件数 

5-21 

Right Side 

Left Side 
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5-5-3 実施環境 

 地盤条件 

すでに述べているとおり，南ブグ川は上流から下流に向かって広い範囲に亘って蛇行を繰り返

しており，特にルート 2 の右岸は，河川の湾曲部における水衝部に位置している。かかる中で，

これまでの地質調査においても，過去の地すべりの形跡や今後地すべりが発生し得る旨が指摘さ

れていることから，地盤条件にかかる評価値として，地すべりに対する安全性について検討する。 

検討結果および評価点を下表に示す。評価点は，まず地すべりが発生しないルート 1 および 4

を 5 点とした。次にルート 2 および 3 は，地すべり対策工費用自体は前述の建設費用で評価して

いることを踏まえ，地すべりに対する安全性として地形と地すべりの規模に着目し定性的な判断

により配点した。 

なお，ルート 2 および 3 の地すべりの詳細は第 9 章を参照。 

 

表 5-5-13. 地すべりに対する安全性および評価点 

ルート 地すべりに対する安全性 評価点 

ルート 1 地すべり地帯を通過しないため，地すべりは発生しない。 5.0 

ルート 2 すべり面が緩やかで今後大きく変動する恐れは少ないものの，橋

台周辺に水の集まりやすい地形で地すべりの可能性がある範囲が

広い。 

3.0 

ルート 3 ルート 2 に比べて今後の地すべりの発生確率は高いものの，その

範囲は狭く，陸地側に発達したガリーにより橋台周辺に水が集ま

りづらい地形である。 

4.0 

ルート 4 地すべり地帯を通過しないため，地すべりは発生しない。 5.0 

 

 航路条件 

南ブグ川は内陸航路として利用されており，河川が凍結する冬季を除いてバージや高速艇の航

行が日常的に行われることから，航路条件に係る評価値として橋脚への衝突確率を評価した。 

なお，本調査における衝突確率の具体的な計算には，AASHOTO の「LRFD Bridge Design 

Specifications 2017」で使用されている以下の崩壊確率の式の一部を利用した。 

 

AF=(N)(PA)(PG)(PC)(PF) 

ここに， AF ： Annual frequency of bridge component collapse due to vessel collision 

 N ： The annual number of vessels, classified by type, size, and loading 

condition, that utilize the channel 

 PA ： The probability of vessel aberrancy 

 PG ： The geometric probability of a collision between an aberrant vessel and a 

bridge pier or span 

 PC ： The probability of bridge collapse due to a collision with an aberrant 

vessel 

 PF ： Adjustment factor to account for potential protection of the piers from 

vessel collision due to upstream or downstream land masses or other 

structures that look the vessel 

PA=(BR)(RB)(Rc)(Rxc)(RD) 
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ここに， BR ： Aberrancy base rate 

 RB ： Correction factor for bridge location 

 Rc ： Correction factor for current acting parallel to vessel transit path 

 Rxc ： Correction factor for cross-currents acting perpendicular to vessel transit 

path 

 RD ： Correction factor vessel traffic density 

PG=1 – A1 – A2  

ここに， A1 ： The area from average to the deviation x1 in the normal distribution with 

standard deviation of Vessel Length. x1=Navigation Channel width/4 + 

additional width– pier width – vessel width. 

 A2 ： The area from average to the deviation x2 in the normal distribution with 

standard deviation of Vessel Length. x2=Navigation Channel width×3/4 + 

additional width– pier width – vessel width 

 

主要な値の計算結果を表 5-5-15 に示す。 

ミコライウ橋については，航行が想定される船舶の衝突に耐え得る（仮に船舶が衝突した場合

においても落橋しない）設計とすることを前提とし，「便宜的に崩壊確率の式中の PC および PF を

1 と仮定した場合の確率，かつ船舶が支間長外に出る確率」を本調査において評価する衝突確率の

定義とする。従い，便宜的に計算される衝突確率には仮定値が含まれていることから，計算結果

の数値そのものは評価せず，ルート別に算出した数値の相対的な関係のみ評価するものとした。 

なお，支間長外とは下図（赤字）に示す範囲である。  
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図 5-5-5. 支間長外のイメージ図 

 

衝突確率の計算結果および評価点を下表に示す。評価点は直線区間における衝突確率を 5 点と

し，各ルートは下式により配点した。 

評価点 = 5 × 直線区間の衝突確率 / 各ルートの衝突確率 

 

表 5-5-14. 衝突確率および評価点 

ルート 衝突確率 評価点 

ルート 1 
湾曲区間,湾曲角度 47° 

衝突確率は直線区間の 2.1 倍 
2.4 

ルート 2 
湾曲区間,湾曲角度 69° 

衝突確率は直線区間の 2.5 倍 
2.0 

ルート 3 
湾曲区間から直線区間への移行区間,湾曲角度 69° 

衝突確率は直線区間の 1.8 倍 
2.8 

ルート 4 
屈曲区間からの直線区間への移行区間,屈曲角度 19° 

衝突確率は直線区間の 1.2 倍 
4.2 

 

なお、航路条件や船舶諸元はミコライウ港の上下流で異なるため、実際にはルート 1~3 とルー

ト 4 では計算条件が異なるが、本調査では便宜的にルート 1~3 とルート 4 は同条件であるものと

した。 
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表 5-5-15. 主な係数の計算結果 

ルート 
AF N PA PG PC PF 

 (times)     

直線 2.981×10-2 250 5.620×10-4 4.244×10-1 1 1 

ルート 1 6.153×10-2 250 1.126×10-3 4.372×10-1 1 1 

ルート 2 7.536×10-2 250 1.408×10-3 4.282×10-1 1 1 

ルート 3 5.379×10-2 250 1.014×10-3 4.244×10-1 1 1 

ルート 4 3.586×10-2 250 6.760×10-4 4.244×10-1 1 1 

 

表 5-5-16. 衝突確率計算条件 1 

ルート 
航路幅 余裕幅 支間長 

(m) (m) (m) 

直線およびルート 1~4 280 140 420 

 

表 5-5-17. 衝突確率計算条件 2 

ルート 

橋脚幅 

(橋軸方向) 

橋脚長 

(橋軸直角方向) 

船舶諸元 

種別 長さ 幅 

(m) (m)  (m) (m) 

直線およびルート 1~4 21 35 バージ 217 34 

 

表 5-5-18. 衝突確率計算条件 3 

ルート 

河道条件 

区間種別 
湾曲角または折れ

角 θ 
流速 

航行方向と橋軸直角方

向のずれ角 φ 

 (°) (m/s) (°) 

直線 直線 0 1.0 0 

ルート 1 湾曲 47 1.0 18 

ルート 2 湾曲 69 1.0 5 

ルート 3 移行 69 1.0 0 

ルート 4 移行 19 1.0 0 
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図 5-5-6. 区間種別のイメージ図 
 

 

計算条件の根拠図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5-7. 衝突確率計算条件根拠図  
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 河川条件 

日本国内では，架橋位置は「河川を横過する橋梁に関する計画の手引き(案)」を参考に決定され

る。同手引きでは、治水安全性に悪影響のある河道状況（狭窄部，水衝部，合流部，湾曲部，流況

変化部等）への架橋は望ましくないとされている。 

また，河川構造令では河積阻害率の目安値を定めており，橋脚が洪水流下を阻害しないよう配

慮している。 

したがって，河川条件に係る評価値として，治水安全性に悪影響のある河道状況への該当数お

よび橋脚による河積阻害の程度を検討する。 

 検討結果および評価点を下表に示す。評価点は直線区間を 5 点とし，治水安全性に悪影響のあ

る河道状況への該当数分を減点し，さらに河積阻害の程度による減点分を減点した。 

 

表 5-5-19. 河道状況 

ルート 河道状況 

( )内の数字は減点数 

河積阻害の程度 

( )内の数字は減点数 

評価点 

ルート 1 湾曲区間(1) , 水衝部(1) 橋脚の方向が流向に対して直角ではな

いため，河積阻害の程度は大きい(1) 
2.0 

ルート 2 湾曲区間(1) , 水衝部(1) 橋脚の方向が流向に対して直角ではな

いため，河積阻害の程度は大きい(1) 
2.0 

ルート 3 直線区間（悪影響なし） 橋脚の方向が流向に対して直角ではな

いため，河積阻害の程度は小さい(0.5) 
4.5 

ルート 4 直線区間（悪影響なし） 橋脚の方向が流向に対して直角ではな

いため，河積阻害の程度は小さい(0.5) 
4.5 

 

 空域条件 

ミコライウ市においてはその中心街の南北に空港が存在しているため，制限表面との位置関

係を評価した。南側に存在する Kulbakino Air Base は軍用空港であり制限表面の確認が困難であっ

たため，ここでは便宜的に北側に位置する Mykolaiv International Airport と同様の制限表面がある

ものとした。 

検討結果および評価点を下表に示す。評価点は，制限表面外のルート 2,3 および 4 を 5 点と

し，ルート 1 は施工中にわずかに制限表面内になる可能性があるものの，距離的に十分に離れて

おり，施工方法の工夫により実質的には問題ないことを踏まえ中間点の 3 点とした。 

 

表 5-5-20. 空域制限の有無および評価点 

ルート 空港名 滑走路長 
滑走路

番号 

標点 

標高 

制限表面との

位置関係 
評価点 

ルート 1 
Mykolaiv 

International Airport 
約 2,500m 04/22 

海面上 

56m 

制限表面内 3.0 

ルート 2 制限表面外 5.0 

ルート 3 制限表面外 5.0 

ルート 4 Kulbakino Air Base 約 3,200m 05/23 
海面上 

52m 
制限表面外 5.0 
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5-6 評価項目のウェイト付け 

以下に AHP によるウェイト付けの設定手順および設定例について詳述し，その後ウェイトを設

定する。 

 

5-6-1 AHP によるウェイトの設定手順 

AHP で比較項目のウェイトを設定する場合，最終目標と比較項目を階層的な関係と捉える。次

にその階層構造に基づいて，最終目標からみた比較項目のウェイト（重要度）を，一対比較（一

対：2 つの項目を比較すること）に基づいて求める。プリミティブな一対比較を積み重ね，それら

を計算によって総合化することにより複雑な判断に役立てることが AHP の基本的な考え方であ

る。 

AHP では以下の作業を行う。 

①最終目標と比較項目の階層構造を記述する。 

②階層構造に基づいた比較項目間の一対比較を行う。 

③一対比較の結果からウェイトを計算する。 

④一対比較の整合性をチェックする。 

 

5-6-2 ウェイト設定例 

以下に例として，3 つの比較項目のウェイトを決定する。 

 

 最終目標と比較項目の階層構造 

最終目標と比較項目の階層図の例を以下に示す。この図は，最終目標と比較項目がどのように

関連付けられているかを示す。比較項目はさらに具体的な比較項目により詳細化してもよい。 

 

 最終目標        ルート選定      

                    

                    

 比較項目   事業効果  影響要因  実施環境 

                    

                    

 (詳細化した比

較項目) 

 
A  B  C  D 

    

 
図 5-6-1. 問題の階層構造 

 

 一対比較 

階層構造に基づいて上の項目からみた下の項目について評価する。評価する各項目について最

終目標に即して比較項目の一対比較を行う。 

例題の場合，「ルートの選定」という最終目標において，「事業効果」，「影響要因」，「実施環境」

の比較項目の中から一対（2 つ）を取り上げて比較し評価する。例えば「事業効果」，「影響要因」

の 2 つについて最終目標に照らし合わせて，どちらをどのくらい重視するか，表 5-6-1 の基準に従

って数値で表現する。例題の場合は比較項目が 3 項目のため，3 通りの一対比較が行われる。 
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表 5-6-1. 一対比較値 

一対比較値 意味 

1 両方の項目が同じぐらい重要 

3 前の項目の方が後の項目より若干重要 

5 前の項目の方が後の項目より重要 

7 前の項目の方が後の項目よりかなり重要 

9 前の項目の方が後の項目より絶対的に重要 

2,4,6,8 補間的に用いる。 

上記数値の逆数 後の項目から前の項目をみた場合に用いる。 

 

一対比較による評価は，評価する人の主観に基づいて他の項目は考えずに対象の一対のみを考

えて評価する。一対比較の結果は下表に示す一対比較表に整理される。 

 

表 5-6-2. 一対比較表の例 

 事業効果 影響要因 実施環境 

事業効果 1 3 4 

影響要因 1/3 1 3 

実施環境 1/4 1/3 1 

 

一対比較表では，それぞれの行の比較項目が，列の比較項目に対してどのくらい重要であるか

を数値で入力する。例では「事業効果」は「影響要因」に比べて「若干重要(3)」と評価している。

同じ項目同士の一対比較値は同じと考えられるので１を記入する。また，反対の項目からみた一

対比較値は逆数にするルールであるため，表の対称位置（行，列が反対の位置）は必ず逆数が記

入される。したがって，表の対角のいずれか一方の側のみを評価すれば，あとは自動的に決定さ

れることになる。 

 

 ウェイトの計算 

例では「事業効果」を最も重視していることがわかる。「事業効果」を他の比較項目と比べてど

の程度重視しているか，また「事業効果」以外のそれぞれの比較項目はどの程度重視しているか

を数値化するために各比較項目のウェイトを計算する。 

ウェイトは，下式に示す幾何平均（相乗平均）法で行う。 

G = (X1×X2････Xn)^(1/n) 

ここに， G ： 幾何平均値 

 Xn  ： 一対比較値 

 n ： 比較項目の数 

幾何平均法では，各比較項目の一対比較値の幾何平均を求め，全比較項目の幾何平均の合計が

１となるように正規化したものをウェイトとする。具体的な手順としては，それぞれの行の幾何

平均を計算し，それらの幾何平均の合計で各幾何平均を除したものをウェイトとする。 
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表 5-6-3. 幾何平均およびウェイトの計算例 

 事業効果 影響要因 実施環境 幾何平均 ウェイト 

事業効果 1 3 4 2.2894 0.614 

影響要因 1/3 1 3 1.0000 0.268 

実施環境 1/4 1/3 1 0.4367 0.118 

計    3.7261 1.000 

 ※事業効果の幾何平均値 G=(1×3×4)^(1/3)=2.2894 

  事業効果のウェイト=2.2894/3.7261 = 0.614 

 

 整合度の計算 

一対比較は 2 つの項目のみに限定して行なわれるため，一対比較表全体としては整合的でない

可能性がある。たとえば「事業効果」>「影響要因」かつ「影響要因」>「実施環境」の時，「実施

環境」>「事業効果」と評価することは整合的ではない。また，このような論理的な矛盾はなくて

も一対比較値が大きく偏っているなど，一対比較表全体でみると整合的でない場合もある。よっ

て，一対比較表の整合性の度合い＝整合度を計算し，整合性を確認する。 

一対比較表の比較項目の数を n，一対比較表を行列と見た時の最大固有値を λ とすると，この

場合 λ≧n であり，完全に整合的な一対評価がなされた場合，理論的には λは n と一致する。 

整合度は下式により計算される指標で λ の理想値との乖離を示す指標であり，その値は 0.1 が

上限とされており，場合によっては 0.15 程度まで許容できるとされている（出典：Excel による経

済・経営分野の情報処理Ⅲ-AHP による意思決定-, 2013）。 

CI= (λ-n) / (n-1) 

ここに， CI ： 整合度 

 λ ： 一対比較表を行列と見た時の最大固有値 

 n ： 比較項目の数 

 

例を用いて計算手順を以下に示す。 

Step1：一対比較表の各比較項目のウェイトをそれぞれの列の値に乗じる。 

 事業効果 影響要因 実施環境 

ウェイト 0.614 0.268 0.118 

事業効果 0.614×1 0.268×3 0.118×4 

影響要因 0.614×1/3 0.268×1 0.118×3 

実施環境 0.614×1/4 0.268×1/3 0.118×1 

 

Step2：各項目について行の合計をそれぞれのウェイトで除する。 

 事業効果 影響要因 実施環境 
計 計/ウェイト 

ウェイト 0.614 0.268 0.118 

事業効果 0.6140 0.8040 0.4720 1.8900 3.078 

影響要因 0.2047 0.2680 0.3540 0.8267 3.085 

実施環境 0.1535 0.0893 0.1180 0.3608 3.058 

※事業効果の計/ウェイト=1.8900/0.614 = 3.078 
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Step3：計/ウェイトの平均値を計算して λとし，整合度を計算する。 

 λ = (3.078 + 3.085 + 3.058) / 3 = 3.074 

 CI = (λ-n) / (n-1) = (3.074 – 3) / (3-1) = 0.037  

 

例では CI≦0.1 となり，十分な整合性が確保されている。 

 

 

5-6-3 ウェイトの設定 

一対比較をより簡単に実施するために，一般的にはアンケートが用いられるため，本調査にお

いてもアンケートを作成した。 

アンケートを大項目，中項目，小項目のどの段階で作成するかは自由であるため，本調査では

前述の評価項目から図 5-6-2 に示す階層図および 4 つのアンケートを作成した。 

JICA および調査団によるアンケートの回答結果およびアンケートの回答に基づき設定したウ

ェイトを表 5-6-4~表 5-6-10 に示す。 
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大分類  中分類  小分類 

     

事業効果  建設費   

     

  市内 VCR の改善効果   

     

  便益  TTC 

     

    VOC 

     

影響要因  社会環境  住民移転 

     

    農地損失面積 

     

    都市計画との整合性 

     

    環状道路構想との整合性 

     

  自然環境  人工林伐採 

     

    生態系保全 

     

  生活環境  騒音および振動（住宅地） 

     

    騒音および振動（公共施設） 

     

実施環境  地盤条件   

     

 航路条件   

     

  河川条件   

     

  空域条件   

 

 

図 5-6-2. 階層図 
 

アンケート 1 アンケート 2 

アンケート 4 

アンケート 3 
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表 5-6-4. JICA および調査団によるアンケート回答結果(1/3) 
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表 5-6-5. JICA および調査団によるアンケート回答結果(2/3) 
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表 5-6-6. JICA および調査団によるアンケート回答結果(3/3) 
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表 5-6-7. JICA および調査団によるウェイト設定結果(1/4) 
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表 5-6-8. JICA および調査団によるウェイト設定結果(2/4) 
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表 5-6-9. JICA および調査団によるウェイト設定結果(3/4) 
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表 5-6-10. JICA および調査団によるウェイト設定結果(4/4) 
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5-7 ルート選定 

評価点とウェイトを考慮したルート選定表を表 5-7-1 に示す。 

表より，ルート 3 の重み付き評価点が最も高いことが分かる。5-3（図 5-3-1）で述べたように，

重み付き評価点は評価項目ごとに評価点とウェイトを掛け合わせて算出した値である。 

評価項目，評価値，評価点，ウェイト，重み付き評価点の説明を含むルート選定結果を 2019 年

7 月 31 日にミコライウ市およびミコライウ州，9 月 17 日に Ukravtodor，9 月 18 日にインフラ省

に説明した結果，全てから了承を得えられたため，ルート 3 を選定する。 

なお，以後の章では，詳細な比較を行うため，ルート 2 と 3 の両方について検討をしている。 
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表 5-7-1. JICA および調査団によるルート比較表 
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 道路計画のレビュー 

 既存 Feasibility Study の概要 

本事業に関しては，これまで 1989年から 2012年にかけて 6度のFeasibility Study（以下「F/S」

という。）が実施され，2012 年にウクライナで実施された 2012F/S(TEO)は 2013 年 7 月 11 日に

閣議承認を受けている。表 6-1-1，表 6-1-2 に過去の F/S の概要を示す。 

 

 路線選定 

路線の通過帯は最初に実施された 1989 年の Feasibility Study（以下，「1989F/S」という。）よ

り大きな変更がなされていない。渡河位置及び右岸側は，建設費や社会環境に与える影響面（住

民移転が発生しない）から，既存ババロフスキー橋の北西約 6km の位置を通過する案が採用され

ている。渡河位置より左岸側については，2004年に実施されたFeasibility Study（以下，「2004F/S」

という。）でミコライウ市の将来土地利用計画に合わせて若干の見直しが行われて以降，変更され

ていない。 

 南ブグ川の橋梁計画 

南ブグ川の橋梁については各 F/S で斜張橋や吊橋，鋼箱桁橋などが推奨されており，2011F/S

及び 2012F/S では吊橋が推奨されている。 

 

表 6-1-1. これまでの F/S の概要 (1) 

 
出典：2011F/S 
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表 6-1-2. これまでの F/S の概要 (2) 

 2011F/S 2012F/S (TEO) 

実施国 日本 「ウ」国 

実施主体 ウクライナ道路公社(Ukravtodor) ウクライナ道路公社(Ukravtodor) 

実施会社 ㈱オリエンタルコンサルタンツ 

㈱長大 

キエフソユーズドルプロジェクト社 

Kyivsoiuzshliakhproekt 

実施背景 2003 年に実施された Feasibility 

Study（以下，「2003F/S」とい

う）のレビューと更新 

2011F/S を踏まえて閣議承認を得るた

めに実施 

主な 

実施概要 

【路線選定】 

2004F/S にウ国で提案された路線

を踏襲 

【長大橋選定】 

南ブグ川を渡る橋梁形式について

3 案を比較検討し，吊橋を推奨。 

【路線選定】 

2004F/S，2011F/S で採用された路線

を踏襲 

【長大橋選定】 

南ブグ川を渡る橋梁形式は 2011F/S を

踏襲し吊橋を推奨。 

適用基準 DBN V.2.3-4 2007 DBN V.2.3-4 2007 

                                                                   出典： JICA Survey Team 

 

 道路構造のレビュー 

6-2-1 適用基準及び道路区分 

 適用基準 

ウクライナにはロシアの設計基準 SNiP1をもとに制定された DBN2という基準があり，2011F/S

及び 2012F/S(TEO)時点では 2007 年改訂版（DBN V.2.3-4 2007）を利用して計画が行われてい

た。その後，2015 年に改訂版が出されているため，本調査では DBN V.2.3-4 2015 を用いてレビ

ューを実施する。 

 道路区分 

DBN V.2.3-4 2015 では道路は 6 つに分類されている。2011F/S が実施されるまでは道路区分

「Ⅰ-a」とされていたが，2011F/S により「Ⅰ-b」に変更され，2012F/S(TEO)でもこの道路区分

が踏襲されている。本調査においても，この道路区分は妥当であると判断し，「Ⅰ-b」として取り

扱う。 
表 6-2-1. 道路区分と断面交通量 

道路区分 
1 ⽇当たりの交通量 

断⾯交通量（台） 断⾯交通量（PCU） 
І-а – І-b 10,000 以上 14,000 以上 

II 3,000〜10,000 5,000〜14,000 
III 1,000〜3,000 2,500〜5,000 
IV 150〜1,000 300〜2,500 

                             
1 НиП: Строительные Нормы и Правила 
2 ДБН:ДЕРЖ АВНІ БУДІВЕЛЬНІ НОРМИ УКРАЇНИ 
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V 150 以下 300 以下 

注︓  I -a 及 び I -b の道 路 は要 求 事 項 が同 じであり，これらは I の道 路 として区 分 される。   

出典：DBN V.2.3-4 2015 

 

 設計速度 

2011F/S 時は当時の道路区分から設計速度 140km/h が採用されていた。DBN V.2.3-4 の更新に

より道路区分に対する設計速度が表 6-2-2 のように見直されたことから，最新の基準に従い本調

査では 110km/h を採用する。 

 
表 6-2-2. 設計速度 

No. 道路区分 

設計交通速度（km/h） 

平地部の基本値 
地形上の制限  

丘陵地 ⼭岳地 
1 I-а 130 100 80 
2 І-b 110 90 70 
3 II 90 70 60 
4 III 90 60 50 
5 IV 90 50 30 
6 V 90 40 30 

注  1︓  丘陵地とは⾼低差が 0.5 km の間で 50 m ある深い渓⾕や不安定な斜⾯で⼭麓に⽀流が⾛る渓⾕を開削してでき
た地形である。 

注  2︓⼭岳地とは，複雑で激しく切り込まれた⼜は不安定な斜⾯を有する尾根や⼭峡に伸びる道路区画（両⽅向に対し
て 1 km の区間）であり，塑性⼟壌が分散し，⽀流に分岐する⾕川が⾛る区域である。 

出典：DBN V.2.3-4 2015 

 

6-2-2 横断構造 

 幅員構成 

(1) 道路部 

DBN の更新にともない中央帯及び中央帯路肩幅の見直しが行われた。そのため，2011F/S から

は表 6-2-3 のように見直しを行った。 

 
表 6-2-3. 道路幅員のレビュー結果 

 2011F/S 本調査 

標準 
幅員 

  
 

幅員構成 幅 備考 

車線数 4 車線  

車線 両側 3.75m I-b の標準幅員 

路肩を含む駐車帯 2.5m I-b の標準幅員 
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保護路肩 1.25m I-b の標準幅員 

中央帯 3.0m I-b の標準幅員 中央帯路肩を含む 

中央帯路肩 0.5m I-b の標準幅員 

総幅員 25.5m I-b の標準幅員 

出典：JICA Survey Team 

(2) ミコライウ橋梁部 

2011F/S で採用された橋梁は，2km を超える長大橋であり，橋梁部中央帯の幅員も 5.0m と非

常に広いことから，橋梁部の事業費に大きな影響を与える。DBN では中央帯幅員は「防護柵幅」

と「その両側の路肩幅員」とすることが可能である。そのため，剛性防護柵の設置可能幅 1.0m 及

び中央帯路肩幅 0.75m×2 として 2.5m の中央帯幅員を採用しコスト縮減を図る。中央帯路肩幅員

は道路規格が I-b の場合，0.5m であるが，EU やアメリカの基準では 0.5m より広い幅員が採用

されている(表 6-2-5)。橋梁部はすぐ横に防護柵が設置されるため圧迫感を感じやすいことにも配

慮し，道路区分Ⅰ-a の幅員を採用し，0.75m を採用する。その他の幅員は 2011F/S の幅員を採用

する。 
表 6-2-4. 橋梁幅員のレビュー結果 

 2011F/S 本調査 

標準 
幅員 

  

 

幅員構成 幅 備考 

車線数 4 車線  

車線幅員 3.75m 2011F/S 踏襲 I-b の標準幅員 

路肩 2.0m 2011F/S 踏襲 車両が停車可能な幅 

中央帯 2.5m  

中央分離帯 1.0m 剛性防護柵を設置可能な幅 

中央帯路肩 0.75m I-a の中央帯路肩幅員 

歩道 1.5m 2011F/S 踏襲 人がすれ違える幅 

歩車道境界防護柵幅 0.5m 2011F/S 踏襲  

総幅員 26.3m  

 
表 6-2-5. 道路幅員の基準 

幅員構成 DBN-2.3-4:2015 TEM※1 AASHTO 日本の道路構造令 

道路区分 I-a I-b 4 車線 
Freeway 

4 車線 
第 1 種第 1 級 

設計速度 130km/h 110km/h 100,120km/h 110km/h 120km/h 

車線 3.75m 3.75m 3.75m 3.6m 3.50m  

路肩 2.5m 2.5m 2.5m 3.0m 2.5m 

保護路肩 1.25m 1.25m 0.5m - - 
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中央帯 

(中央帯路肩含む) 
6.0m※2 3.0m※2 3.0m 3.0m 4.5m 

中央帯路肩 0.75m 0.5m 1.0m 1.2m 0.75m 

※1 Trans-European- Motorway (TEM) ヨーロッパにおいて国を超えて横断する高速道路に適用する基準と

して整備された。 

※2 防護柵を設置する場合は，防護柵の幅とその両側の路肩幅の合計とすることができる。  

出典：JICA Survey Team 

 建築限界 

建築限界は DBN V.2.3-4 2015 に従い，5.5m 以上を確保する。 

 

 のり面勾配 

(1) 盛土のり面 

DBN V.2.3-4 2015 では盛土材の材質や気候区分，盛土高に従ってのり面勾配が規定されてい

る。（表 6-2-7）ミコライウ市は気候区分Ⅲ（南部地域）に該当し，盛土材はローム（切土部から

の流用）もしくは砂質土（土取り場）となることから，表 6-2-6 として設定する。 

 
表 6-2-6. 盛土のり面勾配 

盛土高さ のり面勾配 備考 

2m 以下 1:3 
緊急車両が乗り入れできるように緩い勾配が

規定されている。 

2m～6m 1:1.75 気候区分Ⅲ 砂質土の勾配 

6m 以上 
1:1.75（上部 0～6m） 気候区分Ⅲ 砂質土の勾配 

1:2.0 （下部 6m 以上） 気候区分Ⅲ 砂質土の勾配 

出典：JICA Survey Team 

 

表 6-2-7. 盛土のり面勾配の規定値 

盛⼟材質 

盛⼟⾼さ（m）（注 2） 

2〜6m 
6〜12m 

下部（6m〜12m） 上部(0〜6m) 

軟岩⼟ 1:1〜1:1.3 1:1.3〜1:1.5 1:1.3〜1:1.5 

礫質⼟ 1:1.5 1:1.5 1:1.5 

砂質⼟，粘⼟質 

（注 1） 

1: 1.5
1: 1.75

 
1: 1.75

1: 2
 

1: 1.5
1: 1.75

 

注 1︓線の下に⽰す数値は，気候区分 I〜III の場合を⽰す。 

注 2︓盛⼟⾼さは盛⼟上端部から下端部の差により設定される。 

出典：DBN V.2.3-4 2015 
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(2) 切土のり面 

DBN V.2.3-4 2015 では切土部の土質により切土勾配が表 6-2-9 のように規定されている。地質

調査の結果，当該地の地質はロームもしくは粘土質に分類されることから，表 6-2-8 として切土

のり面勾配を設定する。 

 
表 6-2-8. 切土のり面勾配 

切土高さ のり面勾配 備考 

1m 以下 1:5 
雪の吹き溜まりを防ぐために緩い勾配(1: 5)

を採用すること規定されている。 

1m 以上 1:2.0 
粘土質の中でも緩い勾配である 1:2.0 を採用

する。 

出典：JICA Survey Team 

 

表 6-2-9. 切土のり面勾配の規定値 

番号 ⼟壌の種類 切⼟⾼さ（m） 最⼤のり⾯勾配 

1 軟岩 最⼤ 16 1:0.5 

やや⾵化しているが軟岩ではない 最⼤ 16 1:1 - 1:1.5 

⾵化した軟岩 最⼤ 6 1:1 - 1:2 

2 礫質⼟ 最⼤ 12 1:1〜1:1.5 

3 砂質⼟（粗砂，中砂） 最⼤ 12 1:1.5 

4 粘⼟質，均質（硬質，半固体） 最⼤ 12 1:1.5 

5 砂（細砂，微砂） 最⼤ 12 1:2 

6 粘⼟質，均質，⾼い塑性 最⼤ 12 1:2 

7 森林⼟壌 最⼤ 12 1:1〜1:1.5 

注 1︓軟岩質及び⾵化⼟壌では垂直勾配を設置することができる。 

注 2︓切⼟⾼さは勾配の上端部と下端部間の傾斜⾼さの差で設定される。 

出典：DBN V.2.3-4 2015 

 

6-2-3 線形要素 

 本線 

DBN V.2.3-4 2015 によれば，平面線形及び縦断線形を計画する際，設計速度によらず一般的に

満足することが望ましい値と，設計速度に応じて守るべき許容値の 2 つが規定されている。DBN

の更新に伴い設計速度が小さくなったため許容値は低減されている。表 6-2-10 に DBN V.2.3-4 

2015 に規定されている線形要素，ならびに本調査での採用値（ルート 2，ルート 3）を示す。視

距については 250m を採用し，必要に応じて視距拡幅を行い安全確保を図ることが望ましい。 

インターチェンジ付近では，本線を走行する運転者にとってできるだけ遠方からインターチェ

ンジを視認できることが望ましい。日本の道路設計基準にはインターチェンジ付近の本線の線形

要素についての規定されていることから，当該基準を表 6-2-11 に参考として示す。 
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表 6-2-10. 本線の線形要素の基準値と採用値 

線形要素 

DBN V.2.3-4 2015 採用値 

望ましい値 
許容値 

V=110km/h 
ルート 2 ルート 3 

最小曲線半径 3,000m 700m 1,200m 1,300m 

最急縦断勾配 3.0% 5.0% 2.5% 2.5% 

縦断曲線半径（凸） 70,000m 11,000m 25,100 25,600m 

縦断曲線長  （凸） 300m - 330m 300m 

縦断曲線半径（凹） 8,000m 3,200m 8,000m 8,000m 

縦断曲線長  （凹 100m - 100m 100m 

制動停止視距 450m 250m 250m 250m 

出典：JICA Survey Team 

 
表 6-2-11. 日本におけるインターチェンジ付近の本線線形要素 

設計速度 
120km/h 100km/h 

標準値 特別の場合※ 標準値 特別の場合※ 

最小曲線半径 2,000m  1,500m 1,500m 1,000m 

最急縦断勾配 2.0% 2.0% 2.0% 3.0% 

縦断曲線半径（凸） 45,000m 23,000m 25,000m 15,000m 

縦断曲線半径（凹） 16,000m 12,000m 12,000m 8,000m 

※地形，地物，経済性などの条件もしくは特別な技術的理由により，標準値を満足しがたい場合 

出典：JICA Survey Team 

 インターチェンジでの流入路，流出路（ランプ） 

DBN V.2.3-4 2015 によれば，ランプにおいては，交差道路に対して右折する場合と，左折す

る場合で設計速度が設定されている。交差道路に対して左折する場合は，ループランプとなるケ

ースが多いため，設計速度は右折に比べ低い値が設定されている。それぞれの場合の線形要素の

基準値を表 6-2-12 に示す。また，起点側インターチェンジ及び終点側インターチェンジでの線

形要素の採用値を表 6-2-13 及び表 6-2-14 に示す。 

 
表 6-2-12. ランプの線形要素の基準値 

線形要素 
DBN V.2.3-4 2015 

右折 左折 

設計速度 70km/h 60km/h 50km/h 40km/h  

最小曲線半径 225m 150m 100m 65m 

最急縦断勾配 7.0% 7.5% 8.0% 9.0% 

縦断曲線半径（凸） 5,500m 3,500m 2,000m 1,000m 

縦断曲線半径（凹） 1,300m 1,000 700m 500m 

制動停止視距 115m 90m 70m 50m 

出典：JICA Survey Team 



6-8 
 

表 6-2-13. 起点側インターチェンジでのランプの線形要素の採用値 

線形要素 
採用値 

ルート 2, 3 共通 

設計速度 70km/h 60km/h 50km/h 40km/h  

最小曲線半径 225ｍ 180ｍ 100ｍ 65ｍ 

最急縦断勾配 2.6% 6.0% 2.2% 5.6% 

縦断曲線半径（凸） 5,800ｍ 3,600m 2,200m 2,100m 

縦断曲線半径（凹） 4,800m 1,100m 1,100m 700m 

制動停止視距 115m 90m 70m 50m 

出典：JICA Survey Team 

 
表 6-2-14. 終点側インターチェンジでのランプの線形要素の採用値 

線形要素 
採用値 

ルート 2 ルート 3 

設計速度 70km/h 50km/h 70km/h 50km/h 

最小曲線半径 225m 100m 225m 100m 

最急縦断勾配 5.2% 4.8% 4.5% 4.0% 

縦断曲線半径（凸） 5,500m 4,000m 5,700m 2,000m 

縦断曲線半径（凹） 2,100m 1,200m 1,300m 1,100m 

制動停止視距 115m 70m 115m 70m 

出典：JICA Survey Team 

 

 本線計画のレビュー 

6-3-1 平面計画 

M14 バイパスは全長約 13.2 km の 4 車線道路で計画されており，その計画ルートは図 6-3-1

に示す通りミコライウ市北部の市境付近を通過し，起点側（東側）と終点側（西側）のそれぞれ

で既存の幹線道路と接続する。2011F/S で最適案として選定された計画ルート（ルート 2）は，影

響家屋が無いため住民移転が発生しないとともに，ウクライナ国道路設計基準の 2015 年改定版

（DBN V.2.3-4 2015）との整合性にも問題ないことから本調査では 2011F/S の平面計画を基本的

に踏襲した。ただし，2011F/S の線形要素を精査したところ，測点 NO.47+40 付近にブロークン

バックカーブ3が認められたため，短い直線を排除し連続した曲線に改良した。 

                             
3 ブロークンバックカーブ：同方向に屈曲する曲線の間に短い曲線を入れること。直線部が両端の曲線と反対方

向に曲がっているように見え視覚的な滑らかさに欠く。 
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出典：ミコライウ都市計画図より一部抜粋 

図 6-3-1. M14 バイパスの計画位置 

 

6-3-2 縦断計画 

 縦断計画のコントロール（横断交通施設） 

計画道路と交差する交通施設（道路，鉄道，航路）を表 6-3-1 に整理する。なお，これら施設

については縦断計画のコントロールとして考慮した。 

 
表 6-3-1. 縦断計画のコントロール（横断交通施設） 

測点 
交差施設 備考 

ルート 2 ルート 3 

No.12+0 同左 幹線道路 P06 交差施設が本線の上空を跨ぐ 

No.32+0 同左 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.49+93 同左 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.60+88 同左 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.90+83 No.88+87 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.111+60 No.108+67 航路（南ブグ川） 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.118+60 No.119+65 幹線道路 T1506 交差施設が本線の上空を跨ぐ 

― No.132+18 市道 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

No.122+18 ― 道路（IC ランプ） 交差施設が本線の上空を跨ぐ 

― No.144+0 幹線道路 M14 本線が交差施設の上空を跨ぐ 

出典：JICA Survey Team 
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 No.8+80 付近の鉄道支線（廃線） 

本線の起点側には供用中の鉄道本線と廃線した鉄道支線があり，No.8+80 付近で本線が廃線し

た鉄道支線と交差する（図 6-3-2）。ミコライウ市長へのヒアリングで鉄道支線は廃線との回答を

得たこと，ミコライウ市の都市計画に鉄道支線の計画が明記されていないことを踏まえ本調査で

は鉄道支線を縦断計画のコントロールとして考慮しないこととした。 

   

インターチェンジ建設予定地付近の鉄道

支線（廃線）の位置 

廃線の状況 廃線の状況 

出典：JICA Survey Team 

図 6-3-2.インターチェンジ建設予定地の鉄道支線（廃線） 

 

No.8+80 付近の平均標高は H=55m であり，起点側（No.0～No.5）の平均標高（H=38m）に比

べて約 17m 高くなっている。このような地形の高低差があるため計画道路の縦断勾配は比較的急

になる傾向にある。また，2011F/S では計画道路と鉄道支線を立体交差（鉄道が本線の上空を跨

ぐ）させる計画となっており，本線の上空に 5.5m のクリアランス高を確保していた。 

鉄道支線を縦断計画のコントロールとして考慮しないことによる計画上の改善点を以下に示す。 

 当該箇所はインターチェンジ区間であるので，自動車の安全性や円滑性を確保する観点から

極力緩勾配を採用することが望ましい。DBN V.2.3-4 2015 ではインターチェンジ付近の本線

縦断勾配は規定されていないが，日本の基準（道路構造令）を参考にすると，2.0%以下が標

準値として規定されている。本調査の縦断勾配は 1.5%であるので，2011F/S の縦断勾配の

2.5%に対し大幅に改善される。 

 インターチェンジ区間の本線の計画高が 2011F/S よりも高い位置にあるので，交差道路の

P06 との接続ランプの延長が 2011F/S よりも短くなり，インターチェンジ全体の土工規模も

縮小されるので工事費が縮減される。 

 地質調査結果より当該エリアの地表面から深度 7m～10.5m の粘土層は高い膨張性4を有すこ

とが確認された。切土により膨張性土が露出すると吸水膨張，乾燥収縮により変状や強度低

下が発生し，法面の安定性が低下する可能性がある。本調査のインターチェンジ区間の切土

高は約 7m なので，2011F/S の約 10m に比べ法面に膨張性土が露出する可能性は低くなる。 

                             
4 サンプリング試験から得られた膨張性指数 ESW=0.131（>0.12）。基準値（GOST 25100-95）Non-swelling: ESW <0.04, 

Low swelling:0.04< ESW <0.08, Middle swelling 0.08< ESW <0.12, High swelling ESW >0.12 
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 NO.66+60 付近の鉄道支線（廃線） 

NO.66+60 付近には図 6-3-3 に示すように周辺地盤より 1.5m 程度高くなった道路敷のような

箇所がある。地元住民へのヒアリングでは昔は南ブグ川近くにあったシリカ工場のための鉄道跡

であるということだったが，周辺を調査しても軌道を確認することはできなかった。鉄道は廃線

になっており，シリカ工場も現在は跡地となっている。また，ミコライウ市の都市計画に鉄道支

線の計画が明記されていないことを踏まえ本調査ではこの箇所を縦断計画のコントロールとして

考慮しないこととした。 

 
  

NO.66+60 付近の鉄道支線跡（廃線）の位置 廃線の状況(軌道なし) 廃線の状況(軌道なし) 

出典：JICA Survey Team 

図 6-3-3. NO.66+60 付近の鉄道支線（廃線） 

 

NO.66+60 付近の標高は H=34m であり，道路終点側（南ブグ川側）に向けて地盤が標高 H=20m

程度まで低くなっている。2011F/S では，この位置で鉄道支線を立体交差（本線が鉄道の上空を

跨ぐ）させる計画となっており，鉄道跡の上空に 5.5m のクリアランスを確保していた。 

鉄道支線を縦断計画のコントロールとして考慮しないことによる計画上の改善点を以下に示す。 

 2011F/SではNO.66+60付近から道路終点側に向けて，盛土高を抑えるために縦断勾配を 3％

として計画されていた。本調査の縦断勾配は 2.1%であるため 2011F/S の縦断勾配に比べ改

善される。 

 2011F/S では道路終点側に向けて高さ 10m 程度の盛土が約 400m 連続する計画となってい

たが，本調査では盛土高が平均 2.9m となり土工規模が大幅に縮小されるため工事費が削減

される。 

 

 南ブグ川右岸側の切土 

南ブグ川と右岸との高低差は 55m～60m あるため，No.117 付近から終点側インターチェンジ

にかけて比較的大きな切土が発生する。切土を縮小する観点から 2011F/S を精査したところ，平

面線形を変更すると家屋に影響する可能性があるので好ましくなく，縦断線形を上げると渡河橋

の工費増大につながるので得策でない。このため，切土高は 2011F/S と同様に 12m 程度で抑え

ることとした。地質調査結果によれば地表面から深度 12m まではロームが堆積し，膨張性も低い

ことから，切土のり面についての特別な対策は不要と判断できる。  
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6-3-3 標準横断構成 

本線の標準横断構成を以下に示す。 

 
図 6-3-4. 本線の幅員構成  

出
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6-3-4 基本計画の対象ルート 

前述「第 5 章 路線・架橋位置のレビュー」において 4 つの代替ルートが比較検討の対象となっ

た。そのうち「ルート 2」と「ルート 3」を基本計画の対象ルートとする。表 6-3-2 に 2 ルートの

概要を示す。 

 
表 6-3-2. 対象ルートの概要 

項目 ルート 2 ルート 3 

計画位置 
2011F/S の計画位置を踏襲 
（ミコライウ市北部の市境付近） 

起点から 7.1km 付近まではルー

ト 2 と同線形。終点はルート 2 の

約 3km 西側で M14 道路と接続 
本線の整備延長 約 13.2km 約 14.6km 

南ブグ渡河橋の整備延長 2,115m 2,180m 
住民移転 0 戸 3 戸 

支障物件（車庫，倉庫） 26 戸 60 戸 
P06 道路（起点側接続道

路）との交差形式 
クローバー型インターチェンジ 同左 

M14 道路（終点側接続道

路）との交差方式 
トランペット型 
インターチェンジ 

ハーフクローバー型 
インターチェンジ 

出典：JICA Survey Team 

 

2 ルートの計画位置を以下に示す。居住区，病院，墓地，高圧線などを極力回避し，社会経済的

な影響の最小化を図った。また，南ブグ川の流向方向に対しては極力直行する線形を考慮し橋長

の短縮化を図った。 

 

 
出典：JICA Survey Team 

図 6-3-5. 対象ルートの計画位置 
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 接続形式のレビュー 

6-4-1 起点側インターチェンジ【ルート 2, 3 共通】 

 既往調査で提案されたインターチェンジ 

M14 バイパスはその起点側で南北方向に走る P06 道路と 4 枝交差する。P06 道路は交通量が

多く，道路クラスは M14 バイパスと同じ I-b の幹線道路である。2011F/S では，当該箇所の接続

形式は完全立体交差のクローバー型インターチェンジが提案されている。ウクライナ側によって

作成された 2012F/S ではクローバー型と対向ループ型のインターチェンジの比較の結果，

2011F/S と同様のクローバー型インターチェンジが選定されている。 

上述のクローバー型及び対向ループ型の他に考えられる接続形式としては，ウクライナで施工

実績が多いトランペット型が挙げられる。表 6-4-1 にクローバー型，対向ループ型，トランペッ

ト型等のインターチェンジ形式の一般的特徴を整理する。 

 
表 6-4-1. インターチェンジ形式の特徴 

クローバー型 対向ループ型 トランペット型 

2011F/S 及び 2012F/S の提案形式 クローバー型の対向する一対のルー

プランプを残し，もう一対を準直結

型に変えた形式 

代表的な 3枝交差の形式 

  
 

 ウクライナで一般的である 

 経済性に優れる形式であるが，全

ての交通が織り込みの影響を受け

る（影響の度合いは交通量やラン

プ間ノーズ距離により異なる） 

 ウクライナではあまり一般的でな

い 

 上図のようなランプ配置にすれば

織り込み交通が無くなるが，クロ

ーバー型に比べて構造物が多くな

り経済性で劣る 

 ウクライナで一般的である 

 経済性や用地が少なくなる点で利

点がある。4枝交差の場合は，交差

道路側にもうひとつトランペット

型を追加設置する（ダブルトラン

ペット型） 

 

不完全クローバー型 ダイヤモンド型 ラウンドアバウト型 

交差道路側に平面交差が生じる。 交差道路側に平面交差が生じる 交差道路側に平面交差が生じる 

 
〇平面交差 

 
〇平面交差 

 
〇平面交差 

 平面交差点ができるため，交差道

路相互が 4 車線の幹線道路の場合

には適さない 
 幹線道路が交通量の少ない地方道

と接続する場合には適し，経済性

でも有利 

 平面交差点ができるため，交差道

路相互が 4 車線の幹線道路の場合

には適さない 
 幹線道路が交通量の少ない地方道

と接続する場合には適し，経済性

でも有利 
 用地取得範囲が小さい。 

 平面交差点ができるため，交差道

路相互が 4 車線の幹線道路の場合

にのには適さない 
 主交通側を立体交差とすること

で，平面交差を減らすことができ

る。 

出典：JICA Survey Team 
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 インターチェンジ建設予定地の立地条件 

インターチェンジ北側に民間会社が保有する稼働中のアスファルトプラントが存在する。この

プラントは計画上のコントロールとし，インターチェンジ建設によってプラントへのアクセス道

路が分断される場合には付替道路を計画し機能復旧を図ることとした。一方，ミコライウ州が保

有するアスファルトプラントが隣接して存在するが，このプラントについてはミコライウ市長か

ら移設可能との回答を得ていることから支障物件とならない。 

 

 インターチェンジ形式の比較検討 

起点側インターチェンジの接続形式に関し，ウクライナで一般的かつ経済的見地から表 6-4-1

で示した接続形式の内，クローバー型とダブルトランペット型の比較を行う。 

表 6-4-2 に比較表を示す。 

走行性，安全性，農地への影響，住民移転，施工性，経済性の観点から検討した結果，ダブル

トランペット型は 2 方向の左折交通の交通がループランプを通過するのに対して，クローバー型

は 4 方向全ての左折交通がループランプを通過しなければならない点で若干劣るものの農地への

影響面積が少なく，経済的にも優れる。また，ウクライナの 4 枝交差ではクローバー型が一般的

であることを勘案すればクローバー型が総合的に優位と判断される。このため，2011F/S および

2012F/S で提案されたクローバー型を本調査でも推奨案とする。 

 
表 6-4-2. 起点側のインターチェンジ形式比較表 

交差 
形式 

代替案 1：クローバー型（2011F/S） 代替案 2：トランペット型 

概要図 

 

 

走行性 

 4 方向全ての左折交通（S-W,E-S,N-
E,W-N）がループランプを通過する 

 近接するランプの入口と出口の間で交
通の織り込みが生じ，左折交通の全ては
織り込みの影響を受ける（影響の度合い
は小さい） 

- 
 
 

+ 
 
 

 2 方向の左折交通（S-W,W-N）がルー
プランプを通過する 

 2 つのトランペット IC 間で交通の織り
込みが生じ，右左折交通の全てが織り
込みの影響を受ける（影響の度合いは
小さい） 

++ 
 
 

+ 
 
 

安全性 
 ウクライナでは一般的な接続形式であ

るので通常の安全対策でリスク低減可
能 

+  ウクライナではあまり一般的でない。
織り込み区間がクローバーリーフより
長くリスクを低減可能。 

+ 

農地へ
の影響 

 影響面積 A=15ha ++  影響面積 A=33ha（代替案 1 の 2.2 倍） - 

住民 
移転 

 無し +  同左 + 

施工性 
 最大で 10m 程度の切土なので施工性に

問題はない 
+  概ね 2m 程度の盛土なので施工性に問

題はない 
+ 

M14 Bypass 

←ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 

橋梁① 

N 

E 
W 

S 織り込み区間 

M14 Bypass 

←ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 

橋梁① 
橋梁② 

橋梁③ 

N 

E W 

S 織り込み区間 
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経済性 

 ランプ延長が短く，橋梁が 1 箇所のみ
であるため経済性に優れる 

 IC が切土構造となるので掘削土が発生
し，盛土区間の材料に流用することがで
きる 

++ 
 

++ 

 ランプ延長が長く（代替案 1 の約 1.7
倍），橋梁が 3 箇所となるため経済性
に劣る。 

 IC が盛土構造となるので工事全体で不
足土が増える 

- 
 
- 

評価 推奨案  

++：比較優位，+：概ね同等，-：比較劣位 

出典：JICA Survey Team 

 

 計画概要図 

 

出典：JICA Survey Team 

図 6-4-1. 起点側インターチェンジ【ルート 2, 3 共通】の計画概要図 

 

6-4-2 終点側インターチェンジ【ルート 2】 

 既往調査で提案されたインターチェンジ 

M14 バイパスはその終点側で東西方向に走る M14 道路と 3 枝交差する。M14 道路は交通量が

多く，道路クラスは M14 バイパスと同じ I-b の幹線道路である。2011F/S によれば，当該箇所の

接続形式はトランペット型が提案されている。ウクライナ側によって作成された 2012F/S ではト

ランペット型と準直結 Y 型のインターチェンジの比較の結果，トランペット型が選定されている。

参考のため図 6-4-2 に準直結 Y 型の形式概要を示す。 
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トランペット型 準直結 Y型 

2011F/S 及び 2012F/S の提案形式 ループランプを用いずに合流，分流ともに準

直結とした形式。立体交差がトランペット型

より増えるため経済性に劣る 

 
 

出典：JICA Survey Team 

図 6-4-2. トランペット型と準直結 Y型の形式概要 

 

 インターチェンジ建設予定地の立地条件 

インターチェンジ建設予定地は，M14 道路と T1506 道路と宅地に囲まれた農地であり，支障物

件は存在しない（図 6-4-3 参照）。 
 

  

インターチェンジ建設予定地付近の土地利用状況 農地の様子 

出典：JICA Survey Team 

図 6-4-3. インターチェンジ建設予定地の土地利用状況 

 

 インターチェンジ形式の比較検討 

終点側インターチェンジの接続形式に関し，2011F/S 及び 2012F/S の提案形式であるトランペ

ット型を基本とした 2 タイプ（タイプ 1 とタイプ 2）の比較を行う。 

表 6-4-3 に比較表を示す。 

走行性，安全性，農地への影響，住民移転，施工性，経済性の観点から検討した結果，タイプ 1

の M14 の東西方向（市街地⇔郊外）の走行性が比較優位で，M14 の現在の交通機能を維持でき

るためタイプ 1（代替案 1）を推奨案とする。 
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表 6-4-3. 終点側のインターチェンジ形式比較表 
交差 
形式 

代替案 1：トランペット型（タイプ 1） 代替案 2：トランペット型（タイプ 2） 

概要図 

  

走行性 

 M14 バイパスの北側（南ブグ川方面）
から M14 の市街地へ向かう交通がルー
プランプを通過する（ループランプ交通
量 690 台/時） 

 M14 の東西方向（市街地⇔郊外）の交
通の走行性が代替案 2 に比べて良く，
M14 の現在の機能を維持する 

+ 
 
 
 
 

++ 
 
 

 M14 の市街地側から M14 バイパスの
西側（郊外方面）へ向かう交通がループ
ランプを通過する（ループランプ交通
量 680 台/時） 

 M14 の東西方向（市街地⇔郊外）の交
通はループランプを通過するため M14
の現在の機能が低下する 

+ 
 
 
 
 
- 
 
 

安全性 
 ウクライナでは一般的な接続形式であ

るので通常の安全対策でリスク低減可
能 

+  同左 + 

農地へ
の影響 

 両案とも同等 +  同左 + 

住民 
移転 

 無し +  同左 + 

施工性 
 IC が切土構造となるので掘削土が発生

し，盛土区間の材料に流用することがで
きる 

+  同左 + 

経済性 
 ランプ延長はほぼ同等。橋梁はランプ橋

の 1 か所 
++ 

 
 T1506 道路が M14 バイパスを跨ぐ箇

所で流出ランプによる拡幅が発生する
ため経済性が代替案 1 に比べて劣る 

- 
 

評価 推奨案  

Note: ++：比較優位，+：概ね同等，-：比較劣位 
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 計画概要図 

 

出典：JICA Survey Team 

図 6-4-4. 終点側インターチェンジ【ルート 2】の計画概要図 

 

6-4-3 終点側インターチェンジ【ルート 3】 

 インターチェンジ建設予定地の立地条件 

当該インターチェンジ建設予定地は，平坦地形で農地利用されており住居等の支障物件は存在

しない。 

 インターチェンジ形式の比較検討 

M14 バイパスはその終点側で東西方向に走る M14 道路と交差するため，3 枝交差の場合の接

続形式はルート 2 の推奨案と同様のトランペット型が基本形式となる。しかし，長期的な視点か

ら環状道路の一部を形成するルート 4 が整備される可能性を想定すれば，ルート 3 とルート 4 の

接続が容易にできることがインフラ投資の観点からも利用者にとっても望ましい。従って，ここ

では将来的にルート 3 の南側への延伸（すなわち 4 枝交差）を考慮した 3 枝交差の接続形式につ

いて検討を行う。 

当該インターチェンジの立地付近はクリティカルとなる用地的制約がほとんど無いことから，

3 枝交差から 4 枝交差に最も容易に追加施工ができるクローバー型を提案する。 

図 6-4-5 に当初施工（3 枝交差点）と将来施工（4 枝交差）の概要図を示す。 
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当初施工（3枝交差） 将来施工（4枝交差） 

ハーフクローバー型 クローバー型 

  
出典：JICA Survey Team 

図 6-4-5. ルート 3のインターチェンジの形式概要 

 

 計画概要図 

 

出典：JICA Survey Team 

図 6-4-6. 終点側インターチェンジ【ルート 3】の計画概要図 
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6-4-4 中間位置での交差道路との接続【ルート 2, 3 共通】 

M14 バイパスの No.61 付近において，M14 バイパスを挟んで南側と北側の居住エリアを連結

する市道が通っている。No.61 付近は M14 バイパスのほぼ中間位置にあたることからも，この市

道との接続を計画する。（図 6-4-7 参照） 

2011F/S でも No.61 付近の市道との接続が計画されており，その接続形式は本線側で平面交差

させて交通を処理するタイプである。このタイプは中央帯開口部を利用して本線交通の車群の合

間を縫って反対車線に横断して左折しなければならない構造となっている。接続道路の交通量が

少ない時は本線交通流への影響は小さいと想定されるものの，安全性の観点から設計速度

110km/h の道路に平面交差を設置することは極力避けることが望ましい。 

2011F/S では No.32 付近（市道）でも上記と同様の平面交差点が計画されている。本調査では

No.61 と No.32 の接続ポイントを No.61 に集約し，かつ接続道路側に平面交差を設置するタイプ

の接続形式（ダイヤモンド型）を提案する。 

 

 
出典：JICA Survey Team 

図 6-4-7. 中間位置での交差道路との接続ポイント（No.61 付近） 

 

 インターチェンジの基本構造 

6-5-1 ランプの設計速度 

 設計速度の設定方法 

 立体交差形式インターチェンジにおけるランプの設計速度は DBN V.2.3-4 2015 に準拠して

設定する。（表 6-5-1 参照） 
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表 6-5-1. 立体交差形式インターチェンジのランプ設計速度の基準 

 右折 左折 

交通量シェア（%） 15 以下 15 - 30 30 以上 15 以下 15 - 30 30 以上 

設計速度（km/h） 60 65 70 40 45 50 

出典：DBN V.2.3-4 2015 

 ランプの設計速度を求めるための交通量は，将来（2036 年）におけるピーク時間交通量（台

/時）とし，ピーク時間における本線道路からインターチェンジに流入した右折あるいは左折

の車両の交通量シェア（%）を求め，ランプの設計速度を設定する。 

 起点側及び終点側におけるインターチェンジの形式は，前述「6-4. 接続形式のレビュー」の

提案の通りとする。（表 6-5-2 参照） 

 
表 6-5-2. 起点側及び終点側におけるインターチェンジの形式 

 ルート 2 ルート 3 

起点側インターチェンジ クローバー型 トランペット型 

終点側インターチェンジ クローバー型 ハーフクローバー型 

出典：JICA Survey Team 

 起点側インターチェンジ【ルート 2, 3 共通】 

ルート 2 及びルート 3 の起点側のクローバー型インターチェンジのランプの設計速度を以下に

示す。 
表 6-5-3. 起点側インターチェンジのランプ設計速度【ルート 2，3 共通】 

IC 流入方向 
日交通量 
2036 年 

ピーク時間交通量* 
車両の 
進行方向 

交通量 
シェア 

ランプの 
設計速度 

 台/日 台/時  % km/h 

M14 バイパス 
（西⇒東） 

12,947 971 
A 144 直進 15% 本線 
B 808 右折 83% 70 
C 19 左折 2% 40 

M14 バイパス 
（東⇒西） 

6,278 471 
D 144 直進 31% 本線 
E 296 右折 63% 70 
F 32 左折 7% 40 

P06 
（北⇒南） 

11,712 878 
G 564 直進 64% 本線 
H 19 右折 2% 60 
I 296 左折 34% 50 

P06 
（南⇒北） 

18,707 1,403 
J 564 直進 40% 本線 
K 32 右折 2% 60 
L 808 左折 58% 50 

*図 6-5-1 参照                             出典：JICA Survey Team 

 終点側インターチェンジ【ルート 2】 

ルート 2 の終点側のトランペット型インターチェンジのランプの設計速度を以下に示す。 

 
表 6-5-4. 終点側インターチェンジのランプ設計速度【ルート 2】 

IC 流入方向 
日交通量 
2036 年 

ピーク時間交通量* 
車両の 
進行方向 

交通量 
シェア 

ランプの 
設計速度 
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 台/日 台/時  % km/h 
M14 バイパス 
（北⇒東） 

12,947 971 
M 291 直進 30% 本線 
N 680 左折 70% 50 

M14 バイパス 
（東⇒北） 

13,088 982 
O 291 直進 30% 本線 
P 690 右折 70% 70 

M14 現道 
（東⇒M14BP） 

18,266 1,370 
Q 690 左折 50% 50 
R 680 右折 50% 70 

*図 6-5-1 参照                             出典：JICA Survey Team 

 

 終点側インターチェンジ【ルート 3】 

ルート 3 の終点側のハーフクローバー型インターチェンジのランプの設計速度を以下に示す。 

 
表 6-5-5. 終点側インターチェンジのランプ設計速度【ルート 3】 

IC 流入方向 日交通量 
2036 年 

ピーク時間交通量* 車両の 
進行方向 

交通量 
シェア 

ランプの 
設計速度 

 台/日 台/時  % km/h 
M14 バイパス 
（北⇒南） 

12,505 938 
S 296 右折 32% 70 
T 642 左折 68% 50 

M14 現道 
（西⇒東） 

13,088 982 
U 296 左折 30% 50 
V 685 直進 70% 本線 

M14 現道 
（東⇒西） 

17,695 1,327 
W 685 直進 52% 本線 
X 642 右折 48% 70 

*図 6-5-1 参照                              出典：JICA Survey Team 

 

Source: JICA Survey Team 

図 6-5-1. ピーク時間交通量の記号 

 

6-5-2 ランプの車線数 

 車線数の設定方法 

 立体交差形式インターチェンジにおけるランプの車線数は，ピーク時間の交通量（pcu/h）が

ランプの交通容量（pcu/h）に占める割合（交通容量比）が 0.85以下の場合は 1 車線，0.8 を

超過する場合は 2 車線とする。 

                             
5 後述のインターチェンジの計画水準参照 
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 ランプの交通容量は表 6-5-6 に示す基本交通容量から大型車の影響による補正値6を考慮す

る。 

 
表 6-5-6. ランプの基本交通容量 

設計速度 1 車線ランプ 2 車線ランプ 

km/h pcu/h pcu/h 

>80 2,200 4,400 

64-80 2,100 4,200 

48-64 2,000 4,000 

32-48 1,900 3,800 

<32 1,800 3,600 

出典：Highway Capacity Manual 2010 

 インターチェンジの計画水準は，都市部において年間通じて渋滞が発生しない水準（計画水

準 1）を考慮して 0.8 とした。 

 

表 6-5-7. 計画水準と交通容量比 

計画水準 
交通容量比 

地方部 都市部 

1 0.75 0.80 

2 0.85 0.90 

3 1.00 1.00 

出典：道路の交通容量（日本道路協会） 

 起点側インターチェンジ【ルート 2, 3 共通】 

ルート 2 及びルート 3 の起点側のクローバー型インターチェンジのランプの車線数を以下に示

す。 

 
表 6-5-8. 起点側インターチェンジのランプの車線数【ルート 2，3 共通】 

IC 流入方向 車両の 
進行方

向 

ランプ

の設計

速度 

基本交

通容量 
交通容

量 
 

C 

ピーク

時間交

通量7 
V 

交通容

量比 
 

V/C 

判定 
 
 

0.8≧V/C 

車線数 

  km/h pcu/h pcu/h pcu/h  1 車線  

M14 バイパス 
（西⇒東） 

直進 本線 - - 351 - - - 
右折 70 2,100 1680 1,184 0.70 OK 1 車線 
左折 40 1,900 1520 55 0.04 OK 1 車線 

M14 バイパス 
（東⇒西） 

直進 本線 - - 351 - - - 
右折 70 2,100 1680 985 0.59 OK 1 車線 
左折 40 1,900 1520 89 0.06 OK 1 車線 

P06 直進 本線 - - 982 - - - 

                             
6 M14 バイパスの大型車混入率が 22%であることから，大型車の影響による補正値は「道路の交通容量（日本道

路協会）」を参考に 0.8 とした。 
7 pcu/h は表 6-5-3 のピーク時間交通量から変換した。PCU は表 17-1-2 参照 
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（北⇒南） 右折 60 2,000 1600 55 0.03 OK 1 車線 
左折 50 1,900 1520 985 0.65 OK 1 車線 

P06 
（南⇒北） 

直進 本線 - - 982 - - - 
右折 60 2,000 1600 89 0.06 OK 1 車線 
左折 50 2,000 1600 1,184 0.74 OK 1 車線 

出典：JICA Survey Team 

 

 終点側インターチェンジ【ルート 2】 

ルート 2 の終点側のトランペット型インターチェンジのランプの車線数を以下に示す。 

 
表 6-5-9. 終点側インターチェンジのランプの車線数【ルート 2】 

IC 流入方向 車両

の 
進行

方向 

ランプ

の設計

速度 

基本交

通容量 
交通容

量 
 

C 

ピーク

時間交

通量8 
V 

交通容

量比 
 

V/C 

判定 
 
 

0.8≧
V/C 

車線数 

  km/h pcu/h pcu/h pcu/h  1 車線  
M14 バイパス 
（北⇒東） 

直進 本線 - - 606 - - - 
左折 50 2,000 1,600 935 0.58 OK 1 車線 

M14 バイパス 
（東⇒北） 

直進 本線 - - 606 - - - 
右折 70 2,100 1,680 1,370 0.82 NG 2 車線 

M14 現道 
（東⇒

M14BP） 

左折 50 2,000 1,600 1,370 0.86 NG 2 車線 

右折 
70 

2,100 1,680 935 0.56 OK 
1 車線 

出典：JICA Survey Team 

 終点側インターチェンジ【ルート 3】 

ルート 3 の終点側のハーフクローバー型インターチェンジのランプの車線数を以下に示す。 

 
表 6-5-10. 終点側インターチェンジのランプの車線数【ルート 3】 

IC 流入方向 車両

の 
進行

方向 

ランプ

の設計

速度 

基本交

通容量 
交通容

量 
 

C 

ピーク

時間交

通量9 
V 

交通容

量比 
 

V/C 

判定 
 
 

0.8≧
V/C 

車線数 

  km/h pcu/h pcu/h pcu/h  1 車線  
M14 バイパス 
（北⇒南） 

右折 70 2,100 1,680 606 0.36 OK 1 車線 
左折 50 2,000 1,600 935 0.58 OK 1 車線 

M14 現道 
（西⇒東） 

左折 50 2,000 1,600 606 0.38 OK 1 車線 
直進 本線 - - 1,370 - - - 

M14 現道 
（東⇒西） 

直進 本線 - - 1,370 - - - 
右折 70 2,100 1,680 935 0.56 OK 1 車線 

出典：JICA Survey Team 

                             
8 pcu/h は表 6-5-4 のピーク時間交通量から変換した。PCU は表 17-1-2 参照 
9 pcu/h は表 6-5-5 のピーク時間交通量から変換した。PCU は表 17-1-2 参照 
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6-5-3 ランプの幅員 

ランプの幅員は DBN V.2.3-4 2015 に準拠して下記の通りとする。 

 1 車線ランプ：車線幅員 6.0m，路肩幅員 2.0m 

 2 車線ランプ：車線幅員 7.5m（3.75m@2），路肩幅員 2.0m 

 
出典：JICA Survey Team 

図 6-5-2. ランプの幅員構成 

 

6-5-4 織り込み区間の交通容量 

 検討区間 

起点側のクローバー型インターチェンジでは，本線への流入ランプと本線からの流出ランプと

の間で交通の織り込みが生じる。中でも P06（南⇒北）からの左折交通（1,184 pcu/h）が M14 バ

イパスに流入する箇所と，M14 バイパス（東⇒西）からの左折交通（89 pcu/h）が M14 バイパス

から流出する箇所の間の織り込みセグメント（図 6-5-3 参照）に最も交通が集中する。ここでは，

当該織り込みセグメントにおける交通容量について検討する。 

 
出典：JICA Survey Team 

図 6-5-3. 織り込みセグメント（図中の網掛けエリア） 

 

 交通条件 

織り込みセグメントの交通条件を下記に示す。 

VFF ：セグメント交通（本線⇒本線） 176 pcu/h 

VFR ：セグメント交通（本線⇒ランプ） 89 pcu/h 
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VRF ：セグメント交通（ランプ⇒本線） 1,184 pcu/h 

VW ：織り込み交通合計（VFR + VRF） 1,273 pcu/h 

VNW ：非織り込み交通合計（VFF） 176 pcu/h 

V ：セグメント交通の総計（VW + VNW） 1,449 pcu/h 

VR 
：織り込み交通のセグメント交通に占める割合

（Vw/V） 
0.88  

 交通容量 

織り込みセグメントの交通容量の算出方法は Highway Capacity Manual 2010（HCM2010）を参考

にする。HCM2010 に従い，織り込みセグメントの交通容量（veh/h）は，①最大交通密度（27 pcu/km/

車線）を基準とする交通容量と，②織り込み交通需要を基準とする交通容量を比較して小さい方

の値を採用する。 

後述のとおり，上記①の交通容量は 3,156 veh/h，上記②の交通容量は1,909 veh/hと算出された。

よって，織り込みセグメントの交通容量は 1,909 veh/h とする。 

織り込みセグメント交通の総計は 1,449 pcu/h（1,449*0.7=1,014 veh/h）であるので，交通容量比

は 0.53（1,014/1,909）<1.0 となり，織り込み区間の道路構造（車線数及びノーズ間距離）は妥当性

であると判断できる。 

(1) 交通密度を基準とする交通容量 

織り込みセグメントの交通容量（CW）は，下記の公式より 3,156 veh/h 

𝐶ௐ ൌ 𝐶ூௐ௅𝑁𝑓ு௏ 

ここに， 

CIWL ：織り込みセグメントの 1 車線あたり交通容量 

𝐶ூி௅ െ ሾ438.2ሺ1 ൅ 𝑉𝑅ሻଵ.଺ሿ ൅ ሾ0.0765𝐿ௌሿ ൅ ሾ119.8𝑁ௐ௅ሿ 

1,503 pcu/h/ln 

VR ：織り込み交通のセグメント交通に占める割合 0.88   

LS ：設計のノーズ間距離（260m/0.3=866ft） 866 ft 

NWL ：織り込みセグメントの車線数 2 lane 

N ：織り込み区間の車線数 3 lane 

fHV ：大型車の台数換算係数 

（大型車混入率 25.2%，乗用車換算係数 3） 

0.7 
 

 

(2) 織り込み交通需要を基準とする交通容量 

織り込みセグメントの交通容量（CW）は，下記の公式より 1,909 veh/h 

𝐶ௐ ൌ 𝐶ூௐ𝑓ு௏ 

𝐶ூௐ ൌ
2,400
𝑉𝑅

    ൫織り込みセグメントが 2 車線の場合൯ 

ここに， 

VR ：織り込み交通のセグメント交通に占める割合 0.88   
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 舗装構造の検討 

6-6-1 検討条件 

 設計条件 

基本的な設計条件を以下に示す。 

 

表 6-6-1. 基本的な設計条件 

項目 適用値 備考 出典 

道路区分 I-b 前項「6-2-1 適用基準及び道路区分」参照 DBN V.2.3-4 2015 

舗装設計期間 10 年 
道路区分 I-b（舗装材料：砕石マスチックア

スファルト）に基づく 
DBN V.2.3-4 2015 

設計目標年 2039 年 供用開始（2030 年）から 10 年 ― 

信頼係数 н 0.95 道路区分 I-b に基づく DBN V.2.3-4 2015 

気候区分 III 道路の存する気候区分 DBN V.2.3-4 2015 

排水条件区分 I 道路の存する排水条件区分 DBN V.2.3-4 2015 

標準凍結深度 60 cm 道路の存するエリアの標準凍結深度 
VBN V.2.3-218-186-

2004 

出典：JICA Survey Team 

 荷重条件 

道路区分 I-b の荷重条件を以下に示す。 
表 6-6-2. 荷重条件 

標準軸荷重 標準輪荷重 タイヤの空気圧 タイヤ接地面の

直径（静的） 

タイヤ接地面の

直径（動的） 

kN kN MPa m m 

115 57.5 0.8 0.303 0.345 

出典：DBN V.2.3-4 2015 

 将来交通量 

供用開始年以降の将来交通量を以下に示す。 

 
表 6-6-3. 将来交通量 

 Year Passener 
Car Buses 2 axles 

trucks 
more than 3 
axles truck Trailers Total 

1 2030 16,074 2,265 1,749 146 1,625 21,860 

2 2031 16,583 2,311 1,764 150 1,674 22,483 

3 2032 17,108 2,358 1,780 155 1,724 23,125 

4 2033 17,650 2,406 1,795 159 1,776 23,786 

5 2034 18,209 2,455 1,811 164 1,829 24,468 

6 2035 18,786 2,505 1,826 169 1,884 25,170 

7 2036 19,380 2,556 1,842 174 1,940 25,893 

8 2037 19,994 2,608 1,858 179 1,998 26,637 
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9 2038 20,627 2,662 1,875 185 2,058 27,407 

10 2039 21,280 2,716 1,891 190 2,119 28,196 

出典：JICA Survey Team 

 

 最小舗装厚 

舗装種別による最小舗装厚を以下に示す。 

 
表 6-6-4. 最小舗装厚 

舗装種別 最大寸法 最小舗装厚 

砕石マスチックアスファルト混合物 20mm 5 cm 

加熱アスファルト混合物（密粒度） 20mm 5 cm 

加熱アスファルト混合物（粗粒度） ― 10 cm 

セメント安定処理路盤 40mm 10 cm 

クラッシャラン（砂層の上層） ― 15 cm 

砂路盤 ― 15 cm 

出典：DBN V.2.3-4 2015 

6-6-2 舗装構成 

M14 バイパスの舗装構成を 表 6-6-5 のとおり提案する。 

 
表 6-6-5. 舗装構成 

層 舗装構成 仕様 層厚 

1 表層（砕石マスチックアスファルト混合物） 60/9010 5 cm 

2 中間層（加熱アスファルト混合物） 60/90 8 cm 

3 基層（加熱アスファルト混合物） 60/90 10 cm 

4 セメント安定処理路盤 M4011 15 cm 

5 路盤（クラッシャラン） C712 20 cm 

6 路盤（砂） ― 25 cm 

出典：JICA Survey Team 

6-6-3 舗装構造の検討 

 検討の手順 

 前項「6-6-2 舗装構成」に記した M14 バイパスの舗装構成に関し，ウクライナ国の舗装設計基

準 VBN V.2.3-218-186-2004 に準拠して舗装構造の検討を行う。構造検討の手順は下記の通り。 

1. 舗装構造の評価指標は，①舗装構造体の弾性変形，②路床上面のせん断応力，③アスファル

ト混合物層の下面の曲げ引張応力の 3 つとする。 

2. 車種別日平均交通量から設計目標年次の交通荷重を設定し，舗装設計期間（10 年）の累積

設計交通荷重を算出する。 

                             
10 針入度 
11 粒度調整砕石（最大粒径 40mm） 
12 砕石のクラス（最大粒径 40mm） 
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3. 上記の累積設計交通荷重を用いて舗装構造体の弾性変形を評価するための必要弾性指数を

算出する。 

4. 舗装材料の設計緒元及びモノグラムを用いて，弾性指数比（設計弾性指数と必要弾性指数の

比），せん断応力比（設計せん断応力と限界動的せん断応力の比），引張応力比（設計曲げ引

張応力と許容曲げ引張応力の比）を算出する。 

5. 弾性指数比，せん断応力比，曲げ引張応力比の全てが評価基準値を満足するまで繰り返し計

算を行う。 

 

 累積設計交通荷重 

設計目標年の交通荷重（Np）を以下に示す。 
表 6-6-6. 設計目標年の交通荷重 

車種 将来日平均交通量 荷重等価係数13 交通荷重  
N Sn N*Sn 

Passener Car 21,280 ― ― 

Buses 2,716 1.11255 3,022 

2 axles trucks 1,891 0.03407 64 

more than 3 axles truck 190 2.26521 430 

Trailers 2,119 1.93893 4,109 

Total（両方向）   7,625 

設計目標年の交通荷重（Np） 7,625*0.5 3,813 

出典：JICA Survey Team 

 累積設計交通荷重（ΣNP）は，下記の公式より 4,580,226 

෍𝑁௉ ൌ 0.7 ∗ 𝑁௉ ∗
𝐾஼

𝑞ሺ்೏ିଵሻ
∗ 𝑇௉ ∗ 𝐾௡ 

ここに， 

Np ：設計目標年の交通荷重 3,813 （前掲） 

KC ௤೅೏ିଵ

௤ିଵ
 から求まる係数 

11.359  

q ：交通量の年間伸び比 1.028  

Td ：設計期間 10 年 

TP ：残留変形蓄積年間日数 130 日 

Kn ：道路区分 I に基づく係数 1.49  

 

 必要弾性係数 

舗装の必要弾性指数（En）は，下記の公式より 341  MPa 

𝐸௡ ൌ 42.843 ∗ ln ቀ෍𝑁௣ቁ െ 315.68 

                             
13 車種別の換算係数 
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 舗装材料の設計緒元 

舗装材料の設計緒元を以下に示す。 

 

表 6-6-7. 舗装材料の設計緒元 

 

舗装材料の設計緒元 
弾性 
変形 

せん断 
抵抗 曲げ引張抵抗 

弾性 
係数 

E (MPa) 

弾性 
係数 

E (MPa) 

弾性 
係数 

E(MPa) 

曲げ引
張強度 
R(MPa) 

疲労 
指数 

m 

繰り返し荷
重 

影響係数 
Knp 

砕石マスチックアスファル

ト混合物 
2,700 1100 3,700 3.4 6.5 2.9 

加熱アスファルト混合物 3,200 1080 4,500 9.8 5.5 4.0 

セメント安定処理路盤 700 700 - - - - 

路盤（クラッシャラン） 240 240 - - - - 

路盤（砂） 100 100 - - - - 

路床（ローム）CBR=6% 60 60 - - - - 

出典：1) VBN V.2.3-218-186-2004 
2) Handbook of design characteristics of soils and materials for road pavement 2017 

 

 舗装構造の評価基準値 

舗装構造の指標及び基準値を以下に示す。 

 
表 6-6-8. 舗装構造の評価基準値（道路区分 I-b，信頼係数 0.95 の場合） 

指標 
舗装構造体の弾性変形 路床上面のせん断応力 

アスファルト混合物層の

下面の曲げ引張応力 

弾性指数比 せん断応力比 曲げ引張応力比 

基準値 1.43 1.48 1.35 

出典：VBN V.2.3-218-186-2004 

 舗装構成の評価 

 提案した舗装構成は 3 つの評価指標を全て上回る結果となった。 

 舗装の合計厚は 83 cm で標準凍結深度（60 cm）を上回る結果となり特別な凍結対策は現時

点では不要と考えられる。 

 日本の舗装設計法を用いて今回の舗装構成を評価した結果，設計等値換算係数（40.25）が必

要等値換算係数（設計荷重増分考慮して 37.07）を上回る結果となった。 

(1) 舗装構造体の弾性変形 

 設計弾性指数  648 MPa 

 必要弾性指数  341 MPa 

 弾性指数比   1.90 

 基準値   1.43 < 1.90 (OK) 
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(2) 路床上面のせん断応力 

 設計せん断応力  0.01184 MPa 

 限界動的せん断応力  0.01834 MPa 

 せん断応力比  1.55 

 基準値   1.48 < 1.55 (OK) 

(3) アスファルト混合物層の下面の引張応力 

 設計曲げ引張応力  0.8020 MPa 

 許容曲げ引張応力  1.7360 MPa 

 曲げ引張応力比  2.16 

 基準値   1.35 < 2.16 (OK) 

 

 その他付帯施設の検討 

 付け替え道路 

 本線及びインターチェンジの建設によって既存施設や農地等へのアクセス機能が失われる

場合，その機能を復旧するため付け替え道路（Class IV 相当）を考慮する。 

 道路照明 

 インターチェンジにおける車両の分合流区間の視認性を良好にするため，減速車線の始まり

から加速車線の終わりまでの区間に道路照明を設置することが望ましい。 

 インターチェンジのランプ道路に道路照明を設置することが望ましい。 

 ミコライウ橋は常に吹きさらしになっているため，一般的なポール式照明では暴風により照

明器具が落下するリスクがある。また，高所での点検が必要といったメンテナンスにおいて

配慮すべき課題がある。このような対策として，維持管理が容易で視線誘導としての効果の

ある低位置式照明を推奨する。また，日本では航空法において，航空灯と誤認される恐れが

ある照明は設置が禁止されており，進入表面内の道路照明では低位置式照明が採用されてい

る。対象位置はミコライウ空港 が近いため，この点にも留意する必要がある。 

 防護柵 

 DBN V.2.3-4 2015 に従って，盛土高 2m 以上の区間については路肩端部に防護柵を設置す

る。 

 遮音壁 

 ウクライナの環境基準を満足するため，民家が近接している区間には遮音壁の設置を行う。

本調査では図 5-5-2 及び図 5-5-3 を参考に設置範囲を定める。詳細設計時には切土，盛土の

影響を考慮して騒音の影響を評価して遮音壁設置範囲を設定する。 

 料金所施設 

 南ブグ川の渡河交通から料金を徴収する場合の料金所施設の設置位置は，左岸側の橋梁付近

が候補地となる。 

 左岸側の平面線形は直線，縦断勾配は 0.5%～2.1%，5m 程度の盛土構造のため特に支障とな

る要因は無い。 

右岸側は終点側インターチェンジの付加車線が渡河橋まで影響するため設置は不適。 
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 橋梁計画のレビュー 

7-1 施設のグレードの設定に係る方針 

本橋梁のグレードは，以下の方針を基に設定することとする。 

①橋梁の縦断設計や幅員については，ウクライナ国の基準を遵守するとともに，寒冷な気候に配

慮した縦断勾配の緩和や，コスト縮減に向けた橋梁幅員の最小化等に配慮する。なお，橋梁を中

心とした将来的なコミュニテイーの形成が考えられるため，適切な幅員の歩道を設置すること

とする。 

②橋の耐久性は，日本のスタンダードに準じ，100 年以上の耐久性を持つ材料，工法を選定，設計

する。 

③橋の維持管理は，維持管理コストの経済負担の拡大や損傷の放置を回避するため，維持管理の

容易な材料，工法を選定，設計する。 

④橋の設計活荷重は，日本の基準とウクライナの基準を比較し，大きい方を採用する。 

⑤橋の耐震性としては，極めて地震の少ない地域であるため日本国の基準に準じる必要は無く，

ウクライナ国の基準に準じて設定する。 

⑥橋の洪水対策としては，航路区間以外の桁下高を 100 年確率の洪水に風浪高を加えた水位以上

とする。 

⑦橋の航路対策としては，航路区間の桁下高は航行水位に航路高を加えた高さ以上とし，支間長

は航路幅に余裕幅を加えた幅以上とする。 

 

7-2 水理条件の検討 

第 4 章で整理した最新の水文データにより橋梁計画に必要な水理検討を行うとともに，2011F/S

で決定されている水理条件の照査を行う。 

橋梁計画に必要な水理条件，水理検討内容，目的，検討の有無を下表に示す。 

5-5-3 3) で述べたようにルート 2 は湾曲部かつ水衝部に橋梁が設置され，橋梁の方向は流向に

対して直角ではないため，水理検討内容として水理的特性の妥当性が必要となる。 

 

表 7-2-1. 橋梁計画に必要な水理条件，水理検討内容，目的，検討の有無 
水理条件および 
水理検討内容 

目的 
検討の有無 

2011F/S 本調査 

計画高水位 桁下高の決定，外力の作用位置決定 〇 〇 

桁下高 上部工位置の決定 〇 〇 

計画流量 流速の決定 〇 〇 

流速 
洗掘深の決定 
外力※の決定 

〇 〇 

洗掘深 
設計地盤面の決定 
洗掘対策工の決定 

× 〇 

河積阻害率 水位への影響評価 × 〇 

橋脚設置位置 河岸への影響評価 × 〇 

水理的特性の妥当性 
治水安全性に悪影響のある河道状況（狭窄部，水衝部，合

流部，湾曲部，流況変化部等）に架橋した場合の影響評価 
× 〇 

※：船舶衝突荷重，氷荷重     出典：河川を横過する橋梁に関する計画の手引き（案） 平成 21 年 7 月 

(財)国土技術研究センターを基に JICA 調査団で作成 
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水理的特性の妥当性には以下の検討が含まれ，二次元（準三次元）洪水流解析や水理模型実験

により橋脚の影響を評価した上で，経済性，維持管理性，施工工期，環境への影響，景観への影

響について検討を行う必要がある。  

・河川主流部の高速域に橋脚が配置されていないか。 

・橋脚による水位上昇は河岸部に及んでいないか。 

・橋脚を設置することで流速の加速域が生じていないか。 

・橋脚の加速域が堤防部，低水河岸部に及んでいないか。 

・流量規模により橋脚の影響が異なることはないか。 

一方，本調査で実施した簡易な水理検討結果によると，流速は右岸側の速い区間でも最大 1.2m/s

程度であり，右岸側河岸付近は流速の速い区間よりも水深が浅いため上記に関して大きな問題が

生じる可能性は小さいと考えられる。したがって，基本設計段階である本調査では詳細な検討を

省略するが，詳細設計段階では実施することが望ましい。 

 

7-2-1 計画流量 

計画流量は 1/100 年確率流量とし，オレクサンドリフカ水文観測所の観測データ（年最大値）を

統計解析することにより算出する。同観測所は架橋位置より直線距離で約 90km 上流であるため，

架橋位置の流量は同観測所での比流量を用いて算出する。 

比流量とは流量を流域面積で割った値であり，架橋位置の計画流量は下式による算出される。 

比流量 = オレクサンドリフカ水文観測所での計画流量  

/ オレクサンドリフカ水文観測所での流域面積 

架橋位置の計画流量 = 比流量 × 架橋位置での流域面積 

 オレクサンドリフカ水文観測所での計画流量 

統計解析の方法は，「河川砂防技術基準 調査編（国土交通省水管理・国土保全局，平成 26 年

4 月）」および「中小河川計画の手引き（案）（中小河川計画検討会，平成 11 年 9 月）」に準じる。 

統計解析によりオレクサンドリフカ水文観測所の確率年別流量を算出した結果を以下に示す。 

オレクサンドリフカ水文観測所での計画流量（1/100 年確率流量）は，3,940m3/s とする。 

表 7-2-2. 確率年別流量 

確率年 2 3 5 10 20 30 50 80 100 150 200 400 

流量 

(m3/s) 
460 685 1,001 1,503 2,101 2,501 3,063 3,640 3,936 4,511 4,950 6,122 

SLSC (99%): 0.03 , 確率分布モデル:対数正規分布 2 母数 (Slade Ⅰ, 積率法) 

出典：JICA 調査団 

 架橋位置での計画流量 

比流量により，架橋位置の流量を算出した結果を表 7-2-3 に示す。 

表より，架橋位置の計画流量（1/100 年確率流量）は，4,590m3/s≒4,600m3/s とする。 

なお，2011F/S における計画流量の算出方法は不明であるが，本調査と同じく 1/100 年確率流量

を採用しており，値も 4,500m3/s と近いため，同様の方法により算出したものと推察される。 
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表 7-2-3. 架橋位置の計画流量 

位置 
流域面積 長さ 計画流量, m3/s 

km2 km 1/10 1/50 1/100 

オレクサンドリフカ水文観測所 46,200 671 1,510 3,070 3,940 

ミコライウ橋位置 53,810 796 1,760 3,570 4,590 

ババロフスキー橋位置 63,700 806 2,080 4,230 5,430 

出典：JICA 調査団 

7-2-2 計画高水位および桁下高(航路以外) 

計画流量は表 7-2-3 に示すとおりである。各地点の水位の算出に際しては，計画流量を基に一次

元不等流計算により算出する（ただし，オレクサンドリフカ水文観測所の位置を除く）。 

調査団は，計画流量から水位を決定することの妥当性を確認すべく，算出した各位置の 1/100 年

確率水位をミコライウ水文・気象観測所の観測データと比較を行った。計画流量による一次元不

等流解析を行った結果は，ミコライウ水文・気象観測所の水位に比べ低いことが明らかになった。

この要因については様々なものが考えられるが，一次元不等流計算では洪水のみを水位変化の要

因として設定していることに対し，実際のデータには，洪水だけでなく，バルバロスキー橋によ

る堰上げの影響や黒海の潮位，高潮，強風などの様々な要因が含まれていることが挙げられる（4-

1-3 参照）。従って，ミコライウ水文・気象観測所の 1/100 年確率水位については観測データ（年

最大値）を統計解析することにより算出している。 

統計解析の方法は計画流量算出時（7-2-1 参照）と同様の方法とする。桁下高は計画高水位に余

裕高あるいは風浪高を加えた値とする。なお，ここで決定する桁下高は航路以外で適用する値で

ある。航路の桁下高は計画航行水位に航路高を加えた値であり別途検討する。 

 

 計画高水位 

統計解析により確率年別水位を算出した結果，以下に示すようにミコライウ水文・気象観測所

における 1/100 年確率水位は，BS+0.988m≒BS+1.0m となる。 

表 7-2-4. 確率年別水位 

確率年 2 3 5 10 20 30 50 80 100 150 200 400 

水位

(BS+m) 
0.446 0.515 0.591 0.687 0.779 0.832 0.898 0.959 0.988 1.040 1.076 1.165 

SLSC(Standard Least Squares Criterion, 99%): 0.022 / 確率分布モデル: Gumbel 

出典：JICA 調査団 

計画流量流下時に架橋位置で発生する水位をルート別，橋梁の有無別に算出した結果を表 7-2-

5 に示す。 

ババロフスキー橋位置での河川幅縮小による堰上げの影響を考慮するため，計算地点はババロ

フスキー橋より 800m 下流側とした。 

架橋位置周辺の南ブグ川のみお筋は右岸側に寄っており，左右岸で流況が異なるため，河川断

面を 2 区間に分けるものとする。 

表に示すようにルート 2 および 3 での水位は，ババロフスキー橋位置での河川幅縮小による堰

上げの影響によりそれぞれ BS+1.4m, BS+1.5m となる。  
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表 7-2-5. ルート別計画高水位計算結果 

ルート 2    

橋梁の有無 
 

無 有 

横断方向区間 
左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

水面幅 (m) 1,045 786 991 771 

平均水深 (m) 3.2 5.0 3.3 5.0 

計画高水位 (m) BS+1.4 BS+1.4 

流量 (m3/s) 1,756 2,844 1,667 2,933 

流速 (m/s) 0.5 0.7 0.5 0.8 

※粗度係数=0.03 

ルート 3    

橋梁の有無  無 有 

横断方向区間 
左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

水面幅 (m) 1,259 774 1,193 756 

平均水深 (m) 3.2 4.7 3.2 4.7 

計画高水位 (m) BS+1.5 BS+1.5 

流量 (m3/s) 1,916 2,684 1,830 2,770 

流速 (m/s) 0.5 0.7 0.5 0.8 

※粗度係数=0.03                                出典：JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2-1. 架橋位置の河川断面 
 

表 7-2-6. ルート 2 の橋脚形状 
横断方向区間 左岸側(浅い) 右岸側(深い) 

橋脚 No. P1～P18 P19～P21 P22,P23 

長さ(m) 3m×4 本=12m 3m×4 本=12m 36 

幅(m) 3 3 6 

※長さ：橋軸直角方向の長さ (m) , 幅：橋軸方向の幅 (m)  

 

表 7-2-7. ルート 3 の橋脚形状 

横断方向区間 左岸側(浅い) 右岸側(深い) 
橋脚 No. P1～P22 P23,P24 P25,P26 

長さ(m) 3m×4 本=12m 3m×4 本=12m 36 

幅(m) 3 3 6 

※長さ：橋軸直角方向の長さ (m) , 幅：橋軸方向の幅 (m)  
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 桁下高（航路以外） 

桁下高は，通常の河川では計画高水位に余裕高を加えた値以上とするが，今回の架橋地点は川

幅が広く風浪が発達する環境であるため，桁下高は計画高水位に風浪高を加えた値についても検

討し，どちらか高い値を採用する必要がある。南ブグ川は流氷の集積が生じる可能性があり，ウ

国基準（DBN V.2.3-22:2009 Bridges and pipes. General Requirement for Design）に準じた余裕高は 1.0m

であるため，桁下高はルート 2 で BS+1.4m + 1.0m = BS+2.4m，ルート 3 で BS+1.5m + 1.0m = 2.5m

となる。 

一方，風浪高は以下に示す計算より 1.5m であるため，最終的に桁下高はルート 2 で BS+1.4m + 

1.5m = BS+2.9m，ルート 3 で BS+1.5m + 1.5m = BS+3.0m になる。 

参考として，2011F/S の計画高水位は風の影響を含み BS+1.58m であり，余裕高 1.4m を加え桁

下高は BS+3.0m が提案されている。 

ここで決定した桁下高は必要最低限の値であり，橋梁および道路計画上実際使用する値とは異

なる可能性がある。 

1/100 年確率流量，1/100 年確率水位，既往最大風速の同時発生は，理論上はあり得るものの相

対的に可能性は非常に低い。したがって，桁下高を低くすることができる可能性があるため，詳

細設計段階では流量，水位，風速の関係をより詳しく調査することが望ましい。また，計算水位

の精度向上のためにババロフスキー橋からミコライウ水文・気象観測所位置を含み本調査での深

浅測量下流端まで，追加の深浅測量を実施することが望ましい。 

なお，堰上げや橋脚の影響を評価するためには二次元（準三次元）洪水流解析を行うことが望

ましい。 

 

[風浪高計算結果] 

以下の計算により風浪高は 1.5m となる。 

項目 値 備考 

最大瞬間風速 Ug ： 40 m/s (観測史上最高値,観測期間：1927～2017) 

最大風速 U ： 27 m/s (Ug/1.5) 

吹送距離 x ： 6 km (図 7-2-2 より) 

水深 D ： 3 m  

 gx/U2 ： 81   

 gD/U2 ： 0.04   

 gH/U2 ： 0.0129  (下式より) 

有義波高 H ： 0.96 m  

1/100 年確率最高波高 H1% ： 1.63 m (H×1.7) 

H1%の最高波峰高 H ： 1.22 m (H1%×0.75) 

余裕高 FB  0.25 m （DBN V.2.3-22:2009 より） 

風浪高 WL ： 1.5 m (h+FB) 

 
    

k1( 
gx 

)1/2 
 

gH 
=αtanh[k3( 

gD 
)3/4]・tanh[ 

U2 
] 

U2 U2 
tanhk3( 

gD 
)3/4 

    U2  
 α=0.26, k1=10-2, k3=0.578   

出典: 浅海風波の数値計算 第 12 回海岸工学講演会講演集(1965) 
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図 7-2-2. 吹送距離根拠図 

 

7-2-3 流速 

架橋位置での流速をルート別，橋梁の有無別に一次元不等流計算により算出する。 

4-1-3 1)で述べたように，架橋位置の水位は洪水以外の要因でも変化しており，流速は水位が高

いほど遅くなるため，水位が計画高水位の時に最も遅くなる。 

一方，ここでの流速算出の目的は洗掘深の算出であるため，安全側に配慮し流速が速い状況を

想定するものとし，計算範囲下流端の水位を計算範囲内の平均河床勾配(≒0.00022 または 1/4,545)

による等流水位として流速を算出した。この水位は流量以外の影響がない場合の最高水位である。 

架橋位置周辺の南ブグ川のみお筋は右岸側に寄っており，左右岸で流況が異なるため，河川断

面を 2 区間に分けるものとする。 

計画流量 (1/100 年確率流量, 4,600m3/s) が流下した場合の結果を以下に示す。 

表 7-2-8. ルート別流速計算結果 

ルート 2    

橋梁の有無 
 

無 有 

横断方向区間 
左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

水面幅 (m) 981 783 928 768 

平均水深 (m) 2.1 3.8 2.1 3.8 

水位 (m) BS+0.1 BS+0.1 

流量 (m3/s) 1,511 3,089 1,447 3,153 

流速 (m/s) 0.8 1.1 0.8 1.2 

※粗度係数=0.03 

ルート 3    

橋梁の有無  無 有 

横断方向区間 
左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

水面幅 (m) 1,243 773 1,180 755 

平均水深 (m) 2.1 3.6 2.1 3.6 

水位 (m) BS+0.3 BS+0.3 

流量 (m3/s) 1,721 2,879 1,661 2,939 

流速 (m/s) 0.7 1.1 0.7 1.1 

※粗度係数=0.03                                出典：JICA 調査団 

 

強風は北西から吹くことから，北

から西までの範囲で河道中央付近

を通り最も長くなる距離を計測。 
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7-2-4 洗掘深および洗掘対策工 

橋脚設置による洗掘深および捨石により洗掘対策工を行う場合に必要となる捨石の仕様（径お

よび範囲）をルート別に算出する。 

河床材料は Clayey Silt であるため「NCHRP REPORT516 Pier and Contraction Scour in Cohesive 

Soils (Transportation Reseach Board, 2004)」を参考に算出する。捨石の仕様は「Bridge Scour (Water 

Resources Publications LLC, 2000)」を参考に決定する。 

流速と同様に河川断面を 2 区間に分けて算出する。 

計画流量 (1/100 年確率流量,4,600m3/s) が流下した場合の結果を以下に示す。 

斜張橋の橋脚部の洗掘深はフーチングの土被りを超えており，フーチングが露出することで更

なる洗掘を生じさせるため，洗掘対策工を行うものとする。 

一方，アプローチ橋の橋脚部は以下の理由により設計上の地盤面を洗掘が生じる範囲（深さ）

よりも下にするものとし，洗掘対策工は行わないものとする。 

・単列パイルベントでフーチングがない。 

・河床の地層は N 値が 0 の軟弱層であるため，洗掘の有無にかかわらず設計上の地盤面とみな

すことができない。  

斜張橋の橋脚への洗掘対策工は捨石とし，範囲はルート 2,3 ともに，平面的には橋脚の周囲に

橋脚幅の 2 倍分，厚さは捨石径の 3 倍とする。 

なお，深浅測量結果によると，ババロフスキー橋での収縮による洗掘量は 0.5m 程度で大規模な

局所洗掘は生じていないため，計算結果は実際よりも安全側の値となっていると推察される。 

 

表 7-2-9. ルート別洗掘深計算結果 
ルート ルート 2 ルート 3 

横断方向区間 
左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

左岸側 
(浅い) 

右岸側 
(深い) 

橋脚幅 (m) 3 6 3 6 

橋脚長 (m) 12 36 12 36 

偏向角 (°) 
最大:35 
平均:27 

変更後※:12 
5 0 0 

橋脚投影幅 (m) 
最大:9.4 
平均:8.2 

変更後※:5.5 
9.2 3 6 

平均粒径 (mm) 0.005 0.005 0.005 0.005 

平均水深 (m) 2.1 3.8 2.1 3.6 

流速 (m/s) 0.8 1.2 0.7 1.1 

収縮による洗掘深 (m) 0.9 1.8 0.8 1.6 

橋脚による洗掘深 (m) 
最大:3.4 
平均:3.1 

変更後※:2.4 
3.8 1.5 2.8 

洗掘深計 (m) 
最大:4.3 
平均:4.0 

変更後※:3.3 
5.6 2.3 4.41 

必要捨石径 (m) 0.10 0.20 0.10 0.20 

※：アプローチ橋の橋脚の斜角を橋軸直角方向から 15°とした時の値          出典：JICA 調査団 
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7-2-5 河積阻害率 

河積阻害率とは水位が計画高水位の時に橋脚の総幅が計画高水位時の水面幅に対して占める

割合である。日本の河川構造令では原則として 5%以内，特殊な場合（新幹線鉄道橋および高速

自動車国道の場合）は 7%以内が目安とされている。 

ルート別の河積阻害率を下表に示す。 

表より，ルート 2 の「当初」の河積阻害率は特殊な場合の目安値である 7%を超えていること

が分かる。したがって，河積阻害率を目安値以内に収めるため，橋脚の方向を可能な限り流れの

方向に合わせるものとし，アプローチ橋の橋脚の斜角を橋軸直角方向から 15°とする。 

この時，ルート 2 の河積阻害率は「変更後」に示した値となる。 

 

表 7-2-10. 河積阻害率 

ルート 河積阻害率 

ルート 2 
当初 (21×8.2+9.2) / 1,831×100 = 9.9% 

変更後 (21×5.5+9.2) / 1,831×100 = 6.8% 

ルート 3 (24×3.0+2×6.0) / 2,030×100 = 4.1% 

出典：JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2-3. 河積阻害率算出根拠図 

 

参考として，ババロフスキー橋位置と架橋位置の河道の流下面積を表 7-2-11 に示す。河道の流

下面積（架橋後）は下流側のババロフスキー橋位置の流下面積の約 1.7 倍である。 

なお，表中の値は流量を計画流量，水位を計画高水位とした場合の値である。 
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表 7-2-11. 流下断面積比較表 

流下断面

位置 

計画 
高水位 

(m) 

計画 
流量 
(m3/s) 

流速 
(m/s) 

平均 
水深 
(m) 

水面幅※1 
(m) 

流下 
断面積※2 

(m2) 

面積 
比率 

河床 
勾配 

距離 
(km) 

ババロフ

スキー橋 
BS+0.9 5,400 1.3 6.9 597 4,112 1.00 

0.00026 
(1/3,846) 

0.0 

ルート 2 BS+1.4 4,600 0.7 4.0 1,762 7,063 1.72 
0.00022 
(1/4,545) 

10.9 

ルート 3 BS+1.5 4,600 0.6 3.8 1,949 7,301 1.78 
0.00022 
(1/4,545) 

12.9 

※粗度係数=0.03                                                                     出典：JICA 調査団 
※1：ピア幅を除く 
※2：ピア面積を除く 
 

7-2-6 橋脚設置位置 

ウ国基準では橋脚と護岸の必要離隔は定められていないが，橋脚が護岸に近接すると河岸洗掘

が生じやすくなるため，洗掘に対して安全となる離隔を確保しておく必要がある。 

日本の河川管理施設等構造令では橋脚の設置位置は河岸のり肩から 10m 以上離すことが必要と

されている。 

一方，以下に示すとおりルート 2 の右岸橋脚は河川外であり，またルート 3 の右岸橋脚は河岸

のり肩から 10m 以上離れているため問題ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2-4. 橋脚と護岸の位置関係 

 

7-2-7 護岸工 

前述したように，流速は右岸側の速い区間でも最大 1.2m/s 程度である。 

一方，河川堤防の構造の検討の手引き((財)国土技術研究センター, 2012 年 2 月)によると，植生

でも流速 2m/s までは侵食に対する抵抗力があるため，洪水に対する護岸工は不要であると考えら

れる。 

しかしながら，風浪等の影響によりルート 2,3 ともに実際に河岸侵食が進行している状況にあ

り，これが地すべりの要因になっていることが懸念されるため，捨石による護岸工を行うものと

する。 

捨石径および護岸工の範囲は表 7-2-12 のとおりとする。  



7-10 
 

表 7-2-12. 捨石径および護岸工の範囲 

護岸位置 捨石径 護岸高 範囲 

右岸側 0.5m 
現況河岸高または

BS+3.0m の低い方 

第 9 章で想定されている最大すべり

範囲+20m（片側 10m 延長） 

左岸側 0.5m 盛土天端高 上部工幅+20m（片側 10m 延長） 

 

7-3 航路限界 

2011F/S では，航路限界は「Clearances of Navigable Bridge Spans in The Inland Water Ways Norms 

and technical requirements DSTU Б В.2.3-1-95」に準じて以下のように決定されている。 

表 7-3-1. 2011F/S の航路条件 

種別 値 備考 

航行船舶 幅 21m/長 180m Waterway Class※：「State(1)」 

航路幅 
240m 

Waterway Class※：「State(1)」 

Ukrainian Water Ways よりレターにて了承を得ている 

航路高 13.5m Waterway Class※：「State(1)」 

計画航行水位 BS+0.78m 算出根拠不明 

支間長 
510m 

施工上必要な幅，右岸側のアンカレッジ位置，側径間の

支間比を総合的に判断して決定 

余裕幅 120m 施工上必要は幅より決定 

※：Waterway Class の等級は表 7-3-4 および表 7-3-5 を参照。 

 

本調査でも航路限界を同基準に準じて再度算出する。 

ただし，2011F/S とは橋梁の計画が異なるため，必要支間長や余裕幅は国内の斜張橋の実績より

それぞれ算出する。 

 

7-3-1 航行船舶 

現在，南ブグ川のミコライウ港より上流で定期的に大型船を航行している企業は Nibulon のみ

であることを Nibulon，ミコライウ市，Ukrainian Sea Ports Authority の支部である Delta-Lotsman 等

から聴収している。同社はノバオデッサおよびボズネセンスクに River Terminal を保有しており，

プッシャーバージにより主に穀物を運搬している。 

また，同社は 2017 年から高速艇による旅客輸送を開始しており，2018 年の実績は以下のとお

りである。 

表 7-3-2. 高速艇の航行実績 
曜日 出発地および目的地 

金曜日 Mykolaiv --->. Voznesensk 

土曜日※, 日曜日※ Mykolaiv <---> Voznesensk 

月曜日 Mykolaiv <--- Voznesensk 

期間：5 月 18 日 ~ 9 月 15 日 
※：土,日は 1 日 2 往復 

  



7-11 
 

 同社へのヒアリングにより得たプッシャーバージの諸元，必要航路限界を図 7-3-1 および表 7-

3-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-1. プッシャーバージの諸元，必要航路限界 

 

表 7-3-3. 船舶の諸元，必要航路限界 

種別 バージ（Barge） 高速艇（Hydrofoil） 

長さ (LOA) (m) 217 28 

幅 (m) 34 6 

載貨重量 (DWT) (t) 12,000 - 

最大喫水 (m) 3.56 2.0 

速度 
(km/hour) 7.4 65 

(knot) 4.0 35 

頻度 往復 125※1 105※2 

航路限界   

高さ (m) 18※3 - 

幅 (m) 90 - 

※1：9 ヶ月（3 月～11 月）の合計, ※2：2018 年実績(5/18～9/15) 

※3：将来的な Cargo の利用を踏まえて Nibulon が要望している値 

 

7-3-2 航路幅および航路高 

2011F/S によると，航路の Category は「3. State(1)」であり，航路幅および航路高は表 7-3-5 より

それぞれ 120×2=240m（往復航路），13.5m となる。 
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しかしながら，前述した Nibulon の船舶の最大寸法（幅/長さ）は 34/217m であり，表 7-3-4 の

Designed Width/Length of Fleet から判断すると「2.Cross-State(2)」に該当する。 

したがって，安全側に配慮して大きい方の値を採用するものとし，航路幅および航路高は表 7-

3-5 の「2.Cross-State(2)」に示された 140×2=280m（往復航路），15.0m とする。 

 

表 7-3-4. 航路および船舶の主要諸元 

単位：m 

航路等級 
航路の深さ 船舶の計画幅/長さ 

計画船舶高 
保証値 平均値 船舶 いかだ 

1. Cross-State(1) 3.2 超 3.4 超 
36/220 

or 29/280 

110/830 

or 75/950 
15.2 

2. Cross-State(2) 2.5 超から 3.2 まで 2.9 超から 3.4 まで 36/220 75/950 13.7 

3. State(1) 1.9 超から 2.5 まで 2.3 超から 2.9 まで 21/180 75/680 12.8 

4. State(2) 1.5 超から 1.9 まで 1.7 超から 2.3 まで 16/160 50/590 10.4 

5. Local(1) 1.1 超から 1.5 まで 1.3 超から 1.7 まで 16/160 50 /590 9.6 

6. Local(2) 0.7 超から 1.1 まで 0.9 超から 1.3 まで 14/140 30/470 9.0 

7. Local(3) 0,7 以下 0.6 から 0.9 まで 10/100 20/300 6.6 

出典: DSTU B V.2.3-1-9 

 

表 7-3-5. 航路限界 

単位：m 

航路等級 必要最小航路高 
1 スパン当たり必要最小幅 

固定橋 可動橋 
1. Cross-State(1) 17.0 140 60 
2. Cross-State(2) 15.0 140 60 
3. State(1) 13.5 120 50 
4. State(2) 12.0 120 40 
5. Local(1) 10.5 100/60 30 
6. Local(2) 9.5 60/40 - 
7. Local(3) 7.0 40/30 - 

※この仕様書 4.9 には以下の事項が記述されている。 

「固定堰は上流から下流，下流から上流への船舶の航行を可能とするため，少なくとも二つの航路を有しな

ければならない。                              出典: DSTU B V.2.3-1-95 

 

7-3-3 計画航行水位および桁下高（航路） 

計画航行水位は発生確率が 3%の水位であり年別の航行水位データに基づき統計解析により算

出される。2011F/S では BS+0.78m が提案されているが計算方法が不明であるため，以下に再度検

討を行うものとする。 

 水位継続日数 

水位継続日数は下式により算出する。 

t = K×T / 100 

ここに， t ： 水位継続日数（日） 

 K ： 許容低減係数 (2.Cross-State(2)の時 6) 

 T ： 年間航行日数（日） 
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12 月~2 月は河川が凍結するため，年間航行回数は 3 月～11 月の 9 ヶ月とする。これは Nibulon

の航行期間とも一致しており適切であると考えられる。 

参考として通年とした場合についても検討する。 

 

 年別航行水位 

年別航行水位は各年の t 日間維持可能な水位の中で最高の水位であり，算出手順は以下のとお

りとなる。 

①連続した t 日間の最低水位を算出する。この水位は年間で T-t+1 個ある。 

②T-t+1 個の中から最も高い水位を，その年の航行水位とする。 

③観測年の数だけ航行水位を算出する。 

 

なお，年別航行水位の算出には日水位データが必要であるが，本調査によって収集可能であっ

たデータは 2000 年以降しか整理されていないことから，本調査においては 2000 年～2017 年の

18 年分のデータを使用している。 

年間航行回数を 3 月～11 月の 9 ヶ月とした場合と通年とした場合の算出結果を下表に示す。 

表より，年間航行回数を 3 月～11 月の 9 ヶ月とした方が，航行水位が通年よりも高く安全側で

あることが分かる。 

表 7-3-6. 年別航行水位 
年航行日数（日） T 365 270 
許容低減係数 K 6 6 
水位維持日数（日） t 22 16 

年別 
航行水位(m) 

Year Bs+m Bs+m 
2000 -0.04 -0.04 
2001 0.01 0.02 
2002 -0.09 -0.09 
2003 -0.11 -0.11 
2004 0.03 0.03 
2005 0.13 0.13 
2006 0.08 0.11 
2007 -0.04 -0.01 
2008 0.00 0.02 
2009 0.00 0.00 
2010 0.15 0.15 
2011 -0.02 0.00 
2012 0.03 0.08 
2013 0.21 0.21 
2014 0.05 0.05 
2015 -0.02 0.02 
2016 0.09 0.11 
2017 -0.02 -0.02 

 

 計画航行水位 

計画航行水位は発生確率が Pd%になる水位であり，「2.Cross-State(2)」の時の Pd は 3%と定めら

れている。 

発生確率は統計解析により算出した結果，表 7-3-7 に示すように発生確率 3%に対応した航行水

位（計画航行水位）は BS+0.237m≒BS+0.24m となる。 
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表 7-3-7. 確率別航行水位 
確率(%) 50 33.333 20 10 5 3.333 3 2 1.25 1 

水位 

(BS+m) 
0.022 0.059 0.1 0.152 0.201 0.23 0.237 0.266 0.298 0.314 

SLSC(99%)：0.035 , 確率分布モデル：Gumbel 

 

しかしながら，この水位は 1945 年~2017 年の平均年最高水位（BS+0.45m）よりも低いこと，使

用したデータが 2000 年～2017 年の 18 年分と短いこと，また 1965 年~1985 年の水位の高い期間が

考慮されていないことから，危険側であることが懸念される。 

したがって，1965 年~2017 年の年最高水位を用いて以下のように航行水位を算出する。 

①1965 年~2017 年の最高水位を統計解析し，発生確率を算出する。 

②発生確率 3%に対応した最高水位（Hmax3%）を算出する。 

③2000 年~2017 年の年別の最高水位と航行水位の差（⊿h）を算出する。 

④Hmax3%から⊿h を引いたものを計画航行水位とする。 

発生確率と最高水位の関係を下表に示す。 

表より発生確率 3%に対応した最高水位（Hmax3%）は BS+0.846m≒BS+0.85m である。 

表 7-3-8. 確率別最高水位 
確率(%) 50 33.333 20 10 5 3.333 3 2 1.25 1 

水位  

(BS+m) 
0.446 0.515 0.591 0.687 0.779 0.832 0.846 0.898 0.959 0.988 

SLSC(99%)：0.022 , 確率分布モデル：Gumbel 

 

一方，2000 年~2017 年の年別の最高水位と航行水位の差（⊿h）は下表より最低 0.29m であるこ

とが分かる。 

表 7-3-9. 最高水位と航行水位の差 
年航行日数（日） T 270 Annual 

差 
係数 K 6 Maximum 
水位維持日数（日） t 16 Water 

各年 
航行水位(m) 

Year BS+m Level 

2000 -0.04 0.50 0.54 

2001 0.02 0.31 0.29 

2002 -0.09 0.27 0.36 

2003 -0.11 0.34 0.45 

2004 0.03 0.43 0.40 

2005 0.13 0.54 0.41 

2006 0.11 0.43 0.32 

2007 -0.01 0.46 0.47 

2008 0.02 0.57 0.55 

2009 0.00 0.42 0.42 

2010 0.15 0.60 0.45 

2011 0.00 0.35 0.35 

2012 0.08 0.65 0.57 

2013 0.21 0.56 0.35 

2014 0.05 0.40 0.35 

2015 0.02 0.56 0.54 

2016 0.11 0.44 0.33 

2017 -0.02 0.46 0.48 
    最小差： 0.29 
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以上より，計画航行水位は BS+0.85 – 0.29m = 0.56 ≒ BS+0.6m となる。 

しかしながら，2011F/S では計画航行水位として BS+0.78m が採用されており，本調査での計算

結果よりも高い値であるため，安全側に配慮して本調査でも BS+0.78m≒0.80m を採用する。 

これにより，航路での必要桁下高は BS+ 0.80m + 15.0m = BS+15.8m となる。 

なお，ここで決定した桁下高は必要最低限の値であり，橋梁および道路計画上実際使用する値

とは異なる可能性がある。 

 

7-3-4 必要最小支間長および余裕幅 

ここでは，航路幅とその余裕幅から決まる必要最小限の支間長について検討する。 

最小支間長および余裕幅については，ウ国の現地法制上の規定や国際標準が存在していないた

め，本調査においては日本国内の斜張橋の実績に基づいて算出する。なお，実績については，日

本橋梁建設協会のデータベースに基づき，「日本国内の支間長 300m 以上の斜張橋」という条件の

下に抽出している。 

航路幅と支間長の関係を表 7-3-10 に示す。同表により国内斜張橋の舞鶴クレインブリッジおよ

び生名橋を除く 15 橋の平均的な支間長と航路幅の比率を算出した。 

表より，最小支間長は航路幅の 1.5 倍とし，280m×1.5 = 420m する。 

また，これにより，余裕幅（片側）は航路幅×0.5 / 2 となり，280m×0.5 / 2 = 70m となる。 

なお，この余裕幅を直線区間で必要な値とした場合，ルート 2 は架橋位置が湾曲区間であり，

航行方向と橋軸方向の交角が 90°ではないため，実質的な余裕幅が不足する。具体的には，下図に

示すように余裕幅が 70m から 64m となり，片側約 6m の不足となる。 

一方，平均値-標準偏差を考慮すると支間長/航路幅は 1.2 程度となり，余裕幅（片側）は 30m ま

で許容できると考えられる。 

したがって，余裕幅（川側）70m は直線区間のルート 3 と，湾曲区間のルート 2 で同値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-2. 航行方向と橋軸方向の関係 
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表 7-3-10. 国内斜張橋の支間長および余裕幅実績  
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7-3-5 航路中心 

航路中心の検討に際しては図 7-3-3 および図 7-3-4 に示す 4 種類の情報を本調査において入手し

ている。図 7-3-4 に示すように河床は 2011 年からほとんど変化しておらず，航路中心が異なる理

由は不明である。これらの内，ウ国政府 (State Hydrographic Service of Ukraine) からの最新の情報

で，かつ，図 7-3-4 に示すように河道のみお筋とも一致することを踏まえ，④を採用する。④の線

形については，ルート 2 の位置において 2011F/S と比べて右岸側に寄っていることから，主橋梁

の橋脚を河岸近くに配置せざるを得ない可能性がある。9 章で述べているように右岸側は地すべ

り地帯であるため，橋脚位置は慎重に決定する必要がある。 

参考として，Nibulon はみお筋よりも左岸側を航行（②の線形）しているが，同社へのヒアリン

グによるとこれは燃料費削減のためとの旨を聴取している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-3. 航路中心線形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-4. ルート 2 における航路中心とみお筋の関係および河床形状比較 
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7-4 制限表面 

空港付近にバイパス道路を建設する場合，橋梁の高さは閣僚決議  (Cabinet of Ministers of 

Ukuraine Resolution, December 6, 2017, No.954) 及びインフラ省通達 (Ministry of Infrastructure of 

Ukraine Order, November 30, 2012, No721) を踏まえて決定する必要がある。 

ミコライウ空港に問い合わせた結果，下表に示すように橋梁の高さ，施工中の作業高は制限表

面よりも低いことを確認した。 

したがって，空域条件に関する制限はない。 

 

表 7-4-1. 橋梁の高さ，施工中の作業高と制限表面高の関係 

ルート 
施工中の作業高 

Z1 

主塔高 

Z2 
制限表面高 

ルート 2 BS+140m BS+120m BS+206.3m 

ルート 3 BS+135m BS+115m BS+206.3m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-4-1. 橋梁の高さ，施工中の作業高と制限表面高の関係 
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図 7-4-2. 制限表面図 
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7-5 荷重条件 

7-5-1 船舶衝突荷重 

航路の Category が「2. Cross-State (2)」であるため，船舶衝突荷重は「DBN V.1.2-15:2009 Bridges 

and pipes. Load and Impact」より，橋軸方向 1,130kN，橋軸直角方向 1,420kN となる。 

しかしながら，この値は船舶の大きさによらず一定値であり，本調査での対象船舶の載貨重量

が 120,000kN(12,000t)であることを踏まえると過小であると考えられるため，「AASHOTO’s LRFD 

Bridge Design Specification 2017」に準じて下式により算出する。 

結果，橋軸直角方向の衝突荷重は 2,768kip = 12,312kN，橋軸方向は半分の 6,156ｋN となる。 

PB= 1,349 + 110aB 

ここに， PB ： バージによる衝撃力(kip) 

 aB ： 船首の損傷長さ(ft) 

aB= 10.2[(1+KE/5,672)0.5-1] 

ここに， KE ： 船舶の衝突エネルギー(kip-ft) 

KE=CH・W・V2 / 29.2    

ここに， CH ： 流体力学上の質量係数 

 W ： 船舶の排水量(tonne) 

 V ： 船舶の衝突速度(ft/s) 

主な係数の計算結果および計算条件を以下に示す。 

PB 

(kip) 

aB 

(ft) 

KE 

(kip-ft) 

CH 

 

W 

(tonne) 

V 

(ft/s) 

2,768 12.9 23,405.4 1.25 12,000 6.75 

 

7-5-2 氷荷重 

氷荷重は「DBN V.1.2-15:2009 Bridges and pipes. Load and Impact」より，以下に示す 2 種類の荷

重の内，小さい方が採用される。しかしながら，氷原の速度，面積が不明であるため，本調査で

は F1のみ算出する。 

F1= ψ1・Rzn・b・t 

ここに， F1 ： 氷が橋脚で壊れる時の荷重(kN) 

 ψ1 ： 橋脚の形状係数 =1.0 

 Rzn ： 氷の強度(kN/m2) =735kN/m2 

 b ： 橋脚幅(m) 

 t ： 氷が動き出す直前の氷厚(m) 

最大氷厚の 80%で 0.46m 

F2= 1.253・v・t・(ψ2・A・Rzn)0.5 

ここに， F2 ： 氷が橋脚にとどまる時の荷重(kN) 

 v ： 氷原の速度(m/s) 

 ψ２ ： 橋脚の形状係数 

 A ： 氷原の面積(m2) 
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  また，「AASHOTO’s LRFD Bridge Design Specification 2017」に準じて下式でも氷荷重を算出

し，大きい方を採用する。 

F= Ca・P・t・w 

 ここに， F ： 氷荷重(kN) 

 Ca ： ピア幅と氷厚による決まる係数 

Ca=(5・t/w+1)0.5 

 P ： 氷の強度(kN/m2) 

P=766kN/m2 

 t ： 氷厚(m) 

t=0.57m 

 w ： ピア幅(m) 

 

以下に示す計算の結果，AASHOTO に準じて算出した氷荷重を採用する。 

 

表 7-5-1. 氷荷重算出結果 

DBN V.1.2-15  AASHOTO 

b ψ1 Rzn t F1  w Ca P t F 

(m) 
 

(kN/m2) (m) (kN)  (m) 
 

(kN/m2) (m) (kN) 

1 1 735 0.46 338  1 1.96 766 0.57 856 

2 1 735 0.46 676  2 1.56 766 0.57 1,362 

3 1 735 0.46 1,014  3 1.40 766 0.57 1,834 

4 1 735 0.46 1,352  4 1.31 766 0.57 2,288 

5 1 735 0.46 1,691  5 1.25 766 0.57 2,729 

6 1 735 0.46 2,029  6 1.21 766 0.57 3,170 

7 1 735 0.46 2,367  7 1.19 766 0.57 3,637 

8 1 735 0.46 2,705  8 1.16 766 0.57 4,052 

9 1 735 0.46 3,043  9 1.15 766 0.57 4,519 

10 1 735 0.46 3,381  10 1.13 766 0.57 4,934 

 

なお，氷厚は 1/100 年確率の氷厚とし，以下に示すようにミコライウ水文・気象観測所の観測

データ（年最大値）を統計解析して算出した結果，57cm である。 

 

表 7-5-2. 確率年別氷厚 

確率年 2 3 5 10 20 30 50 80 100 150 200 400 

氷厚(cm) 21 25 30 37 43 46 51 55 57 60 63 69 

SLSC (99%)：0.020 , 確率分布モデル：Gumbel 
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7-5-3 地震荷重 

「DBN V.1.2-15：2009，DBN V.1.1-12：2006，DBN V.2.3-22：2009」より，対象地域は MSK 震

度階級 6 に該当し，橋梁設計上地震荷重を省略できる範囲である。しかし，AASHOTO 規定では，

最低限の地震荷重として設計水平震度（Kh=0.1）が規定されているため，小規模構造物について

は，これに準じてレベルⅠ地震動照査を行う。一方，斜張橋等の長周期の構造物は，Kh=0.1 にお

いても過大設計となるため，「DBN V.1.1-12：2006」より MSK 震度階級 7 の応答スペクトル（下

図）を用いて，レベルⅠ地震動照査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2011F/S 

図 7-5-1. MSK7 の加速度応答スペクトル 

 

7-5-4 活荷重 

橋の設計活荷重は，日本の援助による橋梁としての長期安全性を確保するため基本的には道路

橋示方書・同解説 Ⅰ共通編（2017 年 11 月）に従い，B 活荷重を適用するものとする。下図に

示すように，本荷重はウクライナ基準の基本となる Russian AK11 より十分大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          出典：カンボジアにおける橋梁の設計荷重と実荷重の実態把握に関

する研究カンボジアにおける橋梁，土木学会年次学術講演会 

図 7-5-2. 発生曲げモーメントの比較 
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7-5-5 風荷重 

 アプローチ橋梁 

「DBN.V.1.2-2：2006 System Reliability and Safety of Construction Projects」に基づき，以下の限

界状態を考慮する。 

荷重強度：Wm＝γf × Ｗ0 ×Ｃ 

 限界許容値 ＝1.15×51.0×（1.65×2.25×1.2）=261 kgf／m2 

 使 用 値 ＝0.50×51.0×（1.65×2.25×1.2）=114 kgf／m2 

ここに， 

 γf：それぞれ限界許容値と使用値の係数 1.15，0.5 を考慮する。 

 Ｗ0：風速（再現期間 50 年），ミコライフは地域 3 で，V=29m/s，P＝500Pa 

 Ｃ：摩擦係数と高さの補正係数 

 

図 7-5-3. 風速の地域図 

 

 主橋梁 

動的安定性について検討するものとし，日本国内の大型橋梁の設計実績をもとに編集された「道

路橋耐風設計便覧（(社)日本道路協会, 平成 19 年 12 月）」に準拠して設計基準風速を 40m/s と

する。 

 

7-5-6 温度荷重 

1876 年から 2017 年までの周辺の最高及び最低気温は，それぞれ+40.1℃と-29.7℃である。 

したがって，北海道における最高及び最低気温の+37.8℃，-41.0℃と概ね同じと考え，道路橋示

方書における寒冷地の温度変化の範囲である-30℃から+50℃（鋼構造物）を採用する。なお，プラ

ス側は幾分高めの設定となっているが，これは直射日光の影響を考慮したものである。 
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7-6 ルート 2 橋梁基本計画 

これまでに設定した各種条件をもとに，南ブグ川渡河部橋梁の配置計画を行う。配置要領は以

下の通りである。 

(1)左岸側橋台は，現在の川幅を縮小させないよう右岸側河川流下断面の端部に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-6-1. 左岸側橋台の配置 

 

(2)主橋梁（斜張橋）は 7-3-5 で設定した航路中心と，7-3-4 で設定した航路幅が確保できる最小

中央径間長（420m）を必要最低限の支間長として配置計画を行う。左岸側主塔位置について

は航路中心より，420/2m の位置とする。左岸側端部橋脚の位置については，斜張橋の側径間

長が張り出し架設のバランスを保つ必要性から，中央径間側の張り出し架設長と同様な長さ

とするのが一般的であり，ここでは中央径間の必要最小限の支間長（420m）の 1/2 である 210m

の位置とした。右岸側端部支点（橋台）は，地滑り地帯への下部構造の配置を避けるため航

路中心より 510m の位置とし，右岸側主塔位置はこの 510m の 1/2 の位置に配置することとし

た。これにより斜張橋中央径間長は，210m+255m＝465m，右岸側側径間長は 255m となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-6-2. 主橋梁の配置 

 

(3)左岸側橋台と主橋梁（斜張橋）の左岸側端部までの間（左岸側アプローチ橋）は，経済性，

走行性への配慮からできる限り連続桁構造とする。経済性に優れる高面圧固定支承を用いた

場合の連続する桁長の限界である 400m 程度を基本に，この間を 3 連の連続桁構造にする。

橋脚高さが高くなるとともに連続できる桁長が長くなるため，低い方から，335m，395m，455m

の連続桁長となるように配置する。各連続桁の支間配置については，7-7-2 3）(3)で設定した

最適支間長の 60m を基本とする。連続桁の端部の支間長については，断面力の集中による経

河川堤防 河川流下断⾯コントロール 

H.W.L BS+1.4m 
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済性の悪化を回避するために，中間部支間長と端部支間長の最も合理的な比率とされる

1.25:1.00 より，端部支間長を 47.5m として経済性向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-6-3. 左岸側アプローチ橋の配置 
 

7-7 ルート 2 橋梁形式の検討 

7-7-1 対象橋梁一覧 

 本検討の対象橋梁は大きく分けて，南ブグ川を渡河する橋梁と，インターチェンジ部等道路付

属物としての短支間橋梁に分類することができる。各橋梁の構造諸元は以下に示すとおりであ

る。 

表 7-7-1. 南ブグ川を渡河する橋梁の構造諸元 

 上部工 下部工 

橋  長 支間長  
橋脚， 

主塔高さ 
橋台高さ 

左岸側 

アプローチ 

1,185m= 

335m+395m+455m 

(47.5+4@60+47.5) 

+(47.5+5@60+47.5) 

+(47.5+6@60+47.5) 

橋台 ―― 9m 

橋脚 3～18m ―― 

主橋梁 930m 210m+465m+255m 

左岸側端橋脚 20m ―― 

左岸側主塔 113.5m ―― 

右岸側主塔 121.5m ―― 

右岸側端部橋台 ―― 10m 

 

表 7-7-2. インターチェンジ部等短支間橋梁の構造諸元 

 本線の測点 幅  員 橋 長 支間長 橋脚高さ 橋台高さ 

本線橋 32+0 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 50+0 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 61+0 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 90+80 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 129+15 W=37.8m 10m 10m ―― 5m 

T1506 橋 118+60 W=15.8m 130m 56m 15m 5m 

P06 橋 12+0 W=30.3m 56m 27m 6m 12m 

ランプ橋 122+80 W=21.3m 112m 27m 6m 5m 
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図 7-7-1. 本線の測点 

 

7-7-2 上部工形式選定のレビュー 

 上部工形式の選定方針 

 上部工形式は表 7-7-4 及び表 7-7-5 に示すように，必要となる支間長により適応できる型式が

概ね定められており，これらの表を参考に構造形式の検討を行う。また，各橋梁で必要となる支

間長については，地形的条件や経済性より，概ね表 7-7-1 及び表 7-7-2 となっており，大きく分

けて以下の 3 種類に分類し，それぞれ検討を行う。 

 

表 7-7-3. 橋梁の支間分類（ルート2） 

支間分類 対象橋梁 

支間分類 1（210m+465m+255m） 主橋梁 

支間分類 2（平均支間 60m 程度） 左岸側アプローチ橋梁，T1506 橋 

支間分類 3（平均支間 25m 程度） 本線橋，P06 橋，ランプ橋等の短支間橋梁 

 

  

Route2 

Route3

12+0 
32+0

50+0 

61+0

90+80

118+60

129+15
122+80
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表 7-7-4. 標準適用支間（鋼橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 
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表 7-7-5. 標準適用支間（コンクリート橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 

 

 支間分類１：主橋梁部上部工 

主橋梁上部工については，2011F/S において鋼吊り橋が選定されている。本調査では，航路限

界の見直し等に伴い，再度比較検討を行う。 

(1) 第 1 次比較検討 

本橋梁の中央支間長は 7-6 より 465m であり，実績より判断してこの支間長に適用可能な型式

は表 7-7-6 に示す 6 案となる。 

表に示す評価および判定により第 4,5,6 案を第 2 次比較検討案に選定した。 
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表 7-7-6. 主橋梁形式第 1 次選定表 

 評  価 判定 

＜鋼桁＞ 

第 1 案： 

連続（ゲルバー）トラス橋 

実績範囲内ではあるが最大級となる。 

本橋規模では経済的に不利であり，近年では特殊な条

件が無い限り採用されていない。 

× 

第 2 案： 

ニールセン橋ローゼ桁橋 

支間長 400m 以上の実績はすべて中路型式であり，ア

ーチリブが航路の一部を阻害することになる。 
△ 

第 3 案： 

ブレースドリブアーチ橋 

支間長 400m 以上の実績はすべて中路型式であり，ア

ーチリブが航路の一部を阻害することになる。 
△ 

第 4 案：鋼斜張橋 実績範囲内であり適用可 ○ 

第 5 案：鋼吊り橋 実績範囲内であり適用可 ○ 

＜PC 桁＞ 

第 6 案：PC 斜張橋 実績範囲内ではあるが世界最大級となる。 ○ 

 

(2) 第 2 次比較検討 

第 1 次比較検討で選定された各案については，近年の実績等からそれぞれの構造としての最適

化を行い，以下を第 2 次比較検討時の前提条件とする。 

表 7-7-7. 第 2 次比較検討時の前提条件（ルート 2） 

項目 
第 4 案 

鋼斜張橋 

第 5 案 

鋼吊り橋 

第 6 案 

PC 斜張橋 

主桁（補剛

桁）構造 

型式 エッジガーダー型式 フルボックス構造 
内外ストラット付き波

形ウエブ箱桁構造 

備考 経済性に優れる 
来島大橋等で採用実績

が多い 

死荷重軽減によりコス

ト縮減が可能 

床版構造 

型式 
プレキャスト PC 床版

構造 
鋼床版構造 PC 床版構造 

備考 

寒冷地であることから

耐久性の高いコンクリ

ート構造とする 

来島大橋等で採用実績

が多い。（本橋規模で

コンクリート床版の実

績は無い） 

N/A 

耐風安定性 
型式 

フェアリングと FRP

パネルによる桁下面の

遮蔽板 

フルボックス構造とフ

ェアリング 

剛性の高い箱桁構造と

コンクリート 

備考 N/A N/A 減衰常数の上昇を図る 

 

以上 3 案の比較検討の結果は表 7-7-8，表 7-7-9 に示すとおりであり，構造性，技術移転，施工

性，維持管理性，経済性すべての面で優れる，第 4 案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型

式）を採用する。 
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表 7-7-8. 主橋梁部 橋梁形式比較表（1/2） 

第 4 案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構 造 性 
・高耐久性コンクリート床版の採用により冬期の路面凍結が第 5 案より緩和され，スリップ事故対策として有効となる。 
・上部工の耐風安定性については，桁下面への FRP パネルの設置により，過去の風洞実験結果より十分解決できると考えられる。 
・右岸側は地すべり地帯ではあるが側径間長が長いことから，河岸近くの斜面勾配が急な箇所への橋脚設置は回避できており，第 5 案と比べて地すべりの影響は小さい。 

◎ 

技術移転 ・近年，第 5 案に代わり適用範囲を増加させている型式であり，また鉄鋼業の盛んな国であることより，技術移転の可能性は高い。 ◎ 

施 工 性 ・上部工の鋼桁架設は，トラベラークレーンによる単材張出し架設であり，架設中の航路確保は問題とならない。また，単純繰り返し作業となることから施工管理は容易である。 ◎ 

維持管理性 ・桁下面に塗装の不要な FRP パネルを配置しており，鋼材の露出部分が少なく再塗装費用は第 5 案より低廉である。 ◎ 

経 済 性 メイン橋梁のみ 比率 1.00 ◎ 

評価 採用 

第 5 案 鋼吊り橋（鋼床版箱桁型式） ＜2011F/S 推奨案＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構 造 性 
・実績から考えて鋼床版構造が基本となるため，冬期の路面凍結によるスリップ事故の発生が懸念される。 
・上部工の耐風安定性については，来島大橋で実績のある箱桁構造であり問題無い。 
・右岸側の地すべり地帯にアンカレッジおよび橋脚を設置する必要があるため，第 4,6 案に比べて地すべりの影響が大きい。 

△ 

技術移転 ・非常に大型の橋梁に適用される型式であり，再利用の可能性が少なく，技術移転の可能性は少ない。 △ 

施 工 性 
・上部工の鋼桁架設は，中ブロックの直下吊り架設となり，桁下航路の規制が必要となる。また，ブロック積み出し設備等施工箇所が分散するため施工管理が煩雑となる。 
・右岸側地すべり地帯におけるアンカレッジの建設は極めて危険である。 

△ 

維持管理性 ・鋼桁は，箱桁下面等の外面塗装が多く再塗装費用は他案よりも高価となる。 △ 

経 済 性 メイン橋梁のみ 比率 1.45 △ 

評価  
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表 7-7-9. 主橋梁部 橋梁形式比較表（2/2） 

第 6 案 PC 斜張橋（ストラット付き波形ウエブ箱桁型式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構 造 性 
・コンクリート床版の採用により冬期の路面凍結が第 5 案より緩和され，スリップ事故対策として有効となる。 
・上部工の耐風安定性は，コンクリート橋であり問題無い。 
・右岸側は地すべり地帯ではあるが側径間長が長いことから，河岸近くの斜面勾配が急な箇所への橋脚設置は回避できており，第 5 案と比べて地すべりの影響は小さい。 

◎ 

技術移転 ・近年適用範囲を増加させている型式であるが，PC 橋梁の技術の成熟度の低い国であり，第 4 案と比べ技術移転の可能性は低い。 ○ 

施 工 性 
・上部工工事の技術的難易度が高い。 
・年間 7 ヶ月までが，最低気温 0 度を下回る寒冷な気候であり，全面カバーによる寒中コンクリート対策が必要となる期間が長く，施工は現実的でない。 

△ 

維持管理性 ・鋼材の露出部分が少なく，再塗装費用は，第 5 案より低廉である。 ◎ 

経 済 性 メイン橋梁のみ 比率 1.07 ○ 

評価  
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 支間分類 2：左岸側アプローチ橋梁及び T1506-OV 橋上部工 

(1) 上部工基本構造の検討 

左岸側アプローチ橋梁については，2011F/S 同様の施工条件であり，2011F/S を基本として検討

を行うこととする。2011F/S での最適支間長は 50m であり，上部工形式としては鋼少数鈑桁形式，

鋼細幅箱桁形式，PC 合成桁形式（コンポ形式），PC 箱桁形式が比較検討され，鋼少数鈑桁形式が

選定されている。鋼少数鈑桁形式は，首都圏連絡自動車道や新東名高速道路等で数多く使用され

た形式で，その経済性が証明されており，本調査でも鋼少数鈑桁形式を基本構造とする。 

なお，支間長 56m の T1506 橋の上部工形式については，支間配置が左岸側アプローチ橋とほぼ

同一であるため，構造の統一による技術者や施工機材の統一，経済性や品質向上のメリットを考

慮し，左岸側アプローチ橋と同じ型式を採用する。 

 

(2) 床版構造の比較検討 

鋼 2 主板桁型式には，床版構造に場所打ち PC 床版，プレキャスト PC 床版，鋼・コンクリー

ト合成床版の 3 種類があるため，比較検討を行う。 

比較検討の結果は表 7-7-11 に示すとおりであり，構造性，施工性，経済性ともに優れる第 2 案 

プレキャスト PC 床版を選定する。 

 

(3) 最適支間長の検討 

橋梁計画では，下部工コストが地形や地盤状態に応じて大きく変化するのに対して，上部工コ

ストは比較的変化が少ないため，最も経済的となる支間長を検討しておく必要がある。前述した

ように 2011F/S では最適支間長として 50m が選定されているが，近年では高強度の SBHS500 鋼

材や厚板の添接を可能とする S14T 高力ボルト等を使用することで，長支間化による経済性向上

が可能となっているため，再検討を行う。 

検討を行う桁長は，支承構造に経済的な固定支承が適用出来る範囲として 300m とし，この間

を等分割する。 

検討の結果は表 7-7-10 に示すとおりであり，最適支間長は 60m とする。 

 

表 7-7-10. 最適支間長の検討 

 
第 1 案 平均支間 50m 

（6@50=300m） 

第 2 案 平均支間 60m 

（5@60=300m） 

第 3 案 平均支間 75m 

（4@75=300） 

上部工コスト 
鋼桁  0.30 

床版  0.14 

鋼桁  0.36 

床版  0.14 

鋼桁  0.46 

床版  0.14 

下部工コスト 
下部工 0.40 

桟台  0.18 

下部工 0.34 

桟台  0.16 

下部工 0.30 

桟台  0.13 

合  計 1.02 1.00 1.03 

評  価  採用  

  



7-33 
 

表 7-7-11. 鋼 2 主板桁構造における床版構造の比較検討 

 第 1 案 場所打ち PC 床版 第 2 案 プレキャスト PC 床版 第 3 案 鋼・コンクリート合成床版 

概要

図 

 

 

 

構造

特性 

 全てが現場作業となり，品質確保が難しいことから，日本国内でも

採用が限定されており，海外での使用はリスクが高い。 

 

 

 

 

（△） 

 ほとんどが現場付近に設ける簡易工場で製作されることや，単純繰

り返し作業による技術習得が早いことより，品質確保が容易でかつ

構造的信頼性が高い。 

 継ぎ手構造は日本で開発されたあご付きのループ継ぎ手が採用され

ており，疲労載荷試験も実施された構造であり，構造的弱点とはな

らない。 

（◎） 

 コンクリート以外の部材が工場製作であり品質確保は容易である。 

 実績も多く構造的に問題は無いとされるが，床版下面の鋼板上に水

が溜まることによる劣化損傷の可能性が指摘されている。 

 

 

 

（○） 

施工

性 

 すべてが現場での高所作業となるため，安全管理が難しい。 

 寒冷な気候条件に対して，施工期間が長いことや，寒中コンクリー

ト対策が難しいことから，施工性に劣る。 

 

 

（△） 

 室内製作が可能で，冬期中の製作も可能である。また，単純繰り返

し作業であることから安全管理，品質管理は容易である。 

 あご付きループ継ぎ手の採用により，床版下面からの作業が省略で

きるため現場での施工性に優れる。 

 

（◎） 

 鋼材部分の製作は設備の整った工場内となるため，品質管理は容易

である。 

 底鋼板の存在により床版下からの作業が省略できるため，現場での

施工性に優れる。 

 製作工場から現場までの輸送が必要となる。 

（○） 

経済

性 

 

1.07 

（○） 

 

1.00 

（◎） 

 

1.80 

（△） 

評 

価 
 採用  
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 支間分類 3: 本線橋，P06 橋，ランプ橋等の短支間橋梁 

 本線橋，P06 橋，ランプ橋等の短支間橋梁は，25m 前後の支間長が数多く存在するため，PC プ

レキャスト桁の採用等により経済性，施工性の向上を図ることとする。 

支間長以外の選定条件として，測点 12+0 の P06 橋や測点 122+80 のランプ橋が多径間連続橋で

あり，伸縮継ぎ手の減少による維持管理コスト縮減を考え，連続構造または連結構造とすること

が可能な型式を採用する。 

また，支保工架設桁については，品質確保が難しいことやプレキャスト桁と比べ施工性，経済

性に劣ることから，近年施工実績が減少しているため対象外とする。 

したがって，比較型式は以下の 3 型式となる。 

 第 1 案 PC プレキャスト プレテンション連結（単純）T 桁 

 第 2 案 PC プレキャスト プレテンション連結（単純）スラブ桁 

 第 3 案 PC プレキャスト ポストテンション連結（単純）T 桁 

 検討の結果は表 7-7-12 に示すとおりであり経済性，技術移転，施工性，維持管理，経済性全て

の面で優れる第 2 案 PC プレキャスト プレテンション連結（単純）スラブ桁を採用する。 
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表 7-7-12. 支間長 25m 前後橋梁の橋梁形式の比較検討 

 

第 1 案  

PC プレキャスト  

プレテンション連結（単純）T 桁 

第 2 案 

PC プレキャスト 

プレテンション連結（単純）スラブ桁 

第 3 案  

PC プレキャスト 

ポストテンション連結（単純）T 桁 

概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造性 

 多くの部分が簡易工場での単純繰り返し作業で製造されるため，

高品質な桁の製作が可能。 

 架橋位置での施工部分，特に床版間詰コンクリート部は構造的欠

陥となり易い。 

（○） 

 多くの部分が簡易工場での単純繰り返し作業で製造されるため，

高品質な桁の製作が可能。 

 架橋位置での施工部分がほとんど無く，構造的欠陥が発生し難

い。 

（◎） 

 現場付近での桁製作となるため，桁の品質確保は第 1 案および

第 2 案と比較して難しい。 

 架橋位置での施工部分，特に床版間詰コンクリート部や PC 鋼材

緊張後のシース管内へのグラウト充填は構造的欠陥となり易

い。 

（△） 

技術移転 

 JIS 相当品として設計・施工する計画ではあるが，古くからある

技術・構造であり，技術移転の可能性は低い。 

 

（○） 

 JIS 相当品として設計・施工するのと同時に，架橋位置での作業

を極限まで省略した独特の構造は，小規模橋梁の有力な構造形式

として技術移転の可能性が高い。 

（◎） 

 古くからある技術・構造であり，技術移転の可能性は低い。 

 

 

（△） 

施工性 

 プレキャスト桁を 1 箇所の簡易工場で製作し，各所に搬送・架設

することができるため，効率的な施工が可能となる。 

 架橋位置において横桁や床版間詰コンクリート等，桁下からの作

業が必要であり，全面足場等を用いた高所作業が多く施工性や安

全性の面で第 2 案と比較して劣る。 

（○） 

 プレキャスト桁を 1 箇所の簡易工場で製作し，各所に搬送，架設

することができるため，効率的な施工が可能。 

 架橋位置において桁下からの作業が無く，桁架設時にセットする

橋側足場のみですべての作業が実施でき，高所作業が少なく施工

性や安全性の面で最も優れる。 

（◎） 

 プレキャスト桁を現場付近で製作・架設するため，各架橋位置付

近に製作ヤードが必要となり，他案と比較して仮設設備が大掛

かりとなる。 

 架橋位置において横桁や床版間詰コンクリート等，桁下からの

作業が必要であり，全面足場等を用いた高所作業が多く施工性

や安全性の面で第 2 案と比較して劣る。 

（△） 

維持管理性 
 各案ともコンクリート桁であり，他案との差は少ない。 

(○) 

 各案ともコンクリート桁であり，他案との差は少ない。 

(○) 

 各案ともコンクリート桁であり，他案との差は少ない。 

(○) 

経済性 

 

1.0 

（○） 

 

1.0 

（○） 

 

1.3 

（△） 

評価  採用  
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7-7-3 下部工躯体型式選定のレビュー 

 下部工躯体型式の選定方針 

(1) 主塔躯体型式 

主塔躯体型式については，大きく分けて鋼製主塔と RC 主塔があるが，経済性に優れ，近年建

設される多くの斜張橋が採用している RC 主塔を採用する。 

 

(2) 橋脚躯体型式 

一般的な RC 構造の橋脚躯体型式は，表 7-7-14 に示すように必要となる構造高さにより適応で

きる型式が概ね定められているため，同表を参考に構造形式の検討を行う。また，橋脚高さにつ

いては，地形や道路線形，建築限界等の影響により各橋梁で必要となる高さが異なるが，大きく

分けて表 7-7-13 に示す 3 種類に分類し，それぞれ検討を行う。 

橋脚分類 3 の左岸側アプローチ橋梁および T1506 橋については，前者は水上施工によるコスト

増加の回避，後者は施工手順の関係で PC ウェル（単列パイルベント方式）の橋脚躯体構造を比

較対象に挙げているため，表 7-7-14 とは別に検討を行う。 

 

表 7-7-13. 橋梁の橋脚分類（ルート2） 

橋脚分類 対象橋梁 

橋脚分類 1（RC 橋脚高さ 6m 程度） ランプ橋橋脚，P06 橋橋脚 

橋脚分類 2（RC 橋脚高さ 20m 程度） 左岸側主橋梁端部橋脚 

橋脚分類 3（PC ウェルを用いた橋脚躯体） 左岸側アプローチ橋橋脚，T1506 橋橋脚 

 

表 7-7-14. 一般的な RC 橋脚型式と高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 

 

 

ランプ橋，P06 橋 左岸側主橋梁端部 
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 橋脚分類 1：ランプ橋橋脚，P06 橋橋脚 

ランプ橋橋脚，P06 橋橋脚については，橋脚高さが 6m 程度と低く，表 7-7-14 を参考にすると，

1. 柱式橋脚と 4. 矩形橋脚が選定される。しかしながら，橋梁幅員が 25.5m と広く 1. 柱式橋脚は

梁の建設が不可能であるため，4. 小判型橋脚（矩形橋脚）を選定する。なお，対象橋脚の位置は

河川外であり小判形橋脚を採用する必要がないため，施工の容易な矩形橋脚とする。 

 

 橋脚分類 2：左岸側主橋梁端部橋脚躯体型式の検討 

左岸側主橋梁端部，T1506 橋橋脚については，橋脚高さが 20m にも達するため，水上部での施

工ではあるものの，左岸側アプローチ橋梁の橋脚で採用された PC ウェルによる単列パイルベン

ト橋脚構造が採用できない。したがって，一般的な RC 構造の橋脚躯体より適切な構造を選定す

る。 

橋脚高さが 20m となるため，表 7-7-14 より 4.小判形橋脚を選定する。 

 

 橋脚分類 3：左岸側アプローチ橋，T1506 橋橋脚躯体型式の検討 

左岸側アプローチ橋橋脚については，水上施工であるとともに極めて軟弱な地盤上での施工と

なるため，締め切り工を省略することがコスト縮減上重要となる。締め切り工を省略するための

パイルベント構造には，大きく分けて多列と単列の 2 種類があり，橋脚躯体構造もこの型式の違

いにより異なってくる。このため，左岸側アプローチ橋の橋脚躯体構造の選定は，基礎構造と合

わせ次項において検討する。 

T1506 橋橋脚については，T1506 道路を供用した状態で，本線道路建設のための切土を約 15m

の深さまで行う必要がある。このため，通常の橋脚躯体構造では，大規模な掘削施工を行った上

で，躯体を建設する必要があり，経済性，施工性，切り回し道路の配置等に大きな課題を残すこ

とになる。一方，PC ウェルを用いた多列パイルベント橋脚構造は，PC ウェル自体が橋脚躯体を

兼ねるため，大規模な掘削施工を伴わずに橋脚を建設でき，前記課題の多くを解決できる。した

がって，本橋脚躯体構造には，PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式）を採用する。 

 

(3) 橋台躯体型式 

一般的な RC 構造の橋台躯体型式は，表 7-7-15 に示すように必要となる構造高さにより適応で

きる型式が概ね定められているため，同表を参考に構造形式の検討を行う。橋台高さについて

は，5.5m から 12m 程度にばらついているが，この間の最適形式はすべて逆 T 式橋台となってい

るため，橋台形式は全て逆 T 式橋台とする。 
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表 7-7-15. 一般的な橋台形式と高さの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 

 

7-7-4 基礎工形式選定のレビュー 

 基礎工形式の選定方針 

基礎工形式は施工条件や地盤条件，上部構造の構造規模をもとに選定される。また，構造の統

一による技術者や施工機材の統一，経済性や品質向上のメリットを考えると，むやみに型式を増

やすことは得策ではないため，本調査では以下の 3 種類に分類し，それぞれ検討を行う。 

 

表 7-7-16. 橋梁の基礎工分類（ルート 2） 

基礎工分類 対象基礎工 

基礎工分類 1（主橋梁からの大規模な上部工反

力を受ける基礎工） 

主橋梁主塔，主橋梁端部橋脚 

基礎工分類 2（軟弱地盤上での水上施工や，特

殊な施工条件を持つ基礎工） 

左岸側アプローチ橋梁橋脚，T1506 橋橋脚 

基礎工分類 3（特殊な施工条件を持たない陸上

施工の基礎工） 

本線橋の橋台，P06 橋橋台・橋脚，ランプ橋の

橋台・橋脚，左岸側アプローチ橋の橋台 

 

 基礎工分類 1：主橋梁基礎工の形式の検討 

主橋梁基礎工については，上部工反力の規模が大きいことや，地盤条件が各基礎工で大きく異

なることから，各基礎工それぞれ追加実施されたボーリング調査結果や上部工の反力規模の変化

等をもとに再検討を行う。 

(1) 左岸側主塔基礎工 

左岸側主塔基礎工は，水深約 4m の河川内での施工であるとともに表層から中間層にかけて軟

弱な地盤が続き，水面下約 35m 付近に軟岩層からなる支持層となる地盤条件である。 
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2011F/S では，ほぼ同様の施工条件において，場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式），オ

ープンケーソン基礎工（立ち上がり方式），鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式）の比較検討が行わ

れており，鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式）が選定されている。 

2011F/S で不採用となっているように，オープンケーソン基礎工（立ち上がり方式）は経済性に

劣るため，本調査では比較案として検討しない。鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式）は締め切り

工が不要な構造であり，有力な案であるため，本調査でも比較案として検討する。ただし，同方

式は井筒外周部の鋼管矢板が直接水に接してしまうため，この防錆対策が課題となる。場所打ち

杭基礎工（多列パイルベント方式）は 2011F/S で不採用となっているものの，締め切り工が不要

な構造であることに加え基本的にコンクリート構造であることから防錆面での課題が少ないため，

本調査では比較案として再検討する。また，これら 2 案にはフーチング重量による基礎工への反

力負担が大きいという課題があるため，フーチングを水中に設置することにより反力負担の減少

が可能となる鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）を新たな案として検討に加える。同方式は，

鋼管矢板を締め切り工として利用することができるため，本基礎工のような軟弱地盤においても

掘削施工が可能である。 

上記より，以下の 3 案について比較検討を行う。 

 第 1 案 鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式） 

 第 2 案 場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式） 

 第 3 案 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式） 

比較検討の結果は，表 7-7-17 に示すとおりであり，経済性においては各案の大きな差はないた

め，構造性，河川への影響，景観性において優れる第 3 案 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方

式）を採用する。 

 

(2) 右岸側主塔基礎工 

右岸側主塔基礎工は陸上部に設置される。地層状態としては，表層から 10m 程度軟弱層が続き，

この後軟岩層からなる支持層が出現する。 

基礎工としては支持層が比較的浅い位置に得られることより，第 1 案 直接基礎工が有力であ

るが，地滑り地帯に位置することから基礎工施工時の大規模な掘削施工が地滑りを誘発してしま

う可能性がある。このため，大規模掘削を伴わないようにフーチングを地上に突出させ，フーチ

ング下に場所打ち杭を施工して支持力を確保する案である第 2 案 場所打ち杭（フーチング突出

タイプ）との比較検討を行うこととした。なお，2011F/S で選定された鋼管矢板基礎工（立ち上が

り方式）は，陸上施工の場合，直接基礎工や場所打ち杭より経済性や施工性の面で不利であり，

適切な型式ではないため不採用とする。 

上記より，以下の 2 案について比較検討を行う。 

 第 1 案 直接基礎工 

 第 2 案 場所打ち杭基礎工（フーチング突出タイプ） 

 

比較検討の結果は表 7-7-18 に示すとおりであり，第 2 案 場所打ち杭基礎工（フーチング突出

タイプ）を採用する。 
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(3) 左岸側端部橋脚基礎工 

左岸側端部橋脚基礎工については，橋脚高さが 20m にも達することや主橋梁側径間からの大き

な水平反力を受けることより，近接する左岸側アプローチ橋梁で用いた PC ウェル（単列パイルベ

ント方式）による基礎構造が採用できない。 

適用可能な構造形式としては，左岸側主塔部基礎工と同様な地盤，地形条件であるため，鋼管

矢板基礎工（立ち上がり方式），場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式），鋼管矢板基礎工（仮

締め切り兼用方式）が有力となるが，機材の転用によるメリットも考慮して，左岸側主塔部基礎

工と同じ，鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）を採用する。 
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表 7-7-17. 左岸側主塔基礎工の比較検討 

 第 1 案 鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式） 第 2 案 場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式） 第 3 案 鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式） 

概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造性 

 地上部に突き出た外周部の鋼管は直接水に触れるため，この部分

の防錆対策が重要となるが，この対策は極めて難しく耐久性に不

安を残すこととなる。 

 

（△） 

 地上部に突き出した杭はコンクリート製であり，防錆対策の問題

は無い。 

 地震時等の水平力に対して弱い構造ではあるが，地震の少ない地

域であり大きな問題は無い。 

（◎） 

 鋼管はすべて地中部となるため，防錆上の問題は無い。 

 

 

 

（◎） 

河川への影響 
 河積の阻害が大きく洗掘等河川への影響が懸念される。 

（△） 

 河積の阻害が大きく洗掘等河川への影響が懸念される。 

（△） 

 河積の阻害が少なく河川への影響は少ない。 

（◎） 

施工性 

 河川内掘削が無いことから施工性は良好であるが，外周部の鋼管

の防錆対策のために締め切り工や，水上部でのフーチングコンク

リート打設のための支保工設備設置作業が煩雑であり，総合的に

他案との優劣は無い。 

（○） 

 河川内掘削が無い事から施工性は良好であるが，水上での大口径

場所打ち杭の打設作業や，水上部でのフーチングコンクリート打

設のための支保工設備設置作業が煩雑であり，総合的に他案との

優劣は無い。 

（○） 

 河川内掘削が必要となるが実績も多く，施工要領等も確立され

た施工であり，総合的に他案との優劣は無い。 

 

 

（○） 

景観性 

 水上に巨大なフーチングが突き出るため，景観性に劣る。 

 

（△） 

 水上に巨大なフーチングが突き出るため，景観性に劣る。 

 

（△） 

 水上に露出する部分は橋脚躯体部分のみであるため，景観性は

良好である。 

（◎） 

経済性 

 

1.05 

（○） 

 

1.00 

（◎） 

 

1.01 

（◎） 

評 価   採用 
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表 7-7-18. 右岸側主塔基礎工の比較検討 

 第 1 案 直接基礎工 第 2 案 場所打ち杭基礎工（フーチング突出タイプ） 

概要図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

構造性 

 古くから用いられている型式であり，構造上の問題は無い。 

 

（◎） 

 地震時等の水平力に対して弱い構造ではあるが，地震の少ない地域であり大きな

問題は無い。 

（◎） 

地滑りへ

の影響 

 地滑り土塊の下端部を大規模掘削するため，土塊の移動を誘発させてし

まう可能性が高い。 

（△） 

 地滑り土塊の下端部の掘削を極力減少させた構造であり，第 1 案より優れてい

る。 

（◎） 

施工性 

 掘削施工は 10m 以上の大深度掘削が必要であり，オープン掘削が不可能

となることから，第 2 案より施工性に劣る。 

 基礎工本体はフーチングのみであり第 2 案より施工性に優れている。 

 

（○） 

 掘削施工は深度が浅く，部分的にオープン掘削が可能である等，第 1 案より施工

性に優れる。 

 場所打ち杭の施工が必要であるが実績の多い工法であり，施工性を大きく損なう

ものではない。 

（○） 

景観性 

 地上に露出する部分は橋脚躯体部分のみであるため景観性は良好であ

る。 

（◎） 

 地上に巨大なフーチングが突き出るため，景観性に劣る。 

 

（○） 

経済性 

 

1.12 

（◎） 

 

1.00 

（○） 

評 価  採用 
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 基礎工分類２：左岸側アプローチ橋梁橋脚，T1506-OV 橋橋脚 

(1) 左岸側アプローチ橋梁橋脚躯体・基礎工型式 

 左岸側アプローチ橋梁橋脚については，水上施工となることから，以下に示すような多列パイ

ルベント方式と単列パイルベント方式の 2 種類が有力な形式と考えられる。この中で，単列パイ

ルベント方式は，橋脚躯体と基礎工の明確な区分がないため，ここでは橋脚躯体と基礎工の一体

で検討を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

多列パイルベント方式 単列パイルベント方式 

図 7-7-2. パイルベント方式橋脚のバリエーション 

 

2011F/S では，アプローチ橋梁下部工形式として，場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式），

鋼管杭基礎工（多列パイルベント方式），鋼管矢板基礎工（立ち上がり方式）が比較検討されてお

り，荷重規模（経済支間長：30～60m の桁橋），施工条件（施工箇所の水深：約 1～3m，寒中施工

他），地盤条件（支持層深度：河床から約 35m）から鋼管杭基礎工（多列パイルベント方式）が選

定されている。 

選定された鋼管杭基礎工（多列パイルベント方式）は，ほとんどの工事が水上施工となり，施

工性が良く経済的にも優れているが，鋼管の防錆対策が難しく耐久性に不安があり，日本国内で

は橋梁下部工として近年採用事例がない。このため，本構造形式を比較検討案とするものの，他

の構造形式の採用についても再検討する。 

 他の方式としては，2011F/S では経済性に劣るため不採用となったものの，防錆上の課題のない

場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式）を比較案として再検討する。また，防錆上の課題が

無く剛性の高い杭構造である単列パイルベント方式が採用可能であり，河川への影響軽減や景観

性に優れる PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式）を新たな検討案として加える。 

上記より，以下の 3 案について比較検討を行う。 

 第 1 案 鋼管杭基礎工（多列パイルベント方式） 

 第 2 案 場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式） 

 第 3 案 PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式） 

比較検討の結果は表 7-7-19 に示すとおりであり構造性，河川への影響，景観性，経済性等ほと

んどの面で他案より優れる第 3 案 PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式）を採用する。 
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(2) T1506 橋橋脚基礎工 

T1506 橋橋脚の躯体構造検討でも述べたように，橋脚は特殊な施工条件下にあり，PC ウェル

基礎工（単列パイルベント方式）を採用する。 

 

 基礎工分類 3：本線橋の橋台，P06 橋橋台・橋脚，ランプ橋の橋台・橋脚，左岸側アプロー

チ橋の橋台，右岸側主橋梁端部橋台基礎工形式の検討 

対象となる基礎工は，陸上からの施工が可能であるため一般的な杭基礎工が経済的となる。杭

基礎工の型式は大きく分けて，場所打ち杭，鋼管杭，PHC 杭があるが，鋼管杭と PHC 杭は製作

工場からの輸送が必要であり，海外工事では特殊な条件でない限り経済的に不利となり，採用事

例もほとんど無い。このため，本基礎工として場所打ち杭を採用する。 
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表 7-7-19. アプローチ橋梁基礎工の比較検討 

 第 1 案 鋼管杭基礎工（多列パイルベント方式） 第 2 案 場所打ち杭基礎工（多列パイルベント方式） 第 3 案 PC ウェル基礎工（単列パイルベント方式） 

概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造性 

 水面上まで突出した鋼管の水面付近は水分供給と酸素供給が高

く，激しい腐食を受ける可能性がある。ライニング鋼管等も開発

されているが，外傷からの腐食の進行が懸念されており万全では

なく，基礎工の耐久性に不安を残すこととなる。 

（△） 

 水面上まで突出した場所打ち杭は，コンクリート製であるととも

にコンクリート打設用に使用される仮設鋼管が外周部に残存す

るため防錆対策上の問題は無い。 

 

（◎） 

 近隣の製作ヤードで製作された品質の高いコンクリート製の杭

であり，防錆対策上の問題は無い 

 

 

（◎） 

河川への影響 
 河積の阻害が大きく洗掘等河川への影響が懸念される。 

（△） 

 河積の阻害が大きく洗掘等河川への影響が懸念される。 

（△） 

 河積の阻害が少なく，河川への影響は少ない。 

（◎） 

施工性 

 鋼管杭の打設作業は，フライングハンマー等を用いて効率的に実

施可能であり，施工性は良好である。 

 水上部でのフーチングコンクリート打設は，コンクリート重量が

大きいことから，支保工設備設置作業が煩雑となり，施工性は劣

る。 

 

（○） 

 場所打ち杭打設作業は，杭上部の全面覆工が必要であり，仮設備

が大掛かりとなり施工性に劣る。 

 水上部でのフーチングコンクリート打設は，コンクリート重量が

大きいことから，支保工設備設置作業が煩雑となり施工性は劣

る。 

 

（△） 

 PC ウェルの沈設作業は，比較的多種類の工種が組み合わされて

おり，段取り替えが多く機械掘削を基本とする他案よりも施工

性は劣る。 

 フーチングや橋脚躯体が省略された構造であり，PC ウェルを積

み上げることにより橋脚躯体に匹敵する構造を完成させること

ができるため，この部分における施工性は良好である。 

（○） 

景観性 
 水上に巨大なフーチングが突き出るため，景観性に劣る。 

（△） 

 水上に巨大なフーチングが突き出るため，景観性に劣る。 

（△） 

 水上に露出する部分がスリムであり，景観性は良好である。 

（◎） 

経済性 

 

1.12 

（○） 

 

1.12 

（△） 

 

1.00 

（◎） 

評 価   採用 
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7-8 ルート 3 橋梁基本計画 

これまでに設定した各種条件をもとに，南ブグ川渡河部橋梁の配置計画を行う。配置要領は以

下の通りである。 

(1)左岸側橋台は，現在の川幅を縮小させないよう右岸側河川流下断面の端部に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-8-1. 左岸側橋台の配置 

 

(2)主橋梁（斜張橋）は 7-3-5 で設定した航路中心と中央径間中央の位置を合わせるとともに，7-

3-4 で設定した航路幅が確保できる中央径間長（420m）の斜張橋として設定する。斜張橋の

側径間長については，張り出し架設を行うことから一般に中央径間長の 1/2 程度に設定され

ており 210m とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-8-2. 主橋梁の配置 

 

(3)左岸側橋台と主橋梁（斜張橋）の左岸側端部までの間（左岸側アプローチ橋）は，経済性，

走行性への配慮からできる限り連続桁構造とする。経済性に優れる高面圧固定支承を用いた

場合の連続する桁長の限界である 400m 程度を基本に，この間を 3 連の連続桁構造にする。

橋脚高さが高くなるとともに連続できる桁長が長くなるため，低い方から 275m，335m，335m, 

395m の連続桁長となるように配置する。各連続桁の支間配置については，7-9-2 3）(3)で設定

した最適支間長の 60m を基本とする。連続桁の端部の支間長については，断面力の集中によ

る経済性の悪化を回避するために，中間部支間長と端部支間長の最も合理的な比率とされる

1.25:1.00 より，端部支間長を 47.5m として経済性向上を図る。 

  

河川堤防 河川流下断⾯コントロール 

H.W.L  BS+1.5m 
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図 7-8-3. 左岸側アプローチ橋の配置 

 

(4)右岸側橋台は，斜張橋の右岸側端部が想定される地すべりラインの外側となるため，この位

置に橋台を配置する。 

 

7-9 ルート 3 橋梁形式の検討 

7-9-1 対象橋梁一覧 

 本検討の対象橋梁は大きく分けて南ブグ川を渡河する橋梁と，インターチェンジ部等道路付属

物としての短支間橋梁に分類することができる。各橋梁の構造諸元は以下に示すとおりである。 

 

表 7-9-1. 南ブグ川を渡河する橋梁の構造諸元 
 上部工 下部工 

橋  長 支間長  
橋脚， 
主塔高さ 

橋台高さ 

左岸側 
アプローチ 

1340m=275m 
+335m+335m+395m 

(47.5+3@60+47.5) 
+(47.5+4@60+47.5)  
+(47.5+4@60+47.5) 
+(47.5+5@60+47.5) 

橋台 ―― 9m 

橋脚 3～18m ―― 

主橋梁 840m 210m+420m+210m 

端橋脚 20m ―― 

主塔 116.0m ―― 

主塔 117.5m ―― 

橋台 ―― 10m 

 

表 7-9-2. インターチェンジ部等短支間橋梁の構造諸元 

 本線の測点 幅  員 橋 長 支間長 橋脚高さ 橋台高さ 

本線橋 32+0 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 50+0 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 61+0 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 88+80 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 132+10 W=26.3m 25m 24m ―― 12m 

本線橋 143+90 W=26.3m 50m 24m 6m 12m 

T1506 橋 118+60 W=15.8m 130m 56m 15m 5m 

P06 橋 12+0 W=30.3m 56m 27m 6m 12m 
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図 7-9-1. 本線の測点（ルート 3） 

 

7-9-2 上部工形式選定のレビュー 

 上部工形式の選定方針 

上部工形式は表 7-9-4 及び表 7-9-5 に示すように，必要となる支間長により適応できる型式が概

ね定められており，これらの表を参考に構造形式の検討を行う。また，各橋梁で必要となる支間

長については，地形的条件や経済性より概ね表 7-9-1 及び表 7-9-2 となっており，大きく分けて以

下の 3 種類に分類し，それぞれ検討を行う。 

 

表 7-9-3. 橋梁の支間分類（ルート3） 

支間分類 対象橋梁 

支間分類 1（210m+420m+210m） 主橋梁 

支間分類 2（平均支間 60m 程度） 左岸側アプローチ橋梁，T1506 橋 

支間分類 3（平均支間 25m 程度） 本線橋，P06 橋 

  

Route2 

Route3

12+0 
32+0

50+0 

61+0

88+80

118+60

143+90 

132+10 
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表 7-9-4. 標準適用支間（鋼橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 
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表 7-9-5. 標準適用支間（コンクリート橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 

 支間分類１：主橋梁部上部工 

主橋梁上部工については，2011F/S において鋼吊り橋が選定されている。本調査では，航路限

界の見直し等に伴い，再度比較検討を行う。 

(1) 第 1 次比較検討 

本橋梁の中央支間長は，航路限界の見直し（7-3-4 参照）により，航路幅 280m，余裕幅 70m

を確保した結果，420m となる。 

一方，実績より判断し，この支間長に適用可能な型式は表 7-9-6 に示す 6 案となる。 

表に示す評価および判定により第 4,5,6 案を第 2 次比較検討案に選定した。 
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表 7-9-6. 主橋梁形式第 1 次選定表（ルート３） 

 評  価 判定 

＜鋼桁＞ 

第 1 案： 

連続（ゲルバー）トラス橋 

実績範囲内ではあるが最大級となる。 

本橋規模では経済的に不利であり，近年では特殊な条

件が無い限り採用されていない。 

× 

第 2 案： 

ニールセン橋ローゼ桁橋 

支間長 400m 以上の実績はすべて中路型式であり，ア

ーチリブが航路の一部を阻害することになる。 

△ 

第 3 案： 

ブレースドリブアーチ橋 

支間長 400m 以上の実績はすべて中路型式であり，ア

ーチリブが航路の一部を阻害することになる。 

△ 

第 4 案：斜張橋 実績範囲内であり適用可 ○ 

第 5 案：吊り橋 実績範囲内であり適用可 ○ 

＜PC 桁＞ 

第 6 案：斜張橋 実績範囲内ではあるが世界最大級となる。 ○ 

 

(2) 第 2 次比較検討 

第 1 次比較検討で選定された各案については，近年の実績等からそれぞれの構造としての最適

化を行い，以下を第 2 次比較検討時の前提条件とする。 

表 7-9-7. 第 2 次比較検討時の前提条件（ルート 3） 

項目 
第 4 案 

鋼斜張橋 

第 5 案 

鋼吊り橋 

第 6 案 

PC 斜張橋 

主桁（補剛

桁）構造 

型式 エッジガーダー型式 フルボックス構造 
内外ストラット付き波

形ウエブ箱桁構造 

備考 経済性に優れる 
来島大橋等で採用実績

が多い 

死荷重軽減によりコス

ト縮減が可能 

床版構造 

型式 
プレキャスト PC 床版

構造 
鋼床版構造 PC 床版構造 

備考 

寒冷地であることから

耐久性の高いコンクリ

ート構造とする 

来島大橋等で採用実績

が多い。（本橋規模で

コンクリート床版の実

績は無い） 

N/A 

耐風安定性 
型式 

フェアリングと FRP

パネルによる桁下面の

遮蔽板 

フルボックス構造とフ

ェアリング 

剛性の高い箱桁構造と

コンクリート 

備考 N/A N/A 減衰常数の上昇を図る 

 

以上 3 案の比較検討の結果は表 7-9-8，表 7-9-9 に示すとおりであり，構造性，技術移転，施工

性，維持管理性，経済性すべての面で優れる，第 4 案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型

式）を採用する。 



7-52 
 

表 7-9-8. 主橋梁部 橋梁形式比較表（1/2）（ルート 3） 

第４案 鋼斜張橋（PC 床版合成エッジガーダー型式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構 造 性 
・高耐久性コンクリート床版の採用により冬期の路面凍結が第 5 案より緩和され，スリップ事故対策として有効となる。 
・上部工の耐風安定性については，桁下面への FRP パネルの設置により，過去の風洞実験結果より十分解決できると考えられる。 
・右岸側は地すべり地帯ではあるが側径間長が長いことから，地すべり範囲内への橋脚，橋台設置は回避できており，基本的に地すべりの影響はない。 

◎ 

技術移転 ・近年，第 5 案に代わり適用範囲を増加させている型式であり，また鉄鋼業の盛んな国であることより，技術移転の可能性は高い。 ◎ 

施 工 性 ・上部工の鋼桁架設は，トラベラークレーンによる単材張出し架設であり，架設中の航路確保は問題とならない。また，単純繰り返し作業となることから施工管理は容易である。 ◎ 

維持管理性 ・桁下面に塗装の不要な FRP パネルを配置しており，鋼材の露出部分が少なく再塗装費用は第 5 案より低廉である。 ◎ 

経 済 性 メイン橋梁のみ 比率 1.00 ◎ 

評価 採用 

第５案 鋼吊り橋（鋼床版箱桁型式） ＜2011F/S 推奨案＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構 造 性 
・実績から考えて鋼床版構造が基本となるため，冬期の路面凍結によるスリップ事故の発生が懸念される。 
・上部工の耐風安定性については，来島大橋で実績のある箱桁構造であり問題無い。 
・右岸側の地すべり地帯の中央付近にアンカレッジを設置する必要があるため，第 4,6 案に比べて地すべりの影響が大きい。 

△ 

技術移転 ・非常に大型の橋梁に適用される型式であり，再利用の可能性が少なく，技術移転の可能性は少ない。 △ 

施 工 性 
・上部工の鋼桁架設は，中ブロックの直下吊り架設となり，桁下航路の規制が必要となる。また，ブロック積み出し設備等施工箇所が分散するため施工管理が煩雑となる。 
・右岸側地すべり地帯におけるアンカレッジの建設は極めて危険である。 

△ 

維持管理性 ・鋼桁は，箱桁下面等の外面塗装が多く再塗装費用は他案よりも高価となる。 △ 

経 済 性 メイン橋梁のみ 比率 1.45 △ 

評価  
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表 7-9-9. 主橋梁部 橋梁形式比較表（2/2）（ルート 3） 

第６案 PC 斜張橋（ストラット付き波形ウエブ箱桁型式） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構 造 性 
・コンクリート床版の採用により冬期の路面凍結が第 5 案より緩和され，スリップ事故対策として有効となる。 
・上部工の耐風安定性は，コンクリート橋であり問題無い。 
・右岸側は地すべり地帯ではあるが側径間長が長いことから，地すべり範囲内への橋脚，橋台設置は回避できており，基本的に地すべりの影響はない。 

◎ 

技術移転 ・近年適用範囲を増加させている型式であるが，PC 橋梁の技術の成熟度の低い国であり，第 4 案と比べ技術移転の可能性は低い。 ○ 

施 工 性 
・上部工工事の技術的難易度が高い。 
・年間 7 ヶ月までが，最低気温 0 度を下回る寒冷な気候であり，全面カバーによる寒中コンクリート対策が必要となる期間が長く，施工は現実的でない。 

△ 

維持管理性 ・鋼材の露出部分が少なく，再塗装費用は，第 5 案より低廉である。 ◎ 

経 済 性 メイン橋梁のみ 比率 1.07 ○ 

評価  
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 支間分類 2：左岸側アプローチ橋梁及び T1506 橋上部工 

(1) 上部工基本構造の検討 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく鋼少数鈑桁形式を基本構造とする。 

(2) 床版構造の比較検討 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じくプレキャスト PC 床版を選定する。 

(3) 最適支間長の検討 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく最適支間長は 60m とする。 

 

 支間分類 3: 本線橋，P06 橋 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく PC プレキャスト プレテンション連結

（単純）スラブ桁を採用する。 

 

7-9-3 下部工躯体型式選定のレビュー 

 下部工躯体型式の選定方針 

(1) 主塔躯体型式 

ルート 2 と同様の理由により RC 主塔を採用する。 

(2) 橋脚躯体型式 

一般的な RC 構造の橋脚躯体型式は，表 7-9-11 に示すように必要となる構造高さにより適応で

きる型式が概ね定められているため，同表を参考に構造形式の検討を行う。また，橋脚高さにつ

いては，地形や道路線形，建築限界等の影響により各橋梁で必要となる高さが異なるが，大きく

分けて表 7-9-10 の 3 種類に分類し，それぞれ検討を行う。 

橋脚分類 3 の左岸側アプローチ橋梁および T1506 橋については，前者は水上施工によるコスト

増加の回避，後者は施工手順の関係で PC ウェル（単列パイルベント方式）の橋脚躯体構造を比

較対象に挙げているため，表 7-9-11 とは別に検討を行う。 

 

表 7-9-10. 橋梁の橋脚分類（ルート3） 

橋脚分類 対象橋梁 

橋脚分類 1（RC 橋脚高さ 6m 程度） P06 橋 , 143+90m 地点本線橋 

橋脚分類 2（RC 橋脚高さ 20m 程度） 左岸側主橋梁端部橋脚 

橋脚分類 3（PC ウェルを用いた橋脚躯体） 左岸側アプローチ橋橋脚，T1506 橋橋脚 
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表 7-9-11. 一般的な RC 橋脚型式と高さの関係（ルート 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中部地方整備局設計便覧 H12.4 

 

 

 橋脚分類 1：P06 橋 , 143+90m 地点本線橋 

JCT-OV 橋橋脚，143+90m 付近本線橋橋脚については，ルート 2 の P06 橋橋脚，ランプ橋橋脚

とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく矩形橋脚とする。 

 

 橋脚分類 2：左岸側主橋梁端部橋脚躯体型式の検討 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく小判形橋脚を選定する。 

 

 橋脚分類 3：左岸側アプローチ橋，T1506 橋橋脚躯体型式の検討 

ルート 2 と同様の理由により左岸側アプローチ橋の橋脚躯体構造の選定は，基礎構造と合わせ

次項において検討する。 

T1506 橋橋脚についてはルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく PC ウェル基礎

工（単列パイルベント方式）を採用する。 

 

(3) 橋台躯体型式 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく逆 T 式橋台とする。 

  

ランプ橋，P06 橋, 左岸側主橋梁端部 
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7-9-4 基礎工形式選定のレビュー 

 基礎工形式の選定方針 

 基礎工形式は施工条件や地盤条件，上部構造の構造規模をもとに選定される。また，構造の統

一による技術者や施工機材の統一，経済性や品質向上のメリットを考えると，むやみに型式を増

やすことは得策ではないため，本調査では以下の 3 種類に分類し，それぞれ検討を行う。 

 

表 7-9-12. 橋梁の基礎工分類（ルート 3） 

基礎工分類 対象基礎工 

基礎工分類 1（主橋梁からの大規模な上部工反

力を受ける基礎工） 

主橋梁主塔橋脚，主橋梁左岸側端部橋脚 

基礎工分類 2（軟弱地盤上での水上施工や，特

殊な施工条件を持つ基礎工） 

左岸側アプローチ橋梁橋脚，T1506 橋橋脚 

基礎工分類 3（特殊な施工条件を持たない陸上

施工の基礎工） 

本線橋の橋台，P06 橋橋台・橋脚，T1506 橋橋

台，左岸側アプローチ橋の橋台 

 

 基礎工分類 1：主橋梁基礎工の形式の検討 

主橋梁基礎工については，上部工反力の規模が大きいことや，地盤条件が各基礎工で大きく異

なることから，各基礎工それぞれ追加実施されたボーリング調査結果や上部工の反力規模の変化

等をもとに再検討を行う。 

(1) 主塔基礎工 

主塔基礎工は，左岸側，右岸側ともに，ルート 2 の左岸側とほぼ同条件であるため，ルート 2

と同じく鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）を採用する。 

(2) 左岸側端部橋脚基礎工 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく鋼管矢板基礎工（仮締め切り兼用方式）

を採用する。 

 

 基礎工分類２：左岸側アプローチ橋梁橋脚，T1506 橋橋脚 

(1) 左岸側アプローチ橋梁橋脚躯体・基礎工型式 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく PC ウェル基礎工（単列パイルベント方

式）を採用する。 

(2) T1506 橋橋脚基礎工 

T1506 橋橋脚の躯体構造検討でも述べたように，橋脚は特殊な施工条件下にあり，PC ウェル

基礎工（単列パイルベント方式）を採用する。 

 

 基礎工分類 3：本線橋の橋台・橋脚，P06 橋橋台・橋脚，T1506 橋橋台，左岸側アプローチ橋

の橋台基礎工，右岸側主橋梁端部橋台基礎工形式の検討 

ルート 2 とほぼ同条件であるため，ルート 2 と同じく場所打ち杭を採用する。 
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7-10 本邦技術活用の検討 

7-10-1 基本方針 

本調査では，本邦技術を有効活用することにより経済性と品質を兼ね備えた橋梁・道路設計を

行う。下表は提案した本邦技術の一覧とこれらの調達比率を示したものであり，STEP 条件の 30%

を上回る比率が確保されている。なお，調達比率の算出では，本邦技術の調達・使用に係わる経

費を対象から除外しており，これらを考慮すればさらに調達比率を上げることが可能である。 

以下に各本邦技術の概要を示す。 

表 7-10-1. 本邦技術の調達比率 
(単位:百万円) 

本邦技術 主橋梁 その他橋梁 小計 調達比率 

  高耐久性床版 1,125 1,785 2,910 6.1% 

SBHS 鋼材 289 1,102 1,391 2.9% 

  斜材ケーブル 1,645  1,645 3.5% 

  FRP 遮蔽パネル 680  680 1.4% 

  PC プレテンスラブ桁  1,041 1,041 2.2% 

  高面圧支承構造 106 563 669 1.4% 

  全回転式場所打ち杭工  242 242 0.5% 

PC ウェル基礎工  4,302 4,302 9.1% 

  鋼管矢板基礎工 2,370  2,370 5.0% 

  アルミ高欄 118 188 306 0.6% 

小計（本邦技術) 6,333 9,223 15,556 32.7% 

建設費合計   47,516 100.0% 

 

7-10-2 道路面の凍結防止対策と耐久性を兼ね備えたプレキャスト PC 床版構造の採用 

吊り橋，斜張橋等の大型橋梁は，自重減少によるコスト縮減に向け鋼床版を用いた構造が多用

されている。しかしながら，鋼床版は熱容量が小さいことから舗装表面の温度変化が激しく，下

図に示すように舗装面の融雪が遅くなる

ことで夜間の凍結が発生しやすくなり，

スリップ事故を多発させる可能性がある

ため，日本国内では採用を避けることが

原則となっている。本橋梁は，橋梁部の

縦断勾配が 2.5%（2011F/S）と比較的きつ

く，設計速度が 110km/h と速いこと等に

より，さらに危険な状態となる可能性が

あるため，鋼床版構造に替わるコンクリ

ート床版構造を採用する。 
出典：鋼床版の路面凍結と蓄熱材封入による抑制 

 
図 7-10-1. 鋼床版を用いた橋梁舗装の凍結状況 
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一方，鋼橋の床版構造として多用されてきた RC 床版構造については，日本国内において昭和

40 年頃よりひび割れや抜け落ち等の劣化損傷が多発したため，床版の劣化状態を適切に再現する

移動載荷試験装置が開発され，RC 床版の劣化原因を究明するとともに，RC 床版に替わる高耐久

性床版の開発が盛んに行われた。この結果床版にプレストレスを導入する PC 床版構造と，コンク

リートと鋼板等を合成した合成床版構造が，床版の耐久性を大幅に向上させることが判明した。

各構造ともに，製作，設計基準類が整備されており，JIS や NETIS に登録され，過去の STEP 案件

にも適用されている優れた本邦技術である。本調査では 7-7-2 に示す比較検討の結果，経済性，施

工性等からプレキャスト PC 床版が選定されており，同構造を高耐久性と寒冷地における路面凍

結の減少が可能な本邦技術として採用する。 

プレキャストPC床版構造を採用する箇所は，主橋梁と左岸側アプローチ橋梁，T1506-橋であり，

鋼桁を主桁とする構造には全て採用する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
          出典：プレストレスト・コンクリート協会 HP 

図 7-10-2. プレキャスト PC 床版のイメージ 

 

7-10-3 エッジガーダー型式斜張橋の採用 

アレックスフレーザー橋（カナダ）で採用され，その後世界各国で多くの実績を持つ RC 床版

合成エッジガーダー型式斜張橋は，主桁両サイドにシンプルな I 断面の主桁を配置した構造で，

大幅なコスト縮減を可能にすることができる。日本の ODA で建設されたニャッタン橋（ベトナ

ム）は，日本国内で多くの実績を持つ鋼床版箱桁型式斜張橋と比べ，鋼橋のコストの目安とされ

る m2 当たり鋼重を 1/3 程度まで縮小している。しかしながら，本形式は，経済性に有利な一方で

構造的課題を持っており，各種本邦技術を適用することによりこれらの課題を解決し，経済性と

品質を兼ねた上部工形式として適用を検討する。以下に本構造の課題とその対策に向けた本邦技

術を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-10-3. エッジガーダー形式のイメージ 
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 高耐久性床版の採用 

エッジガーダー型式斜張橋の耐久性向上と寒冷地における路面の凍結の減少のため，前項で示

したプレキャスト PC 床版を採用する。 

 

 SBHS400，500 鋼材の採用 

エッジガーダー形式の斜張橋は，主桁を最小限の規模，数にした型式であり，各主桁に作用す

る断面力が大きいため，より厚く，強度の高い鋼板の使用が必要となる。しかし，鋼材は板厚や

強度の増加とともに溶接施工性等の品質が悪化するため，より品質の良い鋼材の使用が必要にな

る。また，寒冷地域においては，気温が低下した際に溶接部が脆性的に破壊する低温脆性破壊に

ついて十分注意する必要がある。SBHS 鋼材は，日本独自の熱加工制御(TMCP)技術を用いた鋼材

であり，鋼材組成の綿密化と不純物の減少により，下図に示すように高強度化，溶接施工性，低

温脆性破壊に対する強度の指標であるシャルピー吸収エネルギー値等を改善した材料である。優

れた本邦技術であり，本調査では斜張橋だけでなく左岸側アプローチ橋上部工や T1506 橋にも採

用し，コスト縮減と低温脆性破壊の防止等を図る。 

  

出典：橋梁用高性能鋼材パンフレット 
 

図 7-10-4. SBHS 鋼材の特徴（BHS 鋼材は旧名称） 
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 防錆性能や疲労耐久性，低温脆性等に優れた高品質斜材ケーブルの採用 

斜張橋のケーブルは下図に示すように大きく分けて，すべての素線を工場にて束ね 1 本のケー

ブルとして製作，現場に搬入，架設するプレハブ型平行線ケーブルと，7 本の素線を束ねたストラ

ンドを工場にて製作，現場に搬入，数本のストランドを 1 本ずつ架設一体化するマルチストラン

ドケーブルに分類される。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 7-10-5. 高品質斜材ケーブル 

 

プレハブ型平行線ケーブルは，工場で全てを製作することから優れた防錆性能と疲労耐久性を

持つ構造で，日本独自に開発された本邦技術である。 

一方，マルチストランドケーブルは，現場での施工が中心となるため，防錆性能の面でやや課

題を残すと考えられてきたが，近年日本国内でエポキシ樹脂によりストランドを全面的にコーテ

ィングしたエポキシストランドケーブルが開発され，防錆性能が飛躍的に改善されており，優れ

た本邦技術となっている。いずれのケーブルも経済的には同等であり，実績の多いプレハブ型平

行線を基本に検討は進めるものの，発注に際してはいずれのケーブルも使用可能とする材料仕様

を付記する方針とする。 

 

 FRP 遮蔽パネルの採用 

エッジガーダー形式の斜張橋は，風による崩壊事故を発生させたタコマナローズ橋同様の開断

面構造であり，耐風安定性の確保には十分な配慮が必要である。また，本橋梁は設計速度が 110km/h

と速いにも係わらず歩車一体の幅員構成となっており，歩車道境界の防護柵には車両の逸脱を確

実に防止するためにコンクリート製の車両防護柵の設置が必要と考えられるため，受風面積の増

加により耐風安定性の確保がさらに難しくなる。このため，桁下面には下図に示すような FRP パ

ネルを配置し，風の流れをスムーズにして耐風安定性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

                 出典：株式会社栗本鐵工所 HP 

図 7-10-6. FRP 中空パネル部材 
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FRP パネルの耐風安定性の向上効果については，過去の斜張橋の風洞実験により確認されてい

る。なお，この FRP パネルは強度や耐久性，軽量化等を確保するために JIS 材料を組み合わせて

製作されており，本邦技術を駆使した部材である。 

 

7-10-4 PC プレテンスラブ桁 

図 7-10-7 に示す日本国内のコスト実績データでは，支間長（20～25m）においては，PC プレテ

ン方式スラブ橋が圧倒的な経済性を示している。 

PC プレテン方式スラブ橋は，本来設備の整った工場において，図 7-10-8 に示すような大型ジャ

ッキを用いて複数の桁を一度に製作し，量産化による経済性の向上を図ったものである。しかし，

本橋梁に日本国内のこの設備をそのまま使用することはコスト的に現実的でない。このため，図

7-10-9 に示す簡易プレテンションシステム設備を用い，設備コストを縮小し，プレテンション方

式床版橋をウクライナ国において実用化する。 

 

上記設備は，U 字型の RC 部材と両端部にある金属製の反力台で構成される。RC 部材は反力台

からの反力を支持する部材として利用され，内側に設けた製作台上で桁製作が行われる。プレス

トレスは，シングルストランドジャッキを用いてケーブルを 1 本ずつ反力台に緊張・定着し，こ

の状態でコンクリート桁を製作，ケーブル端部を切断することで導入される。大型ジャッキ等の

特別な設備が不要なため，桁製作設備の建設コストを大幅に縮小できる。 

また，同桁構造は，独特の構造詳細から架橋位置での作業が極力省略された合理的な構造であ

るとともに，JIS（Japanese Industrial Standards）規格化された構造であり，本邦技術である。 

 

図 7-10-7. コンクリート橋の概算コストと支間長の関係 
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図 7-10-8. 大型ジャッキによるプレテンション桁の製作手順 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-10-9. シングルストランドジャッキを用いた簡易製作台 

 

7-10-5 高面圧支承構造 

通常の積層ゴム支承の許容支圧応力度 8N/mm2 に対して下図に示すような独特のゴム形状と補

強部材の採用により，許容支圧応力度を 25N/mm2 まで向上させ，コンパクト化によるコスト縮減

を可能にしたゴム支承が開発されており，経済性に優れた本邦技術として採用する。 

 

 

 

 

 

 

 

      出典：株式会社 BBM HP 

図 7-10-10. 高面圧支承構造 
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7-10-6 全回転式オールケーシング場所打ち杭工法 

全回転式オールケーシング場所打ち杭工法は日本で開発さ

れた優れた本邦技術である。場所打ち杭工法にはオールケーシ

ング工法以外にリバース工法とアースドリル工法があるが，い

ずれも素堀を原則とするため，中間層における孔壁の崩壊が発

生し易く，先端部に沈降したスライムの処理が難しいことから

先端支持力の低下を引き起こす場合もある。また，素堀工法に

おける孔壁崩壊を防止するために使用するベントナイトは，河

川の水質汚濁の原因になる可能性がある。本工法は，ケーシン

グにより孔壁を安定させるためにベントナイトを使用する必

要がないとともに，ケーシング先端に設けられた強固な刃口

と，ケーシングをつかみ回転，圧入する機械システムにより本

橋梁基礎工の支持層である岩盤層に確実に貫入することがで

きる。なお，この機械システムは日本国内で特許も取得してい

る。 
出典：日本車輌株式会社 HP 

図 7-10-11. 全回転式オールケーシング場所打ち杭工法 

 

7-10-7 PC ウェルを用いた橋脚躯体・基礎工，地すべり対策 

PC ウェル工法は，現地に設置する簡易工場等で事前に橋脚・基礎工躯体に使用される部材（以

下「PCa 部材」という。）を製造・ストックし，その後サイトに運搬し，PC 鋼棒で連結しつつ，圧

入ジャッキで鉛直精度良くかつ急速に沈設できる非常に合理的な本邦技術である。1984 年に当時

建設省土木研究所で開発され，現在，国内では 2,400 基以上の実績を有している。 

架橋位置の気温は 11 月から翌年 3 月まで最低気温が-20℃前後であり，実質の施工期間は，4 月

から 10 月の 7 ケ月程度である。一方，架橋位置周辺に簡易工場を建設すれば自然条件に左右され

ず事前に品質・耐久性（対塩害・凍害）の高い PCa 部材の製造・ストックが可能で，冬期を有効

活用できる。 

更に，現地で調達できるセメントは日本の早強ポルトランドセメントに近く，製造サイクルを

早くできるので工程短縮が可能である。架橋位置の河川内の地質は 20m 程度のルーズな堆積層の

下に硬質粘性土（支持層）であるが，このような地質においても数多くの実績があり，軟弱層で

は PCa 部材を支持しながら圧入できる装置及び中硬岩を掘削できる機械があり，確実な施工を行

うことが可能である。 

また，PC ウェルの地中への沈設は水上から実施可能であるとともに，PC ウェルを地上部まで

延伸すれば基礎と橋脚躯体が一体となった橋脚構造が建設可能となり，水中施工の省略による経

済的な橋脚躯体，基礎工の構築が可能となる。製造，運搬，施工，完成状況を図 7-10-12 に示す。 
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製造 運搬 

  

施工 完成 

 
 

 

図 7-10-12. ウェル工法の各段階 
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7-10-8 鋼管矢板井筒基礎工 

日本で開発された基礎構造で本邦技術である。鋼管同士を矢板独自の継ぎ手により結合するこ

とにより，高い剛性を確保することができるとともに，施工時の締め切り工として利用できるこ

とから，軟弱地盤上の基礎工や，水中施工が必要となる大型の基礎工として多くの実績を持って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                出典：鋼管・鋼管矢板技術協会 HP 
 

図 7-10-13. 鋼管矢板井筒基礎イメージ図 

 

7-10-9 景観配慮型アルミ製高欄 

景観配慮型アルミ製高欄は，横桟部材に楕円形の部材を使用し，断面性能を高めることにより

単価の高いアルミ材料の使用量を極力減らすとともに，量産化体制の構築によりコスト縮減を図

った構造である。スリムな形態は重圧感の軽減による景観性の向上にも効果がある。また，アル

ミ材料自体が錆等の劣化の無い材料であり，耐久性や維持管理コストの縮小も可能となっている。

日本のアルミ材料製造技術を用いた比較的低廉なコストによる耐久性，景観性の向上を可能にし

た本邦技術である。 

 

                出典：住軽日軽エンジニアリング HP 

図 7-10-14. 景観配慮型アルミ高欄 
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 需要予測 

8-1 2011F/S 及び 2017 年調査における需要予測のレビュー 

8-1-1 2011F/S 及び 2017 年調査における交通量調査結果 

2011F/S，2017 年調査において実施された交通量調査結果は以下のとおりである。 

1) 2011F/S 時の交通量調査 

(1) 調査内容 

2011F/S では，ババロフスキー橋の現況交通を把握するために，2010 年 12 月にババロフスキー

西岸を調査地点として 24 時間交通量観測調査（2 日間）および路側インタビュー調査（1 日）が

実施された。 

交通量調査は，車種別（モーターバイク，乗用車類，バス，2 軸トラック，3 軸以上のトラック，

トレーラ類）に実施された。 

インタビュー調査は，新橋への転換選好を，平均乗車人員，トリップ目的，起終点を調査項目

として実施された。 

(2) 調査結果（2011F/S） 

 交通量観測結果 

2011F/S 時，2010 年 12 月 16 日（木）および 12 月 20 日（月）に実施された交通量調査結果を

以下に示す。 

 

表 8-1-1. 交通量調結果（2011F/S） 

Unit: veh./day 

 Motorcycles 
Passenger 

cars 
Buses 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers Total 

Dec. 16 (Thu) 0 10,610 3,608 1,129 486 1,397 17,230 

Dec. 20 (Mon) 0 10,680 2,423 1,175 510 1,207 15,995 

Average 0 10,645 3,016 1,152 498 1,302 16,613 

Source: 2011F/S 

 

交通量は，両方向で約 1.7 千台/日，車種別構成比は，乗用車類 64％，バス 18％，大型車 18％

である。 

乗用車類の朝ピークはミコライウ市内に向かう東向き交通で 8～9 時で約 500 台/時，夕ピーク

は西向きの交通で 16～17 時で約 450 台/時であった。バスは，東向きが 14～15 時で約 170 台/

時，西向きは 18～19 時にピークを迎え,昼ピーク同様で約 170 台/時であった。トラック類は方向

別に特徴は出なかったが，14 時前後にピークを迎える結果であった。 
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* The Heavy Vehicles category includes 2- and 3+ axle trucks and trailers. 

図 8-1-1. 方向別車種別の交通量時間変動 

 

 路側インタビュー調査結果（2011 年） 

インタビュー調査をもとに算出された車種別平均乗車人員および車種別平均積載量は以下のと

おりである。 

 

表 8-1-2. 車種別の平均乗車人員（2011F/S） 

 Motorcycles 
Passenger 

cars 
Buses 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers 

Ave. No. of 
passengers 

- 2.12 6.14 1.38 1.23 1.50 

出典: 2011F/S 

 

渡河交通の起終点（Orgin-Destination: OD）に関するインタビュー調査は，以下の結論となって

いる。 

- 乗用車類およびバスの約半数はミコライウ市内々の交通で占められている。 

- 乗用車類およびバスはオデッサおよびその周辺とミコライウ市内中心部および東部間の交

通量も顕著である。 

- 貨物車は工業地帯を要するドネツク周辺とウクライナの主要港があるオデッサ間の交通

が顕著である。  
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インタビュー調査を基に推計された希望図を以下に示す。 

 
Unit: Vehicle/day 

出典: 2011F/S 

 
図 8-1-2. 希望線図 
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2) 2017 年調査時の交通量調査 

(1) 調査内容 

2017 年調査では，2017 年 1 月 24 日(火)，25 日(水)の 2 日間にわたり 6 地点において交通量観測

調査が実施された。また，ババロフスキー橋および数か所の港において OD 調査（Origin‐Destination

調査）が実施された。 

 

(2) 調査結果 

 交通量観測結果 

2017 年調査時に実施された交通量調査結果および調査地点を以下に示す。 

 

表 8-1-3. 交通量調結果（2017 年調査） 

Unit: veh./day 

 
Passenger 

cars 
Buses 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers Total 

1. Vavarovsky Bridge West 13,363 1,976 1,401 143 1,620 18,502 

2. M-14 125 km post 4,703 550 1,049 123 1,365 7,780 

3. P06 4,466 665 503 115 1,416 7,164 

4. H11 3,202 473 686 77 468 4,905 

5. M-14 167 km post 3,688 510 1,192 104 1,769 7,262 

6. Ingul Bridge North 18,638 3,204 1,833 123 1,515 25,312 

出典: 2017 年調査 

 

 
図 8-1-3. 交通量調査地点（2017 年調査） 
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 OD 調査結果 

2017 年調査時の OD 調査の概要を以下に示す。 

- 乗用車類：朝 8 時から夕方 16 時まで路側にてインタビュー調査を実施。サンプル率 5～6％

で 333 サンプルを収集。 

- バス：路線バス利用者からバス交通の 50％をカバーする 1,008 トリップ（両方向合わせて）

のデータを収集。 

- トラック，トレーラ：本調査においては当初路側インタビューの実施を想定していたが、

安全上の問題から、関係機関による実施許可を取得することが出来なかった。代替手段と

して、Transport Safety Agency（Ukrtransbezpeky）および港湾管理会社に聞き取り調査を実施

してデータを収集している。 

 

2011F/S 時と 2017 年調査時の希望線図を図 8-1-4 に示す。2011F/S 時と 2017 年調査時の乗用車

類の希望線図を比較すると，ミコライウの西岸と中心地の移動が多い傾向に変わりはないものの，

2017 年調査時の結果は 2011F/S 時に比べて各都市間の移動が増加している。バス，トラック類に

も同様の傾向がみられ，新橋の建設（ネットワークの増強）は利用者の利便性が向上する。特に

トラック，トレーラ類では Odesa‐Donetsk，Dnipro 間の交通量が他の地域間の交通量より多く，将

来的に混雑した市内の走行を避け，新橋へ転換することが想定される。 
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Unit: Vehicle/day 
図 8-1-4. 希望線図の比較



8-7 

3) 年平均日交通量（AADT） 

2011F/S では，既存の交通量観測データ（2007 年）を基に交通量の月変動を算出し，2011F/S で

実施した交通量観測結果を用いて，2010 年の年平均日交通量（以下，「AADT」：Annual Average 

Daily Traffic）を推計している。 

2017 年調査では，2016 年の 9 月，2017 年の 1 月といった異なる月の交通量を基に，2011F/S に

おいて算出された月変動係数を補正して，新たに AADT を推計している。 

2017 年の月変動係数は，すべての車種において 2011 年時の値より低い値に補正されている。

月変動の傾向が変化したことがこの理由の 1 つとして挙げられている。更に、2011F/S の月変動係

数は現地のローカルエンジニアに確認した所、現在の交通状況と違っているとの事であった。 

 

表 8-1-4. 月変動係数の補正（2017 年調査） 

 

出典: 2017 年調査 

 

2011 年および 2017 年調査時に推計されたババロフスキー橋を利用する場合の AADT は以下の

とおりである。 

表 8-1-5. 2011F/S および 2017 年調査時の AADT（ババロフスキー橋断面） 

Unit: veh./day 

 
Passenger 

cars 
Buses 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers Total  

2017 Estimation in  
2011F/S 

24,675 4,279 2,278 839 2,039 34,110 

2017 Survey 
(2017Actual) 

24,564 3,688 3,941 266 3,004 35,463 

 

2011F/S（2017 年推計値）と 2017 年調査（2017 年値）を比較すると乗用車類はほぼ同値である。

但し、バス・3 軸以上のトラック類は、2017 年調査（2017 年値）は 2011F/S（2017 年推計値）を

相当以上に下回り、2 軸トラック・トレーラー類は相当以上に上回る結果となっている。本調査で

は、2017 年調査（2017 年値）に補正された月変動係数を基に算出された推計値を採用する。 

  

Pax Bus 2xT 3xT Trail Pax Bus 2xT 3xT Trail
Jan 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 Jan 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
Feb 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 Feb 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
Mar 1.30 1.97 1.85 1.79 1.76 Mar 1.21 1.51 1.63 1.42 1.41
Apr 1.43 2.16 3.29 2.14 2.11 Apr 1.29 1.61 2.70 1.61 1.59
May 2.51 3.33 4.65 3.36 3.32 May 2.02 2.22 3.70 2.25 2.24
Jun 4.25 4.49 6.02 4.61 4.54 Jun 3.20 2.83 4.72 2.91 2.90
Jul 4.67 4.95 5.90 4.79 4.74 Jul 3.49 3.07 4.63 3.01 3.00
Aug 4.25 4.49 6.02 4.61 4.54 Aug 3.20 2.83 4.72 2.91 2.90
Sep 2.84 3.33 4.65 3.36 3.32 Sep 1.93 1.74 3.44 1.78 1.78
Oct 1.43 2.16 3.29 2.14 2.11 Oct 1.29 1.61 2.70 1.61 1.59
Nov 1.33 1.93 2.23 1.82 1.81 Nov 1.22 1.49 1.91 1.44 1.43
Dec 1.30 1.97 1.86 1.78 1.76 Dec 1.20 1.51 1.64 1.41 1.41

Monthly Variation 2010 Monthly Variation 2016-17
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8-1-2 過年度調査における交通需要予測 

1) 2011F/S 時の需要予測 

(1) 推計手法（2011F/S） 

2011F/S における交通需要予測は渡河交通に着目して推計されている。推計方法は交通調査結果

と社会経済指標から推計した将来渡河交通量（Basic Traffic）にオチャコフ港開発計画による誘発

需要（Induced Traffic）を加算し将来の渡河交通量を推計する。推計した渡河交通量に対して，転

換率モデルによってミコライフ橋への転換交通量を推計している。 

2011F/S 時の将来需要予測のフローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-1-5. 2011F/S 時の将来需要予測フロー 

 

(2) 推計結果（2011F/S） 

 将来渡河交通量 

将来交通量の伸び率は，交通量観測量と社会経済指標を用いて直線回帰モデルによって算出さ

れている。2011 年 F/S，2017 年調査共に，データソースが限られているため，将来交通量の伸び

率は，ウ国の GDP の成長に比例するという前提としている。なお，社会経済指標である GDP 成

長率は，2010 年から 2014 年まで IMF の予測値である 4.5％，2105 年以降は 4.0％と設定されてい

る。 

 

表 8-1-6. 交通需要の伸び率（2011F/S） 

 
Passenger 

cars 
Buses Trucks Trailers 

Annual average 
growth ratio  
(2010 to 2045) 

3.88% 0.82% 1.41% 1.20% 

 

年平均日交通量および交通需要の伸び率から推計された将来渡河交通需要を表 8-1-7 に示す。 

 

Basic Traffic 

Traffic Count Data GDP Growth Ratio 

Traffic Growth 
Factor Model 

Forecasted GDP 
Growth Ratio 

Forecasted Future Traffic Volume 
at Southern Bug River Crossing 

  
Induced Traffic 

Ochakiv Port Development 

Future Traffic Volume by 
Ochakiv Port  

Future Cargo Volume 

Route Choice Model 

Future Traffic Volume by 
Mykolaiv Bridge 

OD preference for 
Mykolaiv Bridge 
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表 8-1-7. 渡河交通需要結果（2011F/S） 

Unit: AADT (veh./day) 

Year 
Passenger 

cars 
Buses 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers Total 

2010 18,600 4,180 2,160 760 1,970 27,670 

2015f 22,900 4,200 2,200 800 2,000 32,100 

2025f 33,300 4,700 2,600 1,000 2,200 43,800 

2035f 48,500 5,300 3,000 1,200 2,600 60,600 

2045f 70,600 5,900 3,400 1,400 3,000 84,300 

出典: 2011F/S 

 

 誘発交通量 

誘発交通量は，オチャコフ港の開発シナリオを想定し発生する交通量を推計している。シナリ

オは，港湾需要が 100％増加，75％増加，50％増加，0％のケースについて設定されている。誘発

需要の割合は全体需要に対して 3％～5％となっている。 

 

表 8-1-8. オチャコフ港関連の将来交通需要（2011F/S） 

 
出典: 2011F/S 

 

 ルート選択モデル 

ルート選択モデルにおける転換率式は，インタビュー調査をベースとして，将来 OD 予測及び，

現橋・新橋利用時の時間差・料金差を変数としている。 

Unit: veh./day

3+ axles Trailers 3+ axles Trailers 3+ axles Trailers

2010 0 0 0 0 0 0
2011f 0 0 0 0 0 0
2012f 0 0 0 0 0 0
2013f 70 119 53 89 35 59
2014f 141 237 106 178 70 119
2015f 211 356 159 267 106 178
2020f 564 948 423 711 282 474
2025f 916 1,541 687 1,156 458 770
2030f 1,247 2,081 935 1,561 623 1,041
2035f 1,374 2,283 1,172 1,940 782 1,293
2040f 1,374 2,283 1,374 2,283 940 1,546
2045f 1,374 2,283 1,374 2,283 1,098 1,799

100% demand 75% demand 50% demand

ここで、 

Vnew = αꞏ(Travel Time By New Bridge)+βꞏToll) 

Vold = αꞏ(Travel Time By Existing Bridge) 

Pnew: Mykolaiv 新橋の選択確率 (新橋への転換率) 
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出典: 2011F/S 

図 8-1-6. 2011F/S 時の転換率モデル式 

 

 ミコライウ橋将来交通需要 

ミコライフ橋の需要は，主要区間の所要時間とルート選択モデルから，以下の料金ケースにつ

いて OD ペア毎にミコライフ橋への転換率を基に推計されている。 

なお，都市間長距離バスも含めたバスは，起終点または経由地がミコライウ中心部から変わら

ないと想定し，迂回ルート上にあるミコライウ新橋を利用するバス需要は将来需要には含まれて

いない。 

 

表 8-1-9. PCU と料金体系（2011F/S） 

Vehicle types PCU 
Toll setting cases（UAH/vehicle） 

Free Toll-1 Toll-2 Toll-3 

Passenger cars 1.0 0 10 20 30 

2-axle trucks 2.0 0 15 30 45 

3+ axle trucks 2.5 0 20 40 60 

Trailers 3.0 0 30 60 90 

出典: 2011F/S 

 
表 8-1-10. ミコライフ新橋への転換率（2011F/S） 

Base Toll 
(UAH) 

Passenger 
cars 

2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailers 

Free 47.4% 50.2% 53.1% 54.5% 

Toll-1 31.5% 38.8% 49.3% 43.2% 

Toll-2 18.9% 28.4% 45.6% 32.5% 

Toll-3 10.6% 19.8% 41.6% 23.3% 

出典: 2011F/S 

 

ミコライウ新橋の将来交通量（PCU/日）をオチャコフ港関連の需要ケース別に予測された結

果は表 8-1-11 のとおりである。 
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表 8-1-11. ミコライウ新橋の将来交通量（PCU/日） 

Year 
Demand 

case 
Free Toll-1 Toll-2 Toll-3 

2015 

100% 18,300 13,300 9,200 6,000 

75% 18,300 13,300 8,900 5,700 

50% 18,000 13,000 8,600 5,700 

0 17,400 12,700 8,600 5,500 

2025 

100% 26,900 19,600 13,600 9,200 

75% 26,400 19,000 13,000 8,700 

50% 25,200 18,200 12,500 8,100 

0 23,300 16,800 11,100 7,000 

2035 

100% 37,600 27,300 18,800 12,400 

75% 36,800 26,400 18,300 12,100 

50% 35,100 25,300 17,200 11,000 

0 31,700 22,500 14,700 9,400 

2045 

100% 49,400 35,200 23,800 15,500 

75% 49,400 35,200 23,800 15,500 

50% 48,000 34,100 23,000 14,700 

0 43,500 30,500 19,900 12,500 

出典: 2011F/S 

2) 2017 年調査時の需要予測 

(1) 推計手法（2017 年調査） 

2011F/S 時の需要予測同様に渡河交通量に着目して，将来需要を推計している。ただし，2011F/S

の需要予測の手法においては渡河交通量交通に誘発交通量を加算していたが，これはオデッサ港

の取扱量のみに依拠して他の港の取扱量が考慮されていなかったという観点から 2017 年調査で

は，乗用車類，バス，2 軸トラックを Local/Passenger Traffic，大型トラックおよびトレーラ類を

Heavy/Port Oritented Traffic として，それぞれの需要を推計する手法を採用している。主要港から

の貨物輸送を考慮した 2017 年調査の推計手法は 2011 年調査の貨物の推計方法より確度が高いと

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                                                         出典: 2017 年調査 

図 8-1-7. 2017 年調査時の需要予測フロー  

Southern 

Legend 
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(2) 旅客交通量 

 将来交通量の伸び率と将来渡河交通量 

将来交通の伸び率は，2011F/S 同様に交通量観測量と社会経済指標を用いた回帰モデルによって

推計されている。社会経済指標である GDP 成長率は，2.5％～3.5％と想定されている。算出され

た伸び率は以下のとおりである。 

 

表 8-1-12. 将来交通量の伸び率（2017 年調査時） 

 Passenger cars Buses 2-axle trucks 

Annual average growth ratio 3.2% 2.0% 0.9% 

 

交通量観測データおよび月変動から推計された年平均日交通量と上記の将来交通量の伸び率か

ら算出された将来渡河交通量の結果を以下に示す。 

 

表 8-1-13. 将来渡河交通量（台/日） 

Year Passenger cars Buses 2-axle trucks 

2017 24,564 3,688 3,941 

2025 30,872 4,456 4,159 

2035 42,165 5,450 4,534 

2045 57,589 6,664 4,943 
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 OD パターンとルート選択 

2017 年調査ではゾーンを 12 ゾーンに分けて，現橋断面で再度インタビュー調査を実施してい

る。転換率モデルは 2011F/S と同様とし，車種とゾーン別にその交通特性に基づき転換率を補正

し，現橋・新橋の需要予測を実施している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 2017 年調査 

図 8-1-8. ゾーン図および OD ペア毎の選択可能性 

 

OD ペア毎の選択可能性は，Captive と Selective の 2 つのセグメントに分類されており，Captive

は“ミコライウ新橋を利用”，Selective は“ババロフスキー橋およびミコライウ橋の両方を利用”と

いう設定にして，OD パターン毎に選択可能性が推定されている。 

 

表 8-1-14. 転換率（2017 年調査） 
 Passenger cars Buses 2-axle trucks 

Captive 29.82% 19.54% 29.82% 

Selective 57.23% 76.59% 57.23% 

Final 41.27% 19.54% 41.27% 

出典: 2017 年調査 

  

Mykolaiv Bridge
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2017年調査の報告書におけるODペア毎のCaptiveとSelectiveのセグメントの分類については、

同報告書内に詳細な説明がなく詳細な分析が難しいものの，OD ペア毎のセグメントの設定に疑

問が残る設定となっている。例えば，ゾーン 3 から各ゾーンへのペア毎のセグメントの設定は，

ゾーン 3 からゾーン 1 へのみ“Selective”となっており，その他のゾーンへは“Collective”という設定

になっているが，その理由は不明である。また，転換率の設定も乗用車類はミコライウ市付近の

M14 エリアの 20％はミコライウ新橋に転換するとされているものの、最終（Final）の転換率の前

提条件・計算根拠は明らかでない。なお、バスの転換率については，“Selective”は新橋供用後もル

ートが決まっている路線バスはそのルートを変更しないという設定のため，Capative のみの転換

率と設定されている。大型車はデータ不足のため乗用車類と同様の設定としている。 

 

 ミコライウ新橋の将来渡河交通量（旅客交通量） 

将来渡河交通量および転換率から算出されたミコライウ橋の将来渡河交通量を以下に示す。 
 

表 8-1-15. ミコライウ橋の将来渡河交通量（台/日） 

Year Passenger cars Buses 2-axle trucks 

2017 10,138 721 1,626 

2025 12,741 871 1,716 

2035 17,402 1,065 1,871 

2045 23,767 1,302 2,040 

 

(3) 大型トラックおよびトレーラ類の交通量 

大型トラックおよびトレーラ類の渡河交通量は，オデッサ港，ミコライウ港，ヘルソン港とい

った南部の主要港の輸出入の取扱量が比例して増加すると想定して，その取扱量から渡河交通量

を推計している。なお，推計ケースはケース１とケース 2 の 2 パターン設定している。ケース１

は，石炭，鉱物，金属，穀物およびコンテナーの取扱量で，ケース 2 はケース 1 にその他の貨物

を追加した取扱量となっており，ケース 2 はケース 1 より 15％多い取扱量となっている。以下に

大型トラックおよびトレーラ類の渡河交通量を推計したモデルを示す。 

 
表 8-1-16. 大型トラックおよびトレーラ類の渡河交通量推計モデル 

 

出典: 2017 年調査 

Present

Case 1
without
bridge

Case 2
without
bridge

Case 1
with

bridge

Case 2
with

bridge
[Input] Total volume of Export & Import in
Southern Region (million tons) 93.77 157 180 157 180
Variables
1) Business days per year 300 300
2) Road share 25% 25% 20% 25% 20%
3) Average ton per vehicle 12 12 12 24 24
4) roundtrip 2 2 2 2 2
5) crossing ratio at Mykolaiv 25% 25% 25% 30% 32%

[Output] Expected HV crossing per day
 (AADT of heavy vehicles) 3,256 4,797 5,500 2,878 3,520
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(4) 将来渡河交通量の推計結果（2017 年調査） 

以下にケース 1 およびケース 2 における将来渡河交通量の推計結果を示す。 

 
表 8-1-17. 将来渡河交通量の推計結果（ケース 1） 

 
Source: 2017 Survey 

 
表 8-1-18. 将来渡河交通量の推計結果（ケース 2） 

 
Source: 2017 Survey 

  

Passenger
Cars Buses

2 Axle
Trucks

Heavy
Vehicles Total

Total
in PCU

2017 Present Situation 24,564 3,688 3,941 3,270 35,463 49,632
2030 Case 1 with Bridge
  Crossing traffic at new birdge 14,890 963 1,792 2,878 20,523 29,035
  Crossing traffic at existing birdge 21,189 3,965 2,550 0 27,704 34,219
2030 Case 1 without Bridge
  Crossing traffic at existing birdge 36,079 4,928 4,342 4,797 51,891 69,012
PCU: 1,0 for passenger cars, 2,0 for buses, 2,0 for 2 axle trucks and 3,0 for heavy vehicles

Passenger
Cars Buses

2 Axle
Trucks

Heavy
Vehicles Total

Total
in PCU

2017 Present Situation 24,564 3,688 3,941 3,270 35,463 49,632
2030 Case 2 with Bridge
  Crossing traffic at new birdge 14,890 963 1,792 3,520 21,165 30,960
  Crossing traffic at existing birdge 21,189 3,965 2,550 0 27,704 34,219
2030 Case 2 without Bridge
  Crossing traffic at existing birdge 36,079 4,928 4,342 5,500 50,850 71,120
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8-2 本調査における交通需要予測 

8-2-1 概要 

8.2 章では推計対象区間、道路状況、ゾーニング及び OD 量及び現況交通量について記載する。

その後、渡河交通の OD の補正、転換交通量の推計を示す。 

1) 推計対象区間 

以下の現橋・新橋（4 ルート）断面および市内の幹線道路区間を交通需要推計の対象とする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2-1. 推計対象区間とネットワーク 

 

 

 

  



8-17 

2) 道路状況 

 前節で設定した幹線道路ネットワークの種級車線数を，既存資料及び現況調査から次のように

設定する。 

 

図 8-2-2. 幹線道路ネットワーク各リンクの種級車線数 
 

幹線道路ネットワーク各リンクの距離を既存資料及び地形図から次のように設定する。 

 

図 8-2-3. 幹線道路ネットワーク各リンクの距離（km）  

Legend: 
x:types, y:class, z:lanes 

Vavarovsky Bridge 

City center 

Route 4 

Route 1 

Route 2 

Route 3 
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3) ゾーニング及び OD 量 

 ゾーニングは，2011F/S と同様とする。また，推計に活用する発生集中交通量は，前節で推計

した以下の値を用いる。 

 

図 8-2-4. ゾーニング（左 狭域，右 広域） 

 

このゾーン設定における OD 量を表 8-2-1 に示す。 

 

  

 12 
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 7 
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: Zone Number 
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表 8-2-1. オリジナル OD 量（2017 年調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Pax （台/日）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Total

1 0 0 3,847 74 369 74 222 888 222 3,774 3,404 0 12,874
2 0 0 74 0 222 0 0 0 0 74 222 0 592
3 5,845 222 0 369 0 222 149 149 74 592 0 149 7,771
4 0 0 222 0 0 0 0 0 0 0 0 74 296
5 74 0 149 0 0 0 0 0 0 149 592 0 963
6 74 0 149 0 74 0 0 0 0 0 74 0 369
7 222 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74 74 369
8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9 74 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74

10 592 0 222 0 0 0 0 74 0 0 0 0 888
11 74 0 74 0 0 74 0 0 0 0 0 0 221
12 74 0 0 0 0 74 0 0 0 0 0 0 147

Total 7,027 222 4,737 443 665 443 371 1,110 296 4,588 4,365 296 24,564

Bus （台/日）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Total

1 0 0 1,158 0 0 0 0 69 121 252 136 11 1,747
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
3 1,158 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,158
4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 34 22 60
6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 37 0 41
7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8 69 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 69
9 121 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 121

10 252 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 255
11 136 0 0 0 37 37 0 0 0 0 0 0 211
12 7 0 0 0 15 4 0 0 0 0 0 0 26

Total 1,743 0 1,158 0 52 48 0 69 121 255 207 34 3,688

Trucks （台/日）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Total

1 0 0 617 12 59 12 36 142 36 605 546 0 2,065
2 0 0 12 0 36 0 0 0 0 12 36 0 95
3 938 36 0 59 0 36 24 24 12 95 0 24 1,247
4 0 0 36 0 0 0 0 0 0 0 0 12 47
5 12 0 24 0 0 0 0 0 0 24 95 0 155
6 12 0 24 0 12 0 0 0 0 0 12 0 59
7 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 12 59
8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

10 95 0 36 0 0 0 0 12 0 0 0 0 142
11 12 0 12 0 0 12 0 0 0 0 0 0 35
12 12 0 0 0 0 12 0 0 0 0 0 0 24

Total 1,127 36 760 71 107 71 60 178 47 736 700 47 3,941

3ax （台/日）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Total

1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 2 6 0 12
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2
3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
5 0 20 0 0 8 0 0 1 0 0 0 0 29
6 1 16 3 0 2 0 0 0 0 0 12 1 34
7 0 4 3 0 1 1 0 5 0 0 0 0 13
8 11 13 7 0 17 6 1 2 5 0 3 1 65
9 1 0 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 5

10 4 8 0 0 0 2 0 0 0 0 4 0 18
11 3 7 0 3 12 25 2 0 1 4 0 0 57
12 5 18 0 0 15 4 1 2 0 0 0 0 44

Total 26 93 17 7 60 45 11 17 15 16 37 14 279

Tailer （台/日）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Total

1 0 42 0 0 0 0 0 0 0 20 63 0 125
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 0 20
3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10
5 0 218 0 0 83 0 0 10 0 0 0 0 311
6 10 176 29 0 19 0 0 0 0 0 125 10 369
7 0 42 30 0 10 10 0 51 0 0 0 0 144
8 117 142 71 0 181 68 10 19 51 0 29 10 697
9 10 0 20 0 10 10 0 0 0 0 0 0 51

10 42 83 0 0 0 20 0 0 0 0 42 0 188
11 30 73 0 29 134 271 20 0 10 42 0 0 609
12 49 195 0 0 156 39 10 19 0 0 0 0 467

Total 270 973 154 33 597 424 48 106 70 73 290 32 2,991

All （台/日）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Total

1 0 46 5,622 85 429 85 258 1,099 379 4,653 4,155 11 16,823
2 0 0 85 0 258 0 0 0 0 85 280 0 709
3 7,941 258 0 429 0 258 173 173 85 687 0 173 10,176
4 11 0 258 0 0 0 0 0 0 0 0 85 355
5 85 239 173 0 91 4 0 11 0 173 720 22 1,518
6 96 192 204 0 106 0 0 0 0 4 259 11 873
7 258 46 33 0 11 11 0 55 0 0 85 85 586
8 197 155 78 0 198 74 11 20 55 0 31 11 831
9 218 0 22 0 11 11 0 0 0 0 0 0 262

10 985 91 258 0 0 26 0 85 0 0 46 0 1,491
11 255 80 85 31 183 419 22 0 11 46 0 0 1,132
12 146 213 0 0 185 132 11 20 0 0 0 0 707

Total 10,192 1,320 6,819 545 1,472 1,019 475 1,465 531 5,648 5,578 399 35,463

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 
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4) 現況交通量 

 対象地域では，以下の 3 種の交通量調査が実施されている。 

- 2016 年 9 月調査 24h 4 車種 
- 2017 年 1 月調査 24h 5 車種，現橋断面の月変動調査（24h 5 車種） 
- 2018 年 10 月調査 1h 1 車種 

 概要は以下のとおりである。 

- 2016 年 9 月調査 24h 4 車種（JICA） 
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- 2017 年 1 月調査 24h 5 車種（JICA） 
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表 8-2-2. ババロフスキー橋の断面交通量の月変動（2017 年調査報告書） 

 

 

 
- 2018 年 10 月調査 1h 1 車種（本調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2-5. 交通量観測結果及び観測地点（2018 年 10 月） 

 

  

pax bus trucks 3ax trailer total pax bus trucks 3ax trailer total
1 13,363 1,976 1,400 143 1,620 18,502 0.54 0.54 0.36 0.54 0.54 0.52
2 13,363 1,976 1,400 143 1,620 18,502 0.54 0.54 0.36 0.54 0.54 0.52
3 16,103 2,982 2,287 203 2,277 23,852 0.66 0.81 0.58 0.76 0.76 0.67
4 17,234 3,178 3,776 230 2,581 26,999 0.70 0.86 0.96 0.86 0.86 0.76
5 27,029 4,381 5,182 322 3,636 40,550 1.10 1.19 1.31 1.21 1.21 1.14
6 42,815 5,583 6,604 417 4,692 60,111 1.74 1.51 1.68 1.57 1.56 1.70
7 46,620 6,063 6,487 430 4,867 64,467 1.90 1.64 1.65 1.62 1.62 1.82
8 42,815 5,583 6,604 417 4,692 60,111 1.74 1.51 1.68 1.57 1.56 1.70
9 25,736 3,438 4,819 255 2,884 37,132 1.05 0.93 1.22 0.96 0.96 1.05

10 17,234 3,178 3,776 230 2,581 26,999 0.70 0.86 0.96 0.86 0.86 0.76
11 16,358 2,942 2,672 205 2,323 24,500 0.67 0.80 0.68 0.77 0.77 0.69
12 16,097 2,980 2,290 202 2,279 23,848 0.66 0.81 0.58 0.76 0.76 0.67

AADT 24,564 3,688 3,941 266 3,004 35,463 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

0
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20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

P
C
U

Month

Monthly Traffic Volume Variations

pax bus 2ax trucks 3ax trucks trailer total

1 10:27～11:27 449
2 13:14～14:14 2,100
3 13:00～14:00 1,863
4 13:12～14:12 2,150
5 10:14～11:14 1,424
6 10:14～11:14 279
7 10:13～11:13 841
8 10:23～11:23 279

Time Vehicle
Location

No.
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8-2-2 OD 量の渡河 OD への補正 

 前節の分布交通は南ブグ川の渡河 OD（現橋断面でのインタビュー調査から作成）であるにも

かかわらず，渡河を必要としない OD ペアが含まれている。南ブグ川渡河 OD とするために，

次の手順で南ブグ川渡河 OD を算定した。また，オリジナルの OD 表の発生・集中は，以下の

とおり，そのバランスが適切でないと考えられたことから，今般の調査においては OD の発生・

集中について平均化を図っている。 

1) 2017 年調査 OD の問題点 

一般的にゾーン間の発生量と集中量はほぼ同程度の交通量となる。一日の時間帯において，

多くのトリップは発生地から発生地に戻るためである。2017 年調査ではインタビュー調査によ

り乗車類であれば抽出率 2.5%程度のサンプルデータを拡大して現況 OD 表を作成している。サ

ンプルの発生量と集中量の差が拡大処理でさらに大きくなったと考える。このバランスの悪さ

は，インタビュー調査の時間帯が夕ピークを外した 8 時~16 時で実施されていること，サンプ

ル率の低さ（この母数に基づく日本国内の標準的な抽出率は 7%程度）による可能性がある。 

2) 2017 年調査 OD の結果 

2017 年調査の OD 表では，対角線の上側と下側の合計交通量の比が乗用車類で 66:34 である。

中間から 16%の離れとなっている。バス以外の車種でも同様の傾向を示している。 

 発生集中量差について許容値の標準はない。しかし，例えば信頼度を検討する際，慣例的に

用いられる 5%の値から比べ大きな離れと考えられる。 

その一方，バスの OD 表は，バス事業者に路線定期バスの便数についてインタビュー調査を

実施しており，実質全数調査の結果である。対角線の上側と下側の合計交通量の比が 50:50 と

ゾーン間の差異がない OD となっている。 

3) 本調査における OD の補正方法 

このバランスの補正方法として，(1)インタビューで得られた分布交通量の発生側・集中側合

計の全体に対する比率を信頼できるものと仮定して発生量と集中量を平均する方法と，(2)例え

ばバランスの悪い分布交通量の残りを未観測時間帯の観測された断面交通量比等を用いるなど，

既存のデータを踏まえて推測を図る方法が考えられる。しかしながら，(2)については，インタ

ビューデータが残されておらず，残されていたとしても，さらにサンプル数が少ない時間帯別

データから未観測時間帯の OD を推測する等，過度に仮定に依拠した試算となってしまうこと

が懸念された。従い，これらを勘案し，前者の，観測されたデータのみに基づく，発生集中量

を平均しバランスを改善する方法を採用する。 

また，バスについては，他の車種と同様に平均化した。バスは，発生，集中で差のあるゾー

ン間の交通量は数台でしかなく，平均化しても精度に影響はないと考える。 

 ⅰ）渡河 OD の抽出 

 ⅱ）渡河 OD を抽出前全発生集中量／抽出後全発生集中量で拡大 

 

 表 8-2-3 に算定した OD を示す。 
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表 8-2-3. 渡河 OD 補正後の OD 量（2017 年時点）  

  Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 

Veh./day 
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8-2-3 現橋・新橋間転換交通量の推測 

1) OD 間所要時間の推測 

 幹線道路ネットワークの各リンクの自由速度を旅行速度調査（2011F/S）や幹線道路としての位

置づけから以下のように設定した。 

 また，各ゾーンの発生点を以下のように設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2-6. 幹線道路ネットワーク各リンクの自由走行速度(km/h)と発生点 

 

 この自由走行速度と各リンクの距離から，ゾーン間の所要時間を表 8-2-4 のように得た。 

  

Free travel speed (km/h) 

Origin in each 
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表 8-2-4. ゾーン間所要時間の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

旧橋利用時所要時間 （分）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 0.00 11.82 8.22 6.00 26.82 19.08 11.04 9.18 19.80 23.10 17.22 347.22
2 11.82 0.00 19.98 17.82 22.20 15.06 22.86 20.94 31.62 34.86 28.98 358.98
3 8.22 19.98 0.00 14.22 35.04 27.30 19.26 17.34 11.58 14.88 9.00 339.00
4 6.00 17.82 14.22 0.00 22.02 13.08 5.04 3.12 25.80 29.10 23.22 353.22
5 26.82 22.20 35.04 22.02 0.00 8.94 16.98 19.62 46.62 49.92 44.04 374.04
6 19.08 15.06 27.30 13.08 8.94 0.00 8.04 10.68 38.88 42.18 36.30 366.30
7 11.04 22.86 19.26 5.04 16.98 8.04 0.00 2.58 30.84 34.14 28.26 358.26
8 9.18 20.94 17.34 3.12 19.62 10.68 2.58 0.00 28.92 32.22 26.34 356.34
9 19.80 31.62 11.58 25.80 46.62 38.88 30.84 28.98 0.00 26.46 13.02 343.02

10 23.10 34.86 14.88 29.10 49.92 42.18 34.14 32.22 26.46 0.00 23.88 353.88
11 17.22 28.98 9.00 23.22 44.04 36.30 28.26 26.34 13.02 23.88 0.00 330.00
12 347.22 358.98 339.00 353.22 374.04 366.30 358.26 356.34 343.02 353.88 330.00 330.00

新橋利用時所要時間（Route1） （分）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 0.00 11.82 29.16 6.00 26.82 19.08 11.04 9.18 33.18 44.04 20.16 350.16
2 11.82 0.00 40.98 17.82 22.20 15.06 22.86 20.94 45.00 55.86 31.98 361.98
3 29.16 40.98 0.00 23.16 39.66 30.72 22.62 20.04 11.58 14.88 9.00 339.00
4 6.00 17.82 23.22 0.00 22.02 13.08 5.04 3.12 27.18 38.04 14.16 344.16
5 26.82 22.20 39.66 22.02 0.00 8.94 16.98 19.62 43.62 54.54 30.66 360.66
6 19.08 15.06 30.72 13.08 8.94 0.00 8.04 10.68 34.68 45.60 21.72 351.72
7 11.04 22.86 22.62 5.04 16.98 8.04 0.00 2.58 26.64 37.50 13.62 343.62
8 9.18 20.94 20.04 3.12 19.62 10.68 2.58 0.00 24.06 34.92 11.04 341.04
9 33.18 45.00 11.58 27.18 43.62 34.68 26.64 24.06 0.00 26.46 13.02 343.02

10 44.04 55.86 14.88 38.04 54.54 45.60 37.50 34.92 26.46 0.00 23.88 353.88
11 20.16 31.98 9.00 14.16 30.66 21.72 13.62 11.04 13.02 23.88 0.00 330.00
12 350.16 361.98 339.00 344.16 360.66 351.72 343.62 341.04 343.02 353.88 330.00 330.00

新橋利用時所要時間（Route2） （分）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 0.00 11.82 22.32 6.00 26.82 19.08 11.04 9.18 26.34 37.20 20.82 350.16
2 11.82 0.00 34.14 17.82 22.20 15.06 22.86 20.94 38.16 49.02 32.58 361.98
3 22.32 34.14 0.00 16.32 32.76 23.88 15.78 13.20 11.58 14.88 9.00 339.00
4 6.00 17.82 16.32 0.00 22.02 13.08 5.04 3.12 20.34 31.20 14.82 344.16
5 26.82 22.20 32.76 22.02 0.00 8.94 16.98 19.62 36.78 47.64 31.26 360.66
6 19.08 15.06 23.88 13.08 8.94 0.00 8.04 10.68 27.84 38.76 22.32 351.72
7 11.04 22.86 15.78 5.04 16.98 8.04 0.00 2.58 19.80 30.66 14.28 343.62
8 9.18 20.94 13.20 3.12 19.62 10.68 2.58 0.00 17.16 28.08 11.64 341.04
9 26.34 38.16 11.58 20.34 36.78 27.84 19.80 17.16 0.00 26.46 13.02 343.02

10 37.20 49.02 14.88 31.20 47.64 38.76 30.66 28.08 26.46 0.00 23.88 353.88
11 20.82 32.58 9.00 14.82 31.26 22.32 14.28 11.64 13.02 23.88 0.00 330.00
12 350.16 361.98 339.00 344.16 360.66 351.72 343.62 341.04 343.02 353.88 330.00 330.00

新橋利用時所要時間（Route3） （分）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 0.00 11.82 25.20 6.00 26.82 19.08 11.04 9.18 29.16 40.08 19.62 350.16
2 11.82 0.00 36.96 17.82 22.20 15.06 22.86 20.94 40.98 51.84 31.44 361.98
3 25.20 36.96 0.00 19.20 35.64 26.70 18.60 16.02 11.58 14.88 9.00 339.00
4 6.00 17.82 19.20 0.00 22.02 13.08 5.04 3.12 23.16 34.08 13.62 344.16
5 26.82 22.20 35.64 22.02 0.00 8.94 16.98 19.62 39.60 50.52 30.12 360.66
6 19.08 15.06 26.70 13.08 8.94 0.00 8.04 10.68 30.72 41.58 21.18 351.72
7 11.04 22.86 18.60 5.04 16.98 8.04 0.00 2.58 22.62 33.48 13.08 343.62
8 9.18 20.94 16.02 3.12 19.62 10.68 2.58 0.00 20.04 30.90 10.50 341.04
9 29.16 40.98 11.58 23.16 39.60 30.72 22.62 20.04 0.00 26.46 13.02 343.02

10 40.08 51.84 14.88 34.08 50.52 41.58 33.48 30.90 26.46 0.00 23.88 353.88
11 19.62 31.44 9.00 13.62 30.12 21.18 13.08 10.50 13.02 23.88 0.00 330.00
12 350.16 361.98 339.00 344.16 360.66 351.72 343.62 341.04 343.02 353.88 330.00 330.00

新橋利用時所要時間（Route4） （分）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 0.00 11.82 40.26 6.00 26.82 19.08 11.04 9.18 44.28 27.48 34.74 350.16
2 11.82 0.00 28.50 17.82 17.10 15.06 22.86 20.94 32.46 15.72 22.98 361.98
3 40.26 28.50 0.00 46.26 26.76 35.70 43.74 46.38 11.58 12.78 9.00 339.00
4 6.00 17.82 46.26 0.00 22.02 13.08 5.04 3.12 50.28 33.48 40.74 344.16
5 26.82 17.10 26.76 22.02 0.00 8.94 16.98 19.62 30.78 13.98 21.24 360.66
6 19.08 15.06 35.70 13.08 8.94 0.00 8.04 10.68 39.72 22.92 30.18 351.72
7 11.04 22.86 43.74 5.04 16.98 8.04 0.00 2.58 47.76 30.96 38.22 343.62
8 9.18 20.94 46.38 3.12 19.62 10.68 2.58 0.00 50.34 33.60 40.86 341.04
9 44.28 32.46 11.58 50.28 30.78 39.72 47.76 50.34 0.00 16.80 13.02 343.02

10 27.48 15.72 12.78 33.48 13.98 22.92 30.96 33.60 16.80 0.00 7.26 353.88
11 34.74 22.98 9.00 40.74 21.24 30.18 38.22 40.86 13.02 7.26 0.00 330.00
12 350.16 361.98 339.00 344.16 360.66 351.72 343.62 341.04 343.02 353.88 330.00 330.00

Minutes When using Mykolaiv Bridge (Route 4) 

Minutes When using Mykolaiv Bridge (Route 3) 

When using Vavarovsky Bridge Minutes 

Minutes When using Mykolaiv Bridge (Route 1) 

Minutes When using Mykolaiv Bridge (Route 2) 
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2) 転換交通量の推測 

 前節で得たミコライウ橋－ババロフスキー橋利用時間差に対して以下の転換率を適用し，ミコ

ライウ橋各ルートの交通量を以下のように算出した。 

 

表 8-2-5. 転換後のミコライウ橋・ババロフスキー橋の交通量 
Unit: veh./day 

Bridges Route Pax Bus 
2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailer All 

Mykolaiv 
Bridge 

Route1 9,785 1,566 1,351 104 707 13,512 
Route2 10,714 1,742 1,563 106 804 14,929 
Route3 10,358 1,671 1,480 106 808 14,423 
Route4 9,032 1,383 1,201 100 842 12,558 

Vavarovsky 
Bridge 

Route1 15,303 2,636 2,671 88 1,255 21,954 
Route2 14,374 2,460 2,459 86 1,158 20,537 
Route3 14,730 2,531 2,542 86 1,154 21,043 
Route4 16,056 2,819 2,821 92 1,120 22,908 

 
Unit: pcu/day 

Bridges Route Pax Bus 
2-axle 
trucks 

3+ axle 
trucks 

Trailer All 

Mykolaiv 
Bridge 

Route1 9,785 4,698 2,701 352 3,536 21,072 
Route2 10,714 5,227 3,125 359 4,020 23,445 
Route3 10,358 5,013 2,960 360 4,038 22,729 
Route4 9,032 4,150 2,402 338 4,208 20,130 

Vavarovsky 
Bridge 

Route1 15,303 7,908 5,343 298 6,274 35,126 
Route2 14,374 7,379 4,919 291 5,790 32,753 
Route3 14,730 7,593 5,084 290 5,772 33,469 
Route4 16,056 8,456 5,642 312 5,602 36,068 

 

 

  

Bridge Route

Route1

Route2

Route3

Route4

Route1

Route2

Route3

Route4

Conversion / Unconversion Rate

Mykolaiv
Bridge

39.1%

42.9%

41.5%

36.1%

Vavarovsky
Bridge

60.9%

57.1%

58.5%

63.9%
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8-2-4 ネットワーク交通量の推測 

1) ネットワーク容量及び QV 条件の設定 

(1) 容量設定 

ネットワークの各区間の道路状況（種級相当，車線数）から容量を以下のように設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2-7. ネットワーク容量 

 

  

Unit: 100PCU 
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(2) QV 設定 

転換交通量に基づき速度を設定するため，各区間のQV条件を以下のように設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*New bridge: Mykolaiv Bridge, Existing bridge: Vavarovsky Bridge 

 
図 8-2-8. QV 設定 

 

  

Qvno Lanes Q1 Q2 Capacity  V1 V2 V3 Remarks

114 4 54,000 93,200 70,000 Free speed V1*0.5 5 New bridge
324 4 32,400 64,800 55,200 Free speed V1*0.5 5 M14 suburb
322 2 10,500 20,900 17,800 Free speed V1*0.5 5 M14 suburb
332 2 9,900 19,700 16,700 Free speed V1*0.5 5 Other roads
416 6 49,200 97,800 87,600 Free speed V1*0.5 5 Main area
414 4 32,800 65,200 58,400 Free speed V1*0.5 5 Main area
413 3 15,450 30,900 27,500 Free speed V1*0.5 5 Existing bridge
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(3) 現況交通量の推測 

 観測交通量を合成し，2017年時点のへ現況交通量を推測した。この交通量に基づく混雑度，速

度（平均，最終）を以下のように推測した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 8-2-9. 交通量推計結果（現況 交通量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2-10. 交通量推計結果（現況 混雑度） 

  

Traffic Flow 

     VCR＜1.00 

VCR＜1.20 

     VCR＜1.50 

     1.50＜VCR   

Unit: 100PCU 

Scale: 1mm=40,000PCU 

Sep.,2016 - 24hrs - 4 categories 
Jan.,2017 - 24hrs - 5 categories 
Oct.,2018 - 24hrs - 1 category 
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図 8-2-11. 交通量推計結果（現況 速度） 

 

  

Unit: km/h 

Unit: km/h 

Estimated speed (avg.) 

Estimated speed (final) 
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(4) 転換後交通量の推測 

ネットワークの現況交通量に各ルートの転換後交通量を加減し転換後交通量の推測を行った。 

以下に，各ルートの転換後の交通量図及び主要区間の交通量，混雑度，速度（平均，最終）を

示す。 

 

表 8-2-6. ネットワーク交通量推計結果まとめ 

 

 

  

Capacity Total Pax Bus 2ax 3ax Trailer VCR Speed（Avg.） Speed（Final）
100PCU/day 100PCU/day 100PCU/day 100PCU/day 100PCU/day 100PCU/day 100PCU/day km/h km/h

Vavarovsky Bridge 275 594 247 110 78 9 150 2.54 16.1 5.0
Mykolaiv Bridge 700 0 0 0 0 0 0 0.00 100.0 100.0
M-14 (west) 178 310 87 31 58 8 126 0.81 54.8 5.0
P-6 552 213 51 13 36 0 112 0.07 80.0 80.0
N-11 552 199 69 17 44 0 69 0.00 50.0 50.0

Current N-14 167 197 92 47 18 2 37 0.33 43.7 5.0
traffic T-1501 584 890 267 94 119 24 387 0.05 33.4 5.0

M-14 178 175 32 13 38 0 92 0.25 46.6 33.1
T-1506 167 162 48 17 22 4 70 0.24 75.0 54.4
T-1507 167 162 48 17 22 4 70 0.37 46.9 34.0
M-14 (east) 178 333 68 28 66 7 164 0.25 51.3 5.0
Ingul bridge 584 773 345 178 102 8 140 0.46 37.7 5.0
Vavarovsky Bridge(east) 876 948 413 183 87 15 250 0.29 26.6 15.9
Vavarovsky Bridge 275 384 150 63 51 6 115 2.16 22.1 5.0
Mykolaiv Bridge 700 210 98 47 27 3 35 0.00 100.0 100.0
M-14 (west) 178 355 127 60 67 6 96 1.74 48.4 5.0
P-6 552 360 135 56 59 1 109 0.39 79.8 75.6
N-11 552 199 69 17 44 0 69 0.36 50.0 50.0

Route1 N-14 167 168 87 46 16 1 19 1.18 46.4 32.4
T-1501 584 890 267 94 119 24 387 1.52 33.4 5.0
M-14 178 154 26 11 36 0 81 0.98 48.2 38.4
T-1506 167 162 48 17 22 4 70 0.97 75.0 54.4
T-1507 167 162 48 17 22 4 70 0.97 46.9 34.0
M-14 (east) 178 333 68 28 66 7 164 1.87 51.3 5.0
Ingul bridge 584 879 416 219 120 7 116 1.32 33.8 5.0
Vavarovsky Bridge(east) 876 925 407 181 85 14 239 1.08 26.9 16.6
Vavarovsky Bridge 275 360 140 57 47 6 110 2.16 23.2 5.0
Mykolaiv Bridge 700 234 107 52 31 3 40 0.00 100.0 100.0
M-14 (west) 178 310 87 31 58 8 126 1.74 54.8 5.0
P-6 552 375 144 61 63 1 107 0.39 79.6 73.7
N-11 552 199 69 17 44 0 69 0.36 50.0 50.0

Route2 N-14 167 165 86 46 16 1 16 1.18 46.6 33.2
T-1501 584 890 267 94 119 24 387 1.52 33.4 5.0
M-14 178 154 26 11 36 0 81 0.98 48.2 38.5
T-1506 167 162 48 17 22 4 70 0.97 75.0 54.4
T-1507 167 162 48 17 22 4 70 0.97 46.9 34.0
M-14 (east) 178 333 68 28 66 7 164 1.87 51.3 5.0
Ingul bridge 584 890 424 224 124 7 112 1.32 33.4 5.0
Vavarovsky Bridge(east) 876 925 407 181 84 14 239 1.08 26.9 16.6
Vavarovsky Bridge 275 367 144 60 48 6 110 2.16 22.9 5.0
Mykolaiv Bridge 700 227 104 50 30 3 40 0.00 100.0 100.0
M-14 (west) 178 310 87 31 58 8 126 1.74 54.8 5.0
P-6 552 368 141 59 61 1 107 0.39 79.7 74.5
N-11 552 199 69 17 44 0 69 0.36 50.0 50.0

Route3 N-14 167 165 86 46 16 1 16 1.18 46.6 33.2
T-1501 584 890 267 94 119 24 387 1.52 33.4 5.0
M-14 178 153 26 11 36 0 81 0.98 48.2 38.5
T-1506 167 162 48 17 22 4 70 0.97 75.0 54.4
T-1507 167 162 48 17 22 4 70 0.97 46.9 34.0
M-14 (east) 178 333 68 28 66 7 164 1.87 51.3 5.0
Ingul bridge 584 884 421 222 122 7 112 1.32 33.6 5.0
Vavarovsky Bridge(east) 876 925 407 181 84 14 239 1.08 26.9 16.6
Vavarovsky Bridge 275 393 157 68 54 6 108 2.16 21.7 5.0
Mykolaiv Bridge 700 201 90 42 24 3 42 0.00 100.0 100.0
M-14 (west) 178 310 87 31 58 8 126 1.74 54.8 5.0
P-6 552 212 51 13 36 0 112 0.39 80.0 80.0
N-11 552 199 69 17 44 0 69 0.36 50.0 50.0

Route4 N-14 167 173 87 46 17 1 22 1.18 46.0 31.2
T-1501 584 1,002 337 131 137 23 374 1.52 30.2 5.0
M-14 178 150 25 10 36 0 79 0.98 48.4 39.3
T-1506 167 162 48 17 22 4 70 0.97 75.0 54.4
T-1507 167 114 22 8 13 4 66 0.97 49.8 46.2
M-14 (east) 178 333 67 27 65 7 167 1.87 51.3 5.0
Ingul bridge 584 747 340 176 100 6 124 1.32 38.9 5.0
Vavarovsky Bridge(east) 876 1,034 476 218 102 14 224 1.08 25.1 5.0

Location
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図 8-2-12. 交通量推計結果（Route1） 

Route 1 
Converted Traffic Volume 

Route 1 
Traffic Vokume after Conversion 

Unit: 100PCU 
Red: Plus, Blue: Minus 
Scale: 1mm=10,000PCU 

Unit: 100PCU 

Scale: 1mm=30,000PCU 
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図 8-2-13. 交通量推計結果（Route2）  

Route 2 
Converted Traffic Volume 

Route 2 
Traffic Volume after Conversion 

Unit: 100PCU 
Red: Plus, Blue: Minus 
Scale: 1mm=10,000PCU 

Unit: 100PCU 

Scale: 1mm=30,000PCU 
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図 8-2-14. 交通量推計結果（Route3）  

Route 3 
Converted Traffic Volume 

Route 3 
Traffic Volume after Conversion 

Unit: 100PCU 
Red: Plus, Blue: Minus 
Scale: 1mm=10,000PCU 

Unit: 100PCU 

Scale: 1mm=30,000PCU 
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図 8-2-15. 交通量推計結果（Route4）  

Route 4 
Converted Traffic Volume 
 

Route 4 
Traffic Volume after Conversion 

Unit: 100PCU 
Red: Plus, Blue: Minus 
Scale: 1mm=10,000PCU 

Unit: 100PCU 
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8-2-5 将来交通量 

1) 将来交通量の伸び率 

2017 年調査が実施されてから本調査までの期間が短いことや，ウクライナ国の情勢も大きく変

化していないことから，本調査における将来交通量の伸び率は，2017 年調査時で採用された伸び

率を採用する。2017 年調査時の将来交通量の伸び率は，2011F/S と同様に，交通量観測量と社会

経済指標を用いた回帰モデルによって推計されている。社会経済指標である GDP 成長率は，2.5％

～3.5％と想定されている。算出された伸び率は以下のとおりである。 

 

表 8-2-7. 将来交通量の伸び率 

 Passenger cars Buses 2-axle trucks 3+ axle trucks Trailers 

Annual average 
growth ratio 

3.2% 2.0% 0.9% 3.0％ 3.0％ 

 

2) 将来交通量 

年平均日交通量および将来交通量の伸び率から算出した各ルートの将来交通量を以下に示す。 

 

表 8-2-8. 将来交通量（台ベース） 

 

 

  

Pax Bus 2-axle truck 3+ axle truck Trailer Total
Vavarovsky 19,200 2,464 2,722 212 2,431 27,029
Mykolaiv 12,555 1,840 1,446 124 1,367 17,332

Vavarovsky 30,647 3,333 3,100 330 3,782 41,192
Mykolaiv 20,041 2,488 1,646 192 2,127 26,495

Vavarovsky 48,916 4,500 3,528 513 5,885 63,342
Mykolaiv 31,987 3,359 1,873 299 3,310 40,830

Vavarovsky 18,002 2,255 2,493 210 2,395 25,354
Mykolaiv 13,754 2,049 1,675 126 1,403 19,006

Vavarovsky 28,734 3,049 2,839 326 3,727 38,676
Mykolaiv 21,954 2,771 1,907 196 2,183 29,011

Vavarovsky 45,862 4,117 3,231 508 5,799 59,518
Mykolaiv 35,041 3,741 2,170 305 3,396 44,654

Vavarovsky 18,466 2,339 2,581 210 2,400 25,997
Mykolaiv 13,289 1,964 1,587 126 1,398 18,364

Vavarovsky 29,475 3,164 2,939 326 3,735 39,640
Mykolaiv 21,212 2,657 1,807 196 2,175 28,047

Vavarovsky 47,046 4,272 3,344 508 5,812 60,982
Mykolaiv 33,857 3,587 2,057 305 3,384 43,190

Vavarovsky 20,098 2,678 2,868 216 2,496 28,357
Mykolaiv 11,657 1,625 1,300 120 1,301 16,004

Vavarovsky 32,081 3,622 3,266 336 3,885 43,189
Mykolaiv 18,607 2,198 1,481 186 2,025 24,497

Vavarovsky 51,205 4,891 3,716 522 6,045 66,378
Mykolaiv 29,699 2,968 1,685 290 3,151 37,793

Route2

2025

2040

2055

Route Year

Route1

2025

2040

2055

Bridge
Traffic volume (veh./day)

Route3

2025

2040

2055

Route4

2025

2040

2055
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表 8-2-9. 将来交通量（PCU ベース） 

 

 

 

 

Pax Bus 2-axle truck 3+ axle truck Trailer Total
Vavarovsky 19,200 7,392 5,445 717 12,153 44,907 27,500 1.63
Mykolaiv 12,555 5,519 2,892 418 6,836 28,220 70,000 0.40

Vavarovsky 30,647 9,998 6,200 1,115 18,911 66,871 27,500 2.43
Mykolaiv 20,041 7,464 3,293 650 10,637 42,085 70,000 0.60

Vavarovsky 48,916 13,499 7,055 1,735 29,426 100,631 70,000 3.66
Mykolaiv 31,987 10,077 3,747 1,012 16,552 63,376 70,000 0.91

Vavarovsky 18,002 6,764 4,987 709 11,976 42,437 27,500 1.54
Mykolaiv 13,754 6,147 3,350 425 7,013 30,689 70,000 0.44

Vavarovsky 28,734 9,148 5,678 1,103 18,635 63,298 27,500 2.30
Mykolaiv 21,954 8,313 3,815 662 10,913 45,657 70,000 0.65

Vavarovsky 45,862 12,352 6,461 1,717 28,997 95,389 27,500 3.47
Mykolaiv 35,041 11,224 4,341 1,030 16,981 68,617 70,000 0.98

Vavarovsky 18,466 7,018 5,162 709 12,001 43,357 27,500 1.58
Mykolaiv 13,289 5,893 3,174 425 6,988 29,770 70,000 0.43

Vavarovsky 29,475 9,492 5,878 1,103 18,674 64,623 27,500 2.35
Mykolaiv 21,212 7,970 3,615 662 10,874 44,332 70,000 0.63

Vavarovsky 47,046 12,816 6,689 1,717 29,058 97,326 27,500 3.54
Mykolaiv 33,857 10,760 4,113 1,030 16,920 66,681 70,000 0.95

Vavarovsky 20,098 8,034 5,736 729 12,482 47,080 27,500 1.71
Mykolaiv 11,657 4,876 2,600 405 6,507 26,046 70,000 0.37

Vavarovsky 32,081 10,866 6,532 1,135 19,423 70,037 27,500 2.55
Mykolaiv 18,607 6,595 2,961 630 10,125 38,919 70,000 0.56

Vavarovsky 51,205 14,672 7,433 1,766 30,223 105,298 27,500 3.83
Mykolaiv 29,699 8,905 3,369 981 15,755 58,709 70,000 0.84

VCRRoute Year Bridge
PCU

Capacity

Route1

2025

2040

2055

Route2

2025

2040

2055

Route3

2025

2040

2055

Route4

2025

2040

2055
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 架橋地点の斜面安定性に関する考察 

9-1 概要 

 2011F/S で実施された地質調査結果のレビューの他に，本調査で実施された地質調査結果および

土木研究所との 2019 年 2 月の合同現地調査（以下「2019 調査」という。）による新たな知見を踏

まえ，架橋候補地点のルート 2 および 3 に対して，斜面安定性に関する考察を行う。 

ここでは，具体的に①調査地域の地形・地質のレビュー，②本地域における地滑りの発生過程

ならびに発達のメカニズムの推定，③地質の解析，④地形の解析，⑤道路計画との関係性につい

ての検討を行い，最後にそれらの検討結果を踏まえ，仮の対策工の提案を行う。また，これまで

の調査で，時間軸においてピンポイントである現時点での状況を限られた範囲で予測したが，今

後の長期的地すべりの特性（将来の変動）の把握・地すべり面の位置および範囲の正確な特定が

行われていないので，追加調査を行い，対策工の精度を向上することを目的とし，地すべり調査

計画（案）の提案を行う。 

なお，2019 調査では，両ルートとも地すべりの可能性のある潜在地または活動地であることか

ら，原則として地すべりの可能性が高い活動地を除外した箇所に橋脚・橋台を設置する方針とす

ることを決定した。 

また，ルート 3 はルート 2 に比較して地すべりの可能性のある範囲が狭く，陸地側に発達した

ガリーがあり川側に向かった水の供給もないと考えられることから，対策工の検討が容易である

ことを確認した。 

 

9-2 調査地域の地形・地質のレビュー 

図 9-2-1 に示すように本調査地域は南ブグ川の河岸部に位置する。本地域の南ブグ川は蛇行を繰

り返し，湾曲部の外側は流向に対して「攻撃斜面」となり，逆に内側は「滑走斜面」となってい

る。一般に攻撃斜面側は流速が速く，流水によって斜面の削剥が進行するのに対して，滑走斜面

側は流速が穏やかになり上流からの河川による削剥物が堆積する傾向にある。 

 本調査地域でも上述の傾向は明らかであり，湾曲部の外側である右岸側は常時削剥され（特に

雪解けなどの増水時），内側である左岸側は河岸部に河川堆積物（凡例②～④に相当：低位～中位

段丘堆積物も含む）が広く分布すると考えられる。 

 南ブグ川周辺では，河川比高差 40ｍ～100ｍに広く平坦台地が広がっており，台地上にはロー

ム層を含む洪積堆積物（凡例⑥：第四紀洪積世（約 1～164 万年前）ローム，締まった砂，固結粘

土他）が 10ｍ～20ｍの規模で堆積する。その下部には広く基盤層（凡例⑦：新第三紀鮮新世以前

（約 500 万年前以前：石灰岩層ならびに硬質粘土層よりなる）が分布するが，調査地周辺では直

接観察することはできない（大規模崖部を除く）。 

 高位の平坦台地より河川に向かう緩斜面部には，後背の台地から供給された斜面堆積物（凡例

⑤：ローム質土，砂，粘土，石灰岩礫他）が河川沿いに広く分布し（特に右岸斜面），河岸部まで

認められると考えられる。 

 斜面堆積物（凡例⑤）は，河岸部の堆積域では河川流水により削剥され易く，特に本地域の右

岸斜面部のような攻撃斜面では，削剥が助長される傾向にある。 

 このため，本斜面堆積物は河岸部の押さえが継続的な削剥により消失し，比較的大きな地滑り
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ブロック（地滑りの活動単位。地すべりとして一体となって動いている，あるいは動く恐れがあ

る土砂や岩の塊の範囲を指す。以下「ブロック」という。）として，下方に滑動し，不安定化を起

こし易い環境にある。 

 次頁図幅でも地滑りブロック（凡例⑧）として認識されているが，詳細な分布と発達は，本図

幅からでは読み取れないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Source: Ministry of Geology of the USSR (Quaternary Deposits Map) L-36-VIII（1967） 
 

図 9-2-1. 調査地周辺の地質概況（現地地質図幅からの抜粋ならびに加筆） 
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9-3 本地域における地滑りの発生過程と発達メカニズムの推定 

地滑りの定義を鑑みるに，山地や丘陵あるいは台地の斜面の一部で，土塊の平衡状態が破られ

て，側方あるいは下方へ移動していく現象を一般に山崩れ，あるいは崩壊と呼んでいる。このよ

うな現象は，豪雨等の自然要因や，末端切土などの人為的要因によって誘発され，実際に崩壊が

生じたことによって発生する斜面は一般に急峻なものとなることが多い。他方で，比較的緩やか

な斜面でもしばしば発生しており，この時の運動は極めて緩慢であり，かつ継続的なもの，につ

いては，特に「地滑り」と呼ばれ，一般の山崩れ（崩壊）とは区別される。しかしながら，地滑

りの場合でも，地滑りに伴って発生する 2 次的な崩壊もあり，またその逆もあり，地滑りと崩壊

との明確な区別は難しいと言われており，いずれも長期間に渡って様々な過程を踏む為，地滑り

乃至崩壊が疑われる地域の地質状況については，時間軸を取入れた将来的な評価を行うべきと考

えられる。そこで，本地域の地形・地質条件を踏まえ，本地域における地滑りの発生過程とその

発達メカニズムの概要について，ステージを追って，以下に示す。 

本地域での地形・地質条件は，9-2 で述べたように，調査地域に見られる不安定なブロックは，

湾曲部の外側である右岸側の河岸部に集中しており，後背の台地から供給された未固結の斜面堆

積物の分布域に限られている。南ブグ川右岸側斜面はこの斜面堆積物が緩斜面部に広く分布し，

また，攻撃斜面となっているため，流水による斜面の削剥が著しくなっている。 

 

9-3-1 ステージⅠ：地滑り発生前 

地滑り発生以前は，緩斜面部に斜面堆積物（Sd）がなだらかな傾斜で安定分布する状況である

が，本状況においても，南ブグ河岸部では最前線斜面の削剥が継続的に行われ，下方斜面の安定

性が徐々に損なわれ，その結果，不安定化が進むことにより斜面上に微弱で不規則なクラックの

発生などが認められるようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-3-1. 地滑り発生前の斜面（ステージⅠ模式断面） 
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9-3-2 ステージⅡ：初期地滑りの発生 

更に流水による末端斜面の削剥が進行すると，当該斜面の不安定化は増し，遂にブロックとし

て下方に滑動するようになり，初期の地滑りが発生する。ブロックの発生は，地形上，頭部の崖

（：頭部滑落崖）や側部の谷状地形が認められるようになる。 

ルート 3 右岸斜面は，本ステージに相当するものと考えられる。図 9-4-4 に示すように，地す

べり土塊が川の中まで押出されていることが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-3-2. 初期地滑り発生後の斜面（ステージⅡ模式断面） 

 

9-3-3 ステージⅢ：地滑り発達のメカニズム 

地滑り発生の後，各ブロックの時間軸の進行はまちまちであるが，流水による末端斜面（ブロ

ック末端部）の削剥が継続すると，地滑りの下方への滑動が活発化し，ブロックの不安定化は更

に増大する。 

ブロックの不安定化の増大は，地形にも反映され，地滑り発生時の頭部滑落崖や側部の谷状地

形の規模が増し，更にブロック形状は明瞭な形となる。 

上記の現象により，更に初期ブロックの上方斜面の不安定化が起こり，追従すべり（2 次すべ

り）を誘発することとなる。 

この不安定化のサイクルは，地形地質状況の差異などで場所により異なるものの，その進行は

遅く，通常は，斜面堆積物の分布域の頭部付近（台地肩部付近）までブロックが発達し，最終的

にそこで収束するものと考えられ，内陸部奥まで進行するとは考えづらい。 

ルート 2 右岸斜面は，ほぼ本ステージに相当するものと考えられるが，追加調査ボーリングに

より地質を確認し，内部への進行の可能性を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-3-3. 複合すべりが発達した斜面（ステージⅢ模式断面）  
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9-4 地形の解析  

9-4-1 ルート 2 

ガリー浸食をともなう規模の大きい地すべりブロックはルート２に沿って発達しているように

見られる。ブロック作図（図 9-4-2, 図 9-4-3 参照）の根拠は以下の通りである。 

 地すべりブロックの規模と地形的特徴 

・想定される地すべりブロックの最大規模は、幅 250 m、長さ 280 m であり、ガリー侵食エリア

の外周を囲うものである。 

・ガリー侵食の最も発達した部分の BS + 44m 地表付近には、ガリー侵食エリアの先端を囲う高さ

2〜3 メートルの段差がある。 

・ガリー侵食は、ブロック上部の勾配が均一となる領域まで進行している。 ガリー侵食の周辺の

地形は不均一であり、微地形の乱れが観察される。 

・地すべりブロックの下部ではガリーが隣接している。 ガリー発達区間の斜面には段差が形成さ

れており、段差はの方向はすべて川に平行となっている。 

・ブロック内の小規模の段差はガリーに向かって直接滑落した小崩壊の頭部に相当する地形変化

を示していると考えられる。 

 地形図ならびに現地の変状状況 3) 

（１）対象地域には単独及び樹枝状にガリーが発達している。このガリーの頭部付近を接続する

と一連の馬蹄形状の領域が浮かび上がる。地山が不安定で浸食を受けやすいことから潜在的なブ

ロックの存在が想定される。 

（２）想定されるブロックの地形特性として，複数の階段上の地形を含んでやや乱れた状態であ

る。上部はやや斜面勾配が緩やかになり一定の勾配を示しているが，この緩斜面内にも段差が発

生している。 

これらのことから，ルート 2 の右岸架橋位置を広域的に見ると上部の緩斜面領域と下部の急斜

面領域をセットとしたブロックが複数見られる領域と考えられる。その発達の過程を，9-3 の説明

に照らして，図 9-4-1 に平面的に示す。また，No.2 のボーリング地点に向かって，6 段の地すべ

り跡の存在が報告されている（図 9-4-3 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-4-1. 地滑り地形 

ステージⅠ，Ⅱ 

ステージⅢ 
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（３）初期地すべりが発生し，それに伴い地形の乱れと地下水の集中により，沢方向の浸食が進

行しガリー地形が発達した可能性も考えられる。ガリーの発達状況を見ると隣接する周辺域と比

べて明瞭かつ広域であり，隣接斜面に見られる緩斜面域まで及んでいることから，ガリーの発達

域した要因は，過去に地すべりによって広範囲に地塊が緩み土質的に不安定になった事および地

下水を集めやすい状態が形成された事と考えられる。 

（４）ルート 3 付近で現在生じている河岸付近の斜面崩壊（河川の削剥浸食による）は，ル－ト

2 では既に過去に生じており，幾度かの削剥侵食により，現在の河岸付近の末端部における急崖

状地形は消失していると考えられる。 

（５）現地調査において複数の湧水点が確認されている。このことから斜面内からある程度の地

下水排出が生じている可能性が考えられる。 
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緩斜面 

緩斜面 

緩斜面を切ってガリーが発達する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-4-2. ルート 2 右岸ブロック写真（Google earth による画像に調査団加筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-4-3. ルート 2 右岸ブロック平面図  
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9-4-2 ルート 3 

ルート 3 には明らかな段差地形を見せるブロック②と本地域で最大ブロックと推察されるブロ

ック①の存在が考えられる。ブロック作図（図 9-4-5 参照）の根拠は以下の通りである。 

 ブロック①（破線） 

・幅 140m，長さ 120ｍのブロックで下部は急斜面，上部は緩斜面勾配となる。 

・隣接する河川に面した斜面区間が明瞭な地すべり地形を呈していることから，連続してブロッ

クが発生する可能性が高いとの想定に基づく最大規模の地すべりである。 

 ブロック②（実線） 

・幅 105ｍ，長さ 95ｍの地すべりであり，すべり①と同様にブロック下部は急斜面，上部は緩勾

配の斜面となる。 

・地すべり頭部は現地踏査による変状（段差またはクラック），側部は沢状地形またはガリー状の

地形を根拠とする。 

・ブロック①と対比すると地すべり地の外周（頭部，側部）において地形的な特徴がみられるこ

とと，ブロックの下方，急斜面領域において複数の地形の乱れが認められることからこの領域

で最近の変動が生じている可能性が高い。河道沿いに幅，長さ 100m 以下のブロックが並列し

て分布する。ルート 2 と異なり，河道に向う地形が丘陵状に迫っているため浸食や波浪の影響

を受けやすい。 
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 斜面崩壊の時系列の変化 

Google 画像から 2003 年以降に隣接する斜面では，図 9-4-4 に示すように，斜面崩壊は 2010/10/24

（空色）で確認できるが，2003/6/13（赤色）では確認することが出来ず，正確な発生時期は特定

できないが，約 10 年の間に発生したものと考えられる。また，2014/10/11（紺色），2016/4/5（紫

色）より約 6 年の間に発生しており，短いサイクルで急激に発生している事がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-4-4. ルート 3 河川右岸域の地滑り地（Google earth による画像に調査団加筆） 
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これらのブロック斜面末端部の露出した石灰岩は，主に波浪による崩落で急崖になっているも

のと考えられる。一方，内陸部の微地形は，降雨期・融雪期の地下水位の上昇により周辺に地す

べり（斜面崩壊）により発生したのもと考えられる。 

現時点での地すべり頭部は，河岸より約 120m の位置にあり（図 9-4-5 参照），この間に橋台・

橋脚等の構造物を設置することは避ける。また，周辺の状況から，地すべりが後方斜面に拡大す

る可能性が高い。 

今後活動の予想される地すべりの規模の把握とともに，後方斜面への拡大のリスクを踏まえ，

橋台を設置可能な場所について追加調査する必要がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-4-5. ルート 3 右岸ブロック平面図 
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